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はじめに

近年、技術革新を持続的に引き起こしていくための社会的な仕組みづくりが世

界的に大きな関心を呼んでいる。それは、経済活動のグローバルな展開と冷戦終

結後の新たな国際秩序を模索する中で、自立的にして競争力のある新しい地域経

済圏の確立、雇用の確保、地域間格差の是正などが世界各国で急務となっている

からである。

その技術革新を持続的に引き起こして行くためには、基礎研究から応用研究、

開発研究、そしてそれらの研究成果の商業化、企業化に向けた、いわゆる科学技

術機関の川上から川下に向けた多様な開発とそれらの組織的な連携による一つの

社会システムとしての枠組みづくりが重要であることが強く認識されるようになっ

てきた。

実際、経済活動のグローバリゼーションと技術革新のための競争の激化は、特

に先進工業諸国において、単なる生産拠点としての工業団地の開発に替わって、

研究開発機能を備えた産業開発拠点の開発へと、その社会的要請を変化させるよ

うになってきた。取りわけ、産業の空洞化が懸念される我が国にあっては、従来

から地方展開を進めてきた大企業の国内生産拠点の役割は、既に低付加価値製品

の単なる生産拠点としての役割を終え、新たな機能を備えた産業拠点へと方向転

換を図らざるを得なくなりつつある。

他方、1970年代の末に米国でベンチャー企業の創出と雇用創出の機関としてそ

れぞれに考案されたインキュベータの一部は、■80年代に入って大学との連携を

強化することにより、新たに先端技術産業の開発拠点へとその姿を徐々に進化さ

せることに成功してきた。その結果、－90年代に入って大学からの技術移転によ

る先端技術産業の創出機関としてこの種のインキュベータは再び脚光を浴びるよ

うになってきた。今日、世界におけるインキュベータの多様化が急速に進められ

ており、それらは目的によって、大きく分けて雇用創出型、産業構造転換型及び

先端技術産業創出型の3つに大別することが出来るが、その実態は国あるいは地

域により、目的も機能も従ってそれらの開発及び運営等の形態も極めて多様に展

開されている。

本報告書はこうした現状を踏まえて、インキュベータを中心とした多様な産業



開発拠点を、新たに「サイエンス＆テクノロジーパーク」と呼ぶこととし、その

実態について広く国内外を含めて調査し、それらの機能別類型化と個々の拠点の

開発目的、運営形態等について分析・評価し、それらを「持続的に技術革新を維

持して行くための社会システムの一つ」と捉えることにより、国及び地域におけ

る経済開発に向けた科学技術機関の整備と科学技術資源の新たな活用方法等につ

いての政策立案に資することを目的に作成されたものである。

また本報告書は、近年先進工業諸国においてのみならず、開発途上国において

も活発に開発が進められている産業開発拠点としての「サイエンス＆テクノロジ

ーパーク」の機能別類型化を始めて提案するものである。その目的の第一は、地

域における「技術革新」を効率的に進めて行くための「科学技術社会基盤」の開

発に際して、それぞれ科学技術資源の空間的な蓄積によって、あるいは経済開発

のレベルによって、どのようなタイプの拠点開発が行われるべきかを示す一つの

指標を明らかにすることにある。目的の第二は、世界共通の類型化基準を開発す

ることにより、主として欧米各国と我が国の地域における技術革新のための「科

学技術社会基盤」の機能的相違を明らかにし、科学技術資源を巡る新たな国際協

力体制のあり方を検討する際の一つの方向を示すことにある。
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要

第1章　背景及び目的

経済活動のグローバリゼーションの進展は、企業の生産拠点の地球規模での分

散化を促進しつつ、研究開発拠点の戦略的配置に向けた新たな事業展開の模索を

も促進し始めている。特に、産業の生産拠点としての役割を果たしてきた地域が

単なる生産拠点から研究開発拠点へと変遷しつつある先進工業地域にあっては、

知的生産性の向上に向けた新たな地域振興施策の確立が経済のグローバリゼーショ

ンの枠組みの中で求められていると言えよう。

一方、多極分散型国土の形成を目標に、地域経済の発展と地域生活の質的向上

を図るために「生産拠点を中心とした誘致型の地域経済開発」から「イノベーショ

ンを活性化させるための研究開発拠点の整備を中心とした域内型経済開発」へと

地域経済の振興施策を大幅に転換しつつある我が国においては、地域における技

術革新による新しい産業の創出に向けた社会システムの構築が求められており、

既存の科学技術資源の活用に加え、新たな科学技術資源の開発と蓄積が重要な政

策課題として広く認識されるようになってきている。

今日まで研究・技術開発は高等教育機関を含め極めて限られた機関によって担

われてきた。しかしながら、近年、基礎研究を含め、研究・技術開発を目的とし

た、あるいはその成果の企業化・商業化を目的とした新たな科学技術機関・拠点

の開発が活発に行われるようになってきた。このことは同時に、これらの新しい

科学技術機関・拠点の運営主体やそのマネージメント手法が極めて多様に展開さ

れるようになってきていることを意味しており、従ってその役割と機能を改めて

評価する必要が生じてきていることを意味している。また、地域経済開発のツー

ルとして有効に機能することが期待されているこれらの機関の開発と運用のあり

方についても改めて検討しておく必要が生じている。

本調査研究の目的は、近年研究・技術開発機能を付加した多様な産業開発拠点

に関する現状を国内外を通じて総合的に把握・評価することにより、多様化しつ

つある科学技術機関・拠点の社会基盤としての役割と、それらを取り入れた技術

革新を誘発させる新しい社会システムの方向を模索しようとするものである。本

調査研究では、産業開発拠点の中でも特に科学技術成果の産業化を目的としたサ
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イエンス＆テクノロジーパーク（以下、「S＆Tパーク」と略す。）に光をあて、

その要素的インフラの構成内容の相違から新たにS＆Tパークを類型化し、それ

に基づいて、我が国のS＆Tパークの開発状況を調査し、その実体を研究・技術

開発のマネージメントとその企業化を中心に解析・評価した。また、我が国の技

術革新システムの特色を明らかにするために、海外事例も合わせて解析・評価し、

比較検討した。その上で、技術革新を持続的に誘発させるための社会システムの

構築に向けて、S＆Tパークの役割及びその可能性と我が国における問題点を明

らかにすることにより、地域科学技術政策の新たな展開を提案したものである。

第2章　サイエンス＆テクノロジーパークの役割

白リ　サイエンス＆テクノロジーパークの出芽適者

1950年代にアメリカで生産拠点として考案されたインダスドノアル・パーク

（工業団地）は、産業活動の高度化と共に、大学や公設の研究機関で開発された

科学技術シーズをより効率的に産業分野に技術移転する機能を付加することによ

り、1960年代にはアメリカでリサーチパークへと、更に▼70年代にはイギリスでサ

イエンスパークへとその内容を進化させてきた。－80年代に入って企業創出を目的

とした、いわゆる「インキュベータ」がサイエンスパーク、リサーチパークに導

入されるようになってから、生産拠点としてのインダスドノアル・パークはイノ

ベーションを明確に意識した産業開発拠点（S＆Tパーク）へと進化してきた。

一方、我が国では計画中のものも含めると1992年時点で全国に3，269箇所の工業

団地（インダスドノアル・パーク）が開発されてきている。これらが我が国の産

業基盤として日本の経済成長に寄与してきた役割は改めて指摘するまでもないこ

とであろう。しかしながら、我が国の工業団地も、－80年代以降、産業構造の高度

化の進展と共に、生産拠点そのものの高度な知識集約化を進めることにより、単

なる物財の大量生産拠点から、より洗練された高付加価値製品の生産拠点へとそ

の内容を内部から進化させてきた。この点、欧米諸国に見られるインダスドノア

ル・パークの進化が、大学や研究機関で開発された科学技術シーズの実用化を明

確な目標として、どちらかと言えば外部から進化し、産業開発拠点としての性格

を明確にしてきたのとは対照的である。
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（2ノ地域経済原発と彪戌禅学技術政廣

我が国は既に、これまで続けてきた誘致型の地域経済開発から域内型の地域経

済開発への転換期にある。しかしながら、地域産業の活性化と産業の域内開発を

明確な目標とした地域科学技術政策の歴史は浅い。域内型経済開発の最終目標が、

技術革新による持続的な産業・経済の成長にあることは言うまでもないことであ

る。そのためには、域内における研究・技術開発の振興からそれらの成果の産業

化に至るまで、技術革新を誘発させるための総合的な政策展開が求められている。

S＆Tパーク等の整備が科学技術と産業を結ぶ新しい産業科学技術基盤として域

内型経済開発のための有効な機関として機能していく可能性はあるが、そのため

には、それぞれの地域の産業と科学技術資源の蓄積に見合った地域独自のS＆T

パークの開発とその効果的な運用が図られる必要がある。

第3章　サイエンス＆テクノロジーパークの定義

rO海外におけるサイエンス＆テクノロジーパークの定義

欧米諸国におけるS＆Tパークは極めて多様な形態で開発されているが、国に

よっては明確な定義がなされている。「サイエンスパーク」は英国のサイエンス

パーク協会（UKSPA）及び国際サイエンスパーク協会（IASP）によって、「リサ

ーチパーク」は米国の大学関連リサーチパーク協会（AURRP）によって、「イノ

ベーションセンター」はドイツのテクノロジー＆ビジネスインキュベーションセ

ンター協会（ADT）によって、更にインキュベータについては米国の全米インキュ

ベーション協会（NBIA）によってそれぞれ厳格に定義されている。従って欧米諸

国では、公的機関がS＆Tパークを正式に命名する際には、原則他国で定義され、

使われている言葉は使わないことにしている。我が国ではこれらの言葉が安易に

乱用されているのは残念である。尚、本調査研究での定義は以下に示すように各

国の定義も参考としている。

「の　サイエンス＆テクノロジーパークの分類

世界のS＆Tパークは、各国の産業構造や経済構造に強く依存しながら、それ

ぞれ独自の目標に向けて開発され、普及してきた。それだけにS＆Tパークにつ

いて国際的に共通した定義はまだない。そこで、産業開発拠点の進化過程で開発

されてきた4つの要素的インフラ（パーク、研究施設・機関、交流施設・機関、
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インキュベータ）の15通りの組み合わせから、意味のない組み合わせを除去し

て行く方法で、S＆Tパークを3類型12種類に分類した。

尚、ここで、パークとは「企業や研究機関が入居して、研究・技術開発を行う

ための良質な環境条件を備えた十分な土地又は建物」を、研究施設・機関とは

「大学等の高等教育機関、国公設研究機関、民間及び第三セクターの研究機関等」

を、交流施設・機関とは「研究・技術開発や産業活動等を支援するために研究交

流、研修、情報提供等の各種サービスを行う施設・機関」を、インキュベータと

は「新しい企業の創業を図ろうとする個人・グループ及び創業後間もない企業に

対して、創業支援又は経営・技術支援のための各種専門的サービスの提供を行っ

ている施設・機関」を言う。

「の　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの粛査とその定義

研究開発機能を中心とした産業開発拠点、技術革新を振興する研究開発機能の

集積拠点、企業化支援拠点などについて各都道府県の科学技術担当部局を窓口と

した予備調査を行い、第一次スクリーニングを行った後、137箇所の科学技術機

関・拠点に対して研究・技術開発機能及びそれらの支援機能、研修・交流機能及

びそれらの支援機能、更にインキュベート機能等について、アンケート調査を実

施した。

その結果、我が国のS＆Tパークはそれぞれの機能の相違から、大きく分けて

以下の3類型に定義・分類されることが分かった。

（a） イノベーションセンター：企業の創業を支援するインキュベーション施設を

持ち、他に研究・交流のための施設・機関を併設していることもあるが、創業企

業が生産活動も含め、同じ場所で事業活動を拡大したり、あるいは外部から研究

機関等を新たに導入することのできるパークを持たないもの。どちらかと言えば、

市街地型の産業開発拠点で、近隣の大学、公的研究機関及び高等教育研究機関等

との緊密な連携のもとに研究・技術開発等を行い、科学技術資源の企業化による

域内型経済開発を目的に設立されたもの。

（b） サイエンスパーク：企業の創業を支援するインキュベーション施設が他の主

要施設と共にパーク内に併設されているもの。比較的広大な土地を有し、研究機

関や研究開発型企業の集積のための空間はもとより、インキュベータを卒業した

企業の事業拡大のための移転先としてのスペースをも保有し、どちらかと言えば

－4－



郊外型の産業開発拠点で規模も大きい。大学や研究機関集積地域に隣接する形で

建設されることが多く、大学等の高等教育研究機関との連携による研究・技術開

発等を進めることにより、それらの成果の企業化と同時に既存企業の技術革新を

も積極的に推進することに狙いがある。基本的には域内型経済開発が目的である

が、域外からの企業誘致にも有効に機能する。

（C） R＆Dパーク：科学技術資源を企業化するためのインキュベーション施設を

持たず、民間研究機関、大学、公設試験研究機関等の研究施設・機関の集積を目

的に建設された研究所団地。立地条件及び提供されるインフラは当然のことなが

ら工業団地（インダスドノアル・パーク）とは異なる。交通機関へのアクセス、

居住環境、生活環境、自然環境等に加え、都市機能へのアクセスも重要になる。

人間の知的生産性を支援する社会基盤整備が一つの鍵になる。このR＆Dパーク

には、研究交流機能を持たないものと研究交流機能を持つものがあり、研究交流

機能により、地域の研究開発能力を向上させたり、外部から研究開発型企業を誘

致する機能が付加される。いずれのタイプも基本的には域内型経済開発のための

機関・拠点ではなく、旧来からの企業誘致型の地域経済開発のツールとして開発

されている。

上記の定義を予備調査とアンケート調査の結果に適用した結果、我が国には

1994年3月時点で、計画中のものも含めると、全国に111箇所のS＆Tパークが

あることが分かった。その内訳は、R＆Dパークが46箇所（全体の41％）と最も

多く、次いでサイエンスパークの36箇所（同33％）、イノベーションセンターの

29箇所（同26％）の順となっている。

第4章　サイエンス＆テクノロジーパークの設立動向とその日的

（り設立動向

世界には現在約1200のS＆Tパークが設立されているものと予測され、国又は

地域によりそれぞれリサーチパーク（米国）、サイエンスパーク（英国）、イノ

ベーションセンター（独国）、高新技術産業開発区（中国）等と呼称が異なる。

我が国では、1994年3月までに大きく分けて3つのタイプの異なるS＆Tパーク

が全国70か所に設立されている。
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（2ノ設立日尉

独、英の場合には、ハイテク企業の創出を目的として設立されているものが圧

倒的に多いが、我が国の場合には、イノベーションセンターでさえ、既存の中小

企業の支援（69％）を目的に設立されたものが大部分となっており、サイエンス

パークは、ハイテク企業の誘致（58％）と中小企業の支援（53％）を目的に、ま

たR＆Dパークはハイテク企業の誘致（72％）を目的に設立されたものが多くなっ

ている。

また、イノベーションセンター（1994年3月時点で設立済み26箇所）やサイエ

ンスパーク（同19箇所）の中に設置され、運営されているインキュベータの総数

は45箇所となっている。そのうち科学技術資源の企業化を目的とした本格的なイ

ンキュベーションを目指していると答えたイノベーションセンターやサイエンス

パークの数は半数以下（38％）となっている。

これらのS＆Tパークが、工業団地に替わって域内型経済開発・の有効な手段と

なっていくためには、それぞれの地域の経済状況、科学技術資源の蓄積状況に見

合った多様なS＆Tパークの開発に取り組むべきである。

第5章　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの現状

0リノ小机嶽動と研究交流

S＆Tパーク内外の各種研究機関との研究者の出向・派遣や研究者の研究交流

などは殆ど行われておらず、地域にあっては、研究交流や共同研究のための施設

は出来ているものの、大学や公的研究機関と企業との連携により科学技術資源を

企業化するためのシステムとしてのソフトな枠組みができていない。

「2ノ研究厨発支援磯戯

研究開発支援機能の重要性は、イノベーションセンター、サイエンスパークの

いずれでも共に強く認識されているが、それはインキュベータを充分機能させる

ためには研究開発支援機能が必要不可欠であるとの認識によっている。しかし、

現状では場所、設備等のハード面での支援が中心で、研究者の派遣、研究指導、

共同研究の推進等人的な支援についてはあまり行われていない。

（の運営主体と運営経費

イノベーションセンター、サイエンスパーク及び交流機能を持つR＆Dパーク
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では、第3セクターの株式会社や財団法人等により施設が運営されているケース

が多く、交流機能を持たないR＆Dパークでは、都道府県や市町村が運営主体に

なっている割合が高い。また、S＆Tパークの運営機関における運営経費の主た

る収入源は、自治体の補助（31％）と不動産賃借料（20％）で、総収入のほぼ半

額に達している。

第6章　サイエンス＆テクノロジーパークにおけるインキュベータの現状

rO設立動向

我が国のインキュベータは、1989年以降に普及し始め、1994年3月現在で全国

に45箇所設立されている。今日までに設立された全てのS＆Tパークのうち、64

％がインキュベータ施設を備えているのに対し、今後建設が予定されている計画

中のS＆Tパークではインキュベータの建設予定は49％と減少傾向を示している。

インキュベータの運営の難しさに加え、起業家（アントレプレナー）不足と科学

技術資源の調達の困難さなど、域内型経済開発におけるインキュベータの機能と

その経済的効果を判断しかねているためと推測できる。

は　ス居橡

我が国の場合には、創業後間もない企業及び新分野に進出しようとしている既

存の中小企業が主な入居対象となっており、新たに創業を図ろうとする起業家を

積極的に入居対象としているインキュベータは極めて少ない。日本のインキュベ

ータは新しい企業を貯化させるために機能しているのではなく、貯化した企業を

保育したり、成人となった中小企業の新規事業展開等に利用されている。新たに

創業を図ろうとする起業家を入居の前提としている欧米型のインキュベータとは

その日的も機能も大幅に異なっている。

（のス居薪憮

入居制限年数は、原則として3年が56％、次に5年の24％となっている。なお、

入居企業の転出先を斡旋しているのは1箇所のインキュベータだけであった。

（4ノ入居率の符徴

研究交流が活発に行われているところや入居企業に対するサービス件数が多く

なるに連れて入居率の低いインキュベータは見受けられなくなる。インキュベー

タの運営には、研究交流活動やサービスの提供が入居者にとって必須の条件にな

－7－



りつつあることは注目すべきことであろう。

0り　サービス

一般に欧米においては、創業、金融、技術等のコンサルタントサービスやベン

チャーキャピタル、助成金等の金融サービスに関する専門的なサービスが、高い

率（48～94％）で実施されているのに対して、我が国の場合には、技術支援（73

％）と補助助成（52％）が5割を超えて実施されている程度で、外部機関の活用

度も低い。特に、新規開業と企業の各成長段階に対応したきめ細かい金融政策が

欠如している。また、入居している企業の多く（67％）はインキュベータの外部

に本社機能を置き、企業設立後3年以上経ってから入居している割合も高い（65

％）ことからもわかるように、起業家に対する支援というよりも、既に創業して

いる企業に対して単に入居スペースを提供しているだけのインキュベータが多い。

第7章　まとめと考察

（の礫膿の具をる多席をS＆Tパークの厨発

S＆Tパークは、大別してイノベーションセンター、サイエンスパーク、R＆

Dパークの3類型の産業開発拠点に分類することが出来る。これらは今後、工業

団地に替わって域内型経済開発の有効な手段となり得るばかりでなく、既に生産

性の向上にむけて一通りのファンダメンタルズを整えた我が国では、新たに知的

生産性の向上に向けた研究・技術開発のための科学技術機関・拠点の整備を進め

ていく上でも極めて重要な社会基盤になりうるものである。

（2ノ　β舟を好摩にしたインキヱベータの原発とそれらの運営手法の原発

我が国のインキュベータの特色は、どちらかと言えば、研究・技術開発を重視

した、先端技術産業創出型を目指しているものが多い点にある。しかしながら、

インキュベータの開発に関しては後発国である我が国では、その開発・管理・運

営が最も難しいと言われている先端技術産業創出型の「テクノロジー・インキュ

ベータ」の開発に着手する前に、まず初歩的なインキュベーション手法を学ぶ意

味でも、その管理・運営が比較的容易とされる雇用創出型、産業構造転換型の導

入を積極的に図るべきである。

加えて、我が国のインキュベータの入居主体は、新規分野への進出を試みよう

としている「既存の中小企業」となっている場合が多く、そのための支援がイン
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キュベータの中心的機能となっている。仮に、＿我が国のインキュベータの設立日

的が、創業支援にあるのではなく、既存企業の経営・技術支援にあるのだとすれ

ば、全国一律に先端技術産業の創出を狙うのでなく、地域の産業社会ニーズにあっ

た、よりきめ細かな機能がインキュベータに付加されてしかるべきであろう。

域内型地域経済開発を促進するには、研究開発を推進し、起業家を養成し、新

しい産業を創出していくことも重要であるが、その前に、雇用創出型、産業構造

転換型等それぞれの地域の産業・経済事情にあった日本型のインキュベータの開

発が強く望まれている。そのためには、地域独自の運営ノウハウ等の開発はもと

より、アントレプレナーの発掘と育成のための仕組みづくり、そしてそれらを総

合的に管理し、評価し、実践できるだけのインキュベータのマネージャーの登用

などが求められていると言えよう。

在り　イノベーションシステムとしての基盤整備上の課題

我が国経済のグローバリゼーションの進展と共に、産業は90年代以降不採算部

門を中心に生産拠点を徐々に海外にシフトさせるようになってきた。その結果、

今後我が国産業の国内生産拠点は、単なる物財の生産拠点から、新たに高付加価

値製品の生産に特化した知識集約型生産拠点へ、更には研究・技術開発のための

知的生産拠点へとその機能を質的に転換させて行くことが予測されている。こう

した状況の変化は、地方公共団体にあっては、今後地域経済開発に向けて企業を

域外から誘致するにしても、また域内で新たな産業を育成するにしても、研究・

技術開発を効率的に推進し、域内技術革新を促進させるための社会基盤の体系的

な整備が求められていることを意味している。

一方近年、技術革新が加速化され、精鋭化されるに従って、地域に展開する中

小企業と言えども基礎研究を指向して川上部分に上らざるを得なくなってきた。

そのことは同時に、従来産業活動の中でも研究・技術開発等どちらかと言えば川

上部分における産業活動の支援に徹してきた行政機関の役割も、逆に川下部分に

下ってその支援の対象を広げざるを得なくなってきたことを意味している。しか

しながら、我が国におけるS＆Tパークやインキュベータの開発は、どちらかと

言えば箱ものの整備が多く、しかもそれらの間はイノベーションの創出に向けた

一つの社会システムとして、相互に有機的な機能連携が図られるようには設計さ

れていない。そのため、今後地域においては、技術革新を持続的に進めて行くた
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めの社会システムの開発を早急に進めて行く必要があるが、少なくとも、ハード

面での基盤整備を進めて行く上でも以下のような手法の確立が求められている。

即ち、第一に、それぞれの地域における科学技術資源の蓄積状況を厳密に把握・

評価し、第二に地域における産業・生活の両面における科学技術ニーズを適切に

把捉し、その上で、第三に基礎研究から、技術開発、更にそれらの商業化・産業

化までの一連の流れを実現できる総合的な知的生産のための社会基盤を、一つの

社会システムとして構築し、整備して行く必要があろう。

「4ノ　イノベーションシステムとしての避戯・斜度上の課題

我が国では、技術革新を支援して行くための研究・技術開発関連の施設・設備

等、ハード面の整備は比較的順調に進んでいるのに対し、技術革新を刺激し、加

速して行くためのソフト面の整備（社会的な仕組みづくり）は欧米社会に比べて

更に大幅に遅れていると言わざるを得ない。

第一の課題は企業が創業する段階から、創業後の萌芽期、さらに成長期におけ

る資金調達の困難さとなって現れている。それらは、例えば、創業段階における

マイクロ・ローン制度（米国）の充実、創業後間もないアーリー・ステージの企

業のためのシードキャピタルの公的資金制度化（欧米）、エンジェル・ファンド

等の社会的容認（欧米）、更には株式の店頭公開前に市場から資金調達を可能に

するオーバー・ザ・カウンターの設置（米国）等、企業が成長して行くために必

要とされる金融制度が段階的に整備されている欧米に比べ、我が国では企業創出

支援のための金融制度は創業段階から成長段階に至るまで、殆ど整備されていな

いと言う現状があることである。

第二の課題は優秀な起業家の絶対的な不足となって現れている。このことは、

特に我が国社会あっては、大企業からの起業家のスピン・オフに比べ、大学及び

高等研究機関からのスピン・オフは極めて少ないことからも明らかである。

我が国の研究本務者総数約64万人（平成6年度）のうち約4割以上（43％）が

研究機関及び大学等に所属しているが、そのことは、今後我が国が、先端技術分

野でベンチャー企業による技術革新を期待するのであれば、研究機関及び大学等

からの新たなスピン・オフを期待するしかないことを意味している。しかしなが

ら、現在までのところ、特に大学及び研究機関等の研究者、技術者に起業家とし

てスピン・オフしようとするだけのインセンティブは働いていない。その背景は
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極めて複雑である。そのことを充分踏まえた上で、大学及び研究機関からのスピ

ン・オフを誘導するためには、まず、大学そのものの社会的役割とその機能の見

直しも含めて、インキュベーションを中核とした産学協同体制の新しい枠組みづ

くりから始める必要があろう。
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第1章　背景及び目的

経済活動のグローバリゼーションの進展は一方において、企業の生産拠点の地

球規模での分散化を促進しつつ、他方において研究開発拠点の戦略的配置に向け

た新たな事業展開の模索をも促進し始めている。産業活動はそれ自身すでに国家

の枠組みを超えた国際経済の新秩序形成に向けて動き始めており、そのことは同

時に、地域が、好むと好まざるとに拘わらず、国家の枠組みを超えた新たな生産

拠点あるいは研究開発拠点としての国際的な役割を負わされ始めていることを意

味している。

特に、これまで産業の生産拠点としての役割を果たしてきた地域が単なる生産

拠点から研究開発拠点へと変遷しつつある先進工業地域にあっては、生産のため

のインフラに替わる研究開発のためのインフラの提供や、地域の文化をも含めた

社会システムの構築といった、知的生産性の向上に向けた新たな地域振興施策の

確立が経済のグローバリゼーションの枠組みの中で求められていると言えよう。

一方、我が国においては、1987年6月に閣議決定された「第四次全国総合開発

計画」にみられるように、地域経済の発展と地域生活の質的向上による多極分散

型国土の形成を目標として、「生産拠点を中心とした誘致型の地域経済開発」か

ら「イノベーションを活性化させるための研究開発拠点の整備を中心とした域内

型地域経済開発」へと地域経済の振興施策を大幅に転換しつつあるが、域内型地

域経済開発を振興するためには、技術革新による新しい産業の創出に向けた社会

システムの構築が必要であり、既存の科学技術資源の効果的な活用に加え、新た

な科学技術資源の開発と蓄積が重要な課題として広く認識されてきている。

今日まで研究・技術開発は高等教育機関も含め極めて限られた機関によって担

われてきた。しかしながら、近年、基礎研究も含め、研究・技術開発を目的とし

た、あるいはその成果の企業化・商業化を目的とした新たな科学技術機関・拠点

の開発が活発に行われるようになってきた。しかもこれらの新しい機関・拠点の

運営主体やそのマネージメント手法は極めて多様に展開されるようになってきて

おり、その役割と機能を改めて評価する必要性が生じてきている。また、これら

の科学技術機関・拠点は科学技術資源を活用した地域経済開発のツールとしても

有効に機能することが期待されており、これらの機関・拠点の開発と運用のあり
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方についても検討しておく必要がある。

本調査研究の目的は、そうした研究・技術開発機能を付加した多様な産業開発

拠点に関する現状を国内外を通して総合的に把握し、評価することにより、多様

化しつつある科学技術機関・拠点の社会基盤としての役割と、それらを取り入れ

た技術革新を誘発させる新しい社会システムのあり方を明らかにしようとしたも

のである。

今回の調査では、産業開発拠点の中でも特に研究・技術開発の成果の産業化を

目的としたサイエンス＆テクノロジーパーク（以下、「S＆Tパーク」と略す。）

に光をあて、我が国のS＆Tパークの開発状況を調査し、その要素的インフラの

構成内容の相違から新たにS＆Tパークを類型化するとともに、研究・技術開発

のマネージメントとその企業化という点を中心として、その実態についての解析・

評価を行った。また、我が国の技術革新システムの特色を明らかにするために、

海外の事例も合わせて解析・評価し、比較検討も行っている。本報告書は、技術

革新を持続的に誘発させるための社会システムの構築に向けて、S＆Tパークの

役割及びその可能性と我が国における問題点を明らかにすることにより、地域科

学技術政策の新たな展開を提案したものである。

本報告書の構成は、フロー図と以下に示すとおりである。

第2章では、S＆Tパークの出現過程について海外の事例及び我が国の実状を

述べるとともに、持続的な産業・経済の成長に向けての地域科学技術政策の新た

な展開とS＆Tパークの必要性について述べる。

第3章では、我が国のS＆Tパークの実態を把握するために行った調査の内容

と、その結果を踏まえて行ったS＆Tパークを構成する4つの要素的インフラ、

（パーク、研究施設・機関、交流施設・機関、インキュベータ）によるS＆Tパ

ークの類型化の定義について述べる。

第4章では、調査で得られたデータを元にした我が国と海外におけるS＆Tパ

ークの設立動向と設立目的について、比較分析した結果について述べる。

第5章では、我が国のS＆Tパークの現状として研究交流機能やマネージメン

トなどの現状について分析した結果を述べるとともにアンケート調査により得ら

れた事例を紹介する。
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第6章では、S＆Tパークにおいてイノベーションを引き起こすための主要施

設であるインキュベータに焦点を当て、我が国の現状並びに米・独と比較した結

果について述べる。

第7章では、まとめとして、機能の異なる多様なS＆Tパークの開発の必要性、

目的を明確にしたインキュベータの開発とそれらの運営手法開発の必要性、イノ

ベーションシステムとしての基盤整備上の課題及び組織・制度上の課題について

述べる。
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（報告書フロー図）

（問題の認識）

第3章　S＆Tパークの定義
3－1海外におけるS＆Tパークの定義
3－2要素的インフラによるS＆Tパークの分類（仮説）
3－3日本のS＆Tパークの調査とその定義

（結果の解析）

第4章　S＆Tパークの設立動向と目的
4－1日本のS＆Tパークの設立動向
4－2各国のS＆Tパークの設立動向
4－3英、狼、日のS＆Tパークの比較
第5章　日本のS＆Tパークの現状
5－1S＆Tパーク内外の研究機関との協力関係
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第2章　サイエンス＆テクノロジーパークの役割

2－1　サイエンス＆テクノロジーパークの出現過程

2－1－1　海外におけるサイエンス＆テクノロジーパークの出現過程

S＆Tパークの出現過程をその政策的役割という観点から述べるには2つの政

策範疇を視野に入れておく必要がある。一つは、技術革新という産業政策の範噂

であり、もう一つは雇用創出という社会政策の範疇である。

歴史的に見ると、S＆Tパークの起源の一つはインダスドノアル・パーク（工

業団地）に求めることができる。その出現過程を概説すると以下のとおりである。

インダストリアル・パークの基本コンセプトは、効率性を追及する生産拠点と

して、1950年代のアメリカにおいて考案されたもので、その目的と機能は、道路、

電力、工業用水、港湾、空港、住居エリアといった生産のための良質な産業イン

フラを提供することで製造業の高生産性を確保し、効率的な生産地帯の形成を通

した経済開発を行うことであった。従って、そうしたインダスドノアル・パーク

を成功させるための主要素は、表2－1－1（a）欄に示すように、基本的な生産基盤、生

産施設及びパーク（十分な土地）の3要素であった。

1960年代に入り、企業間の優劣が新製品や技術開発の能力によって評価される

ようになり、目指すべき主眼が製造プロセスにおける高い生産性から研究・技術

開発力へと変化するようになると、インダスドノアル・パークにも技術革新を指

向する動きが生じてきた。大学や公設の研究機関における科学技術シーズと産業

分野との密接な連携を実現しようとする動きがそれで、シリコンバレーに代表さ

れるリサーチパーク（表2－1－1（b）欄）が1960年代のアメリカで、ケンブリッジサイ

エンスパークに代表されるサイエンスパーク（表2－1－1（C）欄）が1970年代のイギ

リスでそれぞれ整備されてくる。初期段階のアメリカのリサーチパークでは州政

府又は民間が主体で大学は研究開発を支援する形で協力するにとどまっていたが、

イギリスのサイエンスパークからは大学がより主体的に関与するようになり、研

究開発成果の産業化に果たす役割も大きくなってくる（表2－1－1（C）欄に示したよう

にリサーチパークでは必ず付随していた生産施設がサイエンスパークでは必ずし

も付随しなくなる。図2－1－1の（b）及び（C））。ここまでが、単なる生産拠点だった

インダスドノアル・パークからイノベーションを明確に意識した産業開発拠点
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（S＆Tパーク）へと進化したリサーチパーク及びサイエンスパークの第1世代

であり、1980年代に入ると、そこにインキュベータが移植されるようになり、表

2－1－1（d）欄と図2－1－1（d）に示すようにリサーチパーク及びサイエンスパークはそれ

ぞれ第2世代へと進化してくる。インキュベータの移植という点で重要なのは、

リサーチパーク及びサイエンスパークが産業政策の範噂での進化にとどまらず、

表2－ト1インダスドノアルパークからS＆Tパークへの進化

主要インフラ

パーク
センタ一名

生産基盤 生産施設 パーク 研究施設・機関
交流施設・
機関 インキュベータ 備考

インダストリアルパーク
（アメリカ1950－）

○ ○ C）

リサーチパークI
（アメリカ1960－）

○ C〕 ○ ○

第1世代
サイエンスパークI
（イギリス1970－）

［コ ○ ○ ○ ○

1ノ1－」／ノヽハ‾ユ′11
リサーチパ－クII
（イギリス、アメリカ1980－）

［コ ○ ○ ○ ○ 第2世代

イノベーションセンター
（ドイツ1983－）

○ ○ ○

○：必須要素　　　　　○：要望要素　　　　　□‥付帯要素

図2－1－1インダストリアルパークからS＆Tパークへの進化

公設試
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その最初の成功例1）に端的に現れているように、雇用創出という社会政策の機能

をも内包するケースが出てきているということである。

一方、元来社会政策としての意味合いの強かったインキュベータがその多様化

の中で技術革新を引き起こすことを明確な目標とするものへと進化してくるのが、

ドイツのイノベーションセンター（表2－1－1（C）欄）である。イノベーションセンタ

ーは、1983年にベルリンにおいて設立されたのが最初であるが、パークを持たず、

インキュベーション施設のみをその構成要件としている。リサーチパークやサイ

エンスパークとは形態が異なるが、入居している起業家・企業家の研究・技術開

発を支援するために、近隣の大学や高等教育研究機関との共同研究など密接な連

携を図っているのが特徴である。イノベーションセンターは、その名のとおりイ

ノベーションを明確に意識した産業開発拠点（S＆Tパーク）の一つである。

ここで、インキュベータの発展経過をたどってみると以下のとおりである。イ

ンキュベータの基本コンセプトは1970年代の後半にアメリカで考案されたもので、

実際には、民間企業によるベンチャー企業創出を目的としたものと、公的機関に

よる失業対策としての雇用創出を目的としたものの2つのタイプのインキュベー

タが設立された。しかしながら、いずれの機関もその機能や社会環境の未成熟さ

などから十分に機能せず、前述したように、インキュベータは結果的には1980年

の英国において雇用創出を目的とした機関として発動するようになる。そうした、

技術に依拠しない「ニュービジネスインキュベータ」（NBI）のいくぼくかの部分

は、図2－1－2に示すように、一方においてサイエンスパーク、リサーチパークへ移

植されることを通して、ハイテク技術等の技術革新を起こすことなどを目的とし

た技術指向型の「テクノロジーインキュベータ」（TIC）へと進化し、他方にお

いてはイノベーションセンターという形でやはり「テクノロジーインキュベータ」

（TIC）へと進化していくという経過をたどるのである（現在、世界中で1000以

上のインキュベータが運営されているが、それらはそれぞれの国の実情等に応じ

て様々な形で開発・運営がなされており、全てのインキュベータが技術指向型へ

と変化したわけではないことは言うまでもない。）。図2－1－3に「テクノロジーイ

1）ィンキュベータの最初の成功例は、1980年の英国において英国製鉄が設立した雇用創出会社で

あるとされており、その目的は、深刻な失業問題を抱えていた英国における余剰労働者の再雇用

の機会創出であった。
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ンキュベータ」のイメージを示す。

図2－1－2　インキュベータの変遷

（目的：雇用創出）
（目的：大学、研究機
関の成果の産業化、先
端技術産業の創出）

図2－1－3　テクノロジーインキュベータのイメージ図

cl兜，叫Y血．▲劇コI
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以上見てきたように、S＆Tパークの出現過程には、インダストリアル・パー

クとインキュベータが大きく関わっているが、欧米における出現過程での大きな

特徴の一つは産業政策と社会政策がクロスオーバーしてきているということであ

り、政策目標とその手段としてのS＆Tパークの形態との関係が複合的に拡がっ

てきているという点に特色がある。

2－1－2　日本におけるサイエンス＆テクノロジーパークの出現過程

欧米とは対照的に、専ら産業政策の範噂だけで変遷をたどってきたのが我が国

のS＆Tパークの出現過程の特色である。

まず、我が国の工業団地（インダスドノアル・パーク）の変遷を概観してみる。

（1）臨海工業団地：重厚長大型産業の原料輸入と輸出製品の製造を目的として港湾

近郊の臨海地帯に建設されたのが我が国の工業団地の最初である。

（2）内陸工業団地：臨海工業団地に次いで、内陸地城に臨海工業団地より規模の小

さい内陸工業団地が開発されてきたが、それらは1960年代中ごろまでに200箇所

を超え、現在では約500箇所が産業誘致の拠点としての役割を果たしている。

（3）中小企業団地：1961年度に、小規模企業の合理化と共同生産による生産の効率

性を促進する手段として中小企業団地の振興が始まり、1974年までの15年間に

218箇所の中小企業団地が完成し、現在では約1，000箇所の団地が木製品、服装品、

玩具、機械部品などの単一産業に供されている。

（4）産炭地域の振興のための工業団地：石炭が時代とともに石油等にとって替わら

れるようになる過程で、産炭地域での失筆者の増加が深刻な社会問題となったた

め、1962年に「産炭地域振興特別措置法」が制定され、それらの地域における工

業団地の開発が進められた。1992年までに127箇所の工業団地が産炭地域に開発

されている。

（5）工業再配置促進法による工業団地：1960年代の臨海工業地帯を中心とした我が

国の経済成長が、結果として大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭など環境の

悪化を招いたことを受け、1972年に「工業再配置促進法」が制定され、地方にお

ける工業団地の開発と環境保護を指向した工場の建設が進められた。地域経済開

発の核として工業再配置促進法による特別地域に平均200haの大規模な中核工業団

地が開発され、1992年現在で総面積4000ha、25箇所の団地が建設されている。
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（6）農村工業団地：米の余剰に対応するための減反と農業圏における余剰労働力の

吸収を目的として、1971年に「農村地域工業等導入促進法」が制定され、厳しい

調整のもとに農地から工業団地への転換が進められ、現在では1200箇所の農村工

業団地が散在している。

表2－1－2に示すように1992年9月現在で全国に3，269箇所の工業団地が開発、計画

されている。1988年から1992年にかけての工業団地面積の増加率と1992年9月現

在の工場用地の分譲率の関係を図2－1－4に示したが、分譲率70％以上、面積増加率

20％以下のところが25都府県で過半となっているが、それと同時に比較的高率で

面積が増加しているところや分譲率の低いところも見受けられる。

以上、我が国の工業団地の量的な変遷を見てきたが、一方で、工業団地の性格

の変化も起こってきている。1973年の第一次石油ショック以降、我が国経済はい

わゆる安定成長時代に移ると同時に、エレクトロニクス産業時代の幕開けを迎え

た。それまでの重厚長大型産業に比して経費的にも重量的にも大幅な軽減が実現

されたことで、物流上の制約を離れて各地に工場の再配置が進められると同時に、

工業団地自体も徐々に単なる生産工場の集まりから高付加価値化した新製品の製

造・開発を目指したものへと転換し始めた。その変遷を国の産業政策の変遷と重

ね合わせてみると以下のようになる。

まず、1983年に産業、学術、居住機能を集積したハイテク産業都市の創出を目

指した「高度技術工業集積開発促進法」（テクノポリス法）が制定された（1993

年現在、26の地域が承認）。次いで、1986年に、開放型試験研究施設、人材育成

施設、交流施設、研究開発型企業育成施設（インキュベータ）など高次の産業支

援機能を有する4施設を一群として整備するリサーチコアが制度化され、地域の

研究開発拠点として地域産業の高度化、地域社会の発展の促進が図られるように

なった。（リサーチコアは、「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の

促進に関する臨時措置法」（民活法）に基づくもので、テクノポリス地域以外の

都市部においても適用されている。）
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表2－1－2　全国の工業団地件数と面積（1992年9月現在）

（％）
団 地 件 数 工 業 団 地 面 積 工 場 用 地

分 譲 率

1 9 9 21 9 9 2

増 加 率

9 2 ／8 8 1 9 9 2

増 加 率

9 2 ／8 8

全 国 計 3 ．2 6 9 1 ．2 9 1 ．4 6 7 ．0 5 9 1 ．1 3 7 1 ．5

北 海 道 1 7 0 1 ．1 8 2 2 2 ，4 8 6 1 ．0 3 4 2 ．8

青 森 2 7 1 ．3 5 6 2 ，0 7 3 1 ．0 1 3 8 ．9

岩 手 7 2 1 ．3 8 1 9 ，8 0 9 1 ．1 0 6 9 ．4

秋 田 1 1 5 1 ．0 8 2 1 ，5 5 3 1 ．1 5 6 5 ．4

宮 城 6 4 1 ．3 6 2 7 ，9 9 0 1 ．2 0 7 5 ．1

山 形 6 1 1 ． 1 1 2 2 ，3 9 8 1 ．0 0 8 4 ．6

福 島 1 4 7 1 ．6 2 5 6 ，3 5 0 1 ．4 9 6 4 ．5

新 潟 1 7 6 1 ．3 5 3 6 ，5 7 6 1 ．2 2 7 2 ．1

茨 城 1 0 7 1 ．1 9 7 4 ，2 2 7 1 ．0 7 8 5 ．7

栃 木 6 8 1 ．2 1 3 8 ，5 0 4 1 ．0 5 8 7 ．9

群 馬 1 4 2 1 ．2 7 2 8 ，6 9 9 1 ．1 6 8 0 ．2

山 梨 1 7 1 ．2 1 5 ，0 8 2 1 ．0 7 7 5 ．6

長 野 1 4 1 1 ．4 5 1 6 ，5 7 6 1 ．2 2 7 1 ．2

埼 玉 4 7 1 ．1 2 2 8 ，9 7 6 1 ．0 8 7 9 ．0

千 葉 1 2 8 1 ．2 4 1 3 8 ，1 6 4 1 ．0 9 8 3 ．3

東 京 2 6 0 ．9 （I 8 ，7 5 4 0 ．9 6 8 0 ．7

神 奈 川 6 5 1 ．0 8 3 1 ，1 4 1 0 ．9 3 9 4 ．6

静 岡 5 2 1 ．2 4 1 4 ，1 4 1 1 ．1 8 8 8 ．0

愛 知 1 2 9 1 ．1 8 9 4 ，5 9 8 1 ．0 6 8 2 ．2

岐 阜 6 5 1 ．3 8 1 3 ，5 8 2 1 ．6 2 5 6 ．7

三 重 7 6 1 ．4 1 2 7 ，0 6 1 1 ．5 6 7 5 ．5

富 山 8 5 1 ．6 7 1 6 ，1 5 0 1 ．4 3 6 7 ．0

石 川 2 9 1 ．1 6 1 1 ，8 1 6 1 ．1 9 7 8 ．8

福 井 3 9 1 ．3 0 1 7 ，1 5 0 0 ．9 8 8 7 ．8
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京 都 1 3 1 ．1 8 7 ，0 7 4 1 ．0 9 8 1 ．6

奈 良 2 1 1 ．1 7 5 ，0 3 2 1 ．2 4 8 4 ．8

大 阪 3 9 1 ．3 0 3 1 ，6 7 5 1 ．2 3 8 5 ．3

兵 庫 8 4 1 ．2 7 5 1 ，2 9 7 1 ．1 6 8 0 ．0

和 歌 山 4 6 1 ．3 1 7 ，5 6 4 1 ．2 2 8 4 ．5

鳥 取 2 4 1 ．4 1 9 ，5 1 8 1 ．0 4 7 3 ．1

島 根 6 5 1 ．3 0 9 ，4 7 6 1 ．4 5 5 6 ．3
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往 ） 通 産 業 省 立 地 公 菩 局 立 地 目 導 課 の 統 計 を

もとに作成

図2－1－4　工業団地面積増加率（1992／1988）／工場用地分譲率（1992）
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さらに、東京圏への高次都市機能・人口の一極集中、地方圏での雇用問題の深

刻化などを背景として1987年6月に閣議決定された「第四次全国総合開発計画」

を受けて、翌1988年には、過度の東京一極集中の緩和と多極分散型国土の形成を

促進するための「多極分散型国土形成促進法」（多極法）が制定された。また、

時を同じくして、産業活動を支援する知識集約型産業も移動させようと、研究、

情報処理、デザイン、ソフトウェアを含む16業種を指定し、それらの産業の集団

再配置を振興するた捌こ「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に

関する法律」（頭脳立地法）が成立（1993年現在16地域を指定）した。最近では、

地方拠点都市地域の整備と過度に産業業務施設が集積している地域からの再配置

を促進し、地方の自立的成長及び均衡ある国土の発展を目的に「地方拠点都市地

域の整備及び産業業務機能の再配置の促進に関する法律」（拠点都市法）が1992

年に制定されている。

このような産業政策の変遷と歩調を合わせて、全国各地に単なる工業団地とは

異なる様々な産業開発拠点（S＆Tパーク）が整備されてきている。それらの産

業開発拠点は、法制度の上では大学や公設の研究機関との密接な関係が予定され、

また実際上も空間的に一体的に立地しているケースも多いが、現実に緊密な連携

が実現しているところは少なく、シーズ指向で域内型の産業振興を図るよりも、

ハイテク企業の誘致、研究開発型企業あるいは研究所の誘致等を指向していると

ころが多いようである。

換言すれば、当初単に効率的な生産機能を目指すものとして開発された工業団

地が、経済成長とそれに付随する諸問題とともにハイテク工業団地、ソフトパー

クなど知識集約型産業を含んだより洗練されたタイプの工業団地へと進化してき

たということである。我が国のS＆Tパークの出現過程は、冒頭でも触れたよう

に専ら産業政策の範時だけでの変遷であると同時に、そのインダストリアル・パ

ークの進化が、欧米のような大学や研究機関を中心とした科学技術シーズ指向の

進化と異なり、社会情勢や製品開発戦略の上に立った進化であった点が大きな特

色となっている。
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2－2　地域経済開発と地域科学技術政策

2－2－1　国及び地方公共団体の地域科学技術政策

地域科学技術政策の歴史はそれほど長いものではない。国が地域科学技術政策

に言及したのは、1977年の科学技術会議第6号答申の中で「地方における科学技術

活動の推進」という形で触れたのが最初であるが、その基本コンセプトは「地方固

有の問題への科学技術的対処」であった。地場産業育成、環境保全などの地域社

会に密着した研究開発の推進が提言されている。そして1992年の科学技術会議第

18号答申及びそれを踏まえて閣議決定された科学技術政策大綱において、地域に

おける科学技術振興が重点施策として採り上げられ、地域科学技術政策の重要性

の認識とともに、地域における科学技術活動を振興するための政府援助の必要性

が提言されるようになった。「地方固有の科学技術政策」が「地域科学技術政策」に

進化するのに15年を要したという計算である。

科学技術政策のパラダイムを考えた場合、社会軸と経済軸の2つの軸を設定す

ると、地域産業・経済開発、環境保全・リサイクル、医療・福祉・教育、生活・

消費・娯楽といった4つの領域（ドメイン）に分類することができる（図2－2－1）。

地域科学技術政策に対する明確な定義はまだ確立していないが、いくつかの地域

科学技術振興政策が実施されている。地域の科学技術振興のために科学技術庁が

実施している主要な政策と対象領域の関係を図2－2－2に示す。縦軸には、首都圏、

近畿中部圏、テクノポリス困、テクノポリス以外の地方圏の4地域を、横軸には

科学技術政策の4つの領域を採り各政策がどの分野をカバーしているかを表して

いる。これらの主要政策は、基本的には地域産業における研究開発活動の促進と

支援に焦点があてられているが、その内の3つの政策については地域産業の他に

環境保全、医療福祉などの分野への適用も期待されている。

各政策の内容を概説すると以下のとおりである。地域研究交流促進事業（図

2－2－2（1））は、地域に研究情報ネットワークを構築するもので、各地域の研究開発

ポテンシャルを最大限に活かしつつ、我が国全体としての効率的な科学技術水準

の向上を図ることを目的として、1988年から整備が開始されている。1990年から

開始された生活・地域流動研究（図2－2－2（2））は、地域の特色を生かした、あるい

は住民の生活の質の向上に資する研究を地域の中核オーガナイザーの指導のもと

に国研、公設試、民間企業の研究者を結集して実施するものである。
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図2－2－1科学技術政策の新しいパラダイム
経済軸

域

図2－2－2　科学技術庁における地域科学技術政策の主要政策
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（1）地域研究交流促進事業：8（北海道、東北7県、富山県、石川県、静岡県、
京阪奈、中国四国、大分県）
（2）生活・地域流動研究：15（北海道、岩手県、山形県、茨城県、神奈川県、富
山県、石川県、滋賀県、大阪府、兵庫県、鳥取県、広島県、福岡県、沖縄県）
（3）地域共同研究開発事業：8（青森県、岩手県、福井県、三重県、広島県、高
知県、熊本県、沖縄県）
（4）フロンティア研究の地域展開：2（宮城県、愛知県）
（5）先導的・基盤的地域科学技術施設の整備の支援：2（北海道、岐阜県）

－28一



地域共同研究開発事業（図2－2－2（3））は、地域における海洋科学技術の振興や普及

及び海域の利用の促進を図るため、1988年から海洋科学技術センターが都道府県

と共同して研究開発を実施している。フロンティア研究システム（図2－2－2（4））は、

1986年に理化学研究所が創設した制度で、先端的基礎研究を産・学・官及び海外

から優れた研究者を結集し、開かれた体制の下で行うことを目的としている。最

後の、先導・基盤的地域科学技術施設の整備の支援（図2－2－2（5））は、多極分散型

国土形成促進法に基づく振興地域の開発整備の一環として、地域に存在する独自

の資源、自然条件などを活用して、地域経済の全体的向上と科学技術基盤の強化

を目的としている。

一方、地方公共団体においても、近年、科学技術政策に取り組む地方自治体が

増えてきている。科学技術政策研究所の調査では1993年度末現在、科学技術政策

大綱などの科学技術関連政策指針を策定している都道府県は13県にのぼっている。

具体的な政策内容も基礎的な研究の推進から地域の中小企業への技術支援、生活

現場への適用まで、実に広範なものとなっているが、ここでは、S＆Tパークと

の関連から、研究機関・研究開発支援機関についてその状況を見ておくこととす

る。

まず、公設試験研究機関は、研究部門の統廃合など急速なリストラが行われて

おり、現在約600箇所の機関が存在している。図2－2－3に設立件数と推移を示すが、

その多くは1次産業のための技術センターで占められている。設立推移からも分

かるように1次産業が他に比べ古い歴史を持ち、医療・環境に関するものは地域

生活の質的向上のために戦後になって設立され始めていることが分かる。また、

前節で見た国の産業政策の変遷と時期的に重なる形で、1983年以降基礎科学分野

を含んだ新しい研究機関や研究開発支援機関が、新技術開発や中小企業の研究・

技術開発活動支援のために設立されてきており、科学技術政策研究所の調べでは

1993年度末までに161箇所の機関が設立されている。

地域の大学に関しても技術革新や地域産業との共同研究などその役割への期待

が広がり、地域科学技術の振興にとっても重要な位置づけが求められてきている。

表2－2－1に示すように1993年度までに33の共同研究センターが文部省によって国立

大学に設立され、大学と地域の産業間の共同研究に関する支援体制の整備が期待

されている。
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図2－2－3　公設試験研究機関の設立件数と推移

．1期　1外）1－　1910－　1920－　1930－　1940　1950－　1960－　1970－　1980－　19恥

1909191919291939年19491959196919791989
資料）科学技術政策研究所「地域における科学技術振興に関する調査研究（平成4年8月）」
（NISTEPREPORTNo・23）

表2－2－1国立大学共同研究センターの整備状況
設立年度 大学 名称 都道府県

1987 富山大学
神戸大学

地域共同研究センター
地域共同研究開発センター

富山県
兵庫県

熊本大学 地域共同研究センター 熊本県

1988 宏　　　　　　 一竺与 地域共同研究開発センター
地域共同研究センター

ヒ海道
馬県

土　　　　　　 子
群馬大学
東京農工大学 地域共同研究センター 東京都

岐阜大学 地域共同研究センター 岐阜県

名古屋大学 先端科学技術共同研究センター 愛知県

1989 茨城大学 地域共同研究開発センター 茨城県

宇都宮大学 地域共同研究センター 栃木県

名古屋工業大学 地域共同研究センター 愛知県
九州工業大学 地域共同研究センター 福岡県

佐賀大学 地域共同研究センター 佐賀県

1990 山梨大学 地域共同研究センター 山梨県

三重大学 地域共同研究センター 三重県

京都工芸繊維大学 地域共同研究センター 京都府
岡山大学 地域共同研究センター 岡山県

長崎大学 地域共同研究センター 長崎県

1991 横浜国立大学 地域共同研究振興センター 神奈川県

新潟大学 地域共同研究センター 新潟県

静岡大学 地域共同研究センター 静岡県
山口大学 地域共同研究開発センター 山口県

徳島大学 地域共同研究センター 徳島県

1992 北見工業大学 地域共同研究センター 北海道

山形大学 地域共同研究センター 山形県

電気通信大学 共同研究センター 東京都
福井大学 地域共同研究センター 福井県

鹿児島大学 地域共同研究センター 鹿児島県

1993 岩手大学 地域共同研究センター 岩手県

秋田大学 地域共同研究センター 秋田県

信州大学 地域共同研究センター 長野県

鳥取大学 地域共同研究センター 鳥取県

大分大学 地域共同研究センター 大分県

資料）文部省資料による
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以上見てきたように、国及び地方自治体による地域科学技術政策の展開と多様

な研究開発機関の整備が行われているが、論点を経済開発の問題に限って言えば、

現在各地域において展開されつつある科学技術政策においては、地域の科学技術

水準の向上を主目的とし、研究成果を産業化することによる地域経済開発まで及

んでいないものが多い。持続的な地域経済開発を確立するには、科学技術シーズ

の創出とともに自立的発展を目指した産業振興につながる産業開発拠点（S＆T

パーク）の整備とその効果的な運営が求められている。

2－2－2　持続的な産業・経済の成長と新たな地域科学技術政策（サイエンス

＆テクノロジーパークの役割）

地域の産業振興・経済開発には、地域内においてシーズから創出していこうと

する域内型と、外部から既存の産業を導入しようとする誘致型の2つの異なった

アプローチが存在する。図2－2－4のF及びGの地域は誘致型地域経済開発を表して

おり、インキュベータ卒業後の企業の転出先を提供したり（F）、既存の企業の

移転を促進する（G）ことで地域経済開発を目指そうとするものである。この手

法は、安いスペースと新しい産業インフラを提供することだけで（他の投資を伴う

ことなく）目的達成が得られることから、地域経済開発にとって対費用効果の観点

からは最も効果的な手段であることが知られている（図2－2－4地域F＆G）。

図2－2－4　誘致型と域内型地域経済開発の概念図

地
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このタイプの開発の成功例を図2－2－5に示すことができる。1980年から1990年の

間に我が国の47都道府県の中で工業製品出荷額が250％以上の成長を観測したう

ちの1つである滋賀県では、同じ期間に大企業数が150％増加し、中小企業数は4

％の伸びであった。このことは、基本的に高集積産業ゾーンの近辺に位置した滋

賀県の地理的利点とそれらの地域へ大企業を誘致するための工業団地の活発な開

発に起因しており、誘致型地域の利点が効果的に作用したことによるものと評価

できる。前述したように誘致型経済開発において最も効果的な政策手段は、工業

団地のような産業インフラの開発と維持にあり、その方法論は、開発途上地域に

おいて最も効果的で地域経済成長を確実にするものである。

これに対して、域内型地域経済開発を目指すところは、良質なインフラを提供

することによる外部産業の誘致ではなく、新しい産業の創出ならびに成長促進で

あり、新しく創出した企業を地域経済開発のために地域化することである。この

タイプの開発は、誘致型より長い期間を要するとともにより複雑な政策手法が必

要である。従って、域内型地域経済開発では、新たな産業の創出と地域の既存中

小企業の近代化、地場産業のリストラ、さらには雇用創出などの政策目標を明確

に意識した、地域経済開発の政策的枠組みの中で産業振興政策が立案されるべき

である（図2－2－4地域C）。

図2－2－5（b）に、都道府県別製造品出荷額において地域経済成長の面から異なった

産業構造を持つ4都県（東京：都市エリア、愛知：最も工業化したエリア、滋賀：

経済成長が最も高かったエリア、和歌山：経済成長が最も低かったエリア）につ

いて、1980年から1990年までの大企業及び中小企業の事業所数の推移を代表例と

して示す。地域による産業構造の違いは大企業と中小企業の企業数の推移に反映

する。大企業数の変化は地域の経済開発の度合いを直接反映し、中小企業数は地

域経済の成長能力を反映しており、その相関は地域産業構造の特徴を表している。

例えば、最も工業化したエリアの愛知県では、相関が高くかつ増加傾向で、東京

都は相関は高いが減少傾向である。反対に、滋賀県は相関が低いが増加傾向で、

和歌山県は相関が低く減少傾向である。

現在我が国はこれまでの誘致型地域経済開発から域内型地域経済開発への転換

期にあるとされており、数多くのS＆Tパークがそのことを（少なくとも名目的

には）目指して整備されてきていることはすでに見てきたとおりである。地域経
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済開発の目標は、継続的な技術革新により持続的な産業・経済の成長を保ち続け

ることであるが、そのためには、基礎研究から産業化に至る技術革新・研究開発

活動のメカニズムを視野にいれた政策展開が不可欠である。S＆Tパークは、研

究と産業化あるいは雇用創出をつなぐ、極めて重要な位置を構成するものであり、

各地域の産業構造と目指すべき政策目標を的確に把握した上で、それに適したS

＆Tパークの開発と効果的な運営が目指される必要がある。

一一一．－．・．・．・中4、企業

．・．●－大企業

l弗0　1，81　1抱　　け田　　け84　1聞蛤　l如　1，87　1，88　け8，　1，，0　　　　　け船　け81　け82　1期　l紬　l！檜5　　日穐6　1脚　l州　　は紗　1，90

（a）に示すように、愛知県は19災）年の工業製品出荷額が第1位。東京都は、1980年以来
中小企業と大企業の企業数が減少しているにもかかわらず工業製品出荷額は第4位。
滋賀県は、近隣県からの大企業の移動により工業製品出荷額の成長率が47都道府県の
中でも高い。和歌山県は、1980年代前半からの重工業のリストラのため大企業が減少
している典型的な県。
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第3章　サイエンス＆テクノロジーパークの定義

3－1　海外におけるサイエンス＆テクノロジーパークの定義

前章でみたように、インダストリアル・パーク（工業団地）の変遷の過程で出

現してきたS＆Tパークは、各国それぞれの産業構造や経済構造に強く依存しな

がら、それぞれ独自の目標に向けて開発され、普及してきたために、国際的に共

通した定義はまだ形成されていないが、各国においては既にS＆Tパークに係る

次のような協会が設立され、それぞれ定義付けが行われている。

（a）アメリカ：NBIA（NationalBusinessIncubationAssociation）

AURRP（AssociationforUniversityRelatedResearchParks）

（b）イギリス：UKSPA（UnitedKingdomScienceParkAssociation）

（C）ドイツ：ADT（A止eitsgerrKinschaftDeutcherTeclm010gieundGrhderzentrene．V．

＝AssociationofGermanTechnologyandBusinessIncubationCenters）

ICECE（InnovationCentersinEastandCentralEurope）

（d）フランス：IASP（InternationalAssociationofScienceParks）

（e）ヨーロッパ連合：EBN（EuropeanBusinessandInnovationCenterNetwork）

（1）アメリカNBIA（NationalBusinessIncubationAssociation）による「ビジネスイ

ンキュベータ」の定義

NBIAでは、ビジネスインキュベータとは、

「新しい企業（newenterprises）に対して、安価な料金で柔軟性のあるスペースを

提供するとともに、種々の支援サービスの提供、マネージメント・技術・融資援

助の伸介、他の企業家や専門家との交流機会を提供することによって、企業の成

長と発展を図ることを目的とした事業であるとし、インキュベータの主な目標は、

財政的に自立した卒業企業を創出することにある」

としている。
（6）

（2）アメリカAURRP（AssociationforUniversityRelatedResearchParks）による「大

学関連リサーチパーク」と「テクノロジーインキュベータ」の定義
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AURRPでは、大学関連リサーチパーク（UniversityResearchPark）やテクノロジー

インキュベータを次のように定義している。
（7）

「（a）私的又は公的研究開発施設、ハイテク又は科学技術指向型の企業、支援サ

ービスのために設立された土地と建物がある（計画されている）こと

（b）大学や他の高等教育研究機関が所有していること、若しくは大学や他の高等

教育研究機関と正式な連携の下に運営されていること

（C）新しいベンチャー企業の成長の支援や経済開発の促進のために、産業界と大

学との共同研究開発を促進する役割を持つこと

（d）大学と入居企業間の技術や経営ノウハウの移転を援助する役割を持つこと」

なお、アメリカのリサーチパークについて、その件数も、調査・分析を行った

研究者の見解によって異なるが、リサーチパークの定義はほぼ次のとおりである

とする報告もある。
（8）

「研究開発型大学のキャンパスの一部あるいは近接地に必要なインフラを整備

し、そこに政府系の研究機関や民間企業の研究開発部門の施設を誘致し、産学官

がそれぞれメリットを享受する仕組みで計画・開発された産業拠点」

（3）イギリスUKSPA（UnitedKingdomScienceParkAssociation）による「サイエン

スパーク」の定義

UKSPAでは、サイエンスパークを次のように定義している。（9）

「（a）大学、その他の高等教育機関又は主要研究機関と正式な提携の下に運営さ

れていること

（b）知識集約型企業等の設立と発展の促進を目的としていること

（C）技術や経営ノウハウの移転を活発化する機能を有すること

なお、サイエンスパークは、リサーチパーク、イノベーションセンター、ハイ

テクノロジーディベロップメントなどと呼ばれることがある」

（4）ドイツADT（Arbeitsgemeinscha氏DeutcherTeclm010gieundGrdnder－Zentrene・V・）

による「イノベーションセンター」の定義

ADTでは、イノベーションセンターの目標は、主に次の4つに分けられるとし

ている。
（10）
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「（a）インフラ（賃貸用地、事務サービス、コンサルティング）整備による企業

の設立と成長の促進

（b）研究者と経済界の協力促進による地域におけるイノベーションポテンシャル

の開発

（C）先端技術型企業が必要とする高い教育水準を持つ人材を確保するための、技

術とマネージメントに関する情報提供と継続教育

（d）情報・経験交流及び企業間の協力のための地域的及び国際的ネットワークの

形成による地域経済開発」

（5）フランスIASP（InternationalAssociationofScienceParks）による「サイエンス

パーク」の定義

IASPでは、サイエンスパークを次のように定義している。（11）

「（a）大学、リサーチセンター、他の高等教育機関との正式な提携の下に運営さ

れていること

（b）知識集約型産業等の設立や成長を促進するために設立されていること

（C）入居企業に対する技術や経営ノウハウの移転を活発化する機能を持つこと

なお、サイエンスパークは、テクノロジーパーク、リサーチパーク、イノベー

ションセンター、ハイテクノロジーディベロップメント、サイエンスセンター、

テクノポール、テクノポリスと呼ばれることがある」

以上のように欧米のS＆Tパークは、企業の設立と成長の促進による地域経済

開発を目指しており、インキュベータ、研究施設・機関、企業の入居スペースが

主な構成要素となっている。そして、これらのS＆Tパークでは、入居企業や研

究機関相互の有機的連携等による研究交流、技術移転、教育訓練等の事業も実施

されている。
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3－2　要素的インフラによるサイエンス＆テクノロジーパークの分類

我が国においては、S＆Tパークの明確な概念設定及び定義づけは行われてお

らず、同じ法律上の根拠をもつものでさえ、サイエンスパーク、リサーチパーク、

ビジネスパークといった呼称をそれぞれに使用している。今回の調査及びその分

析を行うために必要な国内に共通した定義付けを行う前に、表2－1－1で示したS＆

Tパークを構成する4つの主要な要素的インフラ、すなわち、（1）パーク（P）、（2）

研究施設・機関（R）、（3）交流施設・機関（C）、（4）インキュベータ（Ⅰ）の4つによって、

まずS＆Tパークの類型化の仮説を立てた。なお、ここでパーク（P）とは、「企業

や研究機関が入居して、研究・技術開発を行うための良質な環境条件を備えた十

分な土地又は建物」を、研究施設・機関（R）とは、「大学等の高等教育機関、国

公設研究機関、民間及び第三セクターの研究機関等」を、交流施設・機関（C）とは、

「研究・技術開発や産業活動等を支援するために研究交流、研修、情報提供等の

各種サービスを行う施設・機関」を、インキュベータ（Ⅰ）とは、「新しい企業の創

図3－2－1要素的インフラによる組み合わせ（15通り）

I R C P　構成要素の数
1　　　0　　　　0　　　　0

0　　　1　　　0　　　　0

0　　　　0　　　1　　　0

0　　　　0　　　　0　　　1

1　　　1　　　0　　　　0

1　　　0　　　1　　　0

1　　　0　　　　0　　　1

0　　　1　　　1　　　0

0　　　　1　　　　0　　　　1

0　　　　0　　　　1　　　1

1　　　1　　　1　　　　0

1　　　1　　　　0　　　　1

1　　　　0　　　　1　　　1

0　　　1　　　1　　　1

1　　　1　　　1　　　1
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業を図ろうとする個人・グループ及び創業後間もない企業に対して、創業支援又

は経営・技術支援のための各種専門的サービスの提供を行っている施設・機関」

を行う施設・機関をいう。

S＆Tパークの類型化に関する方法論を図3－2－1に示す。前述の4つの要素的イ

ンフラの有無による全ての組み合わせ（15通り）を考え、次に、以下の理由によ

り、主としてインキュベータとパークの2つの要素に着目してS＆Tパークの類

型の抽出を行った。

まず、インキュベータは、第2章で述べたように一部はその発展過程において

サイエンスパークやリサーチパークに移植されて、テクノロジーインキュベータ

に形態を変え、新規企業の創出や技術移転による新技術・新製品の創出過程にお

いて重要な役割を果たしており、その有無はS＆Tパークを分類する上で重要な

要素である。

一方、パークは、研究機関や交流機関の立地・集積及び新規企業の生産拠点・移

住先などの空間的領域であり、その有無もS＆Tパークの基本的性格を左右する

重要な要素である。実際、第2章で述べたように海外で産業政策（技術革新の促

進）のために開発されたサイエンスパークやリサーチパークは、その発展過程に

おいて、インキュベータ、大学や研究所等の試験研究機関、さらには研究機関や

企業が入居するパークから構成されるS＆Tパークとなっている。

海外の例も参考にしながら、図3－2－1の分類を上記の考え方により整理し、図

3－2－2に示すように以下の3つに分類した。

（1）イノベーションセンター（IC）：インキュベータを有し、研究施設・機関、

交流施設・機関を併設していることもあるが、パークを持たないS＆Tパー

ク。

これは、海外におけるニュービジネスインキュベータ、テクノロジーイン

キュベータ、イノベーションセンターに対応する。

（a）IC．1：インキュベーションスペースとシェアドサービス（電話交換、受

付、コピー等のテナントに共通するサービス）のみを提供するイン

キュベータ。

（b）IC．2：インキュベータに公設試験研究機関、第3セクター・財団法人

などの研究施設・機関が併設されている。
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（C）IC．3：インキュベータに交流施設・機関が併設されている。

（d）IC．4：上記施設の全てを備えているインキュベータ。

・イエンスパーク（SP）：インキュベータが、他の主要施設と共にパーク内

（3）

に併設されているS＆Tパーク。

これは、海外におけるサイエンスパーク、リサーチパーク、テクノロジー

パーク、テクノポールに対応する。

（a）SP．1：工業団地などのパークの中にインキュベータが設立されている。

（b）SP．2：公設試験研究機関、第3セクター・財団法人の研究機関、民間

研究機関などの研究施設・機関とともにパークの中にインキュベー

タが設立されている。

（C）SP．3：インキュベータとともに交流施設・機関がパークの中に設立され

ている。

（d）SP．4：パークの中に上記施設の全てを備えている。

R＆Dパーク（R＆D）：大学、公設試験研究機関、民間研究機関等の研究施

設・機関や研究開発型企業等の集積を目的としたパーク。但しインキュベー

タがパーク内に設立されてない。

（a）R＆D．1：いわゆる工業団地のこと。

（b）R＆D．2：公設試験研究機関、第3セクター・財団法人の研究機関、民

間研究機関などが集積した研究所団地。

（C）R＆D．3：交流施設・機関が工業団地の中に設立されている（研究機能を

持たない）。

（d）R＆D．4：R＆D2の研究所団地内に交流施設・機能が設立されている。

この他に次のような分類ができるが、これらは以下の理由によりS＆Tパーク

に該当しないものである。（図3－2－2）

リサーチセンター（RC）

（b）

RC．1：研究施設・機関のこと。

RC．2：交流施設・機能をもつ研究施設・機関のこと。

コーディネーションセンター（CC）

CC：交流施設・機関のこと。
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リサーチセンターについては、国立試験研究機関や公設試験研究機関等の単独

試験研究機関を、また、コーディネーションセンターについては、研究交流、研

修、情報提供等の各種サービスを行う、いわゆる交流施設・機関を指し、S＆T

パークには該当しない。

以上の仮説に基づいて分類したイノベーションセンター、サイエンスパーク、

R＆Dパークのそれぞれのイメージを図3－2－3に示す構成要素を用いて図3－2－4から

図3－2－6に示す。

図3－2－2　インキュベータとパークに着目した分類

分類 の名称 詳細分類 I R C P

イ ノベ ーシ ョンセ ンター

IC ．1 0 0 0

IC ．2 適 1 0 0

lC －1 0 1 0

IC ．4 1 1 0

サ イエ ンスパ ー ク

SP ．1 0 ．、凛

SP ．2 1 魂

SP ．3 0 手手凄

SP ．4 1

R ＆ D パ ー ク

R ＆D ．1 0 0　三

R ＆D ．2 0 1 蜜

R ＆D ．3 0 0　ー運

R ＆D ．4 0 1 度

リサーチセ ンター
R C ．1

R C ．2

コー デ ィネー シ ョンセ ンタ C C

I：インキュベータ　R：研究施設・機関
C：交流施設・機関　P：パーク
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図3－2－3　S＆Tパークの構成要素一覧

インキュベータA：インキュベーションスペースとシュアドサービスのみ提供

インキュベータB：インキュベーションスペースに加えてオープン・ラ
ボ、教育施設、会議室を備えたリサーチコアタイプのインキュベータ

インキュベータAやインキュベータB

公設試験研究機関

第3セクター、財団法人の研究機関

国立試験研究機関

民間研究機関

（玉手つ国公立、私立大学

研究交流、研修のためのセンター

研究技術開発、産業活動を支援するための情報センター

産学共同研究センター

民間工場

図3－2－4　イノベーションセンターの4分類

材
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図3－2－5　サイエンスパークの4分類
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図3－2－6　R＆Dパークの4分類
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3－3　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの調査とその定義

3－2の仮説に基づく我が国のS＆Tパークの類型化を行うにあたり、以下の

ようなアンケート調査の結果を踏まえてS＆Tパークの実状を反映した上で、そ

の定義付けを行った。

3－3－1　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの調査

まず、研究開発機能を中心とした産業開発拠点、技術革新を振興する研究開発

機能の集積拠点、企業化支援拠点などを全て抽出することを目的に47都道府県の

科学技術担当部局に対して、平成5年8月から9月にかけて予備調査を行った。

次に、回答のあった機関・拠点から、研究開発機能、技術革新・企業化支援機

能、研究開発支援機能、研修・交流支援機能のいずれかの機能を有している機関・

拠点を、国、地方公共団体、民間を問わず全て抽出する作業を行い（但し、拠点

としては、同一もしくは隣接・近接の敷地上に形成されているものに限定し、生

産機能のみの工業団地及び企業化支援・研究開発支援機能を有さない単独の研究

機関は対象外とした。）、137箇所の地域産業開発拠点を抽出した後、それらに

対して、平成5年12月から平成6年1月にかけて以下のような調査項目からなる

アンケート調査を実施した。（付録1参照）

（1）研究開発機能を中心とした地域産業開発拠点（サイエンスパークなど）の

概要について（Ql～Q14）

各拠点の概要として、名称、設立日的、形態、現在の開発状況などの基本的プ

ロフィールと敷地内外における研究機関など各施設との協力関係や入居企業の状

況、拠点が持っている施設・機能の現状及び予定（将来構想）、施設の運営につ

いて質問した。さらに、総建設費、土地の取得方法、地域開発関連法案、拠点の

所在地となる市町村の人口について質問した。

（2）研究開発・支援機能について（Q15～Q18）

各拠点における技術革新を起こすための研究開発活動や研究開発支援機能につ

いてその実態を明らかにするために、大学、国公設試験研究機関や入居企業間の

共同研究の実施状況、研究成果の技術移転や企業活動の支援状況、研究開発・支

援を行う上でどのようなものを提供しているかについて質問した。
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（3）研修・交流支援機能について（Q19～Q25）

人材育成、人材流動、研究交流の現状についてその実態を明らかにするために、

技術者への技術・技能、経営者への経営ノウハウの提供などそれぞれの質と能力

を向上させるための育成プログラムの実施状況、企業と大学・公設試等との研究

者の出向・派遣・交流状況について、その頻度や方法、入居企業のための展示会

や発表会といったデモンストレーション機能、各種情報交換のためのネットワー

ク機能について質問した。

（4）インキュベート機能について（Q26～Q34）

どのくらいの拠点がインキュベータを持ち、そのインキュベータがどのような

活動をしているか、インキュベータ保有拠点の実状を明らかにするために、イン

キュベータの基本機能及び運営スタッフ、インキュベータへの企業家募集方法、

入居条件並びに入居時や施設の運営などの審査にあたる諮問機関、インキュベー

タからの外部転出状況について質問した。

3－3－2　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの定義

予備調査とアンケート調査の結果から構想段階で具体性のないものを除いて、

表3－3－1に示すとおり、111箇所のS＆Tパーク（41箇所の計画を含む））を抽出

した。

表3－3－1に示すように、イノベーションセンター（29箇所）については、インキュ

ベータと併せて交流施設・機関を持つIC．3（6箇所）とIC．4（22箇所）が殆

どを占め、サイエンスパーク（36箇所）については、インキュベータとパークと

併せて研究施設・機関と交流施設・機関を持つSP．4（35箇所）が殆どを占めた。

また、R＆Dパーク（46箇所）については、パーク内に研究施設・機関を持って

いるが交流施設・機関を持たないR＆D．2（21箇所）と、パーク内に研究施設・

機関と交流施設・機関を持つR＆D．4（25箇所）だけで構成されていた。（IC．

3、IC．4、SP．4、R＆D．2、R＆D．4の意味については3－2を参照のこ

と）
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表3－3－1日本におけるS＆Tパーク数（計画を含む）

S ＆ T パ ー クの分類 パ ー ク数

詳 細 分類 構 成 要 素

分 類 パ ー ク数 I R C P

29

IC ．1 0 1 0 0 0

IC ．2 1 1 1 0 0

IC ．3 6 1 0 1 0

IC ．4 2 2 1 1 1 0

l 3 6

S P．1 0 1 0 0 1

S P．2 0 1 1 0 1

S P．3 1 1 0 1 1

S P ．4 3 5 1 1 1 1

】

4 6

R ＆D ．1 0 0 0 0 1

2 1 0 1 0 1

R ＆D ．3 0 0 0 1 1

25 0 1 1 1

合 計 1 1 1 1 1 1

参照：付録3Q4

以上の結果から、我が国のS＆Tパークの分類について、産業開発拠点（S＆

Tパーク）の出現過程で開発されてきた4つの要素的インフラ（パーク、研究施

設・機関、交流施設・機関、インキュベータ）によって、以下に述べるような4

類型の定義付けを行った。

（a）イノベーションセンター：企業の創業を支援するインキュベータをもち、他に

研究・交流のための施設・機関を併設していることもあるが、創業企業が生産活

動も含め、同じ場所で事業活動を拡大したり、あるいは外部から研究機関等を新

たに導入できるパークをもたないもの。どちらかと言えば、市街地型の産業開発

拠点で、近隣の大学、公設試験研究機関及び高等教育研究機関等との緊密な連携

のもとに研究・技術開発等を行い、科学技術資源の企業化による域内型経済開発

を目的に設立されたもの。

rblサイエンスパーク：企業の創業を支援するインキュベータが、他の主要施設と

ともにパーク内に併設されているもの。比較的広大な土地を有し、研究機関や研

究開発型企業の集積のための空間はもとより、インキュベータを卒業した企業の

事業拡大のための移転先としてのスペースをも保有し、どちらかと言えば郊外型

の産業開発拠点で規模も大きい。大学や研究機関集積地域に隣接する形で建設さ

れることが多く、大学等の高等教育研究機関との連携による研究・技術開発等を
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進めることにより、それらの成果の企業化と同時に既存企業の技術革新をも積極

的に推進することを狙いとしている。基本的には域内型経済開発が目的であるが、

域外からの企業誘致にも有効に機能する。

（C） R＆Dパーク：科学技術資源を企業化するためのインキュベータを持たず、民

間研究機関、大学、公設試験研究機関等の研究施設・機関の集積を目的に設立さ

れた研究所団地。立地条件及び提供されるインフラは当然のことながら工業団地

とは異なり、交通機関へのアクセス、居住条件、生活環境、自然環境等に加え、

都市機能へのアクセスも重要になる。人間の知的生産性を支援する社会基盤整備

が一つのキーポイントになる。このR＆Dパークには、研究交流機能を持たない

ものと研究交流機能を持つものがあり、研究交流機能の付加は、地域の研究開発

能力の向上や外部からの研究開発型企業の誘致の強化へとつながっていく。いず

れのタイプも基本的には域内型地域経済開発のための機関・拠点ではなく、旧来

からの誘致型の地域経済開発のツールとして開発されているものである。

S＆Tパークと要素的インフラとの関係及び類型毎のS＆Tパーク数を図3－3－1

に示す。111箇所のS＆Tパークの内訳をみると、R＆Dパークが46箇所（全体

の41％）と最も多く、次いで、サイエンスパークの36箇所（33％）、イノベーショ

ンセンターの29箇所（26％）の順となっている。なお、R＆Dパークの内訳は、

交流機能を持つR＆Dパークが25箇所（23％）、交流機能を持たないR＆Dパー

クが21箇所（19％）となっている。

これら我が国のS＆Tパークの開発状況等について分析した結果を以下の章で

述べる。

図3－3－1日本におけるS＆Tパークの定義とS＆Tパーク数（計画を含む）

S ＆T パークの構成要素 S ＆T パ

ーク数
構成比

名称
インキュ 研究施設 ・交流施設 ・ パーク
ベータ （Ⅰ）機関 （R ） 機関 （C ） （P ）

イノベーションセンター ○ ○ ○ 29 26．1％

サイエンスパーク C ） ○ 0 ○
36 32．5％

R ＆D
パーク
交流機能なし ◎ 0 21 18．9％

交流機能あり ○ ○ ○
25 22．5％

合計 111 100．0％

◎：必須要素○：要望要素
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第4章　サイエンス＆テクノロジーパークの設立動向と目的

4－1　日本のサイエンス＆テクノロジーパークの設立動向

（1）設立推移

3－3で定義された111箇所の我が国のS＆Tパーク設立推移をみると図4－1－1

に示すように、1988年から急激に設立件数が伸びている。1994年3月末までに事

業を開始しているS＆Tパーク数は70箇所で、この他に41箇所が計画されている。

次に、タイプ別の設立傾向については、図4－1－2に示すように、イノベーション

センターの設立が1992年をピークにそれ以降急激に減少しているとともに、交流

機能を持たないR＆Dパークも将来的に減少する傾向となっている。一方、サイ

エンスパークや交流機能を持つR＆Dパークは将来的にも堅実な設立推移を示し

ており、研究開発・交流機能を集積した形で地域の科学技術を振興する拠点作り

が今後も進められていくことが予想される。

図4－1－1　日本のS＆Tパークの設立推移
20

18

16

14

痛12

焉10
継　8

6

4

2

0

表4－1－1日本のS＆Tパークの設立推移

癖
鞋
密
蝋
珂
紐

卯

8

0

7

0

6

0

5

0

4

0

3

0

2

0

1

0

0

設立年度 （実績） 計画 討

75－7 80 8 1 8 2 8 3 8 4 8 5 8 6 87 88 89 90 9 1 9 2 9 3 9 4 9 5 9 6 9 7 9 8 9 9 2∝Xけ 実績 計画 計

イノベーションセンター 0 1 0 3 3 3 7 5 0 2 1 0 0 0 26 3 29

サイエンスパーク 0 0 1 1 0 5 0 3 3 3 6 3 1 0 2 I9 17 36

R ＆D

パ ー ク

交流機能 なし 1 0 0 0 1 5 1 2 2 3 0 0 0 14 7 2 1

交流機能あ り 0 0 1 0 0 1 3 4 3 4 1 0 2 2 1 1 14 25

計 1 0 1 1 1 1 4 1 1 9 7 20 14 7 1 1 12 1 2 4 7 0 4 1 1 1 1

里籍仕 掛 1 1 1 1 2 3 4 5 5 9 20 29 36 56 70 77 縄 11Ⅹ） 104 105 107 111
－ － －

注）．：未定含 む
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図4－1－2　タイプ別S＆Tパークの設立傾向
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（2）設立日的

S＆Tパークのタイプ別の設立目的を図4－1－3に示す。イノベーションセンター

では、その中心となる構成要素がインキュベータであるにもかかわらず、ハイテ

ク企業の創出による地域の活性化を目的としているのは38％に留まっているのに

対して、中小企業の支援を目的に掲げているものが62％となっている。従来の地

域の公設試験研究機関が果たしてきた役割をそのまま引きずっている観がある。

サイエンスパークでは、ハイテク企業の誘致と中小企業支援が64％、61％と60

％を超えている他、それ以外の項目についても、イノベーションセンターやR＆

Dパークに比べて全体的に高い数値を示しており、様々な目的のもとに開発が行

われていることが分かる。しかし、イノベーションセンターと同様に最も目的意

識が高いと思われたハイテク企業の創出については4割程度しかなかった。

R＆Dパークでは、交流機能を持つR＆Dパークの88％、交流機能を持たない

R＆Dパークの62％（R＆Dパーク全体では76％）がハイテク企業の誘致を設立

の目的としており、地域経済を活性化するために大学を含む研究拠点をパークの

周辺又はパーク内に集積して工業団地としての付加価値を高め、企業を外部から

効果的に誘引する試みがなされている。交流機能を持たないR＆Dパークの目的

としてはハイテク企業誘致（62％）に次いで雇用創出（29％）が挙げられている

が、交流機能を持つR＆Dパークでは、ハイテク企業誘致（88％）に次いで48％

が中小企業支援を目的としており、誘致したハイテク企業と地域の中小企業との

交流を図ることで地域中小企業をレベルアップすることも狙いとしている。

図4－1－3　S＆Tパークのタイプ別設立日的

％

　

％

　

％

　

％

　

％

　

％

　

％

0

　

0

　

0

　

0

　

0

　

0

　

0

脚

　

9

0

　

8

0

　

7

0

　

5

0

　

5

0

　

4

0

1

30．0％

20．0％

10．0％

0．0％

一一一△－　　　　　　　 ▲ 一一一ロ－ tll

イノベ ー シ ョンセ ンター　 サ イエ ンスパ ーク R ＆D パ ー ク R ＆D バ ーク
（交流根 絶な し） （交 流機能 あ り）

中小企業支援　　地域リスけ　　　雇用創出　　／イテク企業創出　ハイテク企業誘致　　その他

参照：表4－ト2
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以上から第3章で定義したように、R＆Dパークは誘致型地域経済開発、イノ

ベーションセンターは域内型地域経済開発、さらにサイエンスパークは双方の利

点を共に呪んだ地域経済開発のためのツールであるということが、我が国のS＆

Tパークについてもある程度指摘できる反面、上述したように、我が国のS＆T

パークは企業創出、雇用創出など域内型経済開発を目指す目的意識が比較的弱い

という特長も併せて指摘できる。

表4－1－2　S＆Tパークのタイプ別設立日的

中 小 企 地 域 リス 雇 用 創 ハイテク企 ハイテク企

そ の 他業 支 援 tラ 出 業 創 出 業 誘 致

イ ノ ベ ー シ ョ ン

－19 9 3 17 5 2 9 4

1 5 ．4 ％

5

2 6 6 5 ．4 ％ 1 9 ．2 ％ 7 ．7 ％ 3 4 ．6 ％ 1 9 ．2 ％

19 9 4 － 1 1 0

0 ．0 ％

2

6 6 ．7 ％

1 0

セ ン タ ー 3 3 3 ．3 ％ 3 3 ．3 ％ 3 3 ．3 ％ 0 ．0 ％

T o tal 1 8 6 2 1 1 5 5

2 9 6 2 ．1％ 2 0 ．7 ％ 6 ．9 ％ 3 7 ．9 ％ 1 7 ．2 ％ 17 ．2 ％

サ イ エ ン ス パ ー ク

－19 9 3 10 5 7 7 1 1 4

19 5 2 ．6 ％ 2 6 ．3 ％ 3 6 ．8 ％ 3 6 ．8 ％ 5 7 ．9 ％ 2 1 ．1％

1 99 4 － 12 3 6

3 5 ．3 ％

8 12 2

17 7 0 ．6 ％ 1 7 ．6 ％ 4 7 ．1％ 7 0 ．6 ％ 1 1 ．8 ％

T o tal 2 2 8 13 1 5 2 3 6

3 6 6 1 ．1％ 2 2 ．2 ％ 3 6 ．1 ％ 4 1 ．7 ％ 6 3 ．9 ％ 16 ．7 ％

R ＆ D

パ ー ク

交 流 機 能

－19 9 3 2 1 4 0

0 ．0 ％

8 3

14 14 ．3 ％ 7 ．1％ 2 8 ．6 ％ 5 7 ．1 ％ 2 1 ．4 ％

19 9 4 － 2 0 2 1 5 1

な し 7 2 8 ．6 ％ 0 ．0 ％ 2 8 ．6 ％ 14 ．3 ％ 7 1 ．4 ％ 14 ．3 ％

T o tal 4 1 6 1 13 4

2 1 19 ．0 ％ 4 ．8 ％ 2 8 ．6 ％ 4 ．8 ％ 6 1．9 ％ 19 ．0 ％

交 流 機 能

－19 9 3 6 2 1 3 10 2

11 5 4 ．5 ％ 18 ．2 ％ 9 ．1％ 2 7 ．3 ％ 9 0 ．9 ％ 1 8 ．2 ％

19 9 4 － 6 2 7 3 12 8

あ り 14 4 2 ．9 ％ 14 ．3 ％ 5 0 ．0 ％ 2 1 ．4 ％ 8 5 ．7 ％ 5 7 ．1％

T o ta l 1 2 4 8 6 2 2 10

2 5 4 8 ．0 ％ 16 ．0 ％ 3 2 ．0 ％ 2 4 ．0 ％ 8 8 ．0 ％ 4 0 ．0 ％
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（3）地域関連法指定状況

「高度技術工業集積地域開発促進法」（テクノポリス法）、「民間事業者の能

力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」（民活法）、「地域

産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律」（頭脳立地法）、

「多極分散型国土形成促進法」（多極法）、「地方拠点都市地域の整備及び産業

業務機能の再配置の促進に関する法律」（拠点都市法）の主要5法についてS＆

Tパークの指定状況を図4－1－4に示す。

サイエンスパークの42％及び交流機能を持たないR＆Dパークの35％がテクノ

ポリスの指定地域内に建設されている。頭脳立地法については、サイエンスパー

クの45％及び交流機能を持たないR＆Dパークの35％が指定を受けており、交流

機能を持たないR＆Dパークとインキュベータを持つサイエンスパ⊥クが数値的

に多少差があるものの同じ傾向を示していることは興味深い。民活法1号の研究

開発・企業化基盤施設（リサーチ・コア）は、開放型試験研究施設、研修施設、

交流施設、研究開発型企業育成支援施設（インキュベーション施設）を備えるこ

とになっているので、イノベーションセンター又はサイエンスパークに含まれて

いる。民活法の1号施設以外では、2号の電気通信研究開発促進施設（テレコム・

リサーチパーク）及び3号の情報化基盤施設特定施設（ニューメディアセンター）

の指定を受けているものがある。多極法では交流機能を持つR＆Dパークが23％

と他に比べて高い値を示している。

図4－1－4　S＆Tパークの地域関連法指定状況
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参照：表4－1－3
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表4－ト3　S＆Tパークの地域関連法指定状況

回 答 数 テクノポ リス 民 活 頭 脳 立 地 多 極 拠 点 都 市

イ ノ ベ ー シ ョ ン 6 7 2 1 2

セ ン タ ー　　　　 2 4 2 5 ．0％ 29 ．2％ 8．3％ 4 ．2 ％ 8．3％

サ イ エ ン ス 13 6 14 1 5

パ ー ク　　　　　　 3 1 4 1 ．9％ 19．4 ％ 4 5 ．2％ 3．2 ％ 1 6．1％

R ＆D
l
i パ ー ク

交 流 機 能 な し

17

6 0 6 1 3

3 5 ．3％ 0 ．0％ 3 5 ．3％ 5．9 ％ 17 ．6％

交 流 機 能 あ り 2 2 6 5 0

2 2 9 ．1％ 9．1％ 2 7 ．3％ 2 2．7 ％ 0 ．0％

計

94

27 15 28 8 10

28 ．7％ 16．0％ 2 9．8％ 8．5％ 10．6％

図4－1－5は地域に関連する指定を受けてからS＆Tパークが設立されるまでのS

＆Tパーク毎（番号表示）の年数を表している。頭脳立地法では3～4年の年数

を経て設立されているのに対し、民活法では2年程度で設立されて，いるのは、開

発規模の違いが設立までの年数の差として表れているものと思われる。

S＆Tパークの殆どが何らかの地域指定を受けて開発されているが、タイプ別

に明確な特徴が表れている訳ではない。このことはどのように地域開発を行うべ

きかという日的意識が薄く結果的にハイテク企業の誘致に動いている現状をよく

反映している。

図4胃1－5　地域関連法の指定からS＆Tパークの設立までに要する期間
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図4－1－5の続き
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（4）政策目標にあったS＆Tパークの開発

ハイテク企業の誘致政策は必ずしも否定されるものではなく、誘致型地域経済

開発政策と域内型地域経済開発政策のどちらの政策を採るにしても、それぞれの

地域の経済状況、産業集積、科学技術資源の蓄積状況等を踏まえた上で、政策目

標にあったS＆Tパークの開発に取り組むことが重要である。

例えば、S＆Tパークの設立件数と工業団地件数の増加率の関連をみると、図

4－1－6に示すとおり、S＆Tパークの設立件数が多くなるに連れて工業団地件数の

増加率が減少する傾向があるが、4箇所以上のS＆Tパークが設立されている北

海道、神奈川県、愛知県、奈良県の工場用地面積と分譲率の推移をみると、図

2－1－4に示すように、この4道県は同じように工場用地面積の増加率は低いが、工

場用地の分譲率の高いところ（神奈川県、愛知県、奈良県）と、分譲率が低いと

ころ（北海道）に別れている。このことは、神奈川県、愛知県のような産業集積

県では、企業誘致を行うようなスペースや条件はもはやないのであるから、地域

経済開発手法としてインキュベート機能を有するイノベーションセンターやサイ

エンスパークを中心としたS＆Tパークの設立が目指されるべきであり、北海道

のように広大な工場用地を持ちながらも分譲率が停滞したままの地域では、企業

誘致を促進するために研究機能や交流機能をもつR＆Dパークを中心としたS＆

Tパークの開発も政策手段の1つとして想定し得る。

実際、愛知県にある4箇所のS＆Tパークは、イノベーションセンターが3箇所、

サイエンスパークが1箇所となっており、また、北海道にある5箇所のS＆Tパー

クは、R＆Dパークが3箇所、イノベーションセンターとサイエンスパークがそ

れぞれ1箇所ずつとなっている。

しかし、神奈川県内にある10箇所のS＆Tパークについては、R＆Dパークが

8箇所、サイエンスパークが2箇所となっており、現段階において、採るべき政策

目標と現実に展開されているS＆Tパークの間には一部ミスマッチが発生してい

る可能性を示唆している。勿論、R＆Dパークはインキュベータを移植すること

でサイエンスパークへと進化するが、神奈川県のみに限らず、どのようなタイプ

のS＆Tパークを開発すべきかについては、技術開発支援、金融政策等も含めた

総合的な地域経済開発政策の中での検討が進められる必要がある。
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図4－1－6　S＆Tパーク設立件数と工業団地件数増加率

A：サイエンス＆テクノロジーパーク設立件数（～1994／3）
B：工業団地件数増加率
α（1988～1992）

図2－1－4　工業団地面積増加率（1992／1988）／工場用地分譲率（1992）（再掲）
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4－2　各国のサイエンス＆テクノロジーパークの設立動向

研究開発機能やインキュベータ機能などの新しい機能を持った産業開発拠点と

してのS＆Tパークについては、現在表4－2－1に示すように、IASP（International

AssociationofSciencePafks）とAURRP（AssociadonforUniversityRelatedResearch

P訂ks）加盟数や各国の協会等の取り纏め数からすると、世界で12（泊余が設立され

ていると推定できる。

以下、アメリカ、イギリス、ドイツ、中欧及び東欧、中国、そして我が国のS

＆Tパークの設立動向について述べる。

表4－2－1世界のS＆Tパーク数

（1）IASP＆AURRP加盟のS＆Tパーク数（1993β4）
園 （地域） 箇所

アメ リカ 133

（A U R R P）

フラ ンス 53

イ ギ リス 44

カナダ 18

オー ス トラリ 15

ス ウェー デン 12

イ タリア 1 1

フ ィンラン ド 10

中 国 8

スペイン 8

園 （地墟） 箇所

ノル ウェー 7

ドイツ 6

ギ リシャ 5

オース トリア 5

ポル トガル 4

ベルギー 4

南 アフリカ 4

デ ンマーク 4

日本 4

イ ン ド 3

メキシコ 3

l司 （地域） 蘭所

オランダ 3

ブラジル 3

香港 2

イス ラエル 2

嶺屑1 2

ニ ュージー

2ラン ド

スイス 2

タイ 2

アルゼ ンチ ン 1

アイル ラン ド 1

園 （地墟） 箇所

アイスラン ド 1

リ トアニア 1

マカオ 1

マ レーシア 1

シ ンガポール 1

台湾 1

ロシア 1 1

ブ ルガ リア 1

チェコ 1

エス トニア 2

ハ ンガ リー 1

計 4 03

出典）B．E．Orr．．PresentstatusofdevelopmentofScienceandTechnologyParksindleWOrld，一，

TheSeminaronDevelopmentStrategleSOfS＆TIndustrialParksinAsiaandthePacific，23－24May，1994

（2）各国協会等の調べによるS＆Tパーク数
国 ・地域 箇所 協会 出　　　　 典

アメリカ 530 N B I e E ighth N adonalC onfelenCe O n Businesslncubadon，B uffalo．N ew Y ork

小旧IA ） （1994年5月14－18） における公表数字

中国 52 D eng Shoupe ng：’The tnnovalion in N ew －H igh－Tech D evelopm entZones ofC hina and

Technology M acro－M anagem entofC hinese G ovem m ent”in ”R egional ization ofScience

and Resources iJlthe C ontextof G lobalization”，ed．by K ．G onda ，F ．Sakauchiand

T ・H iggins，Published by h dustrialR esearch C enter ofJapan （Sangyo C hosakai ），

Tokyo，Japan pp．1（汐一115，（1994）

ドイツ 126 A DT ’’lnnovationszentren in D eutschland．O steTTeich und derSchw eis l990！9 1’’．ed．by

n Fiedler／K arl－H einz W d tke，Published by W eidlerB uchverlag B erlin （1990）

’－Innovadonszen仕en illdcn os出eubchen B u ldesl嵐nd田TIM，

ed．by H ．Fiedler，published by W eidlerB uchverlag D erlin （1991）

日本 70 科学技術政策研究所のアンケート結果（1994年3月現在）

中欧 ・東欧 71 A D T ”Innovation Centers in C enm land Jh stern Europe ”

ed・by H ein z Fiedler．published by W eidlerB uchverIag B erlin （1992）

計 849
N J31A ；LqatlOn al Jju sln eSS lncu bab On A SSOClatlOn

ADT；ArbeitsgemeinschaftDeulCherTechnologleundG血Iderzentrene．V．
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（1）アメリカAURRP（AssociationfbrUniversityRelatedResearchPark）

アメリカでは、S＆Tパークの多くは「リサーチパーク」と呼ばれている。そ

の件数は、図4－2－1（a）に示すように、1991年までに118箇所が設立され、その他に

10箇所が計画されている。1983年から1986年にかけてリサーチパーク設立のピー

クが現れているが、これは、1982年を境に学生の数が減少傾向に転じたことと各

大学の財政事情の悪化のもとで産業界との連携に取り組み始めたためである。し

かし、リサーチパークの設立件数が増加するに従って研究開発型企業の獲得も困

難になり、最近では設立件数が低下してきている（12）。

なお、表4－2－1に示したようにAURRP加盟のリサーチパークが133で、NBIA加盟

のインキュベータが530という発表もあるが、リサーチパークはテクノロジーイ

ンキュベータを有しているということもあって、AURRPとNBIAの両方に加盟し

ているところもある。

図4－2－1（a）アメリカ（AURRP）のリサーチパークの設立推移
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参照：表品一了9　　　　設立年　　　　　　等

（2）イギリス

1971年にヘリオットワット大学とケンジブリッジ大学にサイエンスパークが設

立されて以来、図4－2－1（b）に示すように、1991年までに34箇所が設立され、7箇所

が計画されている。イギリスでも1983年から1986年にかけてサイエンスパークの

設立が集中している。1979年頃から中北部で失業者が増加し、新産業を起こす手

段として、地方政府がサイエンスパークの開発に関心を示したと同時に、大学側

も産業との有益な連携手段を捜し求めていたため、この時期にサイエンスパーク

の開発が増えている。1988年には、それまでの大学や高等教育機関よりも産業技

術資源との連携に重点をおいたサイエンスパークが設立されたのを始め、1992年

には原子力発電所に隣接して設立されるなど、開発、計画段階のものには産業界
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との結び付きが強いタイプのサイエンスパークがでてきている（9）。

なお、表4－2－1に示したようにイギリスには現在までに44のサイエンスパークが

設立されているという発表もある。

図4－2－1（b）イギリスのサイエンスパークの設立推移
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（3）ドイツ

1983年に最初のイノベーションセンターがベルリンに設立されて以来、図4－2－1

（C）に示すように、1991年までに、120箇所が設立され、その他に6箇所の計画があ

る。旧西ドイツ地域では1980年代の設立ブームが陰りを見せ始めているが、東西

ドイツの統一後は旧東ドイツ地域でのセンターの設立が伸びている。ドイツでは、

過去10年間の経験からイノベーションセンターが旧東ドイツ地域の産業の建て直

Lや大学の再構築のための重要な手段として大いに期待されている

25
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鞋15
珂
継10

5

0

（10、13）

図4－2－1（C）ドイツのイノベーションセンターの設立推移

［：：：：：：：：二二コ 旧西 ドイツ

旧東 ドイツ

累積件数
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（4）中欧及び東欧

旧東ドイツ各州で起こっているイノベーションセンターの設立運動だけでなく、

中欧及び東欧の他の旧社会主義諸国でも、図4－2－1（d）に示すように、1990年以降盛
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んにセンターが設立されている。1991年末までに、45箇所が設立され、その他に

26箇所の計画がある。1980年代に設立されたものはブルガリアとハンガリーのも

のである。

中欧及び東欧においては、西側センターの経験から学び、可能な限り、パート

ナーシップ、資本参加、又は投資によって、協力をより積極的な形にしようとい

う努力がなされている。しかし、その成否の見通しが得られるまでには、5年か

ら10年の期間は必要であり、今後の動向が注目される。

旧東ドイツの場合には、東西ドイツ間で1990年初めからセンター間の協力を促

進することにより、旧東ドイツセンターの殆ど全てに旧西ドイツ側パートナーと

の協力関係が成立し、センターの構想、建設、主導的立場の要員の教育支援、マ

ネージメント支援、及び企業設立者に対するアドバイスの支援などが短期間で具

体化につながっていったのに対し、東側近隣諸国では、そのような振興策がまだ

用意されておらず、企業の創出や海外資本とのジョイントベンチャー形成など課

題が残されている。また、このような背景から、国営企業の民営化や技術の商業

化が進んでいないために、国立研究所などが有する研究成果の技術移転も進んで

いない（14）。

図4－2－1（d）中欧・東欧のイノベーションセンターの設立推移
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（5）中国

中国では、「高新技術産業開発区」と呼ばれ、国内の技術移転によって研究開

発成果の商品化、国際化の実現を目指している。図4－2－1（e）に示すように、1985年

に初めて開発区が設立されて以来、1991年末までに27の開発区が国務院により国

家承認されている。さらに1992年末までに25の開発区が新しく承認され、合計52
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の高新技術産業開発・区が稼動している。

中国では、高新技術産業開発区を設立することによって、地方政府が独自の技

術革新政策を進めることができるようになったが、大学に隣接した形で建設され

るので、その殆どが南部、東部、北東部の科学技術資源の多い所に集中している。

また、外国からの投資を期待しているものも多い（15）。

一方、次のような報告もある。すなわち、一部の開発区では、技術革新政策を

進めるのでなくハイテク製品の貿易地区と化していること、国際市場参入のため

の誘導メカニズムが整っておらず、数多くの企業が特定分野に集中し過当競争を

強いられ、主として国内市場を頼りとしていること、多くの開発区ではインフラ

整備が遅れていること、多数の民間ハイテク企業はまだ軌道に乗っておらず、地

域内外の市場価格差を利用した取次による取引に頼っていることなど、数多くの

問題に直面しているという批判である（16）。

なお、現在、102の高新技術産業開発区（中央政府：52、地方政府：50）が開

発されているという中国政府高官の発表もある（17）。

図4－2－1（e）中国の高新技術産業開発区の設立推移
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（6）日本

我が国では、図4－2－1（Oに示すように、1994年3月までに、70箇所が設立されて

おり、その他に41箇所が計画されている。テクノポリス法（1983年）、民活法（

1986年）、頭脳立地法（1988年）の3法がそろった1988年以降に設立件数が急激

な伸びを見せている。

1992年時点の各国におけるイノベーションセンターとサイエンスパーク数を比

較すると、図4－2－2に示すように、アメリカが128、ドイツが126、中国が52、イギ
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リスが40、そして日本が37（R＆Dパーク（46箇所）は我が国だけのタイプなの

で除く）となっている。

図4－2肩1（り　日本のS＆Tパークの設立推移
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図4－2－2　世界のS＆Tパークの設立累積件数推移

l＝l － ◆－
アメリカ ドイツ 中国　　 イギリス 日本

＿69　70＿　75－　　80　　81　82　　83　84　　85　　86　　87　　88　　89　90　　91

74　79　　　　　　　　　　設立年（度）

参照：表4－2－2

（一部

計画）

注1）アメリカには、ここで示しているAURRP加盟の128のリサーチパークの他に、NBIA加
盟の530のインキュベータがあるが、NBIAにも加盟しているリサーチパークがある。

注2）R＆Dパークは我が国独自のS＆Tパークなので、日本のデータにはR＆Dパークを
含まない。
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表4－2－2　世界のS＆Tパークの設立推移

ア メ リ カA U R R P
設立年

合計－69

70－

74

75－

79 80 8 1 82 8 3 84 8 5 86 87 88 8 9 90 9 1
92－の
計画
設立年

不明
設 立件 数 9 4 4 3 2 3 15 13 14 14 1 1 6 1 1 7 2 10 12 8
累積件 数 9 13 17 2 0 22 25 40 5 3 67 8 1 9 2 98 109 1 16 118 12 8

注）アメリカには、ここに示しているAURRP加盟の大学系リサーチパークの他に、
NBIA加盟の530のインキュベータがある。

イギリス
設立年

合計－69

7 0－

7 4

75－

79 8 0 8 1 82 83 84 85 8 6 87 88 89 9 0 9 1

92－の
計画

設立年

不明

設立件 数 2 1 4 7 2 6 3 3 2 0 3 7 1 4 1

累積件 数 2 2 2 2 3 7 14 16 2 2 2 5 28 3 0 30 33 40 4 1

設立年

合計－69
70－

74

75－

79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91
92－の
計画

設立年

不明
旧西 ドイツ

設立件数 ト　 ト　 ト　 ト　 ト　 1 2 1 9 20l 15 81 12 1 111 71 8l l卜 93

累積件数 t　O l　 01　01　 01　0 1　2 1 11 3 11 46 1 541 66 1 77 1 841 92 1 93 l－

旧東 ドイツ

設立件数l－　 l－ ト　 l－　 l－　 ト　 ト　 ト　 ト　 ト　 ト　 ト　 1 131 15 1　 5ト 33
累積件数卜　 1 0 01 01 01 0 l O l O O l Ol O l O l 0 1 13l 28 1 33 ト

ドイツの合計

設立件数 O l o Ol Ol O1 0 2 1 9 l 20l 15 l 8 l 12 l lll 201 23 1　 6 l　 O 126

累積件数 0 1 0 01 0l　 O1 0 2 l ll 1 31l 46 1 54 l 66 l 77 1 97l 120 l 126 l一

甲 欧 ・東 欧

設立年

合計－69
70－
74
75－
79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 9 1

92－の
計画
設立年
不明

設立件数 2 2 4 3 13 26 21 71
累積件数 0 0 0 0 0 0 0 2 4 8 8 8 11 24 50 71
甲 凶

設立年

合計－69

70－

74

7 5－

7 9 80 8 1 82 83 84 85 8 6 87 88 89 90 9 1 9 2

設立年

不明

設立件数 1 2 0 6 13 12 52

累積件数 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 2 1 2 1 27 40 5 2

設立年度

合計－69

70－

74

75－

79 8 0 8 1 82 83 84 85 8 6 87 8 8 89 90 9 1 9 2 9 3

9 4／3－

の計画

設立件 数 1 1 1 1 1 4 1 1 9 7 20 14 4 1 11 1

累積件 数 0 1 1 1 1 2 3 4 5 5 9 2 0 29 36 56 70 11 1

資料）
アメリカ；M．I．Luger，．’CriticalSuccessFactorsforHighTechDevelopmentPo）icy：ScienceParkPnnovationCenters

intheU．S．’TtheIntemationalWorkshopoJIRegionalScier）CeandTechnologyPolicyResearch，

June14－15，1994より作成

イギリス；ScienceParkDirectory5thEdition，ed・byS・Cooke，publishedbyTheUKScienceParkAssociation

より作成
ドイツ；InnovationszentreninDeutschland，OsterreichundderSchweisl990／91，

ed．by H．Fiedler／Karl－HelnZWodtke，PublishedbyWeidlerBuchverlagBerlin（1990）及び

InnovationszentrenindenostdeutschenBundeslandern受晶昆Fiedler，PublishedbyWeidlerBuchverlagBerlin（1991）

中東欧；InnovationCentersinCentralandEastemeurope，ed．byHeinzFiedler，

publishedbyWeidlerBuchverlagBerlin（1993）　　より作成

中国；　DengShoupeng，一．TTLeInnovationinNew－High－TechDevelopmentZonesofChinaandMacro－Management

Of ChineseGovemment．．in．．RegionalizationofScienceandTechnologyResourcesintheContextof

豊詣悪霊忠霊宗，G踪詩監禁謡帯鋸聖i紹
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（7）S＆Tパークの類型化の適用

第3章で用いた4つの要素的インフラ、すなわち、パーク、研究施設・機関、

交流施設・機関、インキュベータの有無によって、アメリカ、イギリス、ドイツ

のS＆Tパークの類型化を試みたのが図4－2－3である。インキュベータと研究施設・

機関を中心としたS＆Tパークの開発が多いことが分かる。

このようなS＆Tパークの分類方法を用いて各国のS＆Tパークの現状分析を

行うことは、どのような政策目標に対してどのようなタイプのS＆Tパークの開

発が適しているのか、また、そのマネージメントはどうあるべきかなどについて、

国際的な比較分析の可能性を示唆している。

図4－2－3　各国のS＆Tパークの類型化の適用

S ＆T パークの構成要素

国（協会） 名称
インキュ 研究施設・交流施設・ パーク
ベータ（Ⅰ）機関 （R） 機関（C） （P）

アメリカ
（NBIA）

ニュービジネス
インキュベータ

○ ○

アメリカ
（AURRP） リサーチパーク

○ ○ ○ ○

イギリス
（UKSPA）

サイエンスパーク ○ ○ ○ ○

ドイツ
（ADT）
イノベーション
センター

○ ○ ○ ○

0：必須要素○‥要望要素
注）

NBIA；NationalBusinessIncubationAssociation

AURRP；AsS∝iationforUniversityRelatedResearchParks

UKSPA；UnitedKingdomScienceParkAssociation

ADT；AfbeitsgemeinschaftDeutcherTechnologieundGrunderzentrene．V．
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4－3　英、独、日のサイエンス＆テクノロジーパークの比較

第3章で定義したS＆Tパークの分類を踏まえて、イギリスのUKSPA（United

KingdomScienceParkAssociation）とドイツのADT（AfbeitsgemeinschaftDeutcher

TechnologieundGrhderzentrene・V・）のディレクトリ（9、10）に掲載されているイギ

リス（41箇所）、ドイツ（102箇所）のS＆Tパークと、1994年3月までに設立さ

れた我が国の70箇所のS＆Tパークについて、類型毎の設立目的の比較を行った。

（1）類型化の方法

イギリスで「イノベーションセンター」や「テクノロジーセンター」と呼ばれ

ているS＆Tパークは、インキュベータだけを有しているので、主にイノベーショ

ンセンター型に分類し、「サイエンスパーク」と呼ばれているS＆Tパークは、

サイエンスパーク型に分類した。ドイツのディレクトリによると、イノベーショ

ンセンターの構成要素として「ビジネスインキュベータ（BI）」、「ビジネスセ

ンター（BC）」、「テクノロジーパーク（TP）」、「インダスドノアルパーク

（Ⅳ）」が掲げられていることから、「ビジネスインキュベータ（BI）」、「ビ

ジネスセンター（BC）」だけからなるS＆Tパークをイノベーションセンター型

とし、「テクノロジーパーク（TP）」、「インダストリアルパーク（IP）」が含

まれているS＆Tパークをサイエンスパーク型に分類した。

（2）類型化の結果

上述の方法によって分類した結果を図4－3－1に示す。イギリスとドイツのS＆T

パークは、イノベーションセンター型とサイエンスパーク型からなり、両国とも

サイエンスパーク型の方が多い。ドイツの場合は、1983年に設立されたベルリン

のイノベーションセンターをモデルとして発達してきたが、サイエンスパーク型

が63％を占めているのは、インキュベータ卒業企業用のパークを整備するように

なったものと推測される。

我が国の場合は、イノベーションセンター型（37％）、R＆Dパーク型（36％）、

サイエンスパーク型（27％）が同程度の割合となっており、R＆Dパークは欧米

にはないタイプのS＆Tパークである（図4－3－1）。しかし、25箇所のR＆Dパー

クは、インキュベータを付与することにより、イギリスやドイツと同様のサイエ
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ンスパーク型へと進化することから（図4－3－2）、現在運用されているイノベーショ

ンセンターとサイエンスパークの成功、不成功が注目される。

図4－3－1英、独、日のS＆Tパークの内訳

イギノス（計41件）イノベーシヨ　　　ドイツ（計102件）
ンセンター塑

5（12％）

（彗
サイエンス
パーク型
36（88％）

参照：表4－3－1

（1）イギリス

サイエンス
パーク塑

64（63％）

日本（計70件）

サイエンス
パーク型

19（27％）

イノベーショ

ンセンター塑

26（37％）

イノベーショ

ンセンター型

38（37％）

表4－3－1英、独、目のS＆Tパークの設立件数と目的
目的

機 能 設 立 件 数
甲小 企 業

育 成支 援

］地域 リス

トラ 雇 用 創 出

ハ イテ ク

企 業創 出

ハ イ テ ク

企 業 誘 致 そ の 他

イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー 塑 5

12 ．2 ％

3

6 0．0 ％

1

2 0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

5

1 0 0 ．0 ％

1

2 0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

サ イ エ ン ス パ ー ク 型 36 1 8 5 4 2 0 8 4

8 7．8％ 5 0 ．0 ％ 13 ．9 ％ 1 1．1％ 5 5 ．6 ％ 2 2．2 ％ 1 1．1％

計 4 1 2 1 6 4 2 5 9 4

10 0 ．0％ 5 1．2％ 14 ．6 ％ 9 ．8 ％ 6 1．0 ％ 2 2．0 ％ 9 ．8％

し2）ドイツ

機 能 設 立 件 数

中小企業

育成支援

地域 リス

トラ 雇用創 出

ハ イテ ク

企業創 出

ハ イテク

企業誘致 そ の他

イ ノベ ー シ ョンセ ン タ ー型 38 2 1 6 6

15 ．8％

34 2

5 ．3％

2

5．3％3 7 ．3％ 55 ．3％ 15 ．8％ 89 ．5％

サ イエ ンス パ ー ク塑 64

6 2 ．7％

35 7 14 50 8 5

54 ．7 ％ 10 ．9％ 2 1．9％ 7 8．1％ 12．5％ 7．8％

計 10 2 56 13 20 84 10 7

100 ．0 ％ 54 ．9％ 12．7％ 19 ．6％ 82 ．4％ 9．g％ 6．9％

目的

機 能 設 立件 数

中小企業

育成支援

地域 リス

トラ 雇用創 出

ハ イテ ク

企業創 出

ハ イテク

企業誘致 そ の他

イ ノベ ー シ ョンセ ン ター型 26 18 5 2 10 4 5

37 ．1％ 69 ．2％ 19．2％ 7．7％ 3 8．5％ 15．4％ 19 ．2％

サ イエ ンスパ ー ク型 19 10 5 7 7 11 4

27 ．1％ 52 ．6％ 26 ．3％ 3 6．8％ 36 ．8％ 57 ．9％ 2 1 ．1％

R ＆ D パ ー ク塑 25 8 3 5 3 18 5

35 ．7％ 32 ．0％ 12 ．0％ 2 0 ．0％ 12 ．0％ 72 ．0％ 20 ．0％

計 70 36 13 14 20 3 3 14

100 ．0 ％ 5 1．4％ 18．6％ 2 0．0％ 28 ．6％ 47 ．1％ 20 ．0％

資料）

イギリス；ScienceParkDirectory5thEdiLion，ed．byS．Cooke，publishedbyTheUKScienceParkAssoclationより作崩
ドイツ；InnovationszentreninDeutschland，OsterreichundderSchweis1990／91，

ed．by H．Fiedler／Karl－HeinzWodtke，PublishedbyWeidlerBuchverlagBerlin（1990）より作成
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図4－3－2　S＆Tパークと研究機能の関係

イギリス

参照：表4－3－2

表4－3－2　S＆Tパークと研究機能との関係
国 イ ギ リ ス （計 4 1件 ） ドイ ツ （計 10 2 件 ） 日本 （吾†7 0 件 ）

区　　　　 分

イ ノベ ー サ イ エ ン

R ＆ D

イ ノベ ー サ イ エ ン

R ＆ D

イ ノベ ー サ イ エ ン

R ＆ Dシ ョ ンセ スパ ー ク シ ョ ンセ スパ ー ク シ ョ ンセ スパ ー ク

ン クー型 型 パ ー ク塑 ン ター塑 ． パ ー ク型 ン ター塑 型 パ ー ク塾

研 究 機 能 あ り 5

10 0 ．0 ％

36 0 32 4 7 0

0 ．0％

2 1 18 2 5

100 ．0％ 0 ．0 ％ 8 4 ．2 ％ 73 ．4％ 80 ．8％ 9 4 ．7 ％ 10 0．0 ％

研 究 機 能 な し 0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0 6 17 0

0 ．0％

5

19 ．2％

1

5 ．3 ％

0

0．0 ％ 15 ．8 ％ 26 ．6％ 0 ．0 ％

盲汀 5 36 0 38 6 4 0 2 6 19 25

100 ．0 ％ 1（X ）．0％ 0．0 ％ 1（X ）．0 ％ 1（札 0 ％ 0 ．0％ 1（X ）．0 ％ 1α）．0％ 100 ．0 ％

資料）表4－3－1に同じ

（3）設立日的

イギリスとドイツのS＆Tパークは、図4－3－3に示すようにハイテク企業の創出

と中小企業育成の支援を目的として設立されているが、我が国の場合、イノベー

ションセンターについては、ハイテク企業の創出（39％）よりも中小企業の育成

支援（69％）を目的とし、サイエンスパークについては、研究機関を有している

という魅力を生かしたハイテク企業の誘致（58％）と中小企業の支援（53％）を

目的としている。また、R＆Dパークはハイテク企業の誘致（72％）を目的に設

立されている。
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図4－3－3　英、独、日のS＆Tパークの設立日的

イノベーションセンター型の設立日的
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当
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増弧0％
増
埠40．0％
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参照：表4－3－1

イノベーションセンターやサイエンスパークはインキュベート機能を備えてい

ることから、我が国のインキュベータ総数は45箇所（表4－3－1に示すとおり、設立

されているイノベーションセンターが26箇所、サイエンスパークが19箇所となっ
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おり、インキュベータはその和の45箇所が設立されていることになる）となって

いるが、そのうちハイテク企業の創出を目指しているインキュベータは38％（17

箇所〃5箇所）しかなく、ドイツやイギリスと違って、インキュベート機能を活用

したハイテク企業の創出を目指した開発がなされていない。これらのS＆Tパー

クが、工業団地に替わって域内型地域経済開発の有効な手段としていくためには、

それぞれの地域の経済状況、科学技術資源の蓄積状況に見合った多様なS＆Tパ

ークの開発への取り組みがなされるべきである。
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第5章 日本のサイエンス&テクノロジーパークの現状

この章では､1994年3月までに設立されている我が国の70のS&Tパークにつ

いて､研究機関との連携状況､研究交流活動､研究開発支援機能等の現状を分析

した結果について報告する｡

5-1 サイエンス&テクノロジーパーク内外の研究機関との協力関係

図5-1-1(a)は､研究機関 (国立研､公設試､大学､第3セクター･財団法人の研

図5-1-1(a) 研究機関が立地しているS&Tパークの割合
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図5-1-1(b) 構外に立地する研究機関と協力関係のあるS&Tパークの割合
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究所、民間研究所）が構内（パーク内）に立地しているS＆Tパークの割合を示

している。図5－1－1（b）は、構外（パークの外）に立地している研究機関と構内に立

地する研究機関、企業等との協力関係のあるS＆Tパークの割合を示している、。

また、図5－1－2（a）～（d）は、図5－1－1（a）と（b）をS＆Tパークの類型毎に表した図であ

る。

イノベーションセンターでは、図5－1－2（a）に示すように、50％のセンターで第3

セクター・財団法人の研究機関が入居しているものの、他の研究機関が入居する

ケースは少ない（8％～25％）。一方で、構外の大学や公設試と関連しているセ

ンターの割合は高い（それぞれ、75％、63％）。このことは、イノベーションセ

ンターの場合には、様々な研究機関を導入するスペースが小さいために、構外に

立地する研究機関と緊密に連携することにより入居企業の技術革新を支援してい

ることを示している。

図5－ト2（a）イノベーションセンターと研究機関との関連

－ ■－ 構内に研究機関が立地しているパーク数／イノベーションセンター数

一一一回－ 外部の研究機関と協力関係のあるパーク数／イノベーションセンター数

公設試　　　　　大学

設立主体別の研究機関
参照：表5－1－1

サイエンスパークでは、図5－1－2（b）に示すように、構内に民間の研究機関や第3

セクター・財団法人の研究機関が立地しているパークの割合が77％となっている

他、公設武についても53％と高い割合を示している。さらに構外に立地する研究

機関と協力関係のある割合についても、第3セクター・財団法人の研究機関が35
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％、公設試が65％、特に大学に関しては全てのパークが関連をもっており、他の

類型のS＆Tパークに比較して高い割合を示している。このようにサイエンスパ

ークは、構外の研究機関、特に大学との連携を図りつつ、充分な入居スペースに

立地する様々な研究機関がもつ研究機能、交流機能、研究開発支援機能等の種々

の機能を構内の研究機関や企業に提供し、研究・技術開発、技術革新、新規企業

の創出の促進、民間の研究所、研究開発型企業等の誘致等の多目的な整備がなさ

れている。

図5－1－2（b）サイエンスパークと研究機関との関連

－ ．－ 構内に研究機関が立地 しているパーク数／サイエンスパ ーク数

n － ‾外部の研究機関と協力関係のあるパーク数／サイエ ンスパーク数

国立試　　　　公設試　　　　　大学

参照：表5＿ト1　　設立主体別の研究機関

交流機能を持たないR＆Dパークでは、図5－ト2（C）に示すように、構内に民間の

研究機関が立地しているパークの割合が83％であるのに対して、国立試、公設試、

第3セクター・財団法人の研究所のいわゆる公的研究機関が構内に立地している

パークは、10％にも達しない。また、構外に立地する研究機関と協力関係のある

パークについても、20％もなく、他の類型のS＆Tパークに比較して著しく低い。

第3章で定義したように、交流機能を持たないR＆Dパークは、民間研究機関、

大学、公設試等の研究施設・機関の集積を目的として設立された研究所団地では

あるが、実態としては、核となる公的な研究所が存在せず、構外に立地する大学

等の研究機関との協力関係も考慮されないケースが多いことから、単に土地を用
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意して、民間の研究所、研究開発型企業、ハイテク企業を誘致しようとする従来

の工業団地のような開発がなされていることを示している。

図5－1－2（C）交流機能を持たないR＆Dパークと研究機関との関連

－ ■－ 構 内 に研 究 機 関 が 立 地 し て い る パ ー ク 数 ／ 交 流 機 能 を持 た な い R ＆ D パ ー ク数

一一一」ゝ 一一・一外 部 の 研 究機 関 と協 力 関係 の あ るパ ー ク数 ／ 交 流 機 能 を持 た な い R ＆ D パ ー ク数
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国立試　　　　公設試　　　　　大学

参照：表5－111
設立主体別の研究機関

第3セクター
・財団法人

交流機能を持つR＆Dパークでは、図5－1－2（d）に示すように、構内に民間の研究

機関が立地しているパークの割合が82％と高く、また、公設武と第3セクター・

財団法人の研究機関についても、交流機能を持たないR＆Dパークと違って50％

を超えている。さらに、構外に立地する大学や公設試と協力関係のあるパークの

割合が64％、構外の民間研究機関と協力関係のあるパークの割合が55％も出てき

ている。このように交流機能を持つR＆Dパークでは、交流機能を持たないR＆

Dパークと違って、公設試や第3セクター・財団法人の研究機関等の核となる研

究機関を立地させ、また、構外にある研究機関との連携も図りつつ、研究機能、

交流機能、研究・技術開発支援機能等の種々の機能を提供する体制を整備し、民

間の研究所、研究開発型企業、ハイテク企業の誘致の強化につなげている。
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図5－1－2（d）交流機能を持つR＆Dパークと研究機関との関連

－ ●－ 構 内 に研 究機 関が立 地 してい るパ ーク数／交 流機 能 を持 つ R ＆ D パ ー ク数

一一．・・4－ 外 部 の研 究機 関 と協 力 関係 のあ るパ ー ク数／ 交流機 能 を持 つ R ＆ D パ ー ク数
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参照：表5＿1＿1　　　　設立主体別の研究機関

第3セクター
・財団法人 民間

表5－1－1S＆Tパークと研究機関との関連

研究機関が立地して　　　　　　構外に立地する研究機関と協
いるS＆Tパーク数 力関係のあるS＆Tパーク数

回 答 数 国研 公 設 試 大 学 3セク財 団 民 間 国 研 公 設 試 大 学 3セク財 団 民 間

イ ノベ ー シ ョ ン 2

8 ．3 ％

4

16 ．7 ％

2

8．3％

1 6 5 15 18 5

20 ．8 ％

1 1

セ ン タ ー　　 24 50 ．0 ％ 2 5．0 ％ 20 ．8 ％ 6 2 ．5％ 7 5 ．0 ％ 4 5 ．8％

サ イエ ンス 2

11 ．8％

9

5 2 ．9 ％

7

4 1．2％

1 13 3 11 17 6

35 ．3 ％

5

パ ー ク　　 17 76 ．5 ％ 7 6．5％ 17 ．6 ％ 64 ．7 ％ 100 ．0 ％ 2 9 ．4 ％

＆D

パ ー ク

交 流 機 能 1 1 1 1 10 1 2 2 1 0

な し 12 8 ．3 ％ 8 ．3 ％ 8．3％ 8 ．3％ 8 3 ．3％ 8 ．3 ％ 16．7 ％ 16 ．7％ 8 ．3％ 0 ．0 ％

交 流 機 能

あ り 11

3

2 7．3％

6

54 ．5％

4

36 ．4％

6

54 ．5 ％

9

8 1．8％

2

18 ．2 ％

7

6 3．6 ％

7

6 3．6 ％

3

2 7 ．3 ％

6

54 ．5 ％

計 8

12 ．5％

2 0 14 3 3 8 1 1 35 44

6 8．8％

15 2 2

ロ
64 3 1 ．3％ 2 1．9％ 50 ．0 ％ 5 9．4 ％ 17 ．2 ％ 54 ．7 ％ 2 3 ．4％ 34 ．4 ％

注）3セク財団とは、第3セクター又は財団法人を指す。以下同じ
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5－2　サイエンス＆テクノロジーパークにおける人材流動、研究交流活動

前節で述べたとおり、交流機能を持たないR＆Dパークでは、民間の研究所等

の誘致が進んではいるものの、公的な研究機関が立地しておらず、また構外に立

地する研究機関との協力関係も希薄である。他方、イノベーションセンター、サ

イエンスパーク、交流機能を持つR＆Dパークでは、それぞれの半数以上に公的

な研究機関が立地しているとともに、構外の研究機関とも協力関係のある割合が

非常に高い。

この節では、これらイノベーションセンター、サイエンスパーク、交流機能を

持つR＆Dパークの3類型のS＆Tパークと研究機関との間における研究者の出

向・派遣、研究者の交流状況等について述べる。

図5－2－1は、入居企業同士、企業と大学、企業と研究機関相互の研究者の出向・

派遣状況を、図5－2－2は、同じく入居企業同士、企業と大学、企業と研究機関相互

の研究者の交流状況を、図5－2－3は、大学関係者との研究打ち合わせ、情報交換等

の交流状況をそれぞれ示している。図5－2－1～3の横軸は、人材流動、研究者交流

状況等について、各種研究機関と交流が「頻繁にある」、「度々ある」、「たま

にある」、「殆どない」の4つの回答を総合的に10段階評価したもので、例えば、

全ての研究機関等との出向・派遣が「頻繁にある」場合の指数を10とし、全て

「殆どない」場合の指数を0とした。

図5－2－1出向・派遣による人材流動
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研究者の出向・派遣状況は、図5－2－1に示すように、殆どのS＆Tパークの人材

流動指数が3未満で研究者の出向・派遣は殆ど行われていない現状にある。

研究者の交流状況は、図5－2－2に示すようにいくつかのパークにおいては活発な

交流活動が行われているが、研究者交流指数が3未満のパークが71％を占め、全

体的にはまだまだ不十分である。

図5－2－2　研究者の研究交流
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大学関係者との交流状況は、図5－2－3に示すように大学との研究打ち合わせや情

報交換などが頻繁に行われるまでに至っているとは言えないものの、研究者の出

図5－2■3　大学関係者との交流状況
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大学との交流指数
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向・派遣状況や研究者の交流状況に比較して少しずつ関係が出来上がりつつある

ようである。

3種類の指数の合計値（＝複合交流指数）で全体の傾向を図5－2－4に示すが、

（株）新産業創造センターがただ1箇所、複合指数が30を示している。

図5－2－4　人材流動・研究者交流等の複合交流指数
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表5－2－1　人材流動・研究者交流指数等
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セ ン タ ー　　　 18

1∠

6 6 ．7 ％

4

2 2 ．2 ％

1

5 ．6 ％

U

0 ．0 ％

U

0 ．0 ％

U

0 ．0 ％ 0 ．O l冤

U

0 ．0 ％

U

0 ．0 ％

1

5 ．6 ％

サ イ エ ン ス パ ー ク 1 1 3

1 8 ．8 ％

1

6 ．3 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

1

6 ．3 ％ 0 ．0 ウ∈

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

1 6 6 8 ．8 ％ 0 ．0 ％

交 流 機 能 を 持 つ 3

7 5 ．0 ％

1

2 5 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．O l亮

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

R ＆ D パ ー ク　　 4 0 ．0 ％ 0 ．0 ％

計　 3 8
2 6 8 2 0 0 1

0 ．0 ％

0 0 1

6 8 ．4 9を 2 1 ．1 切 5 ．3 ％ 0 ．0 切 0 ．0 咳 2 ．6 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 2 ．6 ％

研究者の交流
＜1 ＜2 ＜3 ＜4 ＜5 ＜6 ＜7 ＜8 ＜9 ＜＝ 10

イ ノ ベ ー シ ョ ン 8

4 2 ．1 ％

1 5 1 1 1 0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

1 1

セ ン タ ー　　　 19 5 ．3 ％ 2 6 ．3 ％ 5 ．3 ％ 5 ．3 ％ 5 ．3 ％ 5 ．3 ％ 5 ．3 ％

イ エ ン ス パ ー ク

1 6

6

37 ．5 ％

2

12 ．5 ％

3

18 ．8 ％

2

12 ．5％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

2

12 ．5 ％

0

0 ．0 ％

1

6 ．3 ％

0

0 ．0 ％
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R ＆ D パ ー ク　　 6

3

5 0 ．0 ％

1

16 ．7 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

2

3 3 ．3 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

計 17 4 8 3 1 1

2 ．4 喫 9 ．8 ％

0 2 1

4 1 4 1 ．5 9 ．8 ％ 1 9 ．5 7 ．3 喫 2 ．4 0 ．0 ％ 4 ．9 ％ 2 ．4 ％

大学との関係
＜1 d ＜3 ＜4 d ＜6 ＜7 く8 d ＜＝10

イ ノ ベ ー シ ョ ン 7 2

9 ．5％

5 2

9 ．5％

1 3 0

0 ．0％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

1

セ ン タ ー　　　 2 1 3 3 ．3 1払 2 3 ．8％ 4．8％ 14 ．3％ 4．8％

サ イ エ ンス パ ‾ 品 1

5．3％

1

5 ．3％

6

3 1 ．6％

2

10 ．5％

2

10 ．5％

2

10 ．5％

4

2 1．1％

0

0 ．0 ％

0

0 ．0 ％

1

5 ．3％

交 侃 機 胃旨を］守つ 1

1 1 ．1％

2

2 2 ．2％

1

1 1 ．1％

2

2 2 ．2％

1

1 1 ．1％

1

1 1．1％

1

1 1．1％

0

0 ．0％

0

0 ．0％

0

R ＆D パ ー ク　　　 9 0 ．0 ％

計 9 5 1 2 6

12 ．2％

4 6 5 0 0 2

4 9 1 8 ．4 ％ 1 0 ．2％ 2 4 ．5％ 8．2％ 12 ．2％ 10 ．2％ 0 ．0％ 0．0％ 4 ．1％

ー78－



このように、サイエンスパークなどのS＆Tパークには、研究交流や共同研究

のための施設となる第3セクター・財団法人の研究所、公設試、さらには大学の

いわゆる公的研究機関の集積が見られ、さらには、構外にも大学や公設試が立地

しているものの、これらの研究機関はハード（フィジカルに）としてそれぞれが

立地しているだけで、全体的に内外の各種研究機関とのソフト（ノンフィジカル

な）なつながりはまだまだ薄く、大学や公的研究機関と企業との連携により科学

技術資源を企業化するためのシステムとしての枠組みができていない。

また、技術供与を行う場合でも国立大学の教授などは国家公務員法の壁がある

ために自分の技術に対する報酬が直接受けられず、技術移転に対するインセンティ

ブが失われてしまうケースもあるが、最近大学側から産業界にアプローチしてい

く傾向が増えている中で、企業側が求めるような成果が期待できないために大学

の選別が行われる傾向もあり、知的資源を有効に活用するための技術移転手法の

構築とともに、大学等の高等教育研究機関内の知的資源の偏在も課題となってい

る。

研究者の出向・派遣と研究者の交流に関する制度・方法の事例を表5－2－2に、共

同研究に関する制度・方法の事例を表5－2－3に示す。

表5－2－2　出向・派遣及び研究交流に関する制度・方法

名称 出向 ・派遣、制度、方法 研究交流、制度、方法

北海道立工業試験 日公設試 問 （工業試験場か ら工 地域 の国立試 との懇談会、企業団体等 との懇話会
他 業技術 センターへの出向、年

間通 じ2人）、国研 ・大学な
どへ職員 を派遣

恵庭 リサーチ ・ビジ 恵庭 R B P交流会 （入居 ・進出企業や地域企業の交
ネスパーク 流 を目的 とした組織）、月 1回程度で情報交換や

親睦を深 める

（株）インテ リジェ研 究者 は参加企業か らの出向 大学 の教授 をア ドバ イザーに委嘱、研 究の一部 を

ン ト・コスモス研
機構

大学 に委託

2 1 世紀 プラザ研 数社 か らの派遣者に より構成 企一企 （異分野の問題が生 じた場合専門の企業の

センター されている入居団体 もある 人にア ドバ イス して もらう）、企一大 （キーパ ー

ソンとい う名称 で大学の教授等 に技術相談 を無料
で （株）テクノプラザみや ぎが仲介 （3年間に64
件））、企一公 （主 に宮城県工業技術 センターと

の交流）

（株）ひたちなかテ （株） 日立製作所 日立研究所 研究会活動、米 国大学教授 ・国内大学企業の研究

クノセ ンター よ り研究 （管理）者 1名出 者専 門家 を招 いてセ ミナー を開催、会員企業の巡
向、常勤嘱託 （1名） など 回研究会 ・国研 などの見学会 開催
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表5－2－2の続き

名 称 出 向 ・派 遣 、制 度 、方 法 研 究 交流 、制 度、 方 法

（株 ） つ くば研 究 工 業 技術 院試 験研 究 機 関 へ の 分 野 別 交流 会 を実施 （社 会工 学 シ ンポ ジ ウム、物

援 セ ン ター 企業 研 究者 の派遣 （技 術指 質工 学研 究 交 流 会、 金材 技 研 ・研 究交 流 会 、無機
導） 材研 ・研 究 交 流会 、 土 木技 術研 究懇 談 会 ）

（株 ） 古 河 ソ フ ト 入 居 企 業 を含 め た Iソ フ トウ ェア 開発 支援 セ ン

ウェ ア セ ンタ ー ター」 を設 立 、 ソ フ ト開発 等 の業 務 受 注 の促 進 を

図 る

宇都 宮 テ クノ ポ リス 専 門技術 派 遣研 修 （公 設試 職 産 字 官 共 同研 究 （16研 究部 会 ） で の交 流 、地 域 共

セ ン ター 員 を企 業へ 派 遣 ） 同研 究 セ ンター と企 業 の共 同研 究 に よる交 流 、 と
ち ぎつ くば のつ どい （つ くばの 国研 と企 業 との交

流 ） 、 テ ク ノ コ ミュニ ケ ー シ ョン （企 業 ・大 学 ・
公 設 試等 との交流 ）

太 田 リサ ーチパ ー ク （株 ） ぐん ま産 業 高度 化 セ ン

ター に県 、 地元 企 業 か ら職員
を派遣

か なが わサ イエ ンス K A S T 研 究 室 の室 長 ・室 員 と K A S T と大学 ・外 部研 究所 （K A S T研 究 室 セ ミナ ー

パ ー ク して外 部 か ら研 究 者 を雇 用 、 へ の参 加 に よる意見 交 換 、大 学 ・外 部試 験研 究機
企 業 か らの 出 向 関等 へ セ ミナー ・講 演 の参 加 ）、 K A S T 内企 業 同

士 （研 究 テ ーマ の 中で 共通 した分 野 につ い ての交
流）

長 岡 リサ ーチ コア ・ 技術 創 造仲 介 者事 業 （技術 高 度化 の拠 点形 成 を促

イ ンキ ュベ ー トセ ン 進 す るた め、 県城 内の 企業 を訪 問 しての技術 相 談

クー 助言 技術 情 報 の提 供 、 大学 ・工 技 セ ン ター な ど研
究機 関の研 究 技術 者 の 紹介 や 派遣 な どを通 じて技

術 移 転 ・導 入 や 人材 交 流 を推 進 してい る）

い しか わサ イエ ンス
パ ー ク

企 業 か ら大 学へ の入 学 （大 学

は社 会 人 の学生 の受 け入 れ を
積 極 的 に行 って い る）、 将 来
入 居企 業 が 多 くなれ ば大 学 と

入 居企 業 との 共 同研 究や 人材

の流動 があ る と予 想 してい る

石 川 トライ アル セ ン 具 体 的 な制 度方 法 は な い、必 要 にな った 時 セ ン

クー ターが 窓 口 とな り交 流 の場 や機 会 を作 ってい る

（株 ） 浜名 湖 国際 豆

脳 セ ン ター

外 部企 業 か らの 出 向 浜 名 湖 ク ラブの 運営

名古屋 ビジネ ス イ ン 外部 技 術 者、研 究者 等技 術 ・経 営 相談 す る場 合 の

キ ュベ ー タ 相談 補 助金 制度 があ る

京 都 リサ ーチパ ー ク K R P 産字 交 流 ク ラ ブ、K R P ク ラブ 、京 都 ・企 業 と
文化 の 会 な ど

神 戸市 産 業振 興 セ ン 企 業 育成 室 間 で共 同研 究 の計 画 中 、企 業育 成 室交

タ ー 流 会 の コーデ ィネー タ ー、 ア ドバ イザ ー が大 学の
教 授 で あ る
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名称 出向 ・派遣、制度、方法 研究交流、制度、方法

播磨科学公園都市 国研一大学、個人 レベルでの共同研究が多い （実
（第1工区） 数は把握できない）

奈良県工業技術セン

ター （仮）

国立奈良先端科学技術大学院
大学へ職員を入学

技術指導、技術アドバイザー制度などを活用

（株）新産業創造セ TRT研究員は公設試、企業 共同研究及び各種研究会を通 じて情報交換、交流
ンター （出資企業）からの出向者で

構成している、大学院生も適
宜受け入れている

が定期的に行われている

広島中央サイエンス 広島県先端技術共同研究センターにおける広島県

パーク 大型プロジェクト研究推進事業 （産学官における
共同研究事業、入居企業の一部が参加）、広島テ

クノプラザ入居企業合同ゴルフコンペ

テクノプラザ変媛 財団研究所への民間からの公 テクノプラザ変接での大字の教官 と企業の研究者
募研究員の受け入れ、大学か
らの特別研究員の受け入れ

との交流会の開催

久留米リサーチパー福岡県工業技術振興センター 入居企業交流会 （企業、大学、国研）：年4回、

ク （出向：2年～3年で交替）、 オープンラボ会員交流会：年2回、イオンビーム研
久留米工専 （派遣：技術相
談、週1回）、久留米市 （派

遣：約3年で交替）、民間企業
（派遣：技術相談、過1回）

究会、エラス トマー研究会

福岡県立飯塚研究開 受け入れ側の制度 センターがコーディネー トし、技術相談会、交流
発センター 会を開催

大村ハイテクパーク 長崎技術研究会への参加 （現在300名、企業、大
学、研究所など）、共同研究に伴う企業研究者の
受け入れ、工学系卒論生受け入れ （研修生取扱い

要領）

熊本テクノリサーチ

パーク

電応研に民間企業から出向 し

てもらっている

（株）佐伯メカ トロ

センター

入居企業や地域企業 と共同研究により交流を行う

トロピカルテクノ （株） トロピカルテクノセン （株） トロピカルテクノセンターの研究開発事業

パーク クーへの企業からの出向、県
（公設試）から出向

等の委員会、交流会等での交流
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表5－2－3　共同研究制度・方法

名 称 共 同研 究 制 度 、 方法

恵 庭 リサ ーチ ・ビジ ネス パ ー ク 企 業 が大 学 教授 を招樗 しその ネ ッ トワー クを利 用す る、特 殊 法 人が

複 数 の大 学 の教 授 や研 究員 及 び企 業 の研 究員 に よる一 定期 間の プ ロ
ジェ ク トを結 集 し基 礎研 究 を行 う

秋 田テ ク ノ リサ ーチ ゾ ー ン 秋 田県 工業 技術 セ ンター共 同研 究 実 施 芙領 、 秋 田県 高 度技 術研 究 所

共 同研 究要 綱

福 島県ハ イテ ク プ ラザ 国 の事 業体 系 に基 づ く共 同研 究 開発

（株 ） ひ たち な かテ クノセ ン レーザ応 用研 究会 （茨 大工 、工 技 センター、民 間 企業 12社 、動 燃 ）、

ター レーザ計 測 に関 す る産 ・学 ・官共 同研 究 事 業 （茨 大 工 、工 技センター、

ひ た ち なかテクノセント ） 、 マ ルチ メ デ ィア研 究 会 （常 磐 大 、工 技セン
クー、 水 戸芸 術館 、民 間 企業 17社 ）

（株 ） つ くば研 究 支援 セ ン ター 企業 等 が協 力 し設立 した新 会社 、 国が主 導 す る官 民 共 同研 究 プロ

ジェ ク ト等 が セ ン ター に入 所 関係 企 業等 と共 同研 究 を実施 して い る

宇 都宮 テ クノポ リス セ ン ター 産 学官 （県工 業 技術 振 興 会議 の下 部 組織 の研 究 会で 実 施） 、 産学
（地域 共 同研 究 セ ンタ ーで実 施）

長 岡 リサ ー チ コ ア ・イ ンキ ュ 地 域 の 中小 企 業 グル ー プ と長 岡技 術 科 学大 学 や県 工 業技 術 セ ンター

ベ ー トセ ン ター と協 力 し地域 産 業 の高 度化 を促進 す るた め の研 究 開発 を県 の助 成 を
受 け て取 り組 む

石 川 トラ イアル セ ンター 企 業等 か らの研 究委 託 を受 け事務 処 理 を行 って い る、研 究 の実 務 は
工 業試 験 場

（財 ）松 本 ソフ ト開発 セ ンター パ ソ コンL A N 応 用 技術 開発 研 究 会 （信 大 、県 情報 技術 試 験 場 、民 間
ソ フ トハ ウス な ど計 17名 ）

（株 ）浜 名湖 国 際頭 脳 セ ンター 地 域企 業 との研 究会 組 織 を設 立 （年 会費 別 に よ り月 1度 の研 究 目）

浜 松 地域 テ クノポ リス 浜松 市都 企一企 （（財 ） 浜松 地 域 テクノポ リス推 進機 構 の地 域技 術起 業 化推 進助 成

田開発 区 制度 ：4 以上 の中小 企 業 者が協 力 し技 術 を製 品 の 開発 また は生 産等 に
利 用 し、起 業化 を 図 るた め に必 要 な経 費 の一 部 を補 助 す る） 、大 －

企 （国立大 学等 にお い て民 間等 の研 究 者 と共通 課題 を共 同研 究

（株） 大 阪繊 維 リソー ス セ ン

ター （テ クス ピア大 阪）

泉 州 毛布 工 業組 合 、大 阪 タオ ル工 業組 合

鈴 鹿 山麓 リサ ー チパ ー ク 地 域 環境 保 全 関係 産業 技術 開発促 進 事 業 （通 産省 ）

京都 リサ ー チパ ー ク 京 都 府 中小 企業 総合 セ ンター、京 郡 市工 業 試験 場 、 （財 ）京 都 高度

技 術研 究 所

神戸 市 産業 振 興 セ ン ター 企 一企 （知識 融合 開発 事 業 ）、企 一大 （神 戸 大 学共 同研 究 取扱 規
程 ） 、企 一公 （兵 庫 県立 工 業技術 セ ン ター共 同研 究業 務 取扱 要領 ）

播 磨 科学 公 園都 市 （第 1工 区） 西播 磨 テ クノ ポ リス圏 域 で行 われ て い る共 同研 究 で企業 ・大 学 ・公
設試 に またが る もの19件

奈 良県工 業技 術 セ ンター （仮 ） 中小 企 業 庁補助 事 業 に よ り企業 の研 究 者受 け入 れ、重 要 地域 技術 研
究 開発 制度

（株 ）新 産 業創 造 セ ン ター 科学 技術 庁 生 活地 域 流動研 究、 （財 ） 情報 処 理振 興事 業協 会 特定 プ
ログ ラム委 託 開発 事 業 、 中小 企 業技術 融合 化補 助 金
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名称 共同研究制度、方法

広島中央サイエンスパーク 広島県大型プロジェク ト研究推進事業 （本県産業にとって重要な基
盤技術や新産業創出に必要な技術等について産学官で研究を推進す

る）

ブレインズパーク徳島 軸受旋削加工の無人化に関する共同研究開発 （参加企業9社）

テクノプラザ愛媛 財団の付設研究所であるハイ ・イノベーション研究所 と企業 ・大学

との共同研究、産学共同研究への助成

（財）東予産業創造センター インキュベータルームへの入居企業と新居浜工尊 との共同研究課題
として溶接 ロボット （変種変星型）の製作に取 り組む

久留米 リサーチパーク オープンラボの利用企業支援、技術相談を受ける中から共同研究へ

と進展

福岡県立飯塚研究開発センター 福岡県科学技術振興財団の産学官共同研究実施要領に基づいてプロ

ジェク トを組んでいる

大村ハイテクパーク 共同研究規程、共同技術開発取扱要領

（株）鹿児島頭脳センター 鋳造方案支援エキスパー トシステムに関する研究 （（株）タフコと
の共同研究）

トロピカルテクノパーク 地域基盤技術研究開発事業での共同研究
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5－3　サイエンス＆テクノロジーパークにおける研究開発支援機能

S＆Tパーク内において研究開発支援のために提供されている「人」、「場所」、

「設備」、「資金」、「技術情報」の状況を図5－3－1に示す。

イノベーションセンターでは、41％のセンターで人的な支援が行われ、他の類

型のS＆Tパークより高い数値を示している。場所については77％が、設備につ

いては64％のセンターで支援を行っている。

サイエンスパークでは、人的な支援が18％と低い数値となっているが、場所と

設備についてはイノベーションセンターと同様にそれぞれ65％、77％と高く、技

術情報の提供も70％を超えている。

交流機能を持たないR＆Dパークでは、人的あるいは場所・設備に関する支援

が殆どのパークで行われておらず、資金や技術情報提供による支援がわずかに行

われている程度である。

交流機能を持つR＆Dパークでは、研究交流のための場所の提供はわずかに増

えるものの基本的には交流機能を持たないR＆Dパークと同じような傾向で55％

のパークで情報提供を行っているだけである。

図5－3－1S＆Tパークにおける研究開発支援機能
胃－・」ゝ・一一一　　　　　一一■トー一・一　　　　一一胃■事．・．・・・．一　　　　一一一■－・

イノベーションセンター　サイエンスパーク　　　R＆Dパーク　　　　　R＆Dバーク
（交流機能なし）　（交流機能あり）

人

参照：表5－3－1
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このように、研究開発支援機能の重要性は、イノベーションセンター、サイエ

ンスパークのいずれでも、R＆Dパークに比較して共に強く認識されているが、

それはインキュベータを充分機能させるためには研究開発支援機能が必要不可欠

であるとの認識によっている。しかし、現状では場所、設備等のハード面での支

援が中心で、研究者の派遣、研究指導、共同研究の推進等人的な支援については

あまり行われていない。

表5－3－1S＆Tパークにおける研究開発支援機能

（複数回答）
回 答 数 人 場 所 設 備 資 金 技 術 情 報

イ ノ ベ ー シ ョ ン 9

4 ．0 ．9 ％

1 7 1 4 8

3 6 ．4 ％

1 3

セ ン タ ー　　　　　 2 2 7 7 ．3 ％ 6 3 ．6 ％ 5 9 ．1 ％

サ イ エ ン ス パ ー ク 3 1 1 1 3 8 12

1 7 1 7 ．6 ％ 6 4 ．7 ％ 7 6 ．5 ％ 4 7 ．1 ％ 7 0 ．6 ％

R ＆ D

パ ー ク

交 流 機 能 1 1 1 2 3

な し　　　 1 2 8 ．3 ％ 8 ．3 ％ 8 ．3 ％ 16 ．7 ％ 2 5 ．0 ％

交 流 機 能 1

9 ．1 ％

2

1 8 ．2 ％

1

9 ．1 ％

3

2 7 ．3 ％

6

5 4 ．5 ％あ り　　　 1 1

計 1 4 3 1 2 9 2 1 3 4

6 2 2 2 ．6 ％ 5 0 ．0 ％ 4 6 ．8 ％ 3 3 ．9 ％ 5 4 ．8 ％
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5－4　サイエンス＆テクノロジーパークのマネージメントの特徴

（1）S＆Tパークの運営と資本

S＆Tパークにおける運営主体についてみると、図5－4－1に示すように、イノベ

ーションセンターでは第3セクターの株式会社が50％、財団法人が46％、サイエ

ンスパークでは3セクターが59％、財団法人が24％、交流機能を持つR＆Dパー

クでは第3セクターの株式会社が30％、財団法人が40％と、国、地方公共団体、

民間企業の出資による第3セクターの株式会社か財団法人により施設が運営され

ているケースが多い。一方、交流機能を持たないR＆Dパークでは、都道府県や

市町村が運営主体となっている割合が高い。

図5－4－1S＆Tパークの運営主体

60．0％

50．0％

40．0％

30．0％

20．0％

10．0％

一 一 ．△ 一 ・一 ・一 ＿＿＿＿＿t ！l．．－．．．・．・．．・．．＿

イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー　 サ イ エ ン ス パ ー ク R ＆ D パ ー ク
（交 流 機 能 な し ）

R ＆ D パ ー ク
（交 流 機 能 あ り ）

公団　　　　　　都道府県　　　　　市町村

参照：表5－4－1

第3セクター　　　財団法人　　　　　民間

団体

表5－4－1S＆Tパークにおける運営主体

公 団 都 道 府 県 市 町 村 第 3セクター 財 団 法 人 民 間

イ ノ ベ ー シ ョ ン 0

0．0 ％

1

4 ．2％

0

0 ．0％

12 1 1 0

0 ．0％セ ン タ ー　　　　　 24 5 0 ．0％ 4 5．8％

サ イ エ ン ス パ ー ク 0

0．0 ％

2

1 1．8％

0

0．0％

10 4

2 3 ．5％

1

17 5 8 ．8％ 5．9％

R ＆D

パ ー ク

交 流 機 能 な し

9

U

0 ．0％

5

5 5 ．6 ％

4

4 4 ．4 ％

0

0．0 ％

0

0 ．0％

0

0 ．0％

交 流 機 能 あ り

10

0

0 ．0％

1

10 ．0％

0

0．0 ％

3

3 0 ．0 ％

4

4 0 ．0％

2

2 0 ．0％

計 0 9 4 25 19 3

6 0 0 ．0％ 15．0％ 6．7％ 4 1．7％ 3 1．7％ 5．0％

注）公団とは、地域振興整備公団をいう。以下同じ
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S＆Tパークに対する出資状況については、図5－4－2及び表5－4胃3に示すように、

交流機能を持たないR＆Dパークは地方公共団体もしくは地域振興整備公団の資

本により開発されていることが多く、他の3類型では、地方公共団体、民間企業

並びに日本開発銀行や地域公団などとの組み合わせによる開発が多い。

図5－4－2　S＆Tパークの運営主体に対する出資状況
一一・■－ － －■一一 ．．・．－■■

イノベーションセ ンター　 サイエ ンスパーク R ＆D パーク R ＆D パーク
（交流機能 なし） （交流機能あ り）

開銀等　　　　　　公団　　　　　　都道府県　　　　　市町村　　　　　3セク財団

団体

参照：表5－4－2

表5－4－2　S＆Tパークの運営主体に対する出資状況

開 銀 等 公 団 都 道 府 県 市 町 村 3セク財 団 民 間

イ ノ ベ ー シ ョ ン 9

4 2 ．9 ％

2

9 ．5 ％

18 16 0

0 ．0 ％

1 8

セ ン タ ー　　　　　 2 1 8 5 ．7 ％ 7 6 ．2 ％ 8 5 ．7 ％

サ イ エ ン ス パ ー ク 4 5 15 14 2 15

16 2 5 ．0 ％ 3 1．3 ％ 9 3 ．8 ％ 87 ．5 ％ 1 2 ．5 ％ 9 3 ．8 ％

R ＆ D

パ ー ク

交 流 機 能 な し 0

0 ．0 ％

1

1 1．1 ％

5

5 5 ．6 ％

4

4 4 ．4 ％

0

0 ．0 ％

0

9 0 ．0 ％

交 流 機 能 あ り

6

2

3 3 ．3 ％

1

16 ．7 ％

5

8 3 ．3 ％

4

6 6 ．7 ％

2

3 3 ．3 ％

3

5 0 ．0 ％

計 15 9 4 3 38 4 36

5 2 2 8．8 ％ 17 ．3 ％ 8 2．7 ％ 7 3 ．1％ 7 ．7％ 6 9 ．2％
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表5－4－3　S＆Tパーク出資パターン

（a）イノベーションセンター　　　　　　（b）サイエンスパーク
公的 民間 件数 ％

国 県 市町村

（〕 し） （〕

（〕 （〕

（〕 （〕 1 4．8％

（j （〕

○

（〕 2 9．5％

し）

（⊃ U し） U 7 33．3％

○ ○ ○ 1 4．8％

（⊃ し） （⊃ 2 9．5％

U （〕 （j 6 28．6％

∪ し）

U （j

（j （〕 2 9．5％

（j

計 21 1（X）．0％

（C）R＆Dパーク （交流機能なし）

公的 民間 件数 ％
国 県 市町村
（〕 （j （〕

U （⊃

○ し） 1 11．1％
（⊃ U

（⊃

U 4 44．4％
U 4 44．4％

（j U U （j
∪ U し）

（j （〕 （〕

U （j （〕

（〕 U

（⊃ し）
○ ○

（〕

計 9 100．0％

公的 民間 件数 ％
国 県 市町村

（〕 ○ ○

（〕 ○

U U

（〕 （〕

（j

（j 1 6．3％

（」

U し） U U 9 56．3％

（j （〕 （〕

（⊃ （⊃ （〕

U C） （〕 5 31．3％

し） し）

し） （j

（〕 （〕

（j 1 6．3％
計 16 100．0％

（d）R ＆D パーク （交流機能あり）

公的 民間 件数 ％

国 県 市町村
（j し） （j

（〕 （〕

U し） 1 16．7％
（j （j

U

し）
（〕

（j （j ○ （⊃ 2 33．3％
し） U U

（〕 （〕 （j

（⊃ し） （〕 1 16．7％
（j （〕

U （〕 1 16．7％
○ （〕 1 16．7％
（〕

計 6 100．0％

また、表5－4－4に示すとおり、S＆Tパークの運営機関の運営費の収入源として

は自治体の補助が31％、次いで不動産賃借料が20％となっており、自治体からの

補助と不動産賃借料で収入の半額を占めている。

表544　S＆Tパーク運営主体の収入内訳（回答数：47箇所）
運営経費（収入：百万円）

国 補 助 金 自 治 体 補 助 金 自 治 体 委 託 、 、動 産 賃 借 華 機 器 レンタル料 受 託 研 究 事 業 研 修 交 流

1 8 2 8 ．6 5 4 8 9 ．6 8 0 2 ．7 3 4 6 7 ．7 2 3 4 ．9 9 1 2 2 2 8 ．8

1 0 ．3 ％ 3 0 ．9 ％ 4 ．5 ％ 1 9 ．5 ％ 1．3 ％ 5 ．1％ 1 ．3 ％

試 験 分 析 料 仲 介 斡 旋 料 基 金 運 営 費 会 費 収 入 事 業 収 入 U息 ・雑 収 入 そ の 他 合 計

2 3 1 1 0 8 2 ．1 3 9 4 ．6 2 7 5 ．5 8 2 6 ．9 2 2 1 5 ．1 1 7 7 8 2 ．5

0 ．1 ％ 0 ．0 ％ 6 ．1％ 2 ．2 ％ 1．5 ％ 4 ．6 ％ 1 2 ．5 ％ l tX ）．0 ％
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表5」ト5に示すS＆Tパーク用地の取得方法の事例から分かるように、民間所有

の土地を買い上げる場合が多く、その他には、地方公共団体所有地を造成したも

のや地方公共団体から借地・無償貸与されたもの、工場跡地の転用などが挙げら

れている。

表5－4－5　S＆Tパーク用地の取得方法

名称 敷地面
積仇a）

土地取得方法

北海道立工業試験場他 6．47 北海道所有地 を造成

R T N パ ーク 77 個 人所有地 を買い上 げ

窓庭 リサーチ ・ビジネスパー 4 ニュー タウ ン富み野の 開発主体 である （株）悪庭新都市開発

ク 公社の所有する土地を買い上げ

八戸ハイテクパーク 17．7 民間所有の土地 を買い上げ

地域交流 センター （仮称） 0．8 盛 岡市有地借地

（株） インテリジェン ト・コ

スモス研究機構

2 土地 区画整理組合保留地買収

2 1 世紀 プラザ研究セ ンター 55 三菱地所 が開発 中の泉パ ークタウンのセンター地区等約55ha

を2 1世紀 プラザ整備計画用地 とした。2 1世紀 プラザ研究セ ン
クー （三菱地所から借地）、研究所団地 （三菱地所が民間研

究機関に分譲）、仙台地域職業訓練センター （仙台市の所

有）

秋田テクノリサーチゾーン 9．5 秋 田県企 業局所有地

アルカディアソフトパーク山

形
13 山形市所 有地 を買収

郡山ウエス トソフトパーク 19．8 民間及び財産 区所有の土地 を買い上げ

（株）ひたちなかテクノセン

ター
1．5 茨城県所有地 （土地区画整理地内）を購入予定

（株）つ くば研究支援セン 1．83 国の研究機関の増設予定地 を住 宅 ・都市整備公団から譲 り受

ター けた

（株）古河ソフトウェアセン

ター
0．11 借地 （古河市有地）

とちぎソフ ト・リサーチパー

ク （仮）
19 県有地 を県土地 開発公社が取得 し造成分譲を行 う

宇都宮テクノポリスセンター 束宕 良問所有の土地を買い上げ

太田リサーチパーク 20 民 間所有の土地 を買い上 げ

葛西産業拠点 （仮） 10．8 都所有地 （土地信託制度 を予定）

さいたまインダス トリアルビ

ジネスパーク （仮）

5 N H K 放送所跡地 を買収

かず さアカデ ミアパーク （第 27 8 民間組合 による土地区画整理事業方式 （D N A 研 究所、アカデ ミア

1期） センターの敷地 は県が借地）

県央愛川ハイテク研究所団地 7．33 愛川町土地 開発公社が民間所有の土地を買い上げ造成分譲

白山ハイテクパーク 6．9 横浜市土地 開発公社が住宅 ・都市整備公団から土地取得、造

成後企業へ分譲

金沢バイオパーク 5．75 横浜市用地

グリー ンテクなかい 87 民間所有 の土地 を造成 （土地 区画整理事業による） し、民間

企業が買収
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表5－4－5の続き

名 称 敷 地 面

積 仙 a）

土 地 取 得 方 法

舞 岡 リサ ー チ パ ー ク （第 1

期 ）

9 ．1 民 間 所 有 の 土 地 を 買 い 上 げ 、 区 画 整 理 で 換 地

横 浜 ビ ジ ネ ス パ ー ク 13 ．1 日本 硝 子 （株 ） 横 浜 工 場 跡 地 を 買 収

テ ク ノ ウ ェ イ ブ 1 0 0 1．6 横 浜 市 所 有 地 を買 収

厚 木 テ レ コ ム パ ー ク 2 ．5 借 地

横 須 賀 リ サ ー チ パ ー ク 5 8 ．8 造 成 後 の 横 須 賀 市 有 地 を借 り上 げ

津 久 井 リ サ ー チ ・イ ン テ リ

ジ ェ ン トパ ー ク

2 3 5 町 有 地 、 財 産 区 有 地 、 民 有 地 を 土 地 区 也 整 理 事 業 で 対 応 予 定

か な が わ サ イエ ン ス パ ー ク 5 ．5 池 月 鉄 工 工 場 跡 地

平 塚 ば らの 丘 ハ イ テ ク パ ー ク 民 間 所 有 の 土 地 を買 い 上 げ

川 崎 マ イ コ ン シ テ ィ 5 ．9 土 地 区 画 整 理 事 業 に よ り用 地 造 成

柏 崎 ソ フ トパ ー ク 0 ．9 5 新 潟 日本 電 気 （株 ） 工 場 敷 地 を買 収

長 岡 リサ ー チ コ ア ・イ ン キ ュ

ベ ー トセ ン タ ー

3 長 岡 市 よ り無 償 貸 与

富 山 県 産 業 創 造 セ ン タ ー 4 高 岡 市 有 地 を借 地

（株 ） 冨 山 県 総 合 情 報 セ ン

タ ー

0 ．2 県 有 地 を借 り上 げ

石 川 ソ フ ト リサ ー チ パ ー ク 2 3 民 間 所 有 の 土 地 を 買 い 上 げ

い しか わ サ イ エ ン ス パ ー ク 17 5 民 間 所 有 の 土 地 を買 い 上 げ

石 川 トラ イ ア ル セ ン タ ー 7 ．8 県 が 民 有 地 を買 い 上 げ

福 井 県 産 業 情 報 セ ン タ ー

（仮 ）

6 土 地 開 発 公 社 用 地 を造 成

竜 王 赤 坂 ソ フ トパ ー ク 6 ．7 民 間 所 有 の 土 地 を買 い 上 げ

山 梨 ビ ジ ネ ス パ ー ク 10 民 間 伊「有 の 土 地 を買 い 上 げ

米 倉 山 ニ ュ ー タ ウ ン（R ＆D バ ー

ク1

4 4 ．7 民 間 所 有 の 土 地 を買 い 上 げ

佐 久 リサ ー チ パ ー ク 4 4 ．2 民 間 所 有 の 土 地 を 買 い 上 げ

（財 ） 松 本 ソ フ ト開発 セ ン

タ ー

0 ．3 6 松 本 市 か ら無 償 借 地

上 田 リサ ー チ パ ー ク 5 3 ．4 民 間 所 有 （ほ と ん ど が 個 人 ） の 土 地 を買 い 上 げ

ソ フ ト ピ ア ジ ャパ ン 12 ．6 民 間 所 有 地 を県 土 地 開 発 公 社 に て 買 い 上 げ

V R テ ク ノ ジ ャ パ ン 17 民 間 伊「有 の 土 地 を県 土 地 開 発 公 社 が 買 い 上 げ る 予 定

東 濃 研 究 学 園 都 市 糾 0 フ ロ ンテ ィ ア ・リ サ ー チ パ ー ク （多 治 見 市 土 地 開 発 公 社 が 造

成 ） 、 土 岐 プ ラ ズ マ ・リ サ ー チ パ ー ク （住 宅 ・都 市 整 備 公 団

が 土 地 区 画 整 理 事 業 に て 開 発 予 定 ）

（株 ） 浜 名 湖 国 際 頭 脳 セ ン 1 浜 松 市 よ り借 地 （遊 休 養 鰻 池 を埋 立 、 民 間 所 有 の 土 地 を 浜 松

タ ー 市 が 借 り受 け ）

－90－



名称 敷地
積（ha）

土地取得方法

浜松地域テクノポリス浜松市

都田開発区
14 浜松市所有地及び民有地買い上げ造成

日新研究開発団地 44．3 民間所有地を買い上げ造成

三好黒笹地区研究開発施設用
地

29 民間所有地および県住宅供給公社用地買い上げ

志段味ヒューマンサイエンス 100 名古屋市土地開発公社が先行買収 した用地 と土地区画整理姐

パーク 合から買収 した保留地を集合換地 して用地確保

（株）名古屋ソフ トウェアセ

ンター

0．1 市有地を買収

名古屋 ビジネスインキュベー

タ
0．1 名古屋市 との有償貸付契約の締結により土地を賃借

（株）国際デザインセンター 0．37 名古屋市より借地 （中央高校跡地）

豊橋 ビジネスリサーチパーク
（仮）

20．6 市有地が8ha、残 りは民間所有の土地を買い上げ予定

鈴鹿山麓リサーチパーク 54 四日市市所有地を造成

京都 リサーチパーク 9．5 大阪ガス （株）京都製造所跡地を大阪ガス （株）が現物出資
し京都 リサーチパーク （株）を設立

（株）大阪繊維 リソースセン

ター
0．74 大阪府所有地を借用

神戸ハイテクパーク 94 民間所有の土地を買い上げ

神戸リサーチパーク 221 住宅 ・都市整備公団の誘致施設用地を買い上げ

尼崎リサーチ ・インキュベー 0．52 （株）神戸製鋼所の土地を賃借 （工場跡地を神戸製鋼が造

ションセンター 成）

神戸市産業振興センター 0．15 国鉄、国鉄清算事業団の所有地 （国鉄湊川貨物駅跡地）の買
収を核にこれに隣接する民有地を買収

播磨科学公園都市 （第1工区） 960 兵庫県が全体を買収 し、土地造成後民間等に譲渡

テクノパークなら 88．7 民間所有の土地を買い上げ

ならやま研究パーク 5．4 住宅 ・都市整備公団所有地を買い上げ

高山サイエンスプラザ 1．45 県有地を借地

奈良県工業技術センター 1 現在の工業試験場の拡充整備事業であるため既存の県有地で
（仮） 対応

海南インテリジェントパーク 20 地域振興整備公団

コスモパーク加太 2（iO 県土地開発公社所有地及び民間所有地を買収

（株）新産業創造センター 0．8 鳥取市土地開発公社所有地を買い上げ

吉備高原都市 19（氾 開発区域全域の買い上げ

岡山リサーチパーク 51．3 民間所有の土地を買い上げ県が造成
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表5－4－5の続き

名称 敷地 面
積 伽の

土 地 取得 方法

広 島 西部 丘 陵都 市 大塚 学研 地 94 民 間 開発 事 業 者 が用 地 買 収 し自 ら開発 （施 設立 地 者 が購 入 建

区 （ア カ デ ミ ック ・リサ ー チ

パ ー ク）

設 ）

広 島 中央 サ イエ ンスパ ー ク 3 1．7 県 有 地 （県 立 広 島農 業 短 大 跡地 ） を造 成 、但 し一 部民 地 買 収

宇 部 臨空 頭 脳 パ ー ク 1 8．1 宇 部 市土 地 開 発公 社 か ら再 取得

宇 部 新都 市 （テクノセンタープ ーン） 20 民 間所 有 の土 地 を買 い上 げ

ブ レイ ンズパ ー ク徳 島 8．4 民 間所 有 の土 地 を地 域 振 興 整備 公 団 が 買 い上 げ造 成 、分 譲

サ イエ ンス ・ソ フ トパ ー ク 1 2．6 6 旧高松 空港 跡 地 （運 輸 省 と交換 契 約 ）

テ クノ プ ラザ愛 媛 1 県 所有 地 を造 成

（財 ）東 予 産業 創 造 セ ン ター 0．5 5 新 居 浜市 所 有 地 を造 成

久 留 米 リサ ー チパ ー ク 1 民 間伊「有 地 を久留 米 市 が 買 い上 げ遺 成 し、市 制 10 0周 年 記 念 に
公 園 を新 設 す るそ の一 部 を借 地 とす る

福 岡県 立飯 塚 研 究 開発 セ ン

ター

1．3 民 間げ「有 の土 地 を買 い上 げ

福 島県 ハ イ テ ク プ ラザ 4 郡 山市 よ り無 償貸 与

（株 ） 北 九 州 テ ク ノセ ン ター 0．9 8 北 九 州 市所 有 地 を造 成

福 岡 ソ フ トリサ ーチ パ ー ク 0．6 福 岡 市所 有 地 を現 物 出資

大村 ハ イテ クパ ー ク 4 6 民 間所 有 の土 地 を買 い上 げ

熊本 テ ク ノ リサ ーチパ ー ク 40 民 有地 の買 い 上 げ

大分 県 ソ フ トパ ー ク 3．2 県 有 地 （県 立 高校 跡 地 ） を整 地

大分 イ ンテ リジ ェ ン トタ ウ ン 1 7．4 民 間所 有 の土 地 を買 い上 げ （民 間 開発 デベ ロ ッパ ー の租 造成
した土 地 を地域 振 興 整備 公 団 が買 っ た）

（株 ）佐 伯 メ カ トロセ ン ター 3．5 佐伯 市 が民 間 か ら買 い上 げ造 成 した工 業 団地 の 一角 を市 か ら

借用

（株 ）鹿 児 島頭脳 セ ンター 1 県所 有 地 を賃 貸

トロ ピカ ル テ ク ノパ ー ク 2 5 県 の造 成 （埋 立 ）
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（2）技術移転、デモンストレーション、ネットワーク

技術移転や企業活動に対する支援が行われているS＆Tパークの割合は41％（

24箇所／58箇所）であった。その具体的な制度・方法及び実用化例を表5－4－6に示

す。

入居企業の製品紹介、展示会、発表会などを開催することがあると回答した割

合は51％（23／51箇所）で、企業・技術・人材情報などの情報交換やデータベー

スの共用などを利用できるネットワークがあると回答した割合は53％（28箇所／

53箇所）という結果であった。それぞれの具体的事例を表5－4－7に示す。

表5－4－6　技術移転制度・方法及び実用化例

名称 技術移転、制度、方法 実用 化例

北 海道立工業試験場 技術 開発派遣指導事業 （センター 15件、電気蓄熱暖房器用蓄熱 セラ ミッ

他 の研究職月 を現地 に派遣）、技術 ク、低温硬化性ポ リマーコ ンクリー ト、

指導事業 （中小企業の依頼 によ り
指導）

鋳型砂 自動試験機 な ど

恵庭 リサーチ ・ビジ 企業 内では不可能 な高度 な研究 を 0 件

ネスパ ーク 共同研究あるいは受託研究で応 じ

新製 品等の研究 開発 を支援す る

（株） インテ リジェ

ン ト ・コスモス研究
機構

企業 との共同開発

秋 田テクノリサーチ 研 究開発支援事業、地域技術起業 高精度 スライサー （シリコンウェハ

ゾー ン 化推進事業、産学官 による10 の研

究会

用）、三次元外観検査装置

（株） ひたちなかテ （財）茨城県 中小企業振興公社 よ 開発 中

クノセ ンター り受託

宇都官 テクノポ リス 研究成果普及講習会、起業化助成

センター 制度

かながわサイエ ンス 神奈川科学技術 アカデミー （研究

パ ーク 成果展 開事業：流動研究の成果の実

用化 を促進す るための事業 、技術
説明会：研究成果の実用化 を進 める

ため に広 く企業の研究者 に内容 を

知 らせ る説明会）、 （財）神奈川
高度技術支援財団 （技術市場 サー

ビス：技術移転支援）

長岡 リサーチ コア ・ 熟成 された技術 シーズを起業化す N C 工作機械用 トレース トッカーン開発、

インキュベー トセン るグループ （共同研 究） に対 し商 小型 ウェ ットブラス ト化成処理装置

ター 品開発 デザイ ン、情報収集、市場

開拓等の費用 の一部 を助成す る
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表5－4－6の続き

名称 技 術 移 転 、 制 度 、方 法 実 用 化例

石 川 トラ イア ル セ ン 国 の高 度化 事 業 （地 域 産業 育 成 支 合 成繊 維 に よる蒔絵 筆 、彩 漆 応 用 製 品 、

ター 援 事 業 ） の 中 で実 用化 に向 けた技

術 開発研 究 を企 業 と共 同 で行 う

陶磁 器 へ の立 体模 様 付 け等

竜 王 赤 坂 ソ フ トパ ー

ク

地域 技 術 起 業化 推 進 事 業 制度

山梨 ビジ ネスパ ー ク 地域 技 術起 業化 推 進 事 業 制度

米 倉 山ニ ュー タ ウ ン
（R ＆ D パ ー ク）

地 域 技 術起 業 化 推 進事 業 制度

（株 ） 浜 名 湖 国 際頭 2 件 、 生 産管 理 シス テ ム （コ ンピ ュー タ

脳 セ ン ター ソ フ ト） 自動 ス ケ ジ ュー リ ング シス テ ム

の 開発 販 売

浜 松 地域 テ ク ノポ リ 地 域 技術 起 業化 推 進 費 補 助金 交 付 約 20件 （平 成 4年 度 ） 、企 一企 （金属 と樹

ス 浜松 市 都 田開発 区 要 領 （地 域 産 業 の活 性 化 に寄 与 、 脂 の一体 成形 によ る螺子 部 品の 開発 、特

技 術 革 新 の進 展 に即 応 した技 術 を 殊 セ メ ン ト鉱物 の研 究 開発 な ど） 、大 一企
製 品 の開発 また は生 産等 に利 用 し （特 殊 部 品 の 方 向弁 別 に関 す る研 究 、高
起 業 化 を行 う中小 企業 者 に補 助 金 温有 害 ガス 除 去 シス テム の研 究 開発 な

を交 付 す る） ど）

神 戸 市 産 業振 興 セ ン 神 戸 市 産業 振 興 財 団技 術 開発 支援 ス ター トした と ころで未 だ実 績 な し

クー 助成 金 制度 、共 同利 用研 究 室 1室

（整 備 中）
播 磨 科 学 公 園都 市 （財 「 播磨 テ クノ ポ リス財 団 （新 な し

（第 1工 区 ） 技 術 開発 、新 製 品 開発 等 に対 す る

助成 ）
奈 良県 工 業技 術 セ ン 共 同研 究 、研 究 発 表 会 、移 動工 業 91件 、 プ ラス チ ック射 出成 形 の流動 解 析
ター （仮 ） 試験 場 、技 術 情 報 等 を通 じて技 術 プロ グ ラ ム、 イオ ン注入 法 に よる精密 機

移転 を行 う 械 部 品 お よ び工具 の 表面 処 理 な ど

テ ク ノプ ラザ 愛媛 高度 技 術起 業化 助 成事 業 ゴル フ場 管 理 シス テム の 開発 、 航 海 ナ ビ

ゲ ー シ ョン シス テム の商 品化 、 人工 ゼ キ

ライ トの利 用 化 研 究 、 み か んパ ンの商 品
化 、鉄 骨計 算 用 C A D ソ フ トの 開発

大村 ハ イテ クパ ー ク 起業 化 支援 事 業 （中小 企 業 が 開発 可 搬 式 小 型活 魚 水 槽 、新 方 式 高水 カ サ ー

した技 術 を商 品化 、事 業化 す るた ボ モ ー タ、大 型風 呂用 浴 水 浄 化 シス テム
め に必 要 な資 金 の 一 部助 成 ） な ど

熊 本 テ クノ リサ ー チ 電応 研 にお け る受 託研 究 ・技 術 指 6件 、 地盤 移 動 検知 シス テ ム、 D N C シ

パ ー ク 導 な どを通 して技術 移 転 を推 進 す ス テム 、 中小 企 業 向 け有 限 要素 法 利 用支
る。研 究 開発 助 成事 業 ・企業 化 を 援 シス テ ム、 「郷 の匠」 C A D シス テ ム

推進 事 業等 を テ ク ノポ リス財 団で
実施 す る。

な ど

（株 ）佐 伯 メカ トロ 県 の補 助金 で実 施 、 メ カ トロセ ン 3件 、殺 菌 用 機 器

セ ン ター ター技術 者 が 設計 し、 加工 組 立 を
イ ンキュベ ー ト企 業 や 地 域企 業 が

行 い メカ トロセ ン ターが指 導 す る

トロ ピカル テ ク ノ 沖 縄 県 産業 振 興基 金 l新技 術 企 業

パ ー ク 化研 究 開発 費補 助 事 業 」
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表5－4－7　デモンストレーション、ネットワークの具体例

名称
デモンス トレーションの実施機関

と内容 ネットワークの実施機関と内容

恵庭リサーチ ・ビジ （財）道央テクノポリス開発機構 （財）道央テクノポリス開発機構 （H O T－

ネスパーク （道央テクノポリス圏域内企業の

新製品 ・新技術を展示する）

dbnet、JO IS、D IA L n JE 、PA T O L IS）

旭川リサーチパーク 北海道地域産業情報センター、食品加工セ

ンター通信、筑波ネットワーク、H O T－dbne

八戸ハイテクパーク 八戸インテリジェントプラザ1stア

ニバーサリーの開催

JO IS、PA T O R IS

（株）インテリジェ アモルファス ・電子デバイス研究

ント・コスモス研究 所、高度通信システム研究所で成
機構 果発表会を開催

秋田テクノリサーチ
ゾーン

JO IS、PA T O L IS、日経テレコム

（株）ひたちなかテ

クノセンター

ひたちなか倶楽部

（株）つ くば研究支 TCI新製品 ・新技術交流会、若手 TCIネット （センター情報、研究開発情報

援センター 研究者の集い、3周年記念シンポ

ジウム、会社紹介パンフレットの
常設展示

DB など）

テクノウェイブ 1 0

0

ケイネット会員斡旋フェア一関 （株）ケイネッ ト：ビジュアルパソコン通

信催、ケイネット会員相互親睦会
かながわサイエンス 入居企業で組織している交流会に テクノ情報プラザ （C D －RO M 特許公報、

パーク て年数回展示会、事業紹介を実施 PA T O L IS、JO IS、D A T IK 、G －Search、かな
がわテクノバンク：技術移転情報データベー

ス、テクノマー ト情報、KL N E T、図書の
閲覧 ・貸出）

柏崎ソフトパーク 柏崎市、商工会議所等 「柏崎

ニューメディアフェア」 を年1回
開催

長岡リサーチコア ・ テクノポリス圏域内の企業を中心 工業所有権情報、科学技術文献情報、工技

インキュベー トセン にその製品の総合展示会を開催、 ネット新潟等の情報検索 ・提供

ター 信濃川テクノフェア

（株）富山県総合情 情報化月間行事 「創造する高度情

報センター 報システムフェア」

いしかわサイエンス 現在N T Tのみでまだオープンして 大学と石川ハイテクセンターが相互接続

パーク いない （大学が有するネットワークをセンターで

も間接的に利用できる）

石川 トライアルセン あすなろネットワーク会貞 （パソコン通信

クー サービス、県外ネットワークとの接続、F

A X 涌倍サービス）
（財）松本ソフト開 財団運営のパソコン通信 （文献要旨D B 、

発センター ソフト企業紹介D B 、システム受発注仲介
事業）

浜松地域テクノポリ 展示商談会、 「はままつメッセ」 ハイテクネット静岡、静岡県企業情報デー
ス浜松市都田開発区 「テクノマー ト浜松」 （県内外企

業の製品と技術展 と商談会）

タベース、日本テクノマート
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表5－4－7の続き

名 称
デモ ンス トレー シ ョ ンの実 施 機 関

と内容 ネ ッ トワー クの 実施 機 関 と内容

鈴 鹿 山 麓 リサ ー チ （財 ） 国 際環 境 技術 移 転研 究 セ ン

パ ー ク ター （ニ ュ ー アー ス93の後 援 と出

展 ）
京 都 リサ ーチ パ ー ク 京 都 府 中小 企 業総 合 セ ン ター、 京都 府 中小 企業 総 合 セ ンタ ー、京 都市 工 業

（財 ）京 都 高 度技 術研 究所 、 京都

リサ ーチパ ー ク （株 ） で実 施

試験 場 、 京都 産 業 情報 セ ン ター他 で 実施

（株） 大 阪繊 維 リ テ ナ ン トの 島精機 製作 所 の繊 維 機
ソー ス セ ン ター （テ 概 の展 示 ・紹介 、泉 州 ニ ッ ト機 械

クス ピア大 阪） 展 示 会

尼 崎 リサ ーチ ・イ ン オ ー プニ ン グイ ベ ン トで テナ ン ト 尼崎 市 産 業振 興 協 会 （人材 情報 とデ ー タ

キ ュベ ー シ ョ ンセ ン
タ ー

有 志 の製 品 紹介 を行 っ た ベ ー ス）

播 磨科 学 公 園都 市
（第 1工 区）

日経 テ レコム、JO IS、 兵庫 ネ ッ ト

コス モパ ー ク加 太 コスモ パ ー ク加 太 開発 推進 機 構 （和 歌 山
県、 和 歌 山市 、和 歌 山県土 地 開発 公 社 、民

間企 業 13社 ）
（株 ）新 産 業創 造 セ マ ル テ ィメ デ ィアー93へ の共 同 出展 T R T ネ ッ ト （各種 情 報 提供 、字術 ネ ッ ト

ンター ワー クへ の ア クセス 、 イ ンキ ュベ ー シ ョン
事 業 へ の ア クセ ス な ど）

広 島中央 サ イエ ンス 中 四 国地域 研 究情 報 ネ ッ トワ ー ク （ （財 ）
パ ー ク 広 島県 産 業技術 振 興 機 構 ） 、PA T R IS 及 び

JO IS代 行 検 索 サ ー ビス （広 島テ ク ノ プラザ
が実 施）

テ ク ノプ ラザ 愛媛 テ ク ノポ リス研 究発 表 会 、 テ ク ノ 県 中小 企 業 情報 セ ン ター、 中国 ・四 国 イ ン
ポ リス フ ェ アな ど ター ネ ッ ト協議 会

（財） 東 予 産 業創 造 展 示室 に公 開展 示 、 イベ ン ト開催 SM IR S 、 JO IS 、 P A T O L IS な ど、交 流研 究 会
セ ン ター 時 に出展 な ど

久 留米 リサ ー チパ ー テ ク ノフ ェア 一年 1回、 シ ョウ N IF r Y （企 業 情報 、 人物 、 新 聞記事 等 ） 、

ク ウ イ ン ドウ1個 JO IS
福 島県 ハ イ テ ク プラ
ザ

人材 情 報 （内部 で の み使 用 ）

（株 ） 北 九州 テ クノ 北 九州 産 業情 報 セ ンター （地 域 企業 情 報等
セ ン ター の パ ソ コ ン通 信 な ど）

大村 ハ イテ クパ ー ク 大村 市 「おお む らハ イテ ク物 産 （財 ） ナ ガサ キ ・テ クノ ポ リス財 団 （長 崎

フェ ア l 出展 県研 究 開発 人材 リス ト）
大分 県 ソフ トパ ー ク ソフ トピア （ソフ トパ ー ク内企 （社 ）大 分 県 地域 情報 セ ン ター、 豊 の 国情

業 ・団体 に よる行 事 ）、 各種 情 報 報 ネ ッ トワ ー ク、 県 内 中小 企業 の情 報 収集
機 器 の展 示 ・実 演 活 動 支援

（株 ）鹿 児 島頭 脳 セ 県 ：情 報 未 来展 （最新 機 器 ・ソ フ 構 築検 討 中

ンター トの展 示 実演 ） 、 国分 市 ：こ くぶ

産 業 フェ ア （最 新機 器 ・ソフ トの
展 示 実 演 ）

トロ ピカル テ ク ノ

パ ー ク

平成 6年 度 よ り実施 予 定 JIC S T
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第6章　サイエンス＆テクノロジーパークにおける

インキュベータの現状

1970年代の末に米国でベンチャー企業の創出と雇用創出の機関としてそれぞれ

に考案されたインキュベータは、その一部が80年代に入って大学との連携を強化

することにより、新たに先端技術産業の開発拠点へとその姿を徐々に進化させる

ことに成功してきた。その結果、■90年代に入って大学からの技術移転による先端

技術産業の創出機関としてこの種のインキュベータは再び脚光を浴びるようになっ

てきた。今日、世界におけるインキュベータの多様化が急速に進められており、

その実態は国あるいは地域により、目的も機能も従ってそれらの開発及び運営等

の形態も極めて多様に展開されている。

この章では、S＆Tパークの主要インフラの一つであり、かつイノベーション

を引き起こすための主要な施設・機能であるインキュベータに焦点をあてて、我

が国の実状について、ドイツとアメリカのインキュベータと比較分析した結果に

ついて述べる。

6－1　日本のインキュベータの現状

今回のアンケート調査におけるインキュベータの定義は、「創業を図ろうとす

る者及び創業間もない企業、新分野に進出しようとする中小企業のために低料金

で貸事務所・貸研究室やシェアドサービスを提供したり、経営・事業計画やマー

ケテイングなどのコンサルティング、資金の援助等を行う施設（貸事務所・貸研

究室など不動産のみを提供するものも含む）」としており、企業創出という意味

からは少し広い範囲で捉えている。

（1）インキュベータの設立動向

3－3で定義したように、イノベーションセンターとサイエンスパークはイン

キュベータを備えていることから、イノベーションセンターとサイエンスパーク

の和がインキュベータとなる。その設立推移をみると、図6－1－1に示すように、

1988年から普及しはじめている。また、1993年度末までに設立されたインキュベ

ータは、図6－1－2に示すように、45箇所であり、1994年度以降に計画されているイ

ー97－



ンキュベータは、20箇所となっている。今までに設立された70箇所のS＆Tパー

クでは、糾％（45／70箇所）がインキュベータを持っているのに対し、今後の計画

では49％（20〃1箇所）と減少している。我が国のインキュベータは開設されてか

らまだ間もないものが多く、実際に新規企業の創出の面で有効に稼動している事

例が紹介されていないことの他、インキュベータの運営の難しさに加え、起業家

（アントレプレナー）不足と科学技術資源の調達の困難さなど、域内型経済開発

におけるインキュベータの機能とその経済的効果を判断しかねているためと推測

できる。また、将来的にインキュベータを設置しようとしているパークでもその

機能については検討中としているところが多い。

図6－1－1日本のインキュベータの設立推移
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図6－1－2　S＆Tパークとインキュベータの設立動向

1994／3までに設立されたS＆Tパ
ーク数＝70箇所
インキュベータ数＝SP＋IC＝45箇所

1994〃以降の計画中のS＆Tパー
ク数＝41箇所
インキュベータ数＝SP＋lC＝20箇所
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（2）インキュベータにおけるサービス及び企業家の募集方法

1993年度までに事業を開始しているインキュベータが提供しているサービスの

実態を図6－1－3に示す。この図の横軸にはサービスの項目を、縦軸にはサービスの

項目毎のサービスの実施割合（サービスを実施しているインキュベータ数／全イン

キュベータ数）を示している。

貸研究室、貸事務所を除き50％以上のインキュベータで提供されているサービ

スは、技術コンサルタント（73％）、飲食店・レストラン（70％）、会議室（92

％）、データベース（57％）の4項目のみであった。特許や融資、マーケテイン

グなどのコンサルティングは2～3割程度のインキュベータが提供しており、さら

図6－1－3　インキュベータにおけるサービス

⊂＝二二二コ 内部で提供 Ⅲ証国正旺正巳 外部紹介斡旋 －1 旨一一　 内部提供 と外部

紹介斡旋の計

％
　
％
　
％
　
％
　
％
　
％
　
％

0
　
0
　
0
　
0
　
0
　
0
　
0

0
　
0
　
0
　
0
　
0
　
0
　
0

0

0

　

7

　

′

0

　

5

　

4

　

3

　

2

車
重
梨
警
∑
㌫
T
ふ

車
両
慧
警
S
㌫
T
i

％
　
％

．0　．0

0
　
　
0

7

　

　

′

0

0
　
0
　
0
　
0
　
0

5
　
4
　
3
　
2
　
1

1（相．0％

90．0％

80．0％

70．0％

60．0％

50．0％

40．0％

30．0％

20．0％

10．0％

0．0％

祐
e
堪
鎗
套
思
箭
恵
刃
塞
世
帯
置

咄
隙
鞘

駐
瑞

腫
聴
倫

坦
柳

埋
封
ど
駐
盤

ミ
小
薬

蟹
御
国匿
再

ベ
ド
∴
く
h
∵
」
軋

格
恥
匠
端

部
蛸
草
匡
♯

匿
罵
準
琳
恵

副
媚
偶

八
聖
二
．
哩
朝
顔

ト
宗
H
ト
重

き
畢
亭
三
宝

拓

添
・
酎
或
榔
蹟

茸
丘
－
．
害

監
ト
ト
ト
．
監
ご
芯

應
沓
恕
腑
単
窩

恕
牽
強
桝
席
圃

龍
械
叶
加
味

撫
械
柳
津

シェアドサービス

－99－

参照：表6－1－1

囁
増
詣
碩
詣
媚
昭

帆

0

・

0

0

・

0

0

・

0

　

0

・

0

0

・

0

0

・

0

0

・

O

 

n

O

 

O

・

0

1

　

0

ノ

　

0

0

　

7

　

　

′

0

　

5

　

4

　

3

　

2

　

1



に電話交換、ファックス、受付などのシェアドサービス（入居企業が共通して受

けることのできるサービス）についても20％程度のインキュベータで提供されて

いるだけである。

すなわち、会議室など場所だけの提供は行われるもののコンサルティングや他

のシェアドサービスの提供が低く、新たに企業を起こそうとする起業家への支援

というよりも、既に開業している企業に対するスペースの提供が中心となってい

るのが実状である。

図6－1－4にインキュベータへの入居企業家の募集方法を示す。募集方法として最

も多かったのは人を通じた紹介で69％、次は募集広告の配布が60％という結果で

あった。他では説明会の開催が25％で、マーケテイングを行っているという回答

は10％にも満たなかった。

図6－1－4　インキュベータへの企業家の募集方法

（回答施設数：32）
70％

60％

50％

40％

30％

参照：表6－3－10

表6胃ト1インキュベータにおけるサービス（回答数：37施設）

回答割合

スベ ースサービス コ ンサ ル タン トサ ービス

貸研

室

貸事務

所 創業 経 営 技術 特 許 融資 会 計 法律
マーケティ、

グ 教育

件数 内部 で提供（a） 2 8 2 0 6 12 2 7 10 6 5 4 10 15
外部 紹介斡旋 （b） 1 0 5 7 2 6 7 5 5 5 4

計　 La又 はb J 2 8 2 0 10 17 2 7 14 12 9 8 13 17

金融 サー ビス シェア ドサ ー ビス

ベ ンチヤ

クレジット

補助 助 その 秘書 業 給 与業 電話 郵便 宅 テレックス、コピーE

文 書処

理 ・翻

キヤピタ 成 の金 ‾ 務 務 換 機首 配取扱 ファックス 刷 訳

1午致 円郭 で提 供（可 1 2 14 0 2 1 8 5 8 12 3

外郭 紹介畢旋 （b） 3 3 5 0 2 2 0 0 0 0 3

計　 LaノK はbノ 4 5 19 0 4 3 8 5 8 12 5
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表6－1－1の続き
シ ェ ア ドサ ー ビス （続 き）

レセブ シ

ン受 付 カフェテリア

飲 食

店 、 レス

トラン 会 議

計 算 機

利 用

共 同 作

業 場

共 同 ラ

ボ

デ ー タ

ベ ー ス
利 用 図 書 館 ホ テ ノ

旅 行 代

理 店

1午数 円 音iで提 供 （a） 7 1 1 2 5 34 9 5 14 2 0 15 6 0
外 音i柏 介 与野旋 （b ） 1 0 1 0 2 0 0 1 0 2 2
訂 （a又 は b J 8 1 1 2 6 34 10 5 14 2 1 15 8 2

シ ェ ア ドサ ー ビ ス （続 き）

書 店 診 療 所 銀 行 文 房 具

1午致 円 音iで 提 供 （a） 2 1 9 2

タ帽 i紹 介 畢F旋 （b ） 2 2 1 2

訂　 La又 は b J 4 3 10 4

スベ ースサービ ス コ ン サ ル タ ン トサ ー ビ ス

貸 研

室

貸 事 務

所 創 業 経 営 技 術 特 許 融 資 会 計 法 律

マーケティ’

ダ 教 育

割 合 円 郡 で 提 供 （a） 7 5 ．7 ％ 5 4 ．1％ 1 6 ．2 ％ 3 2 ．4 ％ 7 3 ．0 ％ 2 7 ．0 ％ 1 6 ．2 ％ 1 3 ．5 ％ 1 0 ．8％ 2 7 ．0 ％ 4 0 ．5 ％

外 郭 紹 介 軒 旋 （b） 2 ．7 ％ 0 ．0 ％ 1 3 ．5 ％ 1 8．9 ％ 5 ．4 ％ 1 6 ．2 ％ 1 8 ．9 ％ 1 3 ．5 ％ 1 3 ．5％ 1 3 ．5 ％ 1 0 ．8 ％

許　 しa又 は b J 7 5 ．7 ％ 5 4 ．1 ％ 2 7 ．0 ％ 4 5 ．9 ％ 7 3 ．0 ％ 3 7 ．8％ 3 2 ．4 ％ 2 4 ．3 ％ 2 1．6 ％ 3 5．1 ％ 4 5 ．9 ％

金 融 サ ー ビ ス シ ェ ア ドサ ー ビ ス

ベ ンチヤ

ル ジ ット

補 助 助 そ の 秘 書 業 給 与 業 電 話 郵 便 宅 テレックス、 コピ ーE

二丈菅 処

理 ・翻

キヤピ タ 成 の 金 高 務 務 換 機 首 配 取 扱 ファックス 刷 訳

割 合 内 部 で 提 供 （a） 2 ．7 ％ 5 ．4 ％ 3 7 ．8 ％ 0 ．0 ％ 5 ．4 ％ 2 ．7 ％ 2 1．6 ％ 1 3．5 ％ 2 1 ．6 ％ 3 2 ．4 ％ 8 ．1％

外 音i紹 介 斡 旋 （b ） 8 ．1％ 8 ．1％ 1 3 ．5 ％ 0 ．0 ％ 5 ．4 ％ 5 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 8 ．1 ％

訂　 La ノ久 は b ノ 1 0 ．8 ％ 1 3 ．5 ％ 5 1 ．4 ％ 0 ．0 ％ 1 0 ．8 ％ 8 ．1％ 2 1．6 ％ 1 3．5 ％ 2 1 ．6 ％ 3 2 ．4 ％ 1 3 ．5 ％

シ ェ ア ドサ ー ビ ス （続 き ）

レセブ シ

ン受 付 ガ7ェテリア

飲 食

店 、 レス

トラン 会 議

計 算 機

利 用

共 同 作

業 場

共 同 ラ

ボ

デ ー タ

ベ ー ス

利 用 図 書 館 ホ テ ノ

旅 行 代

理 店

苦り曾
．
iで 提 供 （可 1 8 ．9 ％ 2 9 ．7 ％ 6 7 ．6 ％ 9 1．9 ％ 2 4 ．3 ％ 1 3 ．5 ％ 3 7 ．8 ％ 5 4 ．1％ 4 0 ．5 ％ 1 6 ．2 ％ 0 ．0 ％

外 部 稚 介 畢F旋 （b） 2 ．7 ％ 0 ．0 ％ 2 ．7 ％ 0 ．0 ％ 5 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 2 ．7 ％ 0 ．0 ％ 5 ．4 ％ 5．4 ％

計 （a 又 は b ） 2 1．6 ％ 2 9 ．7 ％ 7 0 ．3 ％ 9 1．9 ％ 2 7 ．0 ％ 1 3 ．5 ％ 3 7 ．8 ％ 5 6 ．8 ％ 4 0 ．5 ％ 2 1．6 ％ 5 ．4 ％

シ ェ ア ドサ ー ビ ス （続 き ）

書 店 診 療 所 銀 行 文 房 具

割 ノ含 円 郭 で 提 供 （a） 5 ．4 ％ 2 ．7 ％ 2 4 ．3 ％ 5 ．4 ％

外 郭 稚 介 与野旋 （b） 5 ．4 ％ 5 ．4 ％ 2 ．7 ％ 5 ．4 ％

訂　 L a又 は b ノ 1 0 ．8 ％ 8 ．1％ 2 7 ．0 ％ 1 0 ．8 ％

（3）インキュベータの入居条件、年数、諮問機関

インキュベータへの入居条件があると回答した割合は、イノベーションセンタ

ーが91％（21／22箇所）、サイエンスパークが82％（14／17箇所）という状況であ

り、入居期間に年数制限があると回答した割合は、イノベーションセンターが62

％（13／21箇所）、サイエンスパークが85％（11／13箇所）であった。具体的事例

については表6－1－2に示すが、入居条件では基本的に研究開発に取り組もうとする

企業、個人を条件としているところが多く、他には頭脳立地法の特定16業種に該

当するものや中小企業と明確に条件づけているところもある。
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表6－1－2　インキュベータの入居条件、年数制限

名称 入居 条件 年数制限

恵庭 リサーチ ・ビジ 将来性があると判断 された研究 開発型企業 ・個 原則 として3年 （契約の更新

ネスパーク 人、インキュベー タ審査会の資格審査にパス した

もの

は可能）

八戸ハイテクパーク 頭脳立地法に基づ く特定事業 2年 （更新可）

（株）インテ リジェ

ン ト・コスモス研究
機構

原則 として試験研究機関で、信用調査 を行 う

2 1世紀 プラザ研究 研究開発計画 の内谷 （的碓性、新規性、本施設 の 3年間 （以後 3年毎 に審査 し決

センター 内外部 に対す る影響 など）、研究開発能力 （技術

力、資金力など）について審査する

定する）

秋 田テクノリサーチ
ゾーン

高度技術研究所の研究テーマに関連する もの

（株）つ くば研究支 入居企業等審査委貞会において入居企業等の選定 原則 として3年

援 センター 及 び入居期間の制限などを審査する

（株）古河 ソフ ト

ウェアセンター

原則 としてソフ ト関連企業

かながわサイエンス 事業内容、館 内における研究内谷な ど インキュベー トA （個人対

パーク 象）：3年、 インキュベ ー トB

（スター トアップ企業）：5年

柏崎ソフ トパーク 情報関連産業

長岡 リサーチ コア ・ 設立か ら日が浅いため企業経営上安 く施設 を利用 原則 5年

インキュベ ー トセン し企業体質の改善強化 を図る必要がある企業個

クー 人、施設 を利用す ることによ り研究開発が促進 さ

れる企業個人、企業内ベ ンチ ャーとして研究開発
部門を独立 させ る必要がある企業個 人

富 山県産業創造セン 一定以上の技術力 ・デザインカ を有 し研究開発成 5年 （但 し、 1回5年以内で延

ター 某等の企業化 を積極 的に指向 しようとしている者
及び創造的能力を有する企業実務経験者等で現在

事業活動 を行っていない者、その事業 について資
金面で成算の見込みがあること

長可能）

（株）富山県総合情

報セ ンター

頭脳立地法 に定める特定 16業種 に該 当すること

石川 トライアルセン 使用承認 申請書、実験室 の利用計画書に基づ き審 1回の使用承認期 間は1ケ月を

ター 査 を行い承認する 超 え6ケ月以内、継続延長は

可能
（財）松本 ソフ ト開 中小企業基本法 に規定する中4、企業、ソフ トウェ 3年 を越 えない期 間 （理事長

発セ ンター ア技術の研究開発 を目的、研究 開発型のソフ トハ が必要 と認めた とき3年 を超

ウス ・システムハウス えることがで きる）

名古屋 ビジネスイン コンピュータのソフ トウエアや システムの開発設 創業後5年以内の企業 ：3年以

キュベー タ 計 を行 う中小企業、新部 門として同業務 を行お う 内 （2年程度の延長 を認める
とするもの、同業務の事業実績が5年以内の もの 場合がある）、上記以外 の企

業 ：5年以内

（株）大阪繊維 リ

ソースセンター （テ
クスピア大阪）

繊維産業振興 目的を持つ事業団体、企業

尼崎リサーチ ・イン 研究開発 に値するテーマ とスケジュールを持 ち家 制限年数3年、話 し合いによ

キュベーシ ョンセン
ター

賃の支払 に支障なき人 り5年まで延長可

神戸市産業振興セン 研究開発型の中小企業で創業期 にある企業 または 3年間 （契約 は1年毎に更

クー 新分野開拓 を指向する企業 （先端技術の活用、既 新）、ただ し事業の熟成状況
存技術組み合わせや独 自の技術等により、付加価 を勘案 してさらに2年間まで

値の高い製品やソフ トウェアの開発 を目指す企 は入居期間の延長 を認める場
業） 合がある
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名称 入居条件 年数制限

高山サイエンスプラ
ザ

学術研究や研究関連事業などを行うもの

（株）新産業創造セ インキュベーション委員会が入居 を認めた者 3年以内 （但 し、インキュ
ンター ベーション委員会が特に必要

と認めたものは5年以内とす
る）

テクノプラザ愛媛 高度な技術 を有する立ち上がり期の企業、新たな

事業分野や研究開発に取 り組む企業 （新材料 ・

原則3年間、特に必要と認め

る場合には6年間まで延長で
ファインケミカル産業分野、エレクトロニクス ・

メカトロニクス分野、バイオテクノロジー分野、
情報関連産業分野）

きる

（財）東予産業創造 事業計画、事業内容、決算書などを提出、入店審 通常3年、実績及び理事長の

センター 査専門委員会の評議を受ける 承認があれば6年まで可

久留米リサーチパー 研究開発成果の企業化を積極的に志向する中小企 原則として5年以内

ク 業者及び個人、大企業が実質的に経営に参画 して

いないもの、会社設立後もしくは新分野進出後10
年以内であるもの、未上場企業であること、3年

以内に新事業進出可能と思われるもの

福岡県立飯塚研究閑 一足以上の技術力を有 し研究開発成果の企業化を 4年を越えない範囲、知事が

発センター 積極的に志向する事業者。大学、国研などと共同 特に必要と認めた場合は6年
研究を行 う事業者。研究又は技術開発は情報工学

分野に関するもの。

（1年ごとに知事承認）

福島県ハイテクプラ 県内中小企業、研究開発を目的とした入居を優先 原則として3年以内、審査に
ザ （明文化なし） より最長5年まで

（株）北九州テクノ 新たに起業化を図ろうとするもの、新分野への進 原則として5年以内 （新たに

センター 出や研究開発に取り組もうとする創業間もない 起業化を図るために入居 した
（創業3年以内）中小企業者、中小企業団体及び

個人

場合は延長できる）

－ 研究開発支援施設使用規程 原則1年まで （延長可）大村ハイァクバーク
熊本テクノリサーチ

パーク

3年以内

（株）佐伯メカ トロ メカトロニクス分野を志向する企業であること、

センター 中小企業であること、賃借料の支払能力があるこ
と

（株）鹿児島頭脳セ 県、新産業育成財団、頭脳センターで構成する審 2年 （但 し、相方異議のない

ンター 査会で資格審査を行 う 場合は契約更新可）
トロピカルテクノ 事業計画書、会社経歴書、最新の決算書、会社芙 原則1年以上3年以内、更に入

パーク 内などの書類審査及びヒヤリングによる入居審査 居継続希望があれば審査を経

て延長可能
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入居制限年数については、表6－1－3に示すとおり原則として3年としているとこ

ろが56％と半数を超え次に5年が24％となっている。但し、これらの年数は原則

としているところが多く特別な承認（知事、理事長など）が得られた場合には延

長を認めている。

表6－1－3　インキュベータの在居年数の制限等

（a）在居年数の制限の有無

項 目 件数 構成比

な し 10 29．4％

あ り 24 70．6％

回答数の計 34 10 0．0％

（b捕り限 年 数

項 目 件 数 構 成 比

原 則 と して6箇 月 1 4 ．0 ％

原 則 と して 1年 1 4 ．0 ％

原 則 と して2年 2 8．0 ％

原 則 と して3年 14 56 ．0 ％

原 則 と して4年 1 4 ．0 ％

原 則 と して5年 6 24 ．0 ％

回答 数 の 計 25 10 0 ．0 ％

インキュベータへの入居審査や運営などに関する諮問機関があると回答した割

合はイノベーションセンターが68％（15／22箇所）、サイエンスパークが57％（

8／14箇所）で、委員構成として代表的なものは、大学工学部や工業高等専門学校

の教授、銀行、商工会議所、地方公共団体の代表、運営機関である第3セクター

の社長、工業技術センターの職員、テクノポリス財団職員が中心となっているが、

中には経営コンサルタントを諮問機関の委員に任命しているケースも見られた。

具体的事例については表6－ト4に示す。

外部への転出条件及び転出先の斡旋があるとしているところは、回答のあった

32箇所のうち、恵庭リサーチ・ビジネスパークの1箇所だけであった。恵庭リサ

ーチ・ビジネスパークでは、インキュベータ卒業審査として、特許権取得の可能

性、既存製品より優れた市場性の有無、収益確保融資資金等の償還の可能性を審

査しており、恵庭市の工業団地（恵庭テクノパークなど）を移動先として斡旋し

ている。
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表6－1－4　インキュベータの入居審査や運営に係る諮問機関

名称 諮問機関

悪庭 リサーチ ・ビジネス 窓庭R B パーク審査小委員会 （北海道バ イオ産業振興協会、北海道工大

パーク 工学部、北海道商工労働観光部、恵庭市、産業界から随時、R B P社長ほ

か）
2 1 世紀 プラザ研究セ ン 2 1世紀 プラザ研 究セ ンター入居者査委貞会 （関係行政機関、大字 ・高

ター 専 ・国公立の試験研究機関、有識者、会社から15名以内）

（株）つ くば研究支援セン つ くば研究支援センター運営協議会 （茨城県下の大学 ・国公立試験研究

ター 機関の関係者、センターを利用する企業及び企業団体の関係者） ：産 ・

学 ・官交流、情報交流 ・人材育成 ・研究開発の推進、研究開発型企業の
創出 ・育成などに関する協議 ・提言

長岡リサーチコア ・イン 研究開発委員会 （長岡技術科学大、長岡商工会議所、新潟県農業試験

キュベー トセンター 場、新潟県工業技術センター、民間企業）

冨山県産業創造センター 冨山県 リサーチコア運営協議会 （県商工会連合会、県中小企業団体中央
会、県の各種工業会 ・協会、ジェトロ富山貿易情報センター、商工会議

所、県工業技術センター、高岡短大など）

石川 トライアルセンター 入居に際 しては審査会なし、運営に関しては運営審議会

（財）松本ソフト開発セン 研究開発室使用資格審査委員会 （長野県情報技術試験場、八十二銀行、

ター 松商学園短大、松本商工会議所、松本地方事務所、松本市）

名古屋 ビジネスインキュ 運営委員会 （愛工大、名大工学部、豊田工大、名古屋商工会議所、

ベータ （株）名古屋 ソフ トウェアセンター、 （株）東海総合研究所、 （財）名
古屋市工業技術振興協会、通産省中通局、名古屋市）

豊橋ビジネスリサーチパー 常務会、 （株）サイエンス ・クリエイ ト （会長、副会長、社長、専務

ク （仮） 2）

尼崎 リサーチ ・インキュ

ベーシ ョンセンター

大字教授、中小企業診断士、 （株）エーリック技術系社月

孝申戸市産業振興センター 神戸市産業振興センター企業育成室入居審査会 （県工業技術センター、
県信用保証協会、市工業高専、神戸大、芦屋大、神戸市、 （財）神戸市

産業振興財団）

（株）新産業創造センター インキュベーション委員会 （鳥取大、米子工尊、金融機関、経常 コンサ

ルタント、鳥取県、 （財）鳥取工業技術振興協会、 （株）新産業創造セ

ンクー）

テクノプラザ愛媛 入居審査委貞会を月 （愛媛大学工学部、N T T 四国支社 、新居 浜工尊、
銀行、工業技術センター、テクノポリス財団、愛媛県）

（財）東予産業創造セン 愛媛大工学部、新居浜工尊、伊予銀行、住友重機械、松下電子工業、愛

ター 媛県下請企業振興協会、東予産業創造センター

久留米 リサーチパーク 県工業技術センター、福岡県、久留米市、テクノポリス財団、久留米商
工会議所、公認会計士、久留米リサーチパーク

福岡県立飯塚研究開発セン 入居審査部会 （九工大情報工学部、近大九州工学部、福岡県、飯塚市、

ター 工業技術センター）

大村ハイテクパーク 長崎県経済部企業振興課、工業技術センター、 （財）ナガサキ ・テクノ

ポリス財団職員

熊本テクノリサーチパーク 産学行政の代表により構成 される電応研運営委員会 （産：9、学：5、行
政：6）

（株）佐伯 メカ トロセ ン

ター

入居審査会 （メカ トロセンター取締役及び監査役）

（株）鹿児島頭脳センター 審査会 （県、新産業育成財団、頭脳センター）
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（4）　インキュベータ入居率の特徴

図6－1－5は、横軸にインキュベータの賃貸料とそのインキュベータが所在する地

域の賃借料の市場相場の比を、縦軸にインキュベータ入居率を採ってプロットし

た図である。賃貸料に入居のインセンティブがあるとすれば、市場相場に対して

インキュベータの賃貸料が安いほど入居率が高くなる、つまり右下がりの傾向を

示すはずである。この図においても、殆どのインキュベータが斜線の右側にあり、

市場価格に対して低い価格設定がインキュベータに入居する際のひとつのインセ

ンティブになっていることが分かる。

図6－1－5　市場相場に対する賃借料と入居率
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インキュベータ貸借料／市場相場＊

＊市場相場：
平成5年度ビル実態調査のまとめ（社団法人日本ビルヂング協会連合会）から作成

図6－ト6は、横軸にインキュベータが所在する地域の市場の入室率を、縦軸にそ

のインキュベータの入居率を採ってプロットした図である。市場の入室率とイン

キュベータ入居率の関係をみると、市場入室率が95％を超えているのに入居率が

60％以下というところが数件ある。また、市場入室率が低い場合には入居率の高

いインキュベータは存在していない。
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図6－1－6　市場の事務室入室率と入居率
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＊市場入室率：図6－1－5と同じ

図6胃1－7は、横軸に（図6－1－3で示した37件のサービス項目のうち）インキュベー

タで提供されているサービスの件数を、縦軸にそのインキュベータの入居率を採っ

てプロットした図である。サービス件数が少ない場合には入居率の低いインキュ

ベータが存在するが、サービス件数が高くなるに連れて入居率の低いインキュベ

ータは見受けられなくなり、入居者へのサービスの提供が、賃貸料と同様に入居

する際のひとつのインセンティブになっていることが分かる。

図6－1－7　サービス提供件数と入居率
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図6－1－8は、横軸にインキュベータの属するS＆Tパークにおける複合交流指数

（5－2を参照）を、縦軸にそのインキュベータの入居率を採ってプロットした

図である。研究交流活動が少ないインキュベータでは入居率にばらつきがあるが、

活発な研究交流が行われているところではサンプル数が少ないものの入居率の低

いインキュベータは見受けられない。提供サービスの内容及び研究交流活動は入

居者にとって重要なアイテムとなっている。

図6－ト8　複合交流指数と入居率

5．00　　　　　　10．08　　　　　　15．00　　　　　　20．00　　　　　　25．00　　　　　　30．00

複合交流指数

すなわち、賃貸料の価格設定、サービスの提供、交流活動の状況が、インキュ

ベータの入居率に大きく影響しており、これらの項目はインキュベータの設立や

運営にあって特に留意されなければならない点である。
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6－2　日本のインキュベータ入居企業の状況

インキュベータに入居している241の企業について、入居企業の年齢、入居企

業従業者数、業務分類、入居形態、占有面積に関する分析を行った。

（1）入居企業の年齢

インキュベータの入居企業の年齢を分析した結果を図6－2－1に示す。設立3年未

満（設立と同時を除く）の企業が28％（37件）で最も多く、次いで6～9年が14％

（18件）であった。企業設立と同時（入居後に法人化したものを含む）に入居し

たものが7％（9件）あり、35％の企業が設立から3年以内にインキュベータに入

居していることが分かった（逆の見方をすると、65％が企業設立後3年以上経っ

てから入居している）。一方、企業設立から15年以上たって入居している企業が

27％もありかなりばらつきがある。

我が国の場合には、創業後間もない企業及び新分野に進出しようとしている既

存の中小企業が主な入居対象で、新たに創業を図ろうとする起業家（アントレプ

レナー）が入居しているケースが極めて少ない。我が国のインキュベータは新し

い企業を貯化させるために機能しているのではなく、貯化した企業を保育したり、

成人となった中小企業の新規事業展開等に利用されている。新たに創業を図ろう

とする起業家を入居の前提としている欧米型のインキュベータとはその目的も機

能も大幅に異なっている。

図6－2－1企業設立からインキュベータに入居するまでの年数

l　　　 l企 業 数　　　 － ■－ 累 積 構 成 比
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参照：表6－2－1
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（2）入居企業従業者数

図6－2－2に示すように、インキュベータの入居従業者数は、4人以下の企業が56

％（95件）で、10人以下の企業は全体の82％（140件）で、19人以下の企業が全

体の92％（155件）となっている。我が国のインキュベータには、一見創業前の

個人や創業直後の小規模企業が入居しているように見えるが、既存企業や企業の

研究開発部門が入居するケースが多い（（4）参照）。

図6－2－2　インキュベータの入居従業者数分布
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（3）業務分類

図6－2－3に示すように、入居企業の業務分類（研究、製造、販売、マーケテイン

グ、ソフト開発、本社機能を複数回答）については、研究、ソフト開発を業務と

して上げている企業がほぼ半数を示している。しかし、中には製造（9％）や販

売（15％）をインキュベータにおける業務としているところも見受けられる。

図6－2－3　入居企業の業務分類（複数回答）
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（4）入居形態と占有面積

図6－2－4に示すように、企業のブランチが入居しているケースが63％（116件）

も占めているのに対し、企業の本社もしくは個人として入居しているケースが37

％（67件）と、約1／3しかない。

図6－2－4　企業の入居形態（企業の一部／本社）

参照：表6－2－1

図6－2－5に示すように、占有面積では、50m2以上75m2未満というところが多く、

25m2以上75m2未満が全体の69％を占めている。

図6－2－5　入居企業の占有面積分布
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表6－2－1インキュベータ入居企業のデータ

企業設立から入居までの年数（年）
年 数 区

分 0 0 ～ 3 3 ～ 6 6 ～ 9 9 ～ 12 12 ～ 1 5 15 ～ 1 18 ～ 2 1 2 1 一一2

2 4 年 以

上 計

企 業 数 9 3 7 14 18 10 7 2 1 1 8 15 13 1

構 成 比 6 ．9 ％ 2 8 ．2 ％ 10 ．7 ％ 13 ．7 ％ 7 ．6 ％ 5 ．3 ％ 1．5 ％ 8 ．4 ％ 6 ．1％ 1 1．5 ％ 10 0 ．0 ％

累 積 企

9 4 6 60 7 8 8 8 95 9 7 10 8 1 16 13 1

累 積 構

成 比 6 ．9 ％ 3 5 ．1％ 4 5 ．8 ％ 5 9 ．5 ％ 6 7 ．2 ％ 7 2 ．5 ％ 74 ．0 ％ 8 2 ．4 ％ 88 ．5 ％ 100 ．0 ％

従業者数（人）
人 数 区

分 ～ 4 5 ～ 9 1 0 ～ 1 4 1 5 ～ 1 2 0 ～ 2 4 2 5 ～ 2 9 3 0 ～ 3 3 5 一一3 9 4 0 ～ 4 4 5 ～ 4 9

5 0 人 以

上 計

企 業 数 9 5 4 5 8 9 4 3 0 1 1 2 2 17 0

構 成 比 5 5 ．9 ％ 2 6 ．5 ％ 4 ．7 ％ 5 ．3 ％ 2 ．4 ％ 1 ．8 ％ 0 ．0 ％ 0 ．6 ％ 0 ．6 ％ 1．2 ％ 1．2 ％ 10 0 ．0 ％

累 積 企

業 数 9 5 1郎 1 4 8 1 5 7 1 6 1 1 6 4 1 6 4 1 6 5 ●　● 1箪 1 7 0

糸 積 構

成 比 5 5 ．9 ％ 8 2 ．4 ％ 8 7 ．1 ％ 9 2 ．4 ％ 9 4 ．7 ％ 9 6 ．5 ％ 9 6 ．5 ％ 9 7 ．1％ 9 7 ．6 ％ 9 8 ．8 ％ 1 0 0 ．0 ％

業務分類　　（回答企業数181）
業務 区

分 研 究 製造 販 売
マーケテイン
グ

ソフト開

発 本 社 そ の他

企業 数 9 1 16 27 3 9 0 67 13
構 成 比 50．3％ 8．8％ 14 ．9％ 1．7％ 49．7％ 37．0 ％ 7 ．2％

入居形態

一部入
居
本社入
居 計

企業数 116 67 183
構成比 63．4％ 36．6％ 100．0％

回 答 企

～2 5 2 5 ～ 5 0 5 0 ～ 7 5

7 5 一一 10 0 ～ 150 ～ 2 1X ）～ 2 5 0 一一 3 00 以

計業 10 0 150 2 00 2 5 0 3 0 0 上

企 業 数 5 4 7 7 9 13 19 4 5 3 7 18 2

構 成 比 2．7 ％ 2 5 ．8 ％ 4 3 ．4 ％ 7 ．1％ 10 ．4 ％ 2 ．2 ％ 2 ．7 ％ 1．6 ％ 3 ．8 ％ 100 ．0 ％
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6－3　米、独、日のインキュベータの比較分析

企業の創業支援を目的とするインキュベータについて、アメリカのNBIA

（NationalBusinessIncubationAssociation）の「インキュベータ産業の現状」（6）、ADT

（Arbeitsgemeinscha食DeutcherTechnologieundGrunderzentrene．V．）のディレクトリ（10）

（主に旧西ドイツのインキュベータを掲載）、及び今回のアンケート結果をもと

に比較、分析した。

（1）設立動向

図6－3－1（a）に示すように、ドイツでは、1983年に最初のイノベーションセンター

がベルリンに設立されて以来、1992年までに102のインキュベータが設立されて

いるが、設立ブームは陰りを見せ始めている。図6－3－1（b）に示すように、我が国で

は、1989年以降に普及し、1994年3月現在で45のインキュベータが設立されてい

図6－3－1インキュベータの設立推移
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図6－3－1の続き
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る。NBnの報告によると、図6－3－1（C）に示すように、最近4年間（1987～1991．3）

に設立されたインキュベータが全体の2／3を占めており、急激にその数を増やし

ている（なお、表4－2－1に示したように、1994年5月に開催されたNBIA主催の会議

において、NBIA加盟のインキュベータ数は530であると公表されている）。

表6－3－1インキュベータの設立推移

ドイツ（1991年現在）
インキュベータの設立年 計画

8 3 84 8 5 8 6 87 8 8 8 9 9 0 9 1 9 2 計

イ ン キ ュ ベ ー

タ 数 2 9 2 0 15 8 13 10 14 10 1 10 2

累 積 イ ン キ ュ

ベ ー タ 数 2 1 1 3 1 4 6 5 4 6 7 7 7 9 1 10 1 10 2

日本（1993年現在）
イ ン キ ュ ベ ー タ の 設 立 年 度

8 3 8 4 8 5 8 6 8 7 8 8 89 9 0 9 1 9 2 9 3 計

イ ン キ ュ ベ ー

タ 数 1 0 1 1 0 3 9 3 6 1 3 8 4 5

累 積 イ ン キ ュ

ベ ー タ数 1 1 2 3 3 6 15 18 2 4 3 7 4 5

ア メ リ カ N 召 IA （19 9 1年 現 在 ）

イ ン キ ュベ ー タ の設 立年

－84 8 5 －8 6 8 7 －8 8 8 9 －9 1．3 計

イ ン キ ュ ベ ー

タ の 割 合 10 ％ 2 5 ％ 3 5 ％ 30 ％ 10 0 ％

累 積 構 成 比 10 ％ 3 5 ％ 7 0 ％ 10 0 ％

資料）ドイツ；InnovationszentreninDeutschland，OsterreichundderSchweis1990／91，edby

H．Fiedler／Karl－HeinzWodtke，PublishedbyWeidlerBuchverlagBerlin（1990）より作成

資料）アメリカ；NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurveyl991より作成
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（2）サービス

図6－3－2はインキュベータにおけるサービスの提供状況を示す。この図の横軸に

はサービスの項目を、縦軸はサービス項目毎の実施割合（サービスを実施してい

るインキュベータ数／全インキュベータ数）を示している。

創業、経営、技術等の専門的なコンサルタントサービスについてみると、ドイ

ツでは、外部機関とのネットワークを活用しながら、コンサルタントサービスが

実施されており、サービスの項目によって違うが、48～94％と高い割合で実施さ

れている。アメリカにおいても同様な傾向にある。しかし、我が国の場合は、技

術的な支援サービスを実施しているインキュベータの割合が73％と高いだけで、

他のコンサルタントサービスは22％から46％と低く、外部機関の活用割合も低い。

シェアドサービス（入居企業が共通して受けることのできるサービス）につい

てみると、秘書、電話交換、ファックス、コピー、受付という企業に日常必須と

思われる業務については、ドイツでは、約90％以上のインキュベータが実施して

いるが、我が国の場合には、10～20％程度のインキュベータしか実施していない。

反面、データベース等の施設設備を伴うシェアドサービスについては、ドイツの

場合、大学等との外部機関を活用して提供する場合が多く、経費節減にも貢献し

ていると考えられるが、我が国では、殆どのインキュベータが自前で用意してい

る。

我が国のインキュベータは、運営ノウハウが蓄積されていないこともあって外

部ネットワークの活用も含めたコンサルタントサービスを充実する手段が講じら

れておらず、入居スペースの提供を中心にしたいわゆる不動産業的な運営がなさ

れている。また、施設整備についても研究機関間での施設の共用が、殆ど行われ

ていないために、データベースや共同実験室などの施設を自前で整備している場

合が多く、運営経費の面で負担になっている。

次に、金融サービスについてみると、ドイツの場合、コンサルタントサービス

と同様に、外部機関を含め、ベンチャーキャピタルが61％のインキュベータで、

貸付が59％のインキュベータで、助成金が63％のインキュベータでそれぞれ実施

されているのと比較して、我が国の場合には、助成金が51％と高いものの、ベン

チャーキャピタルが11％、貸付が14％とあまり実施されていない。
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図6-3-2 インキュベータにおけるサービス内容の比較

(ドイツ､日本､アメリカ)
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企業の創業段階、創業後の新芽期、さらに成長期における資金調達（財政基盤

の強化のための資本の調達も含む）は、重要な問題であることが指摘されている

ものの（18）、創業段階におけるマイクロ・ローン制度、創業後間もないアーリー・

ステージの企業のためのシードキャピタル（研究開発資金。アメリカ連邦政府の

SBA＝SmallBusinessAdministrationなど多くの場合公的資金）やエンジェル・ファ

ンド（個人投資家。Angels又はInformalRiskCapitalInvestersと呼ばれる）、更に

は株式の店頭公開前に市場から資金調達を可能にするオーバー・ザ・カウンター

（店頭公開前の証券会社による投資斡旋）（19）などの仕組みのない我が国では、イ

ンキュベータにおける金融サービスの状況をみても分かるように、創業まもない

研究開発型企業等にあっては、欧米のハイテク・ベンチャーに比べ極めて不利な

立場に立たされており、出融資制度の充実を図ることが重要である。

表6－3－2　インキュベータにおけるサービス
（1） ドイ ツ

コンサル タン トサー ビス 金融サ ービス

創業 経営 技術 特許 融資 会計 法律
マーケテイン

グ

教育訓

練
ベンチ

キヤピタ 貸付 助成

その

融資

件数
（102施設中

内部で提供 74 46 50 12 63 24 10 50 36 11 11 20 11
外部紹介斡旋 33 28 50 41 41 36 49 50 47 52 52 47 4 1

計 （内又 は外 ） 96 67 8 8 49 89 57 57 8 1 71 62 60 64 49

ン ェ ア ドサ ー ビス

秘 書 電話 交 テレックス、 コ ピー 文 書 処

受 付

カフェテリア

又 はレス

会 議 室

計算 共 同イ 共 同研

デ ー タ

ベ ー ス

回 書務 換 ファックス 印刷 理 トラン 利 用 業 場 究 室 利 用

件 数

（10 2施 設 中

内 部 で提 供 78 8 2 8 7 8 5 67 8 1 4 5 8 8 22 13 9 3 6 2 0

外 部 紹 介斡 旋 12 6 9 14 13 7 19 14 2 8 2 2 19 37 2 4

計 （内 又 は外 ） 88 88 9 5 9 6 7 9 8 7 6 4 9 9 4 8 3 4 2 7 6 8 4 0

コ ンサ ル タン トサ ー ビス 釜 戸班サ ー ビス

創 業 経 営 技術 特 許 融 資 会 計 法 律

マーケテイン

グ

教 育 訓

練

ベ ンチヤ

キヤピ タ 貸 付 助 成

そ の

融 資

割 合

（10 2 施設 中

内 部 で提 供 72 5％ 4 5 ．1％ 4 9．0 ％ 11．8％ 6 1．8％ 2 3．5％ 9．8％ 4 9 ．0％ 3 5．3％ 1 0 8％ 10．8％ 19 ．6 ％ 10．8％

外 部 紹 介 斡 旋 32 ．4 ％ 27 ．5％ 4 9．0％ 4 0．2％ 4 0 2％ 3 5 ．3％ 4 8 ．0％ 4 9．0 ％ 4 6．1％ 5 1 0％ 5 1．0 ％ 4 6．1％ 4 0．2％

計 （内 又 は外 ）94 1％ 6 5 7 ％ 8 6．3％ 4 8．0％ 8 7 ．3％ 5 5 9％ 5 5．9％ 7 9 ．4 ％ 6 9．6％ 6 0 8％ 5 8 ．8％ 6 2．7 ％ 4 8．0％

シ ェ ア ドサ ー ビス

秘 書 電 話交 テレックス、コ ピ ー 文書 処

受 付

カフェテリア

又 はレス

会議 室

計 算 共 同f 共 同研

デ ー タ

ベ 一一ス

図 書貞務 換 ファックス 印 刷 理 トラン 利 用 業 場 究 睾 利 用

割 合

（10 2施 設 中

内部 で 提 供 76．5％ 8 0 4％ 8 5．3％ 8 3．3％ 6 5．7％ 7 9 ．4 ％ 4 4 ．1％ 8 6．3％ 2 1．6％ 12．7％ 8．8％ 3 5．3％ 19．6％

外 部紹 介 斡 旋 11．8％ 5．9％ 8．8％ 13．7％ 12 ．7％ 6 ．9 ％ 18 ．6％ 1 3．7％ 2 7．5％ 2 1．6％ 18 ．6％ 36 ．3 ％ 2 3．5％

計 （内又 は外 ）86 3％ 8 6．3％ 9 3．1％ 9 4．1％ 7 7 ．5％ 8 5 ．3％ 6 2 ．7％ 9 7．1％ 4 7．1％ 3 3．3％ 2 6．5％ 6 6 ．7 ％ 3 9．2％

任 ノ 10 2施 設 とは 、 19 8 3－19 9 2 に設 立 され た （る 千五 の ノ　施設 数

資料）lnnovationszentren］nDeutschlaJld，OsterrelChundderSchweisl990／91，

ed．bYH．Fiedler／Karl－HeinzWdtke，PublishedbYWeidlerBuchverlagBerlin（1990）より作成
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表6－3－2の続き
（2 ） 日本

コ ンサ ル タ ン トサ ー ビス 金 融 サ ー ビス

創 業 経 営 技 術 特 許 融 資 会 計 法 律

マーケテイン

グ

教 育 訓

練

ベ ンチ

キヤピ タ 貸 付

補助

成

その

の 融 、

件 数

（3 7 施設 中）

内 部 で提 供 6 1 2 2 7 10 6 5 4 1 0 15 1 2 1 4 0

外 部 紹 介斡 旋 5 7 2 6 7 5 5 5 4 3 3 5 0

計 （内 又 は外 ） 1 0 17 2 7 14 12 9 8 1 3 17 4 5 1 9 0

シ ェ ア ドサ ー ビ ス

秘 書 電 話 交 テレックス、 コピ ーE

文 書 処

理 ・翻 レセブ シ

カフェテリア

又 は レス

会 議 室

計 算 共 同 イ 共 同 ラ

デ ー タ

ベ ー ス

図 書 貞務 換 機 能 ファックス 刷 訳 ン受 付 け ン 利 用 業 場 ポ 利 用

件 数

（3 7 施 設 中 ）

内 部 で 提 供 2 8 8 1 2 3 7 2 8 3 4 9 5 14 2 0 15

外 部 紹 介 斡 旋 2 0 0 0 3 1 1 0 2 0 0 1 0

計 （内 叉 は 外 ） 4 8 8 1 2 5 8 2 9 3 4 10 5 14 2 1 15

コ ン サ ル タ ン トサ ー ビ ス 金 融 サ ー ビ ス

創 業 経 営 技 術 特 許 融 資 会 計 法 律

マーケテイン

グ

教 育 訓

練

ベ ンチヤ

キヤピ タ 貸 付

補 助

成

そ の

の 融 、

割 合

（37 施 設 中 ）

内 部 で 提 供 16 ．2 ％ 32 ．4 ％ 7 3 ．0 ％ 2 7 ．0 ％ 16 ．2 ％ 1 3 ．5 ％ 10 ．8 ％ 2 7 ．0 ％ 4 0 5 ％ 2 7 ％ 5 ．4 ％ 3 7 8 ％ 0 ．0 ％

外 部 紹 介 斡 旋 13 ．5 ％ 18 9 ％ 5 ．4 ％ 16 2 ％ 18 ．9 ％ 1 3 ．5 ％ 1 3 ．5 ％ 13 ．5 ％ 10 ．8 ％ 8 1 ％ 8 ．1％ 13 5 ％ 0 ，0 ％

計 （内 叉 は 外 ）2 7 ．0 ％ 4 5 ．9 ％ 7 3 ．0 ％ 3 7 ．8 ％ 32 ．4 ％ 24 ．3 ％ 2 1 ．6 ％ 3 5 ．1％ 4 5 ．9 ％ 10 8 ％ 13 ．5 ％ 5 1 4 ％ 0 0 ％

シ ェ ア ドサ ー ビス

秘 書 電 話 交 テレックス、コピ ーE

文 書 処

理 ・翻 レセブ シ

カフェテリア

又 は レス

会 議 宇

計 算 共 同 イ 共 同 ラ

デ ー タ

ベ ー ス

図 書務 換 機 能 ファックス 刷 訳 ン受 付 トラン 利 用 業 揚 ポ 利 用

割 合

（3 7 施 設 中 ）

内 部 で 提 供 5 ．4 ％ 2 1 6 ％ 2 1．6 ％ 3 2 4 ％ 8 ．1 ％ 1 8 ．9 ％ 7 5 7 ％ 9 1 9 ％ 2 4 ．3 ％ 1 3 ．5 ％ 3 7 ．8 ％ 5 4 ．1％ 4 0 ．5 ％

外 部 紹 介 斡 旋 5 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 0 ％ 0 ．0 ％ 8 ．1 ％ 2 ．7 ％ 2 ．7 ％ 0 0 ％ 5 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 2 7 ％ 0 ．0 ％

計 （内 又 は 外 ） 1 0 8 ％ 2 1 ．6 ％ 2 1 6 ％ 3 2 ．4 ％ 1 3 ．5 ％ 2 1 6 ％ 7 8 ．4 ％ 9 1 9 ％ 2 7 ．0 ％ 1 3 ．5 ％ 3 7 ．8 ％ 5 6 ．8 ％ 4 0 ．5 ％

注 ） 37 施 設 と は 、 イ ン キ ュ ベ ー タ の サ ー ビ ス に つ い て 回　 の あ っ た 施 設 数

（3 ） ア メ リ カ

経 営／

戦 略 言 研 究 開

法 律 ／

特 許 外 部 外 部 制

政 府

助！融

会 計／

税 金 支 資 金 管 販売 マ 教 育 百l 雇 用 支 政府

留 易画 発 援 融 度 融 資 膏 支 援 理 ケティング 練 援 の斡

割 合
（14 2施 設 中

内部 で提 供 6 5％ 19％ 6％ 5 9％ 4 7％ 5 8％ 8％ 5 1％ 5 1％ 52 ％ 3 1％ 1 9％ 14％

タ 郡 稚 介 軍 旗 3 2％ 4 3％ 6 7％ 2 8％ 2 7％ 2 9％ 5 9％ 3 8％ 3 7％ 36 ％ 4 1％ 5 2％ 5 2％

他 の テ ナ ン ト 2％ 6％ 3％ 1％ 3％ 2％ 12％ 4％ 4％ 2 ％ 3％ 7％ 3％

計 99 ％ 6 8％ 7 6％ 8 8％ 7 7％ 8 9％ 7 9％ 9 3％ 9 2％ 9 0％ 7 5％ 7 8％ 6 9％

秘 書

事 務 機

器 家 具

実 験

器 利 用 簿 記

割 合

（14 2 施 設 中

円 都 で ］是1共 8 1 ％ 60 ％ 2 9 ％ 2 3 ％

外 部 紹 介 撃F旋 2 ％ 7 ％ 2 4 ％ 3 0 ％

他 の テ ナ ン ト 6 ％ 3 ％ 3 ％ 16 ％

訂 89 ％ 70 ％ 5 6 ％ 6 9 ％

注 ） 14 2 施 設 と は 、 回 答 の あ っ た 施 設 数

資料）NBIAStateoftheBuslneSShcubat］OnhdustrYSurveY1991より作成

各サービス毎のサービス率（サービスを実施しているインキュベータ数／仝イン

キュベータ数）とネットワーク率（外部機関への紹介斡旋によってサービスを実

施しているインキュベータ数／サービスを実施しているインキュベータ数）の関係

をみると、図6－3－3に示すように我が国に比較して、ドイツとアメリカでは、外部

機関の利用によって入居企業に対するサービスの充実を図っており、特にコンサ

ルタントと金融サービスについては顕著に現われている。このことからもビジネ

スコンサルタント業や各種金融制度の充実が背景にあることが明かとなる。
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図6胃3－3　サービス率とネットワーク率
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（3）入居企業数とスタッフ数

インキュベータの規模を1施設当たりの入居企業数で比較すると、その平均値

（中央値）は、表6－3－3に示すように、ドイツ22．4企業（13企業）、アメリカ12．0

企業（10企業）、日本8．7企業（9企業）の順となっている。

表6－3－3　入居企業数とその従業員数

ドイツ

入居 企業 施設数 最小値 最大値 平均値 中央値

入居 企 業 数 87　＊ 1 250 2 2 ．4 13

従 業員 数 85　＊ 3 250 0 2 28 ．4 7 1

＊入居企業数の記入のある施設数

＊従業員数の記入のある施設数

資料）INNOVATIONSZENTRENinDEUTSCHLAND，OsTERREICHundderSCHWEIS1990nl，

ed．by H．Fiedler／Kar1－HeinzWodtke，PubllShedbyWEIDLERBuchverlagBerlin（1990）　より作成

日本
入居 企業 施 設 数 最 4 、億 最大 値 平均 値 中央 値

入 居 企 業 数 33　 ＊ 1 2 7 8 ．7 9

従 業 員 数 30　 ＊ 3 1 8 3 14 ．1 4 1

アメリカNBn

入居企業 施設数 最小値 最大値 平均値 中央値

入居企業数 138 1 120 12．0 10

従業員数 132 2 488 54．4 30

出典）NBIAStateoftheBuslneSSIncubationIndustrySurvey1991

＊入居企業数の回答のあった施設数

＊従業員数の回答のあった施設数

また、インキュベータの1施設当たりの運営スタッフ数（出向、ボランティア

を除く）を比較すると、表6－3－4に示すように、その平均値（中央値）は、日本

7．1人（2．5人）、ドイツ4．3人（3人）、アメリカ3．1人（2人）の順となっている。

表6－3－4　インキュベータの運営スタッフ

ドイツ

ス タッフ 施 設数 最小 最大 平均 中央値

運営企業従業月 73　＊ 1 22 4．3 3

資料）表6－3－3に同じ

ス タ ッ フ 施 設 数 最 4 、億 最 大 値 平均 値 中 央 値

プ ロ パ ー の 運 営 従 業 員 2 2　 ＊ 1 5 1 7 ．1 2 ．5

出 向 の 運 営 従 業 員 2 1 ＊ 1 1 2 3 ．9 2 ．0

日本

アメリカNBIA

スタ ッフ 施設数 最4、億 最大値 平均値 中央値

雇用 スタ ッフ 14 2 0．2 2 2 3．1 2．0

出向又 はボラ ンテ ィア 4 3 0．3 25 3．6 2．0

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991
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以上の結果から、インキュベータの運営スタッフー人当たりの入居企業数を試

算して、その平均値を比較すると、表6－3－5（表6－3－3／表6－3－4から求めたデータ）

に示すように、ドイツ5．2企業／人、アメリカ3．9企業／人（5．0企業／人）、日本1．2企

業／人の順となっており、我が国が最も少ない。このことと、入居企業に対するサ

ービスがあまり提供されていないことも併せて考えると、我が国のインキュベー

タは、人的な面からみて効率よく運営されているとは言い難い。

表6－3－5　入居企業数／フルタイムスタッフ数

（表6－3－3／表6－3－4）
平 均 値

ド イ ツ 5 ．2

日 本 1 ．2

ア メ リ カ N 旧几A 3 ．9

（4）入居企業業種

入居企業の業種については、アメリカでは、表6－3－6に示すようにサービス業が

最も多く（36％）、また、次いで、軽工業（20％）、技術製品（16％）、研究開

発（11％）の順で、技術に依拠しない企業や研究開発型企業など多様な業種の企

業が入居しており、それらを対象とした多様な形態のインキュベータがある。一

方、我が国では、図6－2－3に示したように、約50％の企業が研究やソフト開発に係

わる、いわゆる研究開発型の企業である。このような研究開発型の企業の入居を

対象にしたインキュベータに加え、サービス、流通等を対象とした雇用創出型の

インキュベータなど、地域ニーズにあった多様な形態のインキュベータの検討、

また、対象とする業種にあったインキュベータの機能やマネージメントシステム

に関する検討も進めていくことが肝要である。

表6－3－6　入居企業の業種

アメリカNBIA

出典）

業 種 企 業 数 構 成 比

サ ー ビ ス 3 6 8 3 6 ．0 ％

軽 工 業 2 0 4 2 0 ．0 ％

技 術 製 品 1 6 2 1 5 ．9 ％

研 究 、 開 発 1 0 9 1 0 ．7 ％

卸 売 業 8 0 7 ．8 ％

そ の 他 3 7 3 ．6 ％

公 益 事 業 2 7 2 ．6 ％

コ ン サ ル タ ン ト関 連 2 0 2 ．0 ％

小 売 業 1 0 1 ．0 ％

重 工 業 5 0 ．5 ％

計 1 ，0 2 2 1 0 0 ．0 ％

NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991
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（5）卒業企業

アメリカのインキュベータの在居年数の制限については、我が国と同様に、表

6－3－7に示すように、3年と5年に定めているケースが多い。NBIA（NationalBusiness

IncubationAssociation）では、卒業企業について、インキュベータの中で成長し、イ

ンキュベータの中から自立していくために転出するビジネスであると定義し（6）、

表6－3－8に示すように、入居中の操業中止や単なる転出については、卒業と区別し

て分析している。しかしながら、我が国の場合には、既存企業や企業の研究開発

部門の入居しているケースが多く、しかも、転出条件を定めているインキュベー

タは恵庭リサーチビジネスパークだけという状況であり、企業の転出は、契約年

限がきたために転出しているだけであって、NBIAが言うようないわゆる卒業と

は言いがたい状況にある。

表6－3－7　インキュベータ在居年数の制限等

アメ リカN B IA ＊ 日本

件 数 割 合 件 数 割 合

在 居 年 数 の 制 限

な し 62 4 1．6％ 10 2 9．4 ％

あ り 87 5 8．4 ％ 2 4 7 0．6 ％

計 14 9 1 00 ．0％ 3 4 10 0．0 ％

制 限年 数 原 則 と して

6箇 月 1 4．0 ％

1年 1 1，1％ 1 4 ．0％

2年 7 7．4％ 2 8．0 ％

3年 糾 68．1％ 14 5 6．0％

4年 7 7 ．4％ 1 4 ．0％

5年 15 16．0％ 6 2 4 ．0％

計 94 10 0 ．0％ 2 5 10 0 ．0％

＊出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustfySurveyl991

表6－3－8　廃業又は転出したビジネス（アメリカNBIA）
件 数 平 均 中央 値

過 去 1 年 間 に廃 業 した企 業 数 ＊ 13 5 1．3 1

イ ンキ ュベ ー タ を設 立 して か ら こ

13 0 4 ．2 2れ まで に廃 業 した 企 業 数 ＊

過去 1 年 間 に転 出 した企 業 数 ＊＊ 12 7 1．1 1

イ ンキ ュベ ー タ を設 立 して こ れ ま

11 8 3．1 1で に転 出 した 企 業 数 ＊＊

＊廃業（Discontinued）：インキュベータにいるときに操業を止めた企業

＊＊転出（Exited）：卒業しないで、インキュベータを去った企業

出典）NBIAStateoftheBusinesslncubatioJllndustrySurvey1991

表6－3－9に示すように、企業を卒業させた実績をもつインキュベータの割合は、

アメリカが72％と非常に高く、次いで、ドイツが54％なっているが、日本が36％

－122－



と少ない。さらに、企業を卒業させた実績をもつインキュベータについて、イン

キュベータ当たりの卒業企業数の平均値（中央値）を比較すると、アメリカ10企

業（4．0企業）、ドイツ5．6企業（4．0企業）、日本5．6企業（3．0企業）の順となっ

ているが、これに、インキュベータの規模の違いを考慮すると、アメリカのイン

キュベータの実績がきわだっていることが分かる。（なぜなら、インキュベータ

当たりの入居企業数の平均値（中央値）を比較すると、表6－3－3に示したように、

ドイツ22．4企業（13企業）、アメリカ12．0企業（10企業）、日本8．7企業（9企業）

となっており、この規模の違いを考慮して、インキュベータに10企業が入居して

いたと仮定した場合の卒業企業数の平均値（中央値）は、アメリカ8．3企業（4企

業）、ドイツ3．2企業（3．1企業）、日本6．4企業（3．3企業）となる）

表6－3－9　インキュベータからの卒業・転出企業数

aイ ンキュベ ー タ数

b卒 業転 出実績 のある 卒業 ・転 出企業 数 施 設（b）

イ ンキュベー タ数 （aル） 平均値 中央値

ドイツ＊ 8 3 4 5 （5 4 ．2 ％ ） 5 ．6 4 ．0

＝ †こ 3 3 12 （3 6 ．4 ％ ） 5 ．6 3 ．0

アメリカ＊＊ 12 6 9 1 （7 2 ．2 ％ ） 10 ．0 4 ．0

＊，＊＊資料）表6－3－2に同じ

なお、アメリカのNBIAでは、表6－3－10に示すように、インキュベータから卒業

した企業の現状についても調査しており、それによると、卒業企業のうち、76％

が現在も操業しているが、廃業（15％）や買収された企業（9％）もあるとして

いる。

表6－3－10　卒業した企業の現状（アメリカNBIA）

現状 数 構成比

卒業後廃業 7 1 14．8％

卒業 し、現在 も操 業 367 76．3％

他 の企業 に買 収 され た 43 8．9％

計 4 8 1 100．0％

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991

（6）入居企業の募集方法

表6－3－11に示すように、アメリカにおける入居企業の募集方法は、インフォー

マルなネットワークによる募集活動が86％と圧倒的に多くなっている。我が国の

場合も人を通じた紹介というインフォーマルな方法（69％）が1番多いが、募集
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広告の配布も同じような比率を構成している。

表6－3－11インキュベータへの企業家の募集方法

アメリカNBIA（入居企業の最も重要な募集方法）

項 目 件 数 構 成 比

イ ン フ ォー マ ル な ネ ッ トワ ー ク ‖9 8 6．2 ％

関係 機 関 の 紹 介 6 8 4 9．3％

マ ス メ デ ィ ア 60 4 3．5 ％

テ ナ ン ト、 卒 業 企 業 の紹 介 54 3 9．1％

説 明会 49 3 5．5 ％

パ ン フ レ ッ ト 3 3 2 3．9 ％

有 料 の広 告 15 10．9 ％

ビル の広 告 5 3．6 ％

広 告 代 理 店 3 2．2 ％

無 料 の 公 共 媒 体 2 1．4 ％

S B D C コ ンサ ル タ ン トの 推薦 1 0．7 ％

企 業 家 の た め の セ ミナ ー 1 0．7 ％

（イ ン キ ュベ ー タの件 数 ） 13 8

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991

日本（インキュベータへの企業家の募集方法）

項 目 件数 構成比

募集広告 の配布 19 59．4 ％

説明会 の開催 8 25．0 ％

人 を通 じた紹介 22 68．8％

マ ーケテ イング 3 9．4 ％

その他 7 2 1．9％

（回答 のあったイ ンキ ュベー タ件 数） 32

（7）賃貸料

表6－3－12に示すように、市場価格に対するインキュベータの賃貸料について平

均値（中央値）でみると、アメリカの場合には、最低価格で0．49～0．57（0．49～

0．50）、最高価格で0．85～1．00（0．85～1．00）で、日本の場合は、0．74（0．65）と

なっている。平均値及び中央値の実額でみると、日本はアメリカ、ドイツの2倍

から4倍の高い価格水準となっている。
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表6胃3－12　インキュベータの賃貸料

アメリカNBIA l＄＝105円　（円／m2／年）

立地 件数最低値最大値平均値中央値

平均値／市

場価格

中央値／市

場価格

人口25千最低実勢賃貸料 33 23 16，987 4，020 2，910 0．57 0．49

未満の地域

都市郊外

都市

最高実勢賃貸料 33 0 28，311 6，931 5，60（i 0．98 0．94

類似する平均的な市場価格 29 1，699 16，987 7，078 5，945 1．00 1．00

最低実勢賃貸料 17 1，699 19，251 6，874 5，662 0．50 0．50

最高実勢賃貸料 18 4，439 33，973 12，763 9，626 0．85 0．g5

類似する平均的な市場価格 15 3，680 31，708 12，400 11，324 1．00 1．00

最低実勢賃貸料 82 1，132 22，649 7，395 5，809 0．49 0．49

最高実勢賃貸料 83 1，982 67，94（i 12，638 11，834 1．00 1．00

類似する平均的な市場価格 73 3，114 33，973 12，468 11，891 1．00 1．00

資料）NBIAStateoftheBusinessIncubationhdus［rySurvey1991より作成

ドイツ

（円／m2／年）

区 分 件 数 最 低 値 最 大 値 平 均 値 中 央 値

平 均 値 ／市

場 価 格

中 央 値 ／市

場 価 格

事 務 室 ・研 究 室 3 0 1 2 ，0 0 0 6 9 ，0 0 0 2 9 ，5 4 7 2 5 ，2 0 0 0 ．7 4 0 ．6 5

市 場 価 格 ＊ 3 0 3 9 ，9 5 8 3 8 ，7 2 3 1 ．0 0 1 ．0 0

＊平成5年度ビル実態調査のまとめ（社団法人日本ビルヂング協会連合会）から作成

lDM＝63円　（円／m2／年）

区 分 件 数 最 低 値 最 大 値 平 均 値 中央 値

事 務室 最 低 賃 貸 料 77 75 6 2 6 ，4 60 6 ，42 6 6 ，0 4 8

最 大 賃 貸 料 75 75 6 2 6 ，4 60 7 ，86 2 6 ，8 04

工 場 最 低 賃 貸 料 64 75 6 12 ，0 96 4 ，99 0 4 ，9 14

最 大 賃 貸 料 6 3 7 56 16 ，6 32 6 ，3 50 6 ，0 4 8

資料）NNOVATIONSZENTRENinDEUTSCHLAND，OsTERREICHundderSCHWEISl99u91，

ed．by H．Fiedler／Karl－HeinzWodtke，PublishedbyWEIDLERBuchverlagBerlin（1990）　より作成

さらに、アメリカの場合、賃貸料には、管理人／駐車場（88．7％）、マネージメ

ント／技術サービス（88．0％）（電話以外の）ユーテリティ（75．4％）等が含まれ

ている（表6－3－13）ことを考慮すると、我が国に比較してかなり有利な条件で入

居している。

表6－3胃13　インキュベータの賃貸料に含まれるサービス（アメリカNBIA）

サービス 施設数
全体（a）に対する
割合

管 理 人／駐 車 場 12 6 8 8．7％

経 営 管 理／技 術 支 援 12 5 8 8．0％

ユ ー テ ィ リテ ー （電 話 を含 ま ない） 10 7 7 5．4％

シ ェ ア ドサ ー ビ ス 9 3 6 5．5％

融 資 支 援 8 8 6 2．0％

教 育 ／訓練 8 1 5 7．0％

電 話 3 1 2 1．8％

な し 2 1．4％

回答 の あ っ た イ ン キ ュベ ー タ数（a） 14 2

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991
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また、アメリカの場合、表6－3－14に示すように、インキュベータの全収入に占

める賃貸料の割合は46％となっており、その他に、連邦政府、州政府、地方政府

等からの補助金が40％と賃貸料収入と同程度となっている。

表6－3－14　インキュベータの収入（アメリカNBIA）

（単位 ：U S ドル）

件 数 平均 値 中央 値
合計 に対す

る平均割合
事 業 収 入

賃 貸 料 収 入 74 10 0 ，7 83 5 7 ，9 0 6 4 5 ．5％

サ ー ビス収 入 5 2 2 1，63 5 10 ，13 2 6 ．4 ％

ロ イ ヤ リテ ィ収 入 8 25，7 87 1 1，6 8 7 1．0 ％

利 子 収入 3 9 2，5 0 3 1，0 00 0 ．9％

他 の 収 入 35 29 ，10 1 14 ，17 0 7 ．3％

計 7 7 12 7 ，3 6 5 7 6 ，4 6 9 60 ．9％

補 助 金 収 入

連 邦 政府 5 133 ，30 6 150 ，0 00 3 ．6％

州 2 2 70 ，6 85 4 6 ，60 0 10 ．7％

地 方 政府 17 6 7 ，47 1 3 2 ，65 3 7 ．8％

法 人 寄付 10 7 1 ，2 18 9 ，0 00 2 ．2％

大 学 寄付 11 6 1 ，0 23 4 7 ，50 0 5 ．0％

個 人 寄付 5 12，3 17 5 ，6 4 6 0 ．7％

他 の寄付 24 7 9 ，6 62 30 ，85 7 9 ．1％

計 55 8 9 ，107 6 4 ，0 30 39 ．1％

合 計 78 2 16 ，4 72 142 ，3 24 10 0 ．0％

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991

（8）マネージャー

表6－3－15に示すように、アメリカのインキュベータのマネージャーは、経営管

理、経営者、コンサルタント等多くの職を経験した後に、マネージャーに就任し

ているが、我が国の場合にはジョブホッピングという社会風土がないために、入

居企業を指導できる経験豊富な人材が極めて少ないと言ってよく、マネージャー

の養成が重要である。
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表6－3－15　マネージャーの前職経験年数

経験年数
職 業 人 数 最小 値 最 大 値 平 均 中央 値

ビ ジ ネ ス マ ネ ー ジ メ ン ト 94 1 4 0 1 3．1 10 ．5

ビ ジ ネ ス オ ー ナ ー 80 1 3 5 8 ．1 6

ビ ジ ネ ス コ ンサ ル タ ン ト 79 1 2 9 7 ．4 5

経 済 開発 79 1 3 5 8 5

販 売 、 マ ー ケ テ イ ング 77 1 3 5 10 ．5 8

ビ ジ ネ ス ス タ ー トア ップ 75 1 4 0 8 ．1 6

資 産 運 用 4 8 1 4 0 7 ．9 6

金 融 サ ー ビス 44 1 2 9 7 ．5 5

学術 3 1 2 5 0 9 ．7 6

他 の イ ンキ ュベ ー タの マ ネ ー ジ ャー 7 0 13 3 ．3 2

法 律 5 12 3 1 17 ．6 15

出典）NBIAStateoftheBusinessIncubationIndustrySurvey1991

（9）多様なインキュベータの開発

アメリカやドイツのインキュベータは、10年以上の歴史があり、入居政策、入

居後の創業支援策、卒業政策が、経験豊富なマネージャーのもとで実施され、政

府の支援もあって新規企業の創出に実績を上げてきている。これらのインキュベ

ータは、一般に目的によって雇用創出型、先端技術産業創出型、産業構造転換型

の3つタイプに分類することが出来る。
（20）

それぞれのタイプのインキュベータは、図6－3－4に示すように、大きく分けて技

術に依拠しない雇用創出型の「ニュービジネスインキュベータ」（アメリカ）、

リサーチパーク（アメリカ）、サイエンスパーク（イギリス）、イノベーション

センター（ドイツ）の中にあって大学や研究機関との密接な連携によって先端技

術産業の創出を目指す「テクノロジーインキュベータ」、鉄鋼産業から先端技術

産業への転換等既存産業の構造転換を目指す「ビジネスセンター」（ドイツ）と

呼ばれることが多い。（しかし、現在、ニュービジネスインキュベータの中に先

端技術産業が入居しているなど、それぞれのタイプで多様化が起きている）

我が国の場合、一部の例外（インテリジェントコスモス研究機構（仝入居者に

占める本社又は個人の割合（＝本社入居率）3箇所／3箇所＝100％）及び（富山市ハ

ィテクミニ企業団地も本社入居率が100％（21）））を除いては、創業前（卵）、

創業直後（ひよこ）、既存中小企業（鶏）のブランチが同居している。入居者の
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約1／3しか本社が入居していないことからも分かるように、インキュベータは、新

たな企業の創出よりも、既存企業の成長を促進する手段として機能している。

（但し、富山県産業創造センター（本社入居率8箇所／10箇所＝80％）、名古屋ビジ

ネスインキュベータ（同12箇所／15箇所＝80％）、神戸市産業振興センター（同8箇

所／9箇所＝89％）のように、個人や本社の入居が多い例もわずかにある）。図6－3－

4に示すように我が国のインキュベータは特異な形態であり、開発の手法もその

運営ノウハウも独自のものとならざるをえない。

図6－3－4　インキュベータの類型化

インキュベー タ区分

名称
ニ ュー ビジネス テクノロジー ビジネス

インキュベー タ インキュベー タ セ ンター

（N B I） （T IC ） （B C ）

目的 雇用創出型 先端技術産業創 出型 産業構 造転換型

入居者 創業前 （卵） 創業直後 （ひ よこ） 既存企 業 （鶏）

アメリカNBIA
与

アメリカAURRP ∈）

イギリスUKSPA
∈）

ドイツADT
十 十 与

日本
h （卵、ひよこと鶏が同居）

h：インキュベータ

ドイツのADTが用いている分類

BI：ビジネスインキュベータ

BC：ビジネスセンター

TP：テクノロジーパーク

注）NBIA；NationalBusinessIncubationAssociation

AURRP；AssociationfbrUniversityRelatedResearchParks

UKSPA；UnitedKingdomScienceParkAssociation

ADT；ArbeitsgemeinschaftDeutcherTechnologleundGrtinderzentrene．V．
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また、我が国のインキュベータは、研究やソフト開発を業務とする入居者が5

割を超えている（図6－2－3）ことからも分かるように、研究開発型企業の創出と育

成を目的とする先端技術産業創出型のインキュベータとして開発される場合が多

い。しかし、このタイプのインキュベータは最近米国等でも、その開発・管理・

運営が最も難しいインキュベータとして知られている（22）（アメリカのインキュ

ベータには、研究開発型企業よりもサービス産業や軽工業の入居が多いこともこ

の事実を表している）ところから、先端技術産業創出型の前に、雇用創出型、産

業構造転換型の地域ニーズにあった多様なインキュベータの開発や運営ノウハウ

の開発に取り組むべきである。

ー129－





第7章　まとめと考察

7－1機能の異なる多様なサイエンス＆テクノロジーパークの開発

S＆Tパークは、第3章で定義したように、それを構成する基盤施設として4

つの要素的インフラ（パーク［研究開発・技術開発のための良質な環境条件を備

えた充分な土地又は建物］、研究施設・機関、交流施設・機関、インキュベータ）

の組み合わせにより、図7－1－1に示すように、大きく分けてイノベーションセンタ

ー、サイエンスパーク、R＆Dパークの3類型の産業開発拠点に分類することが

出来る。なお、R＆Dパークについては、交流施設・機関の有無によりさらに2

つのタイプに分けられる。

これらのS＆Tパークは今後、工業団地に替わって域内型経済開発の有効な手

段となり得るばかりでなく、既に生産性の向上に向けて一通りのファンダメンタ

ルズを整えた我が国では、新たに知的生産性の向上に向けた研究・技術開発のた

めの科学技術機関・拠点の整備を進めていく上でも極めて重要な社会基盤になり

うるものである。

そのためには、それぞれの地域の経済状況、産業集積、科学技術資源の蓄積状

況に見合った知的生産拠点の開発を進める必要があり、地域経済開発手法として

誘致型、域内開発型のいずれの政策目標を設定するにしても、それぞれの地域に

合った機能の異なる多様なS＆Tパークの開発に取り組むべきである。（図7－1－1）

図7－1－1S＆Tパークの類型化

S＆Tパークの構成要素
政策目標

タイプ インキュ 研究施設・交流施設・ ノヾ－ク
ベータ（Ⅰ）機関（R） 機関（C） （P）

イノベーション
センター

○ ○ ○ 域内型の地域
経済開発

サイエンスパー
ク

○ ○ ○ ○ 域内型と誘致型
の地域経済開発

R ＆D
パーク

交流機
能なし

○ ○
誘致型の地域
経済開発交流機

能なし
○ 0 ○

0：必須要素○：要望要素
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7－2　目的を明確にしたインキュベータの開発とそれらの運営手法の開発

新しい企業の創業を図ろうとする個人・グループ及び創業後間もない企業等に

対して、創業支援又は経営・技術支援のための各種専門的サービスの提供を行っ

ているインキュベータは、一般に設立主体の目的と提供される機能によって、雇

用創出型、先端技術産業創出型、産業構造転換化型の3つのタイプに分類するこ

とが出来る。

我が国のインキュベータの特色はこれらのうち、どちらかと言えば、研究・技

術開発を重視した先端技術産業創出型を目指しているものが多い点にある。しか

しながら、この種のインキュベータは、その開発・管理・運営手法が他の2種と

基本的に異なっている点が多いことから、最近米国等では新たに「テクノロジー・

インキュベータ」と定義され、創業支援が最も難しいインキュベータとして、し

ばしば他の2種と区別して扱われることが多くなってきている。この点、インキュ

ベータの開発に関しては後発国である我が国では、その開発・管理・運営が最も

難しいと言われている先端技術産業創出型の「テクノロジー・インキュベータ」

の開発に着手する前に、まず初歩的なインキュベーション手法を学ぶ意味でも、

その管理・運営が比較的容易とされる雇用創出型、産業構造転換型の導入を積極

的に図るべきである。

加えて、我が国のインキュベータの入居主体は、新規分野への進出を試みよう

としている「既存の中小企業」である場合が多く、そのための支援がインキュベ

ータの中心的機能となっている。この点欧米型のインキュベータが、原則的に

「新しい企業」の創出を目的としているのとは対照的である。仮に、我が国のイ

ンキュベータの設立目的が、創業支援にあるのではなく、既存企業の経営・技術

支援にあるのだとすれば、全国一律に先端技術産業の創出を狙うのでなく、地域

の産業社会ニーズにあった、よりきめ細かな機能がインキュベータに付加されて

しかるべきであろう。

特に、大学や公設研究機関にインキュベータを活用しようとするインセンティ

ブが働いていない我が国の現状では、科学技術資源の蓄積と高度な管理・運営手

法が必要とされる先端技術産業創出型のインキュベータの開発は極めて困難であ

ると言わざるを得ない。域内型地域経済開発を促進するには、研究開発を推進し、

起業家を養成し、新しい産業を創出していくことも重要であるが、その前に、雇
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用創出型、産業構造転換型等それぞれの地域の産業・経済事情にあった日本型の

インキュベータの開発が強く望まれている。そのためには、地域の実状にあった

入居政策、入居企業への支援機能、卒業政策など地域独自の運営ノウハウ等の開

発はもとより、アントレプレナーの発掘と育成のための仕組み創り、そしてそれ

らを総合的に管理し、評価し、実践できるだけのインキュベータのマネージャー

の登用などが求められていると言えよう。

7－3　イノベーションシステムとしての基盤整備上の課題

我が国の産業基盤の整備は、戦後一貫して効率性の追及を求めた物財生産のた

めのインフラ整備に終始してきた。産業立地論に基づく拠点開発から再配置計画

に至るまで、我が国の産業立地施策の成功は我が国産業の国際競争における強さ

の基盤を支えてきた。しかしながら、我が国経済のグローバリゼーションの進展

と共に、産業は－90年代以降不採算部門を中心に生産拠点を徐々に海外にシフトさ

せるようになってきた。その結果、今後我が国産業の国内生産拠点は、単なる物

財の生産拠点から、新たに高付加価値製品の生産に特化した知識集約型生産拠点

へ、更には研究・技術開発のための知的生産拠点へとその機能を質的に転換させ

て行くことが予測されている。

こうした状況の変化は、生産拠点の地方展開を進めてきた大企業においてのみ

ならず、地域に根ざして成長してきた中小企業において、特に研究・技術開発に

おける競争力の強化と比較優位性の確立が求められ始めたと見るべきである。こ

のことは同時に、地方公共団体にあっては、今後地域経済開発に向けて企業を域

外から誘致するにしても、また域内で新たな産業を育成するにしても、研究・技

術開発を効率的に推進し、域内技術革新を促進させるための社会基盤の体系的な

整備が求められていることを意味している。

これまで我が国は、地域における研究・技術開発支援のための社会基盤の整備

には、各種の公設試験研究機関等を設置することにより対応してきた。実際これ

らは、明治以来我が国地域産業の近代化と強化に極めて重要な役割を果たしてき

た。そして研究・技術開発成果を商業化する段階の川下部分は企業に任されてき

た。

一方近年、技術革新が加速化され、精鋭化されるに従って、地域に展開する中
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小企業と言えども基礎研究を指向して川上部分に上らざるを得なくなってきた。

そのことは同時に、従来産業活動の中でも研究・技術開発等どちらかと言えば川

上部分における産業活動の支援に徹してきた行政機関の役割も、逆に川下部分に

下ってその支援の対象を広げざるを得なくなってきたことを意味している。こう

した変化に対応するために、開発されたきたのがS＆Tパークやインキュベータ

であった。

こうした産業と地域を取り囲む先進工業諸国における状況変化を踏まえれば、

我が国は従来、どちらかと言えば、川上型の社会基盤整備に成功してきたのに比

べ、近年川下型の域内技術革新支援のための社会基盤整備には大幅な遅れを取り

つつあると言わざるを得ない。そのことは、第5章、第6章で述べたS＆Tパー

クやインキュベータの整備状況によっても良く示されている。実際、我が国にお

けるS＆Tパークやインキュベータ開発は、どちらかと言えば箱ものの整備が多

く、それらの間はイノベーションの創出に向けた一つの社会システムとして、相

互に有機的な機能連携が図られるようには設計されていない。今後、地域におい

ては、技術革新を持続的に進めて行くための社会システムの開発を早急に進めて

行く必要があるが、少なくとも、ハード面での基盤整備を進めて行く上でも以下

のような手法の確立が求められている。即ち、第一に、それぞれの地域における

科学技術資源の蓄積状況を厳密に把握・評価し、第二に地域における産業・生活

の両面における科学技術ニーズを適切に把握し、その上で、第三に基礎研究から、

技術開発、更にそれらの商業化・産業化までの一連の流れを実現できる総合的な

知的生産のための社会基盤を、一つの社会システムとして構築、整備して行く必

要があろう（25）。

7－4　イノベーションシステムとしての組織・制度上の課題

我が国は、技術革新を支援して行くための研究・技術開発関連の施設・設備等、

ハード面の整備は比較的順調に進んでいるのに対し、技術革新を刺激し、加速し

て行くためのソフト面の整備（社会的な仕組みづくり）は欧米社会に比べて更に

大幅に遅れていると言わざるを得ない。その一つは、第6章で述べたインキュベ

ータの入居企業に対する各種支援サービスの状況からも分かるように新規開業を

巡る金融制度上の障壁の大きさにあり、他は民間企業も含めた高等研究機関等に
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おける科学技術資源の偏在化に起因している。

第一の課題は企業が創業する段階から、創業後の萌芽期、さらに成長期におけ

る資金調達の困難さとなって現れている。それらは、例えば、創業段階における

マイクロ・ローン制度（米国）の充実、創業後間もないアーリー・ステージの企

業のためのシードキャピタルの公的資金制度化（欧米）、エンジェル・ファンド

等の社会的容認（欧米）、更には株式の店頭公開前に市場から資金調達を可能に

するオーバー・ザ・カウンターの設置（米国）等、企業が成長して行くために必

要とされる金融制度が段階的に整備されている欧米に比べ、我が国では企業創出

支援のための金融制度は創業段階から成長段階に至るまで、殆ど整備されていな

いと言う現状があることである。

さらに、このように若い企業を育成するための社会的金融諸制度が整備されて

いる欧米社会では、それらをさらに円滑に機能させるために、企業家育成を専門

に行っているベンチャー・キヤピタリストの役割が高く評価されるようになって

いる。しかしながら、我が国では、ベンチャー・キヤピタリストによる企業家育

成の重要性はほとんど評価されていない。その結果、我が国では若い企業を専門

的に育成することが出来る、いわゆるベンチャー・キヤピタリストが育つための

環境が整備されぬままに放置されてきた。そのことが結果的に、我が国では公的

機関から資金援助を受ける際に、ビジネス経験の全くない公的機関の職員のアド

バイスを受けざるを得ず、企業家としてビジネスの専門的知識を、欧米のように

資金援助を受ける際にベンチャー・キヤピタリストから得る機会にも恵まれてい

ないことになっている。今後我が国が科学技術資源を活用し、新しい企業により

技術革新を刺激し、加速して行こうとするのであれば、企業創出のための金融制

度の段階的見直しと、新規参入障壁の低減に向けた新たな金融制度の整備が必要

となろう。

第二の課題は優秀な起業家の絶対的な不足となって現れている。最近の科学技

術研究調査報告によれば、我が国の自然科学系の研究本務者総数約56万人（平成

6年度）のうち、約34％は研究機関及び大学等に所属し、他の約66％の大部分は

大企業に所属しているが、大企業からの起業家のスピン・オフに比べ、大学及び

高等研究機関からのスピン・オフが極めて少ないことを考慮するならば、先端技

術分野のベンチャー企業の創出のためには研究機関及び大学等からの新たなスピ
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ン・オフを期待せざるを得ない。

しかしながら、現在までのところ、特に大学及び研究機関等の研究者、技術者

に起業家としてスピン・オフしようとするだけのインセンティブは働いていない。

そのことが我が国における科学技術資源の特定組織、機関への偏在化の大きな原

因になっていることは明らかであるが、その背景は極めて複雑である。そのこと

を充分踏まえた上で、大学及び研究機関からのスピン・オフを誘導するためには、

まず、大学そのものの社会的役割とその機能の見直しも含めて、インキュベーショ

ンを中核とした産学協同体制の新しい枠組みづくりから始める必要があろう。
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い申し上げます。

記

1．日的

近年、地域の活性化という観点から科学技術の振興方策が積極的に検討されるなかで、研究開

発機能を中心とした産業振興拠点、技術革新を振興する研究開発機能の集積拠点、企業化支援拠

点など（本調査では「研究開発機能を中心とした地域産業開発拠点」と呼ぶ）の建設、計画

が進められております。

欧米においては、サイエンスパークやイノベーションセンターは明確な定義付けがなされてお

りその数も公的に明らかにされております（ex．英：SP40、独：IC150）。一方、日本では保有施設や

機能にかかわりなく実に様々な名称が使われており、いかなる機能を持った施設が一体幾つ有る

のかと言う基本的　な事実が把握されておりません。

本調査では、本年8月に都道府県の協力によりリストアップした全国の地域産業開発拠点につ

きましてその設立形態・機能、運営方法、研究開発・研究開発支援機能、研修・交流機能などそ

の実態を明らかにすることを目的としています。

また、調査結果につきましては、集約整理後一覧として公表する予定です。

2．調査対象

「　　　」

3．アンケート調査用紙の返送について

アンケート調査用紙は、恐れ入りますが同封の返送用封筒により、1993年12月22日

＿占坦＿＿　迄にご投函下さいますようお願い申し上げます。

また、調査内容は、かなり多岐に渡っておりますので、貴所において回答が困難な質問等につ

きましては、お手数ですが関連箇所へ回覧しできるだけ多くの情報が集まるようご協力お願い申

し上げます。

なお、謹直泣塁I…2呈IL⊆週⊥＿盤旦堪忍畳皇位旦遷仕旦堂三選皇星室L
4．本調査に関するお問い合わせ

本調査に関するご質問あるいは不明な点等ございましたら、下記にお問い合わせ下さい。

〒1∝I　東京都千代田区永田町ト11－39　永田町合同庁舎

科学技術庁　科学技術政策研究所　第2研究グループ　吉澤純一

TEL：03－3581－0968　FAX：03－3503－3996
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アンケーI回答者のプロフrlル

御氏名

御所属

御住所・

電話番号

貴所において記入が困難な質問等については、お手数ですが関連箇所へ回覧し、できるだけ多くの情報が
集まるようご協力お願い申し上げます。

研究闇菜懲能を中心とした地域産業開先拠点（サイエンス・バークなど）の穐要

Ql．正式名称

Q2．所在地（予定地、候補地）

Q3．設立の目的についてお聞きします。

設立目的として該当する番号に○（複数回答可）を付けてください。

地域リストラ 雇用創出 ハイテク企業創 出 ハイテク企業誘致匝小企業育成支司 その他

1 2 3 4 5 6

（キャッチフレーガ）

Q4．設立形態について以下に示す分類の中から該当するパターンの番号を選んでください。

（1）　　　　（2

閃
インキュベータ

研究試験施設

闇
インキュベータ

研究試験施設

（3）　　　　　（4

m
研究試験施設

（インキュベータなし）

■l
研究試験施設

（インキュベータなし

E関田
民間研究部門

研究機関の誘致

（センター施設あり）

（1）インキュベータを持つセンタータイプの施設（建物単独で研究所団地などの敷地を伴わない）
（2）研究所団地、工業団地の中にインキュベータなどが入居（①に研究所団地などの敷地を伴う）
（3）研究施設を中心としたセンタータイプの施設（（1）でインキュベータなし）
（4）研究所団地、工業団地の一部として公共的研究施設などが入居（（2）でインキュベータなし）
（5）研究所、研究機関の誘致・集積（研修・交流機能のセンター施設がある、インキュベータ、
公共的研究施設なし）

（6）単なる研究所、研究機関の誘致・集積（センター施設なし）
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Q5．現在の開発状況として該当する番号に○を付けてください。

計画 設計 造成 建設 事業開始 その他

1 2 3 4 5 6

設立（予定）年月：　　　年　　　月（　　　　　　　　　　　　　　　　）

「Q4．」で1～5の形態を選択された方は、中核となる施設の竣工（予定）年月を、

6の様に土地を造成し誘致分譲のみを行う拠点は敷地の造成完了（予定）年月を、設立

年月として記入してください。また、設立年月が明確でない場合は（）内に、未定、

2000年頃などご記入ください。

Q6．「Q4．」のパターンおよび下図の例を参考に各施設との協力・位置関係をイラスト

で表現してください。

例
抑国 ？

部品

、同研究センター

高度技術試験場
ソ7い0－ク

ハイテクパーク

置

さし

研究所

、）

テクノポリス財団

○○サイエンが －ク（××工業団地）

例

巨手当（至）（㊥㊥
㊦ ∈頭）
（具体的名称で自由にお作 りくだ
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Q7．「Q6．」のイラストに描かれた機関・施設についてお聞きします。下表に分かる範囲でご記入ください。入居企業についは「Q8．」でお聞きします。
（既存の資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

機 関、施 設、 団地の名称 施設分 類 （複 数 可） 機 能分類 （複 数 可） 設立年 月 日 敷 地面積 （パ 敷地所 有者 正　 面穣 （パ 建物所 有者 従 業月数 資本金 ・財 団基金 備　 考

セント施設、国研、公設拭

3り ・財団研究施設、

民間研究施設、大学、Ⅲβ

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交流機能、情報提供機能

トブンラド、インわベ一，

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公役試

3tク・財団研究施設、
民間研究施設、大学、Ⅲ0

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交洗機能、情報提供機能

トブンラギ、ルわベ－，

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公設武

3tク・財団研究施設、
民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交流検能、情報提供捜能

トブンラギ、ルわベ一，

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

tント施設、国研、公設斌

3tタ・財団研究施設、
民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交洗挽能、情報提供機能

トブンラダ、インわベ－，
その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公設斌

3り ・財団研究應殺、
民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交流機能、情報提供機能

トブンラギ、ルわベイ

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公設斌

3り ・財団研究施設、
民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交漁機能、情報提供機能

トブンラダ、ルわベ一，

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公役武

3tタ・財団研究施投、
民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交漁検能、情報提供機能

トブンラギ、インわベ－，

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

セント施設、国研、公設斌

3七夕・財団研究施設、

民間研究施設、大学、n O

その他 （　　　　　　 ）

研究機能、教育 ・研修機能

交漁機能、情報提供機能

トブンテギ、インわベイ

その他 （　　　　　　 ）

（　　　　 億 円）

●施設分類（該当項目を○で囲む、複数可）
tント施設：運営・管理業務、各種トビスの提供・斡旋などを行なう中核施設
国研　：国立の試験研究機関

公設拭：公設の試験研究機関、公営の研究所および関連機関
民間研究：民間の研究機即や企業の研究開発部門

大学　：大学キャンバス、大学独自の研究所・研究室、地域共同研究セン
ターなどの施設

ILO：学術研究の先端的なシーズと産業の現場におけるニーズは何かと
いった先端と現場との結び付きを斡旋する専門官のためのオフィス

その他：（）に具体的ご記入ください

●機能分類（該当項目を○で囲む、複数可）
研究機能：共同や受託などの試験研究を行なう機能およびそれらの支援機能

教育・研修機能：技術者講座、セミナーなど人材の育成・訓練を行なう機能
交流機能：情報や技術・技能の交流などを支援する機能
情報提供機能：企業情報、技術情報、人材情報などの情報検索や社員教育用ビ

デオ、各種情報誌などを提供する機能
トブンラギ：自由に利用できる試験研究施設と研究開発指導体制を提供する機能
ルわベ－，：企業家や新規事業開拓者に低料金で貸事務所・貸研究室や関連サー
ビス提供したり、経営・事業計画やマーケテイングなどのコンサルティングや

資金援助を行なう機能（貸事務所・貸研究室などの不動産のみの機能も含む）
その他：（）に具体的ご記入ください

●設立年月日　　　　●資本金・財団基金
機関などの設立年月日に　株式会社の資本金、財団法人の基金額について

ついてご記入ください。　（）内にご記入ください。また、金額の下に
設立前の機関については　それらの出資元についてご記入ください。
設立予定年月日をご記入
ください。



Q8．入居企業についてお聞きします。下表に分かる範囲でご記入ください。
（既存の資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

企　 業　 名 業 種 テナント従 業 員 数 設 立 年 月 日 入 居 形 態 占 有 面 積 （が 年 間 売 上 （円 業 務 分 類 入 居 （予 定 ）年 月 備　 考

一 部 、 全 体 究 、 皺遣 、販売 、▼一汁 けブ 、y7欄 免 、本社 、 そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究 、製造 、 丘九 ▼－ケナ冊 ．、〃 欄 免 、本社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究 、製 造、 最充 、▼一仲 の ．、の 順 発 、本社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜 、製 造、 廉売 、中サテ冊 ．、の 欄 発 、本社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究 、皺 遣、 最先 、▼－付 けI’、〃 順 発 、本社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜 、製 造、 最先 、▼－付 の ‘、〃 l闊免 、本社 、 そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜 、製 造 、慶九 ▼ヤ テ用 ’、〃 憫 免 、本社 、 そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究 、製 造 、慶九 ▼－ナ汀 げ 、〃 欄 発 、本社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究 、製 造 、最先 、▼－相 の ．、〃 欄 発 、本社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、製 造 、最先 、▼・ナチの ．、17順 発 、本社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、製 造 、廉 売、▼－枠 用 ’、 〃欄 免 、本社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、最 先、 ▼－ケ細 り．、 〃 欄 発 、本 社 、そ の他 く　　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜、 製造 、農 1L ▼－ケ行 け 、 〃 欄 発 、本 社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、最 先、 ▼－け 榊 ’、 〃 欄 乗 、本 社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 売 、▼－付 の ．、 〃 憫 発 、本 社 、そ の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 九 ▼－ナナ4げ 、 〃 欄 発、本 社 、 その他 （　　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 売 、▼朝 の ．、 〃 l開 発、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、最 先 、▼サ仕 げ 、 〃 l開発 、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 九 、▼－椚甘り．、 〃 l開 発、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜、 製造 、販 売 、▼－付 け グ、 17欄 免、本 社 、 その他 （　　　　　 〉

一 路 、 全 体 兜、 製造 、最先 、▼－柚 げ 、 yハ開 発、 本社 、 その他 （　　　　　 〉

ー 臥 全 体 党、 製造 、最 先 、▼－相 の ．、 17欄 発、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜、 製造 、販 売 、▼－舟 の ．、 州 開 先、本 社 、 手の他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 九 ▼－ケテ冊 ’、 y71開 発、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 臥 全 体 宛、 製造 、最 先 、呵 チ用 ．、 〃 l開 発、 本社 、 その他 （　　　　　 〉

一 部 、 全 体 究、 製造 、丘 充 、呵 テ初 ’、 打 順 免、 本社 、 その他 （　　　　　 ）

一 部 、 全 体 兜、 製造 、販 売 、▼－相 の ．、 抑 欄 免、本 社 、 その他 （　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、廉 売 、▼－軌 げ 、 y7欄 発、本 社 、 その他 （　　　　　 〉

一 部 、 全 体 究、 製造 、廉 売 、▼寸行 げ 、 17欄 発、 本社 、 その他 （　　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、廉 売 、▼－ケ白 け 、 〃 l閲見 、本 社 、 その他 （　　　　　 ）

一 部 、 全 体 究、 製造 、販 売 、▼－ケテ冊 ．、 〃 l開 発、本 社 、 その他 （　　　　　 ）

●業種（番号でご記入ください）

1．農林水産業　2．鉱業　3．建設業　4．食品工業
5．繊維工業　6．パげ紙工業　7．出版印刷業
8．化学工業　9．石油石炭製品工業10．ブラ抽ク製品工業
11．グム製品工業12．窯業13．鉄鋼業
14．非鉄金属工業15．金属製品工業16．機械工業
17．電気機械工業18．輸送用機槻工業19．精密機械工業
加．医薬品工業　21．その他工業　22．運輸、通信、公益業

●入居形態
一部：研究部門や工場など企業の一部が入居
全体：本社機構を含め企業全体が入居



Q9．敷地内の施設・機能の現状および予定（将来構想）についてお聞きします。

敷地内における施設・機能（入居企業、機関を含む）状況について該当する番号に○を

付けてください。（該当する項目は、重複しているものでもすべてご記入ください。）

施設 ・機 能 有 ・既設 建設 中 計 画 ・予定 無 ・予 定 な し

セ ン ター施設 1 2 3 4

生産施設 1 2 3 4

国研 1 2 3 4

公 設試 1 2 3 4

3 セ ク ・財 団研 究機関 1 2 3 4

民 間研 究機 関 1 2 3 4

産 学連携事 務所 I L O 1 2 3 4

大 学施設 1 2 3 4

交流 施設 1 2 3 4

研修 施設 1 2 3 4

技術情 報提供 施設 1 2 3 4

オー プン ラボ 1 2 3 4

イ ンキ ュベ ー タ 1 2 3 4

（注）センター彪設運営・管理業務、各種サービスの提供・斡旋を行うための施設

生産彪‘設　　研究開発以外の加工・組立・製造などの生産活動を行うための施設（工場など）

居膠研究磯厨民間の研究機関や企業の研究開発部門

国訝　　　　国立の試験研究機関

公設武　　　公設の試験研究機関、公営の研究所および関連機関

1上0　　　　学術研究の先端的なシーズと産業の現場におけるニーズは何かといった先端と現場との

結び付きを斡旋する専門官のためのオフィス

大学彪‘設　　大学キャンパス、大学独自の研究所・研究室、地域共同研究センターなどの施設

交流鹿討　　情報や技術・技能の交流が行える会議室、多目的ホール、交流サロンなどの施設

研修施設　　技術者講座、セミナーなど人材育成をするための研修室、実習室、実験室などの施設

情報提供施設企業情報、技術情報、人材情報などの情報検索機能や社貞教育用ビデオ、各種情報誌など

オーブン・ラガ

ルわベータ

を提供する施設

開放型試験研究施設、自由に利用できる試験研究設備と研究開発指導体制を整備した施設

創業を図ろうとする者および創業間もない企業、新分野に進出しようとする中小企業のた

めに低料金で貸事務所・貸研究室や共通サービスを提供したり、経営・事業計画やマーケ

テイングなどのコンサルティングや資金の援助等を行う施設

（貸事務所・貸研究室など不動産のみを提供するものも含む）
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QlO．施設の運営についてお聞きします。

運営機関の名称、運営形態、運営経費など差し支えない範囲で下表にご記入ください。

施設機関名称

運営形態 国，都道府県 国，都道府県 国，都道府県 国，都道府県 国，都道府県

（該当項目に○を市町村，3セク，財団 市町村，3セク，財団 市町村，3セク，財団 市町村，3セク，財団 市町村，3セク，財団

付けてください） 民間，その他 民間，その他 民間，その他 民間，その他 民間，その他

運営経費

収入 （百万円）

国補助金

自治体補助金

不動産賃貸料

機器レンル料

受託研究事業

試験分析料

仲介斡旋料

基金運営費

会費収入

その他（　 ）

＊支出の項 目欄 については回答者側で適切な支出項 目を記入 しご回答 ください。

支出 （百万円）

Qll．事業資本についてお聞きします。（差し支えない範囲でお答え下さい）

総建設費　⊂＝＝コ億円

上記総建設費に含まれているもの（土地取得費、造成費、建設費、施設拡充費など）を

ご記入ください。（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）
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Q12．土地の取得方法およびその面積についてお聞きします。

当該敷地の取得方法について、「○○会社△△工場跡地を買収」、「県所有地を造成」、

「民間所有の土地を買い上げ」などその経緯をご記入ください。

敷地面積［二二二二コha

Q13．地域開発関連法律についてお聞きします。

地域指定の認定状況について該当する番号に○を付けてください。

テクノポリス 民活 社会資本 頭脳立地 多極分散 拠点都市

1　 2　 3 1　 2　 3 1　 2　 3 1　 2　 3 1　 2　 3 1　 2　 3

19 19 19 19 19 19

1：既認定　2：申請　　3：検討中　無記入：特になし

「1：既認定」に○としたものについては認定日欄に認定年月日をご記入下さい。

（注）テクノポ卯

月活

社会資本

頭脳－∵地

多痺分数

艶点都市

高度技術工業集積地域開発促進法（昭和58）

民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法（昭和61）

日本電信電話株式会社の株式の売却収入の活用による社会資本整備の促進に関する

特別措置法（昭和62）（平成3改正）

地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律（昭和63）

多極分散国土形成促進法（昭和63）

地方拠点都市地域の整備及び産業業務機能の再配置の促進に関する法律（平成4）

その他の地域指定があれば、ご記入ください。

Q14．所在地となる市町村の人口（複数の自治体にまたがる場合は中心となる都市の人口）は

何人ですか。

⊂＝＝コ万人（19　．現在）
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研究開発・支援飜能について
（研究開発・支援機能を有しない場合、次の研修・交流支援機能へお進みください。）

Q15．共同研究の実施状況についてお聞きします。

入居企業、地域中小企業、大学、試験研究機関、外部研究所などの間で共同研究が行な

われていますか。（過去3年間の実績数をマトリックス内にご記入ください。）

A：内部にいる企業・機関同士の共同研究について

内部＼内部 企業 大学 国研 公設試

企業

大学

国研

公設試

B：内部の企業・機関と外部の企業・機関との共同研究について

内部＼外部 企業 大学 国研 公設試

企業

大学

国研

公設試

C：外部の企業・機関同士の共同研究について

外部＼外部 企業 大学 国研 公設試

企業

大学

国研

公設試

実績があると答えられた方は、具体的に制度や方法についてご記入下さい。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）
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Q16．研究成果の技術移転や企業活動支援についてお聞きします。

実用化を重視した技術移転や研究成果の応用を支援・振興する制度はありますか。

あ る ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、具体的に制度や方法をご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

実用化した新製品、新技術があれば記入して下さい。　実用化件数（　　　件）

Q17．研究開発・支援を行う上で提供するものについてお聞きします。

研究開発・支援を行う上で提供するものの番号に○（複数回答可）を付けてください。

人 場所 設備 資金 技術情報

1 2 3 4 5

Q18．「Q9．」オープンラボで「1：有・既設」と答えられた方に稼働状況をお聞きします。

どのくらいの頻度で利用されていますか。

毎 日 過 に2～3回 週 に1回 月2～3回 月 1回程 度 その他

1 2 3 4 5 6

昨年度の総利用時間は何時間ですか。

□時間
昨年度に利用した企業数は延べ何社ですか。

⊂＝＝＝］社

試験研究施設の総点数は何点ですか。

⊂＝＝＝］点

利用者内訳（どのような方が利用されていますか。）
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研修、交流支擾槍能に℡いて
（研修・交流支援機能を有しない場合、最後のインキュベート機能へお進みください。）

Q19．技術者講座、セミナーについてお聞きします。

技術者への技術・技能の提供、その質の向上を図る育成プログラムがありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、実施機関、内容および実績などをご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

昨年度実績（生涯教育をイメージした継続的研修プログラムを下段に再掲してください）

プログラム警E∃芸　総受講者警E∃工

Q20．経営者講座、セミナーについてお聞きします。

技術者への技術・技能の提供、その質の向上を図る育成プログラムがありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、実施機関、内容および実績などをご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

昨年度実績（生涯教育をイメージした継続的研修プログラムを下段に再掲してください）

誓・　‥：・：

プログラム数 総受講者数

警E∃工
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Q21．研究者の出向・派遣状況についてお開きします。

入居企業、大学、試験研究機関、外部研究所などとの人材の流動がありますか。

頻 繁 にあ る 度 々あ る た まにあ る ほ とん どない

入居企 業 同士 1 2 3 4

企業 と大学 1 2 3 4

企業 と公設試 1 2 3 4

企 業 と国研 1 2 3 4

企 業 と外 部研 究所 （含 企業） 1 2 3 4

そ の他 （　　　　　　 ） 1 2 3 4

「ある」と答えられた方は、具体的に制度や方法をご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

Q22．研究者の交流状況についてお聞きします。

入居企業、大学、試験研究機関、外部研究所などの人材の交流がありますか。

頻 繁 にあ る 度 々あ る た まにあ る ほ とん どない

入居企 業 同士 1 2 3 4

企業 と大学 1 2 3 4

企業 と公設試 1 2 3 4

企業 と国研 1 2 3 4

企 業 と外部研 究所 （含企業 ） 1 2 3 4

その他 （　　　　　　 ） 1 2 3 4

「ある」と答えられた方は、具体的に制度や方法をご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）
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Q23．大学との交流関係についてお聞きします。

大学関係者との研究打合せ、情報交換、飲み会など人的交流がありますか。

頻繁 にあ る 度 々あ る た まにあ る ほ とん どない

研 究打合 せ 1 2 3 4

情 報交換 1 2 3 4

飲 み会 1 2 3 4

その他 （　　　　　　 ） 1 2 3 4

Q24．デモンストレーションについてお聞きします。

入居している企業の製品紹介、展示会、発表会などを開催することがありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、実施機関、内容および実績などをご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

Q25．ネットワークについて

企業・技術・人材情報などの情報交換やデータベースの共用など利用できるネットワーク

がありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、実施機関、内容などをご記入ください。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）
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イノキュ′一一I憮能につ・ドT

（インキュベート機能を有しない場合は、これで終了となります。ご協力有難うございました。）

Q26．インキュベータについて

インキュベートルーム数 ／

インキュベールーム総面積 ／

入居企業数

入居人数

室（入居室数／ルーム数）

が（入居総面積／ルーム総面積）

Q27．提供できる支援機能についてお聞きします。

提供できるサービス項目について該当欄に○（複数回答可）を付けてください。

センター内で提供するサービスについてはその提供主体となる機関名をご記入ください。

センター内 で提 供 セ ン タ ー 内提 供 主 体 外 部 紹 介 斡 旋

ス ′一一 スサ ー ビス ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

1 ．貸 研 究 室

2 ． 貸 事 務 室

コ ンサ ル ク ノ トサ ー ビ ス ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

1 ． 企 業 創 設 、 創 業 相 談

2 ． 経 営 （事 業 ） 計 画 相 談

3 ． 技 術 相 談

4 ． 特 許相 談

5 ． 金 融相 談

6 ． 会 計

7 ． 法 律 相 談

8 ． マ ー ケ テ イ ン グ相 談

9 ． 企 業教 育 訓 練

10 ． そ の 他

金 融 サ ー ビス ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

1 ． ベ ン チ ャー キ ャ ピ タ ル

2 ． ク レジ ッ ト

3 ．補 助 金 、助 成 金

4 ． そ の 他

隅違 サ ー ビ鼠 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

1 ． 秘 書 業 務

2 ．給 与 業 務

3 ． 電 話 交 換 機 能

4 ． 郵 便 ・宅 配 取 扱 い

5 ． テ レ ッ クス 、ファックス

6 ． コ ピ ー 、 印 刷

7 ． 文 書 処 理 、 翻 訳

8 ． レセ プ シ ョン 、受 付

9 ． カ フ ェ テ リ ア

10 ．飲 食 店 、 レス トラ ン
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11．会議 室

12 ．計算機 利用

13 ．共 同作 業場

14 ．共 同 ラボ

15 ． デー タベ ース利用

16 ．図書館

17 ． ホテル

18．旅行代 理 店

19 ．書 店

20 ．診療 所

21．銀行

22．文房 具店

Q28．事務、研究スペースなどの利用料金についてお聞きします。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

事務室 円／パ　 （月額、年額、分譲）

研究室 円／㌦　 （月額、年額、分譲）

工場 円／が　 （月額、年額、分譲）

倉庫 円／が　 （月額、年額、分譲）

その他 （　　　　　 ） 円／が　 （月額、年額、分譲）

共益費 円／肺　 （月額、年額）

（共益費 に含まれるものをご記入 ください）

Q29．インキュベート機能運営スタッフについてお聞きします。

運営企業

運営従業員

プロパー

外部出向者

社
人
　
人
人

Q30．インキュベータへの企業家の募集についてお聞きします。

企業家を募集するに当たってをどのようなことを行なっているか該当する項目に○（複数

回答可）を付けてください。

募集広告の配付 説明会の開催 人を通 じた紹介 マーケテイング その他

1 2 3 4 5

「5：その他」と答えられた方は、具体的にご記入ください。
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Q31．入居条件についてお聞きします。

入居希望企業および個人に対する入居条件・資格審査などがありますか。

あ る ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、具体的に入居の条件（事業計画、事業内容など）をご記入

ください。（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）

Q32．在居年数の制限についてお聞きします。

在居年数の制限はありますか。

あ る ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、制限年数・条件などをご記入ください。

Q33．諮問機関についてお聞きします。

入居の際や施設の運営などに関して審査にあたる特別な諮問機関がありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えた方は、構成メンバー・所属を記入して下さい。

（既存資料がある場合は、それを添付していただいても結構です。）
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Q34．インキュベータからの外部転出についてお聞きします。

外部転出（希望）企業および個人に対する転出条件・審査などがありますか。

ある ない

1 2

「1：ある」と答えられた方は、具体的に転出の際の条件（事業成果、販売実績、契約年数

など）をご記入ください。

今までに外部転出した企業数、従業員数をお答えください。

従業員数は、外部転出時の入居従業員数の積算でご記入ください。

［：＝二二コ社　　［＝＝＝コ人

外部転出先の斡旋について

外部転出企業に対して移動先（工業団地など）の斡旋・紹介などを行っていますか。

いる いない

1 2

「1：いる」と答えられた方は、どのような場所に斡旋しているかご記入ください。

鼠上ですべての質問が終了しました。

長い間ご協力宥難うございました。
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2　日本におけるサイエンス＆テクノロジーパークの分布

設立済み

（1994年3月現在）
計画、構想中 計

イノベーション
センター

▲（26ヶ所） △（3ヶ所） 2 9

サイエンスパーク ◆（19ヶ所） ◇ （17ヶ所） 3 6

R ＆D バーク 書（25ヶ所） □（21ヶ所） 4 6

計 7 0 4 1 1 1 1

・J・ノ
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3　アンケート調査結果表
（1）サイエンス＆テクノロジーパークの概要Ql－Q14

Q l Q 2 Q 4 Q 5

タイ

プ N o 名称 所在地 回答機関

設立形

態

（3－2

参照）

設立

年月

イノ

ベー・・・

シヨ

ン

セン

1 室蘭テクノセンター 予備調査のみ回答あ り 北海道

IC ．4

90！02

2 地域交流センター （仮称） 岩手県盛岡市中川町202－2 （株）盛 岡地域交流セン

ター IC ．4

97／12

3 （株）インテリジェントコスモス 仙台市青葉区南吉成6－6－3 （株）インテリジェント

IC ．2

89／02

ター 研究機構 コスモス研究機構

4 つ くば研究 コンソーシアム 予備調査のみ回答あ り 茨城県

IC ．4

83／04

5 （株）つ くば研究支援センター 茨城県つくば市千現2－1－6 （株）つ くば研究支援セ

IC ．4

89／06

（略称 ：T．C ．I） ンター

6 （株）古河ソフ トウェアセンター 茨城県古河市中央町2－3－50 （株）古河ソフトウェア

センター IC ．4

93／03

7 葛西産業拠点 （仮） 東京都江戸川区臨海町 東京都総務局総務部行政

管理課 IC ．4

96／12

8 柏崎ソフ トパーク 新潟県柏崎市若葉町2－22 柏崎市経済部商工観光課

IC ．3

88！04

9 長岡リサーチコア ・インキュベー 新潟県長岡市新産4－1－9 （財）信濃川テクノポリ

IC ．4

90／03

トセンター ス開発機構

10 富山県産業創造センター 富山県高岡市二塚322－5 （財）富山県産業創造セ

ンター IC ．4

91／02

11 （株）富山県総合情報セ ンター 富山県富山市高田527 （株）富山県捻合情報セ

ンター IC ．3

92／05

12 石川 トライアルセンター 石川県金沢市水町ロー1 （財）石川県産業振興基

金協会石川 トライアルセ

ンター IC ．4

90／04

13 （財）松本ソフ ト開発センター 松本市大字和田字南西原4010－27 （財）松本ソフト開発セ

ンター IC ．4

89／11

14 （株）名古屋 ソフ トウェアセン 名古屋市中区金山5－11－6 （株）名古屋ソフトウェ

IC．3

91／10

ター アセ ンター

15 豊橋サイエンスコア 愛知県豊橋市西幸町字浜池333－9 （株）サイエンス ・クリ

エイ ト IC ．4

92／11

16 名古屋 ビジネスインキュベータ 名古屋市中川区尾頭橋4－13－17 （財）名古屋市工業技術

振興協会
IC ．3

92／12

17 （株）国際デザインセンター 名古屋市中区栄3丁目180 1番地 （株）国際デザインセ ン

ター IC ．3

96／10

18 千里ライフサイエンスセンター 予備調査のみ回答あ り 大阪府

IC ．4

92／07

19 （株）大阪繊維 リソースセンター 大阪府泉大津市旭町22－45 （株）大阪繊維 リソース

IC ．4

92／12

（テクス ピア大阪） センター

20 尼崎リサーチ ・インキュベーシ ョ

ンセンター

兵庫県尼崎市道意町7一ト3 （株）エー リック

IC ．4

93／03

2 1 神戸市産業振興センター 神戸市中央区東川崎町ト8－4 （財）神戸市産業振興財

団

IC ．3

93／05

22 高山サイエンスプラザ 奈良県生駒市高山町8916－12 高山サイエンスプラザ企

画部
IC，4

93／10
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Q 3 ：設立の目的 Q 9 ：敷地内の施設 ・機能の現状及び予定

地

リス雇用

創出

ハイ

テク
企業

ハイ

テク
企業

中小

企業
育成

支援

その
他

セン
ター
施設
生産
国研 公設試

3 セ

ク・
財団

研究 民間研

産学

連携
事務

所

大学 交流施 研修施

技術
情

提供
オー
プン

イン

キュ

ベー

トラ 創出誘致 施設 機関 究機関 施設 設 設 施設 ラボ タ
予備調査で 「研究 ・研修 ・情報提供施設及びインキュベータあり」の回答あり

○ ○ 計画 計画 計画 計画

既設

予備調査で 「研究 ・交流 ・研修施設及びインキュベータあり」の回答あり

○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設

○ ○ 既設 既

設 ・

既設 既設

○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画計画

○ ○ 既設 既設 既設 既設

○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設

○ ○ 既設 既設 ・ 既設 既設

○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設

○ 既設 既設 既設 既設 既設既設既設

○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設

○ ○ 既設 既設 既設

○ ○ 既設 計画 計画 既設 既設 既設既設既設

○ 既設 既設 既設 既設

○ 計画 計画 計画 計画

予備調査で 「研究 ・交流 ・研修施設及びインキュベータあり」の回答あり

○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設

○

○

〇

〇

〇 ○

既設

既設

既設

建設

中

既設

計画

計画

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設
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Q l Q l O Q ll Q 1 2 ：土地の取得方法及びその面積

名称 運営横関名称

総建

設費

（億

円）

敷地

面積

（ha） 土地取得方法

室蘭テクノセンター

地域交流センター （仮称） 12 0．8 盛 岡市有地借地

（株） インテリジェン トコスモス （株）インテリジェント 25 2 土地 区画整理組合保留地買収

研究機構 コスモス研究機構

つ くば研究 コンソーシアム

（株）つ くば研究支援センター （株）つ くば研究支援セ 42 1．83 国の研究機関の増設予定地 を住宅都市整備公

（略称 ：T ．C ．I） ンクー 団か ら譲 り受けた

（株）古河 ソフ トウエアセンター （株）古河ソフ トウェア

センター

10 0．11 借地 （古河市有地）

葛西産業拠点 （仮） 10．8 都所有地 （土地信託制度を予定）

柏崎ソフトパーク （株）柏崎情報開発セン

ター

19．9 0．9 5 新潟 日本電気 （株）工場敷地を買収

長岡 リサーチコア ・インキュベー （財）信濃川テクノポリ 3 3 長 岡市 より無償貸与

トセンター ス開発機構

富山県産業創造センター 富山県産業創造センター 32 4 高 岡市有地を借地

（株）富山県総合情報センター （株）富山県総合情報セ

ンター

27 0．2 県有地 を借 り上げ

石川 トライアルセンター （財）石川県産業振興基

金協会石川 トライアルセ

ンター

8．6 7．8 県が民有地を買い上げ

（財）松本 ソフト開発センター （財）松本 ソフ ト開発セ

ンター

5 0．36 松 本市から無償借地

（株）名古屋 ソフ トウェアセン （株）名古屋 ソフ トウェ 10．9 0．1 市有地を買収

ター アセンター

豊橋サイエ ンスコア 26 1．15 豊橋 市から貸借 （豊橋サイエンスコア敷地）

名古屋 ビジネスインキュベータ （財）名古屋市工業技術 9．3 0．1 名古屋市との有償貸付契約の締結により土地

振興協会 を賃借

（株）国際デザインセンター 160 0．37 名古屋市より借地 （中央高校跡地）

千里ライフサイエンスセンター

（株）大阪繊維 リソースセンター （株）大阪繊維 リソース 50 0．74 大 阪府所有地を借用

（テクスピア大阪） センター

尼崎 リサーチ ・インキュベーショ （株）ユーリック 47 0．52 （株 ）神戸製鋼所の土地を貸借 （工場跡地を

ンセンター 神戸製銅が造成）

神戸市産業振興センター （財）神戸市産業振興財

団

116．6 0．15 国鉄 清算事業団の所有地 （国鉄津川貨物駅跡

地）の買収を核 にこれに隣接する民有地を買

収

高山サイエンスプラザ 25 1．4 5 県有 地を借地
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Q 1 3 ：地 域 開 発 関 連 法 ノ律 の 地 域 指 定 状 況 Q 1 4

テクノポ

リス 民 活

社 会

資 本

頭 脳

立 地

多 極

分 散

拠 点

都 市 そ の 他

所 在 地

市 町 村

の 人 口

（万

人 ）

検 討

中

2 8

9 3

8 8／0 1 9 3／0 2 首 都 圏 整 備 法 に基 づ く 「都 市 開発 区

域 」 、 工 業 再 配 置 促 進 法 に 基 づ く 「誘

導 地 域 」 、 多 極 分 散 型 国 土 形 成 促 進 法

に基 づ く 「業 務 施 設 集 積 地 区 」 、 筑 波

研 究 学 園 都 市 建 設 法 に 基 づ く 「研 究 学

園 地 区」

15

地 域 ソ フ トウ ェ ア供 給 力 開 発 事 業 推 進

臨 時 措 置 法 （9 1／2／2 1）

5 ．8

5 8

8 8！05 8 7／02 ニ ュ ー メ デ ィ ア コ ミ ュ ニ テ ィ構 想 応 用

発 展 地 域 （87〃／3 1）、 ハ イ ビジ ョン コ

ミュ ニ テ ィ構 想 モ デ ル 地 域 （卯 ／10）

8 ．8

8 3／04 8 9／04 9 3／02 19

8 8／09 18

84／03 8 9／03 3 2．4

4 4．7

2 0 ．2

地 域 ソ フ トウ ェ ア供 給 力 開発 事 業 促 進

臨 時 措 置 法 （89）

2 1 6

9 0／09 申 請

中

工 業 整 備 特 別 地 域 35

2 1 6

9 3／12 2 1 6

6 ．8

9 1／0 3 4 9

1 5 1

関西 文 化 学 術 研 究 都 市 建 設 促 進 法 10
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Q l Q 2 Q 4 Q 5

タイ

プ N o 名称 所在地 回答機関

設立形

態

（3－2

参照）

設立

年月

イノ

ベ一一

ショ

ン

セン

ター

23 奈 良県工業技術センター （仮） 奈良県奈良市相木町 129－1 奈良県商工労働部商工課

IC ．4

94／03

24 （株 ）新産業創造センター 鳥取県鳥取市若葉台南7－5－1 （株）新産業創造セン

ター lC．4

92／04

25 テ クノプラザ愛媛 愛媛県松山市久米窪田調33 7－1 （財）愛媛テクノポリス

財団 lC．4

9 1／04

26 （財 ）東予産業創造センター 愛媛県新居浜市大生院2 15 1番地

10

（財）東予産業創造セン

ター IC ．4

9 1／0 9

27 久留米 リサーチパーク 福岡県久留米市合川町2432－3 （株）久留米 リサーチ

パーク

IC ．4

89／0 3

28 福 岡県立飯壊研究開発セ ンター 福 岡県飯塚市大字川津680－4 1 （財）飯塚研究開発機構

IC．4

93／0 5

29 （株 ）佐伯 メカ トロセンター 大分県佐伯市大字堅田3905－1 （株）佐伯メカ トロセン

ター IC ．4

90／0 7

サ イ

エン

ス

ノヾ ・－

ク

30 札 幌テクノパーク 予備調査のみ回答あ り 北海道

SP．4

86／0 1

3 1 恵庭 リサーチ ・ビジネスパーク 北海道恵庭市恵み野北3－1－1 恵庭リサーチ ビジネス

パーク （株）

SP．4

89／胼

32 旭 川 リサーチパーク 北海道旭川市旭神町 （株）旭川産業高度化セ

ンター SP．4

95／09

33 八戸 ハイテクパーク 青森県八戸市大字市川町宇田ノ

沢頭

青森県商工労働部工業振

興課 SP．4

92／10

34 2 1 世紀 プラザ研究センター 仙台市泉区高森 2－1－40 （株）テクノプラザみや

ぎ

S P．4

90／0 1

35 秋 田テクノリサーチゾーン 秋田県新屋町砂奴寄地域 秋田県商工労働部工業振

興課

SP．4

9 2／11

36 福 島県ハイテクプラザ 福島県郡山市片平町山神舘7－2 福 島県商工労働部経営指

導課 SP．4

92／04

37 ソ フ ト・リサーチハーグ．情報の森

とちぎ▼－

栃木県高根沢町宝積寺 栃木県企画部地域振興課

SP．4

95／12

38 宇都 宮テクノポリスセンター 栃木県宇都宮市野高谷地区 栃木県商工労働観光部工

業課 S P．4

未 定

39 太 田 リサーチパーク 群馬県大田市 群馬県商工労働部繊維工

鉱課 S P．4

9 5／12

40 さいたまインダス トリアル ビジネ 埼玉県川口市上青木3丁 目 埼玉県商工部産業支援施

S P．4

未定

スパーク （仮称） 設整備室 97年

4 1 か ながわサイエンスパーク 川崎市高津区坂戸 3－2－1 （株）ケイエス ピー

SP．4

89／0 7

42 平塚 ばらの丘ハイテクパーク 神奈川県平壌市土屋、上吉沢、

下書沢他

平塚市都市計画部湘南丘

陵整備課
S P．4

95バ）3

4 3 かわ さきマイコンシティ 川崎市麻生区南黒川 （完成）、

栗木 （造成中）

川崎市経済局マイコンシ

ティ対策室 S P．4

9 9／03

44 大 山山麓 リサーチパーク 構想段階、市域 5ゾーンを候補地

に設定

伊勢原市経済部商工課

S P．4

未定

45 福 井県産業情報センター （仮） 福井県坂井郡丸岡町熊堂3－7－1－16 福 井県商工労働部商工振

S P．4

94／0 4

（ソフトパークふ くい） 興謀
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Q 3 ：設立の目的 Q 9 ：敷地内の施設 ・機能の現状及び予定

地′

リス雇用

創出

ハイ

テク
企業

ハイ

テク
企業

中小

企業
育成

支援

その

他

セン
ター 生産

国研 公設試

3 セ

ク・
財団
研究 民間研

産学
連携

一三呈．交流施 研修施

技術
情

提供
オー
プン

イン

キュ

ベー事務

所

大子

施設トラ 創出 誘致 施設 施設 機関 究機関 設 設 施設 ラボ タ

○ 既設 建設中 既設 計画計画計画

○ ○ （⊃ ○ 既設 計画 既設 既設 既設 計画 既設 既設 既設既設既設

○ ○ ○ 既設 計画 既設 既設 計画 既設 既設 既設既設既設

○ ○ 既設 既設 ・ 既設 既設 既設 既設

○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設既設

○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設既設

○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 計画 建設

中
既設

予備調査で 「研究 ・情報提供施設及びインキュベータあり」の回答あり

○ ○ ○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設既設

○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画

○ ○ ○ 既設 既設 計画 既設 既設 既設 既設既設

○ ○ 既設 既設 既設計画 建設中 既設 既設 既設既設

○ ○ 既設 既設 既設 既設既設

○ 既設 既設 既設 既設 既設

○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画計画

○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画計画

○

○

○

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

○

○

計画

計画

計画 計画

計画

計画

計画

計画

計画

計画

既設

計画

計画

計画

計画

計画

計画

計画

計画

計画

計画

既設

計画

計画

計画

建設

中

既設

建設中

計画

既設

計画

計画

既設

既設

計画

既設，計

画

計画

既設

計画

計画

計画

既設

計画

計画

計画

既設

既設

計画

計画

既設

既設

建設

中

計画

既設

計画

計画

計画

既設
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Q l Q l O Q ll Q 1 2 ：土 地の取得方法及びその面積

名称 運営機関名称

総建

設費

（億

円）

敷地

面積

（ha） 土地取得方法

奈良県工業技術センター （仮） 42 1 現在 の工業試験場の拡充整備事業であるため

既存の県有地で対応

（株）新産業創造センター （株）新産業創造セン

ター

22 0．8 鳥取市土地開発公社所有地を買い上げ

テクノプラザ愛媛 （財）愛媛テクノポリス

財団

28 1 県所有地 を造成

（財）東予産業創造センター （財）東予産業創造セン

ター

8 0．55 新居浜市所有地 を造成

久留米 リサーチパ ーク （株）久留米 リサーチ 25 1 民間所有地 を久留米市が買い上げ造成 し、市

パーク 制1∝周年記念に公園を新設するその一部を借

地とする

福 岡県立飯塚研究開発センター （財）飯塚研究開発機構 40 1．3 民間所有の土地 を買い上げ

（株）佐伯メカ トロセンター （株）佐伯メカ トロセン 12 3．5 佐 伯市が民間から買い上げ達成 した工業団地

ター の一角 を市か ら借用

札幌テクノパーク

恵庭 リサーチ ・ビジネスパーク 恵庭 リサーチ ・ビジネス 2 1 4 ニ ュータウン恵み野の開発主体である （株）

パーク 恵庭新都市開発公社の所有する土地を買い上

げ

旭川リサーチパーク 20 1．5 未定

八戸ハイテクパーク 八戸 インテリジュン トプ

ラザ

17 17．7 民間所有の土地 を買い上げ

2 1 世紀 プラザ研究センター （株）テクノプラザみや 4 13 55 三菱地所が開発中の泉パークタウンのセン

ぎ タ一地区等約55h aを2 1世紀 プラザ整備計画用

地とした、2 1世 紀 プラザ研究センター （三菱

地所から借地）、研究所団地 （三菱地所が民

間研究機関に分譲）、仙台地域職業訓練セン

ター （仙台市の所有）

秋田テクノリサーチゾーン 工業技術センター、高度

技術研究所、秋田テクノ

ポリス開発機構

143 9．5 秋田県企業局所有地

福島県ハイテクプラザ 福島ハイテクプラザ 4 5 4 郡 山市より無償貸与

ソフト・リサーチハーグ町情報の森 16 19 県有 地を県土地開発公社が取得 し造成分譲 を

とちぎー， 行う

宇都宮テクノポリスセンター 37 未定 民間所有の土地を買い上げ

太田リサーチパーク 60 20 民 間所有の土地 を買い上げ

さいたまインダス トリアルビジネ

スパーク （仮称）

879 5 N H K 放 送所跡地を買収

かながわサイエンスパーク （株）ケイエスピー、

（財）神奈川高度技術支

援財団、 （財）神奈川科

学技術アカデミー

650 5．5 他見鉄工工場跡地

平塚ばらの丘ハイテクパーク 不明 民間所有の土地を買い上げ

かわさきマイコンシティ 未定 5．9 土地区画整理事業により用地造成

大山山麓リサーチパーク 未定 未定 未定

福井県産業情報センター （仮）

（ソフ トパークふ くい）

45 5 土地 開発公社用地を造成
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Q 1 3 ：地 域 開発 関 連 法 ノ律 の地 域 指 定 、状 況 Q 1 4

テクノポ

リス 民 活

社 会

資 本

頭 脳

立 地

多 極

分 散

拠 点

都 市 そ の他

所 在 地

市 町 村

の 人 口

（万

人 ）

36

9 0／03 9 3／0 8 テ レ トピ ア、 イ ン テ リ ジ ェ ン トシ

テ ィ ー

14 ．5

8 8／04 4 4

85／12 12 ．9

8 4β9 8 8の3 2 3

8．3

特 定 中 4 、企 業 集 積 の 活 性 化 に関 す る 臨

時 措 置 法 に基 づ く活 性 化 地 域

5．2

8 9／0 2 8 8／0 4 9 3／0 8 新 産 業 都 市 建 設促 進 法 （糾 件 ）、 工 業 再 酉

置 促 進 法 （特 別 誘 導 地 域 ） （78什）、 高

技 術 工 業 集 積 地 域 開 発 促 進 法 （89β）

60 ．3

9 1／09 3 6

8 9／0 3 9 3／0 8 新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 24 ．1

8 8／06 9 3

8 4／04 新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 （6 6／2／2 8） 30．8

8 6／12 3 2

8 4／0 5 申請

中

2．7

8 4／0 5 申請

中

44

9 1／09 1 3．8

4 5

8 6／12 1 2 0

検 討

中

25 ．2

12 0

9 ．7

3
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Q l Q 2 Q 4 Q 5

タイ

プ N o 名 称 所在地 回答機関

設立形

態

（3－2

参 照）

設立

年月

サイ

エン

ス

ノヾ ・一

ク

4 6 上 田 リサーチパーク 長野県上田市大字下之郷 長野県商工部振興課

S P．4

9 1／10

47 ソフ トピアジャパン 岐阜県大垣市加賀野地内 岐阜県企画部 ソフ トピア

ジャパ ン建設推進室 S P．4

9 6／04

4 8 V R テ クノジャパン 岐阜県各務原市須恵地内 岐阜県商工労働部企業立

地課
S P．4

9 6／04

49 東濃研究学園都市 （プラズマリ

サーチパーク）

岐阜県多治見市、土岐市 岐阜県企画部企画調整課

SP．4

9 8／03

50 豊橋 ビジネスリサーチパーク

（仮）

愛知県豊橋市西幸町浜道町地内 豊橋市商工部工業勤労課

SP．4

92／1 1

5 1 京都 リサーチパーク 京都市下京区中堂寺南町17他 京 都 リサーチパーク

（株）

SP．4

89／10

52 文化 学術研究交流施設 （けいはん

なプラザ）

予備調査のみ回答あ り 京都府

SP．4

93／04

53 播磨 科学公園都市 （第 1工 区） 兵庫県揖保郡新宮町、赤穂郡上

郡町、佐用郡三 日月町

兵庫県企業庁播磨科学公

園都市整備局企画調整課 SP．4

93／04

54 吉備 高原都市 岡山県御津郡加茂川町、上房郡

賀陽町

岡山県企画部新都市建設

室 SP．4

92／04

55 岡山 リサーチパーク 岡山県岡山市芳賀 ・富書地区 岡山県商工部工業振興課

SP．4

95！糾

56 広 島中央サイエンスパーク 広島県東広島市西条町御薗宇 広島県商工労働部工業技

術課

SP．4

92！0 3

57 宇 部新都市 （テクノセンターゾー 山口県宇部市大字西岐波 山口県商工労働 部テクノ

S P．4

9 6／03

ン） ポリス推進室

58 プ レインズパーク徳島 徳島県徳島市川内町平石住吉、

平石若松

徳島県商工労働部商工振

興課 S P．4

94／07

59 サ イエンス ・ソフ トパーク 香川県高松市林町 （旧高松空港

跡地）

香川県企画部地域整備課

SP．4

9 6／04

60 （株）北九州テクノセンター 北九州市戸畑区中原新町2－1 （株）北九州テクノセン

ター SP．4

93／0 3

6 1 福 岡ソフトリサーチパーク 福 岡市早良区百道浜902－19 （株 ）福 岡ソフ トリサー

チパーク SP．4

9（i／0 1

62 大村ハイテクパーク 長崎県大村市雄 ケ原町 （財）ナガサキ ・テクノ

ポ リス財団 S P．4

89／10

63 熊 本テクノリサーチパーク 熊本県上益城郡益城町田原 熊本県商工観光労働部工

業振興課テクノポリス推進室 SP ．4

86／09

54 （株 ）鹿児島頭脳センター （上野 国分市川内1137－72 （上 野原テク （株）鹿児島頭脳セン

SP．3

92！0 3

原 テ クノパーク内） ノパーク内） ター

65 トロ ピカルテクノパーク 沖縄県具志川市字州崎 （株） トロピカルテクノ

センター S P．4

93／11

R ＆D

′〈・－

ク （

交流

66 北 海道立工業試験場、北海道立衛 札幌市北区北 19粂西1 1丁 目、酉 北海道立工業試験場

R ＆D ．2

7 7／11
生研 究所、北海道環境科学研究セ 12丁 目、北20粂西 日丁目、西12

ン クー、北海道立地下資源調査所 丁目

67 北見 ハイテクパ ーク 予備調査のみ回答あ り 北海道

R＆D ．2

90／10

6 8 郡 山ウエス トソフトパーク 福島県郡山市片平町、熱海町及 地域振興整備公団 （郡山

R＆D ．2

94／10

機 能

な

し）

び逢瀬町地内 産業高度機能開発所）

6 9 県央 愛川ハイテク研究所団地 神奈川県愛甲郡愛川町三増地内 愛川町経済建設部商工課

R＆D ．2

88／11
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Q 3 ：設立の日的 Q 9 ：敷地内の施設 ・機能の現状及び予定

地 イ

リス雇用

創出

ハイ

テク
企業

ハイ

テク
企業

中4、
企業

育成
支援
その
他

セン

ター
施設
生産
国研 公設試

3 セ

ク ・
財団

研究 民間研

産学

連携
事務

所

ノ望．交流施 研修施

技術
情

提供
オー
プン

イン

キュ

ベー子
トラ 創出 誘致 施設 機関 究機関 施設 壬′し

．．
三Ju
．▼
施設 ラボ 夕

○ ○ 計画既設，
建設

既設，建

設中

計画 建設

中

計画 計画 計画 計画

○ ○ ○ ○ ○ 建設

中

計画 ・ 建設中 建設中 建設

中

建設

中

建設

中

○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画 計画

○ ○ 計画 既設 計画 既設，

計画

計画 建設

中

計画 計画計画

○ ○ ○ ○ ○ 既
壬1も巨又，

既設，

計画

計画 計画 既設 既設 既設既設既設

○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設既設 既設 既設既設既設

予備調査で 「研究 ・交流 ・研修 ・情報提供施設、インキュベータあり」の回答あ

○ ○ ○ 計画 建設

中

計画 既設 建設中 既設 既設 計画 既設計画計画

○ ○ ○ 既設既設 計画 既設，計
画

既設

○ ○ ○ 建設

中

建設中 建設
中

計画 計画 建設中 建設中 建設

中

建設

中

建設

中

○ ○ 既設 建設
中
既設，計
画
既設，
計画

既設，建

設中，計

画

計画 既設，建

設中，計
画

既設，建

設中，計
画

既設 既設計画

○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

○ ○ 建設
中

建設

中

計画 建設中 建設中 建設
中
建設
中
建設
中

○ ○ ○ ○ 計画 建設

中

計画 計画 計画 建設中，
計画

計画 計画 計画

○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設

○ ○ ○ 建設

中

建設中 建設中 建設中 建設
中
建設
中
建設
中

○ ○ 既設，

計画

既設 既設 既設 既設 既設既設既設

○ ○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設既設既設 既設 既設既設既設

○

〇

〇

〇

〇

〇

〇

○

既設

既設

予備調査で

計画

既設

や「生産 ・研究

計画

施設

計画

あり」の

計画

既設，建

設中

回答あり

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設

既設
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Q l Q l O Q ll Q 1 2 ：土地の取得方法及びその面積

名称 運営機関名称

総建

設費

（億

円）

敷地

面積

（ha） 土地取得方法

上田リサーチパーク 74 53．4 民 間所有 （ほとんどが個人）の土地を買い上

げ

ソフ トピアジャパン 250 12．6 民 間所有土地 を県土地開発公社にて買い上げ

V R テ クノジャパン 17 民 間所有の土地を県土地開発公社が買い上げ

る予定

東濃研究学園都市 （プラズマ リ 未定 640 フロ ンティア ・リサーチパーク （多治見市土

サーチパーク） 地開発公社が造成）、土岐プラズマ ・リサー

チパーク （住都公団が土地区画整理事業にて

開発予定）

豊橋ビジネス リサーチパ ーク （株）サイエンス ・クリ 26 20．6 市有地が8ha、残 りは民間所有の土地 を買い上

（仮） エイ ト げ予定

京都 リサーチパーク 1㈱ 9．5 大阪ガス （株）京都製造所跡地を大阪ガス

（株）が現物出資 し京都 リサーチパーク

（株）を設立

文化学術研究交流施設 （けいはん

なプラザ）

播磨科学公園都市 （第1工 区） 未定 9 60 兵庫 県が全体 を買収 し、土地造成後民間等 に

譲渡

吉備高原都市 未定 19（X）開発区域全域の買い上げ

岡山リサーチパーク 51．3 民 間所有の土地を買い上げ県が造成

広島中央サイエンスパーク 広島テクノプラザ 30．5 31．7 県有地 （県立広島農業短大跡地） を造成、但

し一部民地買収

宇部新都市 （テクノセンターゾー

ン）

未定 20 民 間所有の土地を買い上げ

プレインズパーク徳島 （株）徳島健康科学総合 15 8．4 民 間所有の土地を地域振興整備公団が買い上

センター げ造成、分譲

サイエンス ・ソフトパーク 369．6 12．66 旧高松空港跡地 （運輸省 と交換契約）

（株）北九州テクノセンター 33．32 0．9 8 北九州市所有地を造成

福岡ソフ トリサーチパーク 134．3 0．6 福 岡市所有地を現物出資

大村ハイテクパーク （財）ナガサキ ・テクノ

ポリス財団

4．4 46 民 間所有の土地 を買い上げ

熊本テクノリサーチパーク 40 民 有地の買い上げ

（株）鹿児島頭脳センター （上野 （株）鹿児島頭脳セン 14 1 県所 有地を賃貸

原テクノパーク内） ター

トロピカルテクノパーク （株） トロピカルテクノ

センター

20 25 県 の造成 （埋立）

北海道立工業試験場、北海道立衛

生研究所、北海道環境科学研究セ

ンター、北海道立地下資源調査所

29．6 6．47 北海道所有地を造成

北見ハ イテクパーク

郡山ウエス トソフトパーク 30 19．8 民 間及び財産区所有の土地を買い上げ

県央愛川ハイテク研究所団地 7．33 愛 川町土地開発公社が民間所有の土地を買い

上げ造成分譲
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Q 1 3 ：地 域 開 発 関 連 法 律 の 地 域 指 定 、状 況 Q 1 4

テクノポ

リス 民 活

社 会

資 本

頭 脳

立 地

多 極

分 散

拠 点

都 市 そ の 他

所 在 地

市 町村

の 人 口

（万

人 ）

87／12 中 部 圏 12 ．1

9 2／11 大 垣 市 が 集 積 促 進 地 域 15

9 2／11 1 3

9 3／03 9 ．8

9 0／0 9 申 請

中

工 業 整 備 特 別 地 域 35

8 9／1 1 14 6

8 5／09 4

8 4／0 8 1．5

8 4／08 9 0／0 2 6 0

84／03 9 W O 3 低 開 発 地 域 工 業 開発 促 進 法 （低 開発 地

域 工 業 開 発 地 区 ） 、 農 村 地 域 工 業 等 導

入 促 進 法 （農 村 地 域 ） 、 工 業 再 配 置促

進 法 （誘 導 地 域 ）

10．1

84／03 検 討

中

92／0 6 産 炭 地 城 （10 粂 地 域 ） 、 工 業 再 配 置 特

別 誘 導 地 域

17．5

8 9／0 3 9 3／0 4 新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 26

8 5／12 9 2／0 6 9 3／0 8 3 2．9

9 0の3 10 2

9 1／05 12 7

8 5／0 3 9 2！0 6 9 3／05 産 炭 地 域 、 低 開 法 、 工 配 法 7 ．5

8 4／0 3 2 ．8

8 4／0 3 9 0／0 2 4 ．8

9 0／0 8 申請

中

5 ．5

新 産 業都 市 建 設 促 進 法 16 7

8 6／12 9 1／0 3 新 産 業都 市 建 設促 進 法 32

4．2
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Q l Q 2 Q 4 Q 5

タイ

プ N o 名称 所在地 回答機関

設立形

態

（3－2

参 照）

設立

年月

R ＆D

ノヾ 一一

ク （

交流

機能

なし

）

70 白山ハイテクパーク 横浜市緑区白山 lT E］ 横 浜市経済局産業振興部

産業振興課 R ＆D ．2

90仰4

7 1 金沢 バイオパーク 横浜市金沢区福浦 横浜市経済局

R ＆D ．2

92／04

72 グ リーンテクなかい 神奈川県足柄上郡中井町境地内

他

中井町産業課

R ＆D ．2

93！03

73 舞 岡 リサーチパーク （第 1 期） 横浜市戸塚区舞岡町字半屋敷の

一部、下谷の一部、熊の堂の一
部

横浜市都市計画局開発部

R ＆D ．2

95／04

74 石川 ソフ トリサーチパーク 石川県松任市八束穂地内 石川県商工労働部経済振

興室

R ＆D ．2

9 3／04

75 竜王 赤坂 ソフ トパーク 山梨県中巨摩郡竜王町竜王新町 山梨県商工労働観光部工

業振興課
R ＆D ．2

90／04

76 山梨 ビジネスパーク 山梨県中巨摩郡玉穂町乙黒地内 山梨県商工労働観光部工

業振興課
R ＆D ．2

9 5／12

77 米倉 山ニュータウン （R ＆D パ ー 山梨県東八代郡中道町下向山地 山梨県商工労働観光部工

R ＆D ．2

9 6／12

ク） 内 業振興課

78 上野 原 リサーチ＆テクノパーク 予備調査のみ回答あり 山梨県

R ＆D ．2

9 6／12

79 佐 久 リサーチパーク 長野県佐久市大字志賀、瀬戸地

域

長野県商工部振興課

R ＆D ．2

9 3！07

80 日新研究開発団地 愛知県愛知郡日進町大字米野木

地内

愛知県企業庁用地部用地

計画課
R＆D ．2

9 1／03

8 1 三好 黒笹地区研 究開発施設用地 愛知県西加茂郡三好町大字黒笹

地内

愛知県企業庁用地部用地

計画課 R ＆D ．2

95／0 3

82 ハ イ タッチリサーチパーク 予備調査 のみ回答あ り 京都府

R ＆D ．2

92／09

83 テク ノパークなら 奈良県五保市住川町 奈良県企画部開発局地域

開発課 R ＆D ．2

9 1／12

84 南麓 サイエンスパーク 和歌山県打田町及び岩出町 和歌山県企画部関西国際

空港対策室
R ＆D ．2

9 3／03

85 宇部 臨空頭脳パーク 山口県宇部市西岐波地内 地域振興整備公 団 （山口

宇部支部）
R＆D ．2

96／10

86 宮崎 学園都市 予備調査のみ回答あり 宮崎県

R ＆D ．2

90／0 6

R＆D

ノトー

ク （

交流

機能

あ り

）

8 7 R T N パ ーク 北海道江別市西野幌、東野幌 江別市経済部工業振興課

R ＆D ．4

93／08

8 8 アル カディアソフトパーク山形 山形県山形市大字沼木地区 地域振興整備公団 （山形

産業高度機能開発所） R ＆D ．4

9 5／12

89 （株 ）ひたちなかテクノセンター 茨城県勝田市馬渡地内 （株）ひたちなかテクノ

センター

R＆D ．4

95／06

90 かず さアカデミアパーク （第 1 千葉県木更津市矢那、君津市小 千葉県企画部かずさアカ

R＆D ．4

94／0 3

期） 糸大谷 デミアパーク推進室

9 1 横浜 ビジネスパーク 横浜市保土 ヶ谷区神戸町 134 野村不動産 （株） Y B P

事業部
R ＆D ．4

90の1

92 テクノウェイブ 1 0 0 横浜 市神奈川区新浦島トト25 テ クノウェイブマネジメ

ント （株） R ＆D ．4

9α09

93 厚木 テレコムパーク 神奈川県厚木市岡田 （株）厚木テレコムパー

ク R ＆D ．4

95／10
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Q 3 ：設立の目的 Q 9 ：敷地内の施設 ・機能の現状及び予定

地域

リス雇用

ハイ

テク
企業

ハイ

テク

．ペ＼

中4、

企業
育成 その

セン

ター 生産

国研 公設試

3 セ

ク ・
財団

研究 民間研

産学

連携
事務 一三．交流施 研修施

技術

情

提供
施設

オー
プン

イン

キュ

ベー1E 子
トラ創出創出誘ま 支援 他 施設 施設 機関 究機関 所 施設 設 三′し

－． ラボ タ
○ 既設

○ 既設 既設

○ ○ 計画 既設，建

設中，計
画

○ ○ ○ 計画 建設
中

○ 既設，建

設中，計

画

○ ○ 計画

○ ○ 計画

○ ○ 計画

予備調査で 「生産 ・研究施設あり」の回答あり

○ ○ ○ 計画 計画

○ 既設，計
画

○ 計画

予備調査で 「研究施設あり」の回答あり

○ 既設 既設

○ ○ ○ ○ 既設 計画 既設

○ 計画

予備調査で 「生産 ・研究施設あり」の回答あり

○ 計画 計画 計画 計画 既設，計

画

計画既設既設 既設 既設計画

○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画計画計画 計画 計画 計画

○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画

○ ○ 計画 計画 建設中，
計画
建設

中

計画 計画計画

○ 既設 既設 既設 既設

○

○

○

○

○

○ 建設
中

既設既設

建設中 計画

既設

計画

既設

計画 計画
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Q l Q l O Q ll Q 1 2 ：土地の取得方法及びその面積

名称 運営機関名称

総建

設費

（億

円）

敷地

面積

（h a） 土地取得方法

白山ハイテクパーク 2 86 6．9 横浜市土地開発公社が住都公団から土地取

得、造成後企業へ分譲

金沢バイオパーク 5．75 横浜市用地

グリーンテクなかい 87 民 間所有の土地を造成 （土地区画整理事業 に

よる） し、民 間企業が買収

舞岡リサーチパーク （第 1 期 ） 79 9．1 民 間所有の土地を買い上げ、区画整理で換地

石川ソフ トリサーチパーク 49 23 民 間所有の土地を買い上げ

竜王赤坂 ソフ トパーク 6．7 民 間所有の土地を買い上げ

山梨 ビジネスパーク 10 民 間所有の土地を買い上げ

米倉山ニュータウン （R ＆D パー

ク）

44．7 民 間所有の土地を買い上げ

上野原 リサーチ＆テクノパーク

佐久 リサーチパーク 85 44．2 民 間所有の土地を買い上げ

日新研究開発団地 150 44．3 民 間所有地 を買い上げ造成

三好黒笹地区研究開発施設用地 80 29 民 間所有地および県住宅供給公社用地買い上

げ

ハイタッチ リサーチパーク

テクノパークなら 88．7 民間所有の土地 を買い上げ

商業サイエンスパーク 670

宇部臨空頭脳パーク 30 18．1 宇 部市土地開発公社か ら再取得

宮崎学園都市

R T N パ ー ク （株）北海道情報研究所 24 77 個人所有地を買い上げ

アルカディアソフ トパーク山形 13 山形市所有地 を買収

（株）ひたちなかテクノセンター （株）ひたちなかテクノ

センター

5 2．6 1．5 茨城県所有地 （土地区画整理地内）を購入予

′一・一ヌE

かずさアカデミアパーク （第 1 5 50 278 民 間組合による土地区画整理事業方式 （D N A

期） 研究所、ア折やミアセントの敷地は県が借地）

横浜 ビジネスパーク 10（X） 13．1 日本硝子 （株）横浜工場跡地 を買収

テクノウェイブ 1 0 0 公表

なし

1．6 横 浜市所有地 を買収

厚木テレコムパーク 130 2．5 借地
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Q 1 3 ：地 域 開発 関 連 法 律 の地 域 指 定 状 況 Q 1 4

テクノポ

リス 民 活

社 会

資 本

頭 脳

立 地

多 極

分 散

拠 点

都 市 そ の 他

所 在 地

市 町 村

の 人 口

（万

人 ）

32 8

3 2 8

1

9 3／02 3 2 8

9 0／02 中 部 圏 開 発 整 備 法 （都 市 開発 区 域 ） 6 ．1

8 8／0 2 9 0／0 2 9 3／08 3 ．6

8 8／0 2 9 0／0 2 9 3！08 0．89

8 8／0 2 9 0／0 2 9 3／08 0 ．5

8 7／12 山村 振 興 法 第 7条 に よ る振 興 山村 （7 1）、

低 開発 地 域 工 業 開発 促 進 法 第 2条 に よ

る指 定 （62）、 工 業 再 配 置 促 進 法 第 2 条 に

よ る 誘 導 地 域 （7 3）

6．3

5

3

誘 導 地 域 、 半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 、工

業 地 域

3 ．5

地 方 生 活 圏地 域 振 興 推 進 計 画 （建 設省

87／3／3 1）

1．4

8 5！03 9 2／0 6 17 ．5

9 0 ／04 10 ．7

9 2／0 4 2 5

－●　●： 水 戸 日立 都 市 開 発 区 域 、 地 域 創 生 総 合

都 市 開発 事 業 、 イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・シ

テ ィ 、振 興 拠 点 地 域 制 度

11

9 2／0 3 首 都 圏 整 備 法 、 工 場 立 地 法 12．6

都 市 拠 点 開発 緊 急 促 進 事 業 （建 設 省 ） 328

3 2 8

9 3／0 1 8 9／0 4 イ ン テ リ ジ ェ ン トシ テ ィ（87／3／3 1） 20 ．6
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Q l Q 2 Q 4 Q 5

タイ

プ N o 名称 所在地 回答機関

設立形

態

（3－2

参 照）

設立

年月

R ＆D

ノマー

ク （

交流

94 横 須賀 リサーチパー ク 横須賀市長沢 ・野比地区 （株）横須賀テ レコムリ

サーチパーク
R ＆D ．4

9 7！03

95 湘南 国際村 予備調査のみ回答あ り 神奈川県

R ＆D ．4

99／12

竣工

96 津久井 リサーチ ・インテリジュン 神奈川県津久井町中野地区と串 津久井町新都市推進課

R ＆D ．4

未定

機能

あ

り）

トパーク 川地区中央の丘陵地 20 10

97 い しかわサイエンスパーク 石川県能美郡辰口町字長滝一灯

台笹

石川県企画開発部

R＆D ．4

9 3／10

98 （株）浜名湖国際頭脳センター 静岡県浜松市村櫛45 98 （株 ）浜名湖国際頭脳セ

ンター R＆D ．4

89／04

99 浜松 地域テクノポリス浜松市都田 静岡県浜松市新都田1丁 目、4丁 （財）浜松地域テクノポ

R＆D ．4

93／0 3

開発 区 目 リス推進機構

1（X）志段昧 ヒューマ ンサイエンスパー 名古屋市守山区志段味地区 名古屋市経済局 商工部産

R ＆D ．4

97／0 3

ク 業振興室

10 1 科学技術交流センター （仮） 愛知県瀬戸市豊田市 （候補地） 愛知県企画部企画課

R ＆D ．4

9 9年

度 頃

10 2 鈴鹿 山麓 リサーチパーク 三重県四 日市市 ・三重郡菰野町 三重県地域振興部地域振

興課 R ＆D ．4

92／10

10 3 桑名 ビジネスリサーチパーク 三重県桑名市 三重県地域振興部地域振

興課 R ＆D ．4

97／03

104 西神 第 2 地 区工業団地 （神戸ハイ

テクパーク）

神戸市西区室谷 神戸市開発局経営管理課

R ＆D ．4

96／04

10 5 寺申戸 リサーチパ ーク 神戸市北区 住宅都市整備公団関西支

社都市開発企画部宅地募

集第二課
R ＆D ．4

97／12

10 6 関西文化学術研究都市平城 ・相楽 奈良県奈良市左京6丁 目5番 、6番 奈良県企画部開発局地域

R＆n 4

9 3／03
地域 （奈良県域 ：ならやま研究

パーク）

地内 開発課

10 7 海南 インテリジェン トパーク 和歌山県海南市大野中 （株）和歌山リサーチラ

ボ R＆D ．4

94／0 6

10 8 コス モパーク加太 和歌山県和歌山市加太地区 和歌 山県企画部 コスモ

パーク加太推進室 R ＆D ．4

未定

109 広 島西部丘陵都市大塚学研地区

（アカデミック ・リサーチパー

ク）

広島市安佐両区沼田町 広島市開発局計画調整課

R ＆D ．4

9抑

110 大分 県ソフトパーク 大分県大分市東春 日町5】番地 大分県企画総室企画調整

課

R ＆D ．4

85β3

1 11 大分 インテリジェン トタウン 大分県大分市上判田 大分県商工労働観光部産

業立地 ・リゾー ト推進室

R＆D ．4

94／0 3
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Q 3 ：設立の目的 Q 9 ：敷地内の施設 ・機能の現状及び予定

地域

リス雇用
創出

ハイ

テク
企業

ハイ

テク
企業

中小

企業
育成

支援

その
セン

ター
施設

生産

国研 公設試

3 セ
ク・
財団

研究 民間研

産学

連携
事務 大学 交流施 研修施

技術
情

提供
オー
プン

イン

キュ

ベー

トラ 創出誘致 他 施設 機関 究機関 所 施設 設 壬肩．し邑又 施設 ラボ タ

○ ○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

予備調査で 「研究 ・交流 ・研修 ・情報提供施設あり」の回答あり

○ ○ ○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画

○ ○ 既設 既設，計

画

既設 既設 既設

○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設 既設

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画 計画 計画

○ ○ ○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画計画

○ ○ 計画 計画 既設，

計画

計画 計画 既設 計画 計画

○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

○ ○ 計画 既設 既設 計画 計画

○ ○ 建設中，
計画

建設中，
計画

建設中

○ ○ 建設中，
計画

建設中 建設中 建設
中

○ ○ 計画 計画 計画 計画 計画 計画

○ ○ ○

○ ○ 計画 計画 建設

中

計画 計画 計画

○ ○ ○ 既設 既設 既設 既設 既設

○ ○ 建設

中

計画 計画 建設中 建設中 建設

中

計画
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Q l Q l O Q l l Q 1 2 ：土地の取得方法及びその面積

名称 運営機関名称

総建

設費

（億

円）

敷地

面積

（h a） 土 地取得方法

横須貧リサーチパーク 8 1 58．8 造 成後の横須賀市有地 を借 り上げ

湘南国際村

津久井リサーチ ・インテリジェン 235 町有 地、財産区有地、民有地を土地区画整理

トパーク 事業で対応予定

いしかわサイエ ンスパーク 2 30 175 民 間所有の土地 を買い上げ

（株）浜名湖国際頭脳センター （株）浜名湖国際頭脳セ 34．6 1 浜松 市より借地 （遊休養鰻池を埋立、民間所

ンター 有の土地 を浜松市が借 り受け）

浜松地域テクノポリス浜松市都田

開発区

14 浜松 市所有地及び民有地買い上げ造成

志段味 ヒューマンサイエンスパー 未定 llX）名古屋市土地開発公社が先行買収 した用地 と

ク 土地区画整理組合か ら買収 した保留地を集合

換地 して用地確保

科学技術交流センター （仮） 未定 未定 県所有地造成 （予定）、民間所有地買い上げ

（予定）

鈴鹿山麓リサーチパーク （財）国際環境技術移転

研究センター

17 54 四 日市市所有地 を造成

桑名 ビジネスリサーチパーク 三重県地域振興部地域振 23 特 定土地区画整理事業 （住宅 ・都市整備公団

輿課 中部支社施行）の一部にビジネスリサーチ

西神第 2 地 区工業団地 （神戸ハイ

テクパーク）

4 60 94 民間所有の土地 を買い上げ

神戸 リサーチパーク 22 1 住 宅 ・都市整備公団の誘致施設用地を買い上

げ

関西文化学術研究都市平城 ・相楽

地域 （奈良県域 ：ならやま研究

パーク）

5．4 住 宅 ・都市整備公団所有地 を買い上げ

海南インテリジェン トパーク 30 20 地域振興整備公団

コスモパーク加太 260 県土 地開発公社所有地及び民間所有地を買収

広島西部丘陵都市大塚学研地区 広島市立大学 534 94 民 間開発事業者が用地買収 し自ら開発 （施設

（アカデミック ・リサーチパー

ク）

立地者が購入建設）

大分県ソフトパーク （財）大分県地域技術振

興財団、 （社）大分県地

域情報センター

1．03 3．2 県有地 （県立高校跡地）を整地

大分インテリジェントタウン 17．4 民間所有の土地 を買い上げ （民間開発デベ

ロッパーの粗造成 した土地 を地域振興整備公

団が買った）
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Q 1 3 ：地 域 開 発 関 連 法 律 の 地 域 指 定 ’状 況 Q 1 4

テクノポ

リス 民 活

社 会

資 本

頭 脳

立 地

多 極

分 散

拠 点

都 市 そ の 他

所 在 地

市 町村

の 人 口

（万

人 ）

検 討

中

43 ．7

地 域 創 生 総 合 都 市 開 発 事 業 （建 設 省

89 ） 調 査 地 区 採 択

3

90／0 2 1．2

8 9／0 3 地 域 ソ フ ト法 の 指 定 （9α4） 56 ．2

8 4／0 3 5 6．2

2 16

3 4

9 1／0 1 2 7

9 1／0 1 10

1 5 1

1 5 1

近 畿 圏 整 備 法 に よ る 近 郊 整 備 区 域 35 ．5

9 0／0 3 5

総 合 保 養 地 域 整 備 法 40

都 市 拠 点 総 合 整 備 事 業 制 度 要 綱

（9 3！3／31）

11 0

8 4／0 3 9 1／0 8 4 2

卯 β8 4 2
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（2）研究開発・支援機能Q15－Q18及び研究交流支援機能Q19－Q23
名称 Q 1 5 ：共同研究実施状況 （過去 3 年間の実績件数） Q 1 7 ：研究開発 ・

の際に提供する

タイ

N o

内部にいる企

業 ・機関同士

内部の企業 ・機関と

外部のそれ との共同 外部の企業 ・機関同

人 場所 設備 資金プ の共同研究 研究 士の共同研究

イノ

ベー

ショ

ンセ

ン

ター

3 （株）インテリジェン トコスモス

研究機構

○ ○

5 （株）つ くば研究支援センター

（略称 ：T ．C ．1）

企業一国研研：5 ○ ○

6 （株）古河ソフ トウェアセンター

7 葛西産業拠点 （仮）

8 柏崎 ソフ トパーク

9 長岡リサーチコア ・インキュベー

トセンター

○ ○ ○ ○

10 富山県産業創造センター

11 （株）富山県総合情報センター ○ ○

12 石川 トライアルセンター 公設試一企業：29、公

設試一国研：1

○ ○ ○

13 （財）松本ソフ ト開発センター 企業一大学一公設試 ○ ○

14 （株）名古屋ソフトウェアセン

ター

○ ○

15 豊橋サイエンスコア ○ ○

16 名古屋 ビジネスインキュベータ ○ ○

17 （株）国際デザインセンター

19 （株）大阪繊維 リソースセ ンター

（テクスピア大阪）

実績なし 企業一企業 実績なし ○ ○ ○

20 尼崎 リサーチ ・インキュベーショ

ンセ ンター

○

2 1 神戸市産業振興センター 企業一企業：1、企業－

大学：1、企業一公設

○ ○ ○

22 高山サイエンスプラザ 実績なし 実績 なし 実壊な し ○

23 奈良県工業技術センター （仮） 公設試一企業：28、公

設試一国研：1、公設

試一公設試：1

○ ○ ○

24 （株）新産業創造センター（T R T）T R T一企業：6 T R T 一大学：2、T R T一

国研：2

○ ○ ○

25 テクノプラザ愛媛 財団一企業：2 企業一大学：2、財団一

企業：3、財団一大学：4

企業一大学：12 ○ ○ ○ ○

26 （財）東予産業創造セ ンター 企業一大学 （工

専）：1

○ ○
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支援

内療

技術

情

Q 1 8 ：オープンラボの利用頻度 （92年度 ） Q 1 9 ：技術者講座、技術セミコト （92年度）

利用

頻度

利用時

間

（h ）

利用企

業数

（社）

試験研

究施設

総点数 利用者内訳

プロ

グラム実績

受講

者数 概要

な し

○ 6 入居 ある 14 437 バ イオテクノロジー、分子つ くば先端技術セ

ミナー、つ くばハイテク ・エ ンジニア養成セ

ミナー、N E D O 研 究者養成 コースなど （バイ

オテクノロジー、分子工学、メカトロニク

ス、産業廃棄物など）

ある S E 養成 講座

検討中

なし

○ 4 620 15 11 地元 中4、企業、大学、工 ある 新材料、 コンピュータ、F A 、バ イオなど先端

技セ ンターなど 技術セ ミナー、基礎研修講座 （電気 ・電子課

程、プログラミング技術など）、企業共催研

修など

なし

ある 13 174 SE養 成講座、C 言語、U N IX な ど

○ 6 113 86 16 58 78 企業 ：現場技術者、公設

試 ：研究員、大学 ：院生

学生

ある 83 13 27 石川県産業大学講座

ある 3 3 年 間3回 18時 間程度の入門コース （C 、U N IX

など）

ある 74 8 15 SE共 通専門講座 （プログラマ2－5年程度経験

者）、一般研修 コース

○ 2 15 あ る 189

（株 ）名古屋 ソフ トウェアセンターに技術事

業相談 を委託、市内中4 、企業者を対象にコン

ピュータ基礎セミナーを実施

これから検討

○ なし

○ 6 な し

○ 6 1 共 同利用研究室 1室 を設け

ているが現在整備中

ある 14 613 企業 育成室交流会においてセミナーを計画

○ なし

○ ある 12 336 技術 フォーラム開催 （年 12回）

○ 2 施設の

殆 どを

開放

入居企業、大学院生等 ある 18 2 10 高度 情報化人材セミナー （U N lX 、M S－D O S

他 ）、パ ソコン通信によるリモー ト研修

○ 2 2（沿 5 0 9 インキュベー ト企業、支 ある 15 682 マーケテイング ・新製品開発セミナー、新素

援財団、県内の情報関係

企業など

材 ・バイオセミナー、情報関連セ ミナーなど

○ ある 13 303 情 報関連 （パソコン、ワープロ、 C 言語な

ど）、技術関連 （生産管理、技術管理）
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名称 Q 2 0 ：経 営セミナー Q 2 1 ：研 究者

プロ

グラム

実績

（92）

受 講

者数 概要

企業同

士

企業－

大学

（株）インテリジュン トコスモス

研究機構

なし

（株）つ くば研究支援センター ある 6 20 1 脱 フロン ・エタン代替洗浄システムの構築セミ

（略称 ：T ．C ．I） ナ－、経営者のための特許戦略、つ くば新技術活

用支援セミナーなど

（株）古河ソフトウェアセンター な し

葛西産業拠点 （仮）

柏崎ソフ トパーク なし

長岡リサーチコア ・インキュベー

トセンター

ある 生産管理、在庫管理など

富山県産業創造センター なし

（株）富山県総合情報センター なし たまに

ある

石川 トライアルセンター ある 石川県産業大学講座 たまに

ある

（財）松本ソフ ト開発センター

（株）名古屋ソフトウェアセン

ター

ある 1 17 経営者セミナー ：先進 トップ企業の経営戦略を学

ぶ

豊橋サイエンスコア

名古屋 ビジネスインキュベータ ある （株）名古屋ソフトウェアセンターに技術事業相

談 を委託、市内中小企業者 を対象にコンピュータ

基礎セ ミナーを実施

（株）国際デザインセンター これから検討

（株）大阪繊維 リソースセンター

（テクスピア大阪）

ある 5 150 明 日の繊維 を考 えるとして トップセ ミナーを開催

尼崎リサーチ ・インキュベーシ ョ

ンセンター

なし

神戸市産業振興センター ある 2 72 企業育成室交流会において計画中

高山サイエンスプラザ なし

奈良県工業技術センター （仮） なし

（株）新産業創造センター（T R T ） ある （財）鳥取県工業技術振興協会等で実施 頻繁に

ある

頻繁に

ある

テクノプラザ愛媛 ある 6 193 経営管理 ・人事戦略セミナーなど たまに

ある

（財）東予産業創造センター ある 2 18 経営 マネジメン ト講座、技術管理者講座
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の出向 ・派遣状況 Q 2 2 ：研 究者の交流状況 （人材交流 Q 2 3 ：大学 との交流状況

企業一公 企業－

企業－

外部の 企業同 企業－ 企業－企業－

企業－

外部の 研究打 情報交

飲み会 その他設試 国研 研究所 士 大学 公設試 国研 研究所 ∠ゝ
［コ
換

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに たまに 度々あ 度々あ 頻繁に 頻繁 に 度々あ たまに たまに たまに

ある ある る る ある ある る ある ある ある

度々あ

る

たまに

ある

度 々あ

る

たまに

ある

度々あ

る

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

度々あ

る

度々あ

る

運営委員会

（度々開催）

将来検討予定

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

頻繁 に

ある

たまに

ある

たまに

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁 に

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

頻繁 に

ある

頻繁 に

ある

たまに

ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある
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名称 Q 1 5 ：共 同研究実施状況 （過去 3 年 間の実績件数） Q 1 7 ：研 究開発 ・

の際に提供する

タイ

N o

内部 にいる企

業 ・機関同士

内部の企業 ・機関と

外部のそれとの共同 外部の企業 ・機関同

人 場所 設備 資金プ の共同研 究 研究 士の共同研究

イノ

ベー・・・

シ ョ

ン

セン

ター

27 久留 米リサーチパーク 企業一公設試－R P ：4、

企業一大学一公設試－

R P：2、企業一高専一

R P：3、企業一R P：9

○ ○ ○

28 福 岡県立飯塚研究開発センター 企業一企業：1、企業－

大学：5、企業一公設

試：1

企業一大学：】 ○ ○ ○

29 （株 ）佐伯 メカ トロセンター 企業一企業：1 企業一企業：4 ○ ○ ○

サイ

エン

ス

パー

ク

3 1 恵庭 リサーチ ・ビジネスパーク 企業一大学：2 ○ ○ ○

32 旭川 リサーチパーク ○ ○ ○ ○

3 3 八戸ハイテクパーク 企業一大学：6 企業一公設試：9 ○ ○

3 4 2 1 世紀 プラザ研究センター 企業一企業：5、企業－

大学：10 （参 考値）

○

3 5 秋 田テクノリサーチゾーン な し 公設試一企業：2 1 不明 ○

36 福 島県ハイテクプラザ ○ ○

38 宇都 宮テクノポ リスセンター ○ ○ ○ ○

39 太 田 リサーチパーク

4 1 か ながわサイエンスパーク 公設試一企業：1、公

設試一大学：4、公設

試一国研：1

○ ○ ○ ○

42 平塚 ばらの丘ハイテクパーク ○ ○ ○

45 福井 県産業情報センター （仮）

（ソフトパークふ くい）

○

4 6 上 田 リサーチパーク

4 7 ソフ トピアジャパン ○ ○

4 8 V R テク ノジャパン

4 9 東濃研究学園都市 （プラズマリ

サーチパーク）

○ ○ ○

50 豊橋 ビジネスリサーチパーク

（仮）

○ ○

5 1 京都 リサーチパーク ○ ○ ○

52 文化学術研究交流施設 （けいは

なプラザ）

53 播磨 科学公園都市 （第 1工 区） ○
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支援

内 、

技術

情

Q 1 8 ：オープンラボの利用頻度 （92年度） Q 1 9 ：技術者講座、技術セミナー （9 2年度 ）

利用

頻度

利用時

間

（h ）

利用企

業数

（社） 利用者内訳

プロ

グラム実績

受講

者数 概要

試験研

究施設

総点数
○ 1 17 2 12 725 95 食 品、ゴム、プラスチ ッ ある 中小企業技術者研修 （年6 コース）、エ ラス

ク、半導体、金属、ガラ トマー研究会 （年 12回） 、イオンビーム研究

ス、繊維業種 会 （年 12回） 、オープンラボ機器利用研修

（年7回）

3 平成5

年5月

開所

ある 12 フ ァジイ技術研修セミナー

○ ある 7 67 1

○ 2 3（氾 150 74 バ イオテクノロジー系法 ある 2 46 先 端技術セ ミナー （バイオテクノロジーを中

人 心 とするテーマの講演会を開催）

ある

○ 3 46 18 14 企業 、公設試 ある 9 320 産業技術開発センター、八戸インテ リジェン

トプラザほか

○ 1 4272 4 2 37 分析 機器：33社 （入居企業 ある 12 4 10 L A N 構築 セミナー、分析測定機器取扱研修

11杜） 、情報機器：9社 会、テクノサロン講演会

○ 5 180 15 地域内企業 （高度技術研 ある 工業技術 センター、 （財）テクノポリス開発

究所 の開放研究室は年間

契約）

機構

○ ある 3（X K）福 島県ハイテクプラザ、 （財）福島県工業技

術振興財団、長 ・中 ・短期の研修

○ ある 公設工業試験研究機関 （11テーマ）、テクノ

ポリス財団 （16 コース）

ある 8 95 各種 コンピュータ研修

○ 26lX） 150 30 民 間企業 ある 32 770 材 料 システム工学 ・高分子新素材、遺伝子工

学、ア ドバンス トセラミックス ・金属材料、

実践C A D ／C A M

○ 検 討中

な し

検討中

な し

○

○ 2 15 あ る 中小企業技術者研修 （豊橋市がリサーチコア

の運営主体 である （株）サイエンス ・クリエ

イ トに委託）、技術交流会 （毎月 1回、講師：

豊橋技術科学大）

ある 京都府中小企業総合センター、京都市工業試

験場、 （株）京都 ソフ トアプリケーション

ある 17 1673 高度 技術に対応する人材育成 （高度技術研修

事業、播磨ハイテクフォーラム事業、播磨テ

クノポ リス塾事業など）
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名称 Q 2 0 ：経営セミト Q 2 1 ：研 究者

プロ

グラム

実績

（92）

受講

者数 概要

企業同

士

企業－

大学

久留米 リサーチパーク ある 経営研修 （年 1回） たまに

ある

福岡県立飯塚研究開発センター たまに

ある

（株）佐伯 メカ トロセンター ある 3 3 19

恵庭 リサーチ ・ビジネスパーク ある 6 45 8 R 8 フォーラム （地域開発、まちづ くり等のテー

マ）、経営戦略セミナー （新たな挑戦 を続ける企
業の経営理念を聞き地元企業の今後の方向生を深

める）

旭川 リサーチパーク ある

八戸ハイテクパーク ある 9 32 0

2 1 世 紀 プラザ研究センター ある 1 25 2 1世紀 プラザ養賢堂 度々あ

る

秋田テクノリサーチゾーン ある （財）テクノポリス開発機構

福島県ハイテクプラザ なし

宇都宮テクノポリスセンター ある テクノポリス財団 （トップセミナー）、 （財）栃

木県中小企業振興センター及び産業支援団体 （景

気展望等のセミナー）

たまに

ある

太田リサーチパーク ある 2 650 頭脳 立地構想への理解、促進のための講演会等の

開催 （頭脳立地 フェア、セ ミナー）

かながわサイエンスパーク 頻繁に

ある

平塚ばらの丘ハ イテクパーク

福井県産業情報センター （仮）

（ソフ トパークふ くい）

なし

上田 リサーチパーク 検討中

ソフ トピアジャパン

V R テクノジャパ ン なし

東濃研究学園都市 （プラズマリ

サーチパーク）

豊橋 ビジネスリサーチパーク

（仮）

京都 リサーチパーク ある 京都府中4、企業結合センター

文化学術研究交流施設 （けいは

なプラザ）

播磨科学公 園都市 （第 1工 区） ある 2 1 784 企 業の起業化及び活性化の支援 （研修事業、経

営 ・技術支援事業、交流促進事業 など）
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の出向 ・派遣状況 Q 2 2 ：研 究者の交流状況 （人材交流 Q 2 3 ：大 学との交流状況

企業－ム 企業－

企業－

外部の 企業同 企業－ 企業－企業－

企業－

外部の 研究打 情報交

飲み会 その他設試 国研 研究所 士 大学 公設試 国研 研究所 ．∠ゝ
ロ
換

たまに たまに たまに たまに たまに たまに たまに たまに

ある ある ある ある ある ある ある ある

たまに たまに たまに たまに 度々あ たまに たまに

ある ある ある ある る ある ある

頻繁に

ある

頻繁に

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

度々あ

る

度 々あ

る

た まに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

技術相談

（度々あるう

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

頻繁に

ある

度々あ

る

頻繁 に

ある

度々あ

る

頻繁 に

ある

頻繁に

ある

頻繁 に

ある

度々あ

る

たまに

ある

検討中

度々あ

る

たまに

ある

度々あ

る

度々あ

る

たまに 頻繁に 頻繁 に 頻繁 に 頻繁 に 頻繁に 頻繁に 頻繁に

ある ある ある ある ある ある ある ある

たまに

ある

たまに

ある

たまに

ある
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名称 Q 1 5 ：共同研究実施状況 （過去 3 年 間の実績件数） Q 1 7 ：研究開発 ・

の際に提供する

タイ

N o

内部 にいる企

業 ・機関同士

内部の企業 ・機関と

外部のそれとの共同 外部の企業 ・機関同

人 場所 設備 資金プ の共同研究 研究 士の共同研究

サイ

エ ン

ス

パー

ク

5 5 岡山 リサーチパーク

5 6 広 島中央サイエンスパーク 広島県先端技術共同

研究センターにおけ

る産学官の共同研

究：3テ ーマ

2つ の研究会 を発足

（共同研究には至っ

ていない）

○ ○

58 プ レインズパーク徳島 企業胃企業：1 ○ ○ ○

59 サ イエンス ・ソフ トパーク 計画中 計画中 計画中

60 （株 ）北九州テクノセンター 企業一大学：3 企 業一大学：1 ○ ○ ○

62 大村 ハイテクパーク 企業一公設試：1 公 設試一企業：37、公

設試一大学：2、公設

試一国研：1

○ ○ ○ ○

63 熊 本テクノリサーチパーク 公設試 （財）－

大学：3

企業一大学：20 ○ ○

64 （株 ）鹿児島頭脳センター （上

原テクノパーク内）

企業一企業：1 ○ ○

65 トロピカルテクノパーク 企業一企業：5、企業－

大学：2、企業一国

研：1、企業一公設試：3

○ ○ ○

R＆D 66 北 海道立工業試験場、北海道立律 公設試一公設 公設試一企業：18、公 公設試一企業：77、公 ○ ○ ○

ノ1－ 生研究所、北海道環境科学研究セ試：8 設試一大学：24、公 設 設試一大学：18、公 設

ク （

交流

棟能

な

し）

ンタ一、北海道立地下資源調査戸 試一公設試：15 試1公 設試：14

67 北見ハイテクパーク

75 竜王赤坂 ソフトパーク ○

76 山梨 ビジネスパーク ○

77 米倉 山ニュータウン （R ＆ D パ ー

ク）

○

79 佐 久 リサーチパーク ○

83 テクノパークなら

R ＆D

ノマー

ク （

交流

機能

あ

り）

87 R T N パー ク

89 （株）ひたちなかテクノセンター ひ一企業：28、 ひ一大

学：1、 ひ一公設試：1

○ ○

90 かず さアカデ ミアパーク （第 1

期 ）

9 1 横 浜 ビジネスパーク

92 テ クノウェイブ 1 0 0 ○

94 横須 賀リサーチパーク ○

97 い しかわサイエンスパーク ○

98 （株 ）浜名湖国際頭脳センター 企業一企業：5 ○ ○ ○
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支援

内 、

技術

情

Q 1 8 ：オープンラボの利用頻度 （92年度） Q 1 9 ：技術者講座、技術セミナー（92年度）

利用

頻度

利用時

間
（h）

利用企
業数

（社）

－

利用者内訳

プロ

グラム実績

受講

者数 概要

試験研
究施設

総点数

○ 2 2946 2（i ある 27 801 広島テクノプラザ （計測分析解析技術、技術
情報処理技術、管理技術、制御システム化技

術など）

ある 現在、計画中

ある 21 SE養成講座、適用業務講座、一般セミナー

○ 1 （506

件）
364 企業が9割以上 ある 17 203 （財）ナガサキ ・テクノポリス財団 （研修指

導事業～テクノポリス大学）

○ ある 24 テクノポリス財団に事務局をおく知能システ

ム技術研究会、バイオテクノロジー研究推進
会、熊本テクノ大学技術力講座、電応研研修

制度

○ 6 6 インキュベータ入居企

業、テクノパーク内立地

企業、テクノポリス地域
立地企業等

ある 情報システム技術関連講座など

○ ある 平成6年度より開始予定

○ 2 195 67 120 製造業者 ある 47 778 講習会 ・研修会の開催、研修生の受け入れ

○ 工業技術センターなどで実施

○ 工業技術センターなどで実施

○ 工業技術センターなどで実施

○

なし

なし

○ ある 8 167 システム設計技術、先端 ・新技術動向セミ

ナー、SE養成講座など

検討課題

なし

ある 横浜市工業会連合会の所有する研修室でセミ

ナーを随時開催

○ 今後検討予定

○ なし

○ ある 20 187 コンピュータ関連セミナー、マンスリーセミ

ナーなど
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名称 Q 2 0 ：経営セミト Q 2 1 ：研 究者

プロ

グラム

実績

（92）

受講

者数 概要

企業同

士

企業－

大学

岡山 リサーチパーク

広島中央サイエンスパーク なし

プレインズパーク徳島 ある 計画 中

サイエ ンス ・ソフ トパーク

（株）北九州テクノセンター なし

大村ハ イテクパーク ある 6 68 （財 ）ナガサキ ・テクノポリス財団 （研修指導事

業～N T P ビジネス ・スクール）

熊本テクノリサーチパーク ある 1 18 熊本 テクノポリス財団によるテクノ大学の田原塾

（株）鹿児島頭脳センター （上

原テクノパーク内）

ある 情報処理システムの分かる経営者幹部社員養成講

座

トロピカルテクノパーク ある 平成6年度 より開始予定 た まに

ある

北海道立工業試験場、北海道立衛

生研究所、北海道環境科学研究セ

ンター、北海道立地下資源調査月

なし

北見ハイテクパーク

竜王赤坂ソフトパーク

山梨ビジネスパーク

米倉山ニュータウン （R ＆D パ ー

ク）

佐久リサーチパーク

テクノパークなら なし

R T N パー ク なし

（株）ひたちなかテクノセンター ある 1 30 生産管理セ ミナー

かずさアカデ ミアパーク （第 1

期 ）

横浜ビジネスパーク なし

テクノウェイブ 1 0 0 ある 横浜市工業会連合会の所有する研修室でセミナー

を随時開催

横須賀 リサーチパーク 今後検討予定

いしかわサイエンスパーク なし

（株）浜名湖国際頭脳センター ある 20 187 セ ミナー、月例会など
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の出向 ・派遣状況 Q 2 2 ：研究者の交流状況 （人材交流 Q 2 3 ：大学との交流状況

企業一公 企業－

企業－

外部の 企業同 企業－ 企業一企業－

企業－
外部の 研究打 情報交

飲み会 その他設試 国研 研究所 士 大学 公設舌 国研 研究所 合 換

たまに たまに たまにたまに たまに 度々あ度々あ 度々あ 研究交流会

ある ある ある ある ある る る る （度々ある）

度々あ

る

頻繁に

ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

頻繁に

ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々杢

る

たまに
ある

たまに

ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

たまに
ある
たまに
ある

たまに

ある

たまに

ある

頻繁に
ある

度々あ

る

たまに

ある

頻繁に

ある

度々あ

る

頻繁に

ある

不明

たまに
ある

たまに

ある

頻繁に
ある
度々あ

る

頻繁に
ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る
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名称 Q 1 5 ：共 同研究実施状況 （過去 3 年 間の実績件数） Q 1 7 ：研 究開発 ・

の際に提供する

タイ

N o

内部 にいる企

業 ・機関同士

内部の企業 ・機関と

外部のそれとの共同 外部の企業 ・機関同

人 場所 設備 資金プ の共同研究 研究 士の共同研究

R ＆D

ノマー

ク

（交

流機

能

あ

り）

99 浜松地域テクノポ リス浜松市都田

開発区

企業一企業：2 2、大学一

企業：42

○

10 1 科学技術交流センター （仮） ○ ○

10 2 鈴鹿 山麓リサーチパーク 企業一企業：5

10 4 西神 第 2 地 区工業団地 （神戸ハイ

テクパーク）

10 6 関西 文化学術研究都市平城 ・相楽

地域 （奈良県域 ：ならやま研究

パーク）

10 7 海南 インテリジェントパーク ○ ○ ○

108 コスモパーク加太 ○

110 大分 県ソフトパーク

111 大分 インテリジェントタウン ○
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支援

内患

技術

情

Q 1 8 ：オープンラボの利用頻度 （92年度） Q 1 9 ：技術者至講座、技術セミト （92年度）

利用

頻度

利用時
間
（h ）

刊用正
業数
（杜）

試験研

究施設

総点数 利用者内訳
プロ

グラム実績
受講
者数 概要

○ ある 20 556 SE 養成講座 （浜名湖国際頭脳センターへ委

託）、FA 化のための産業用ロボット技術研修
会 （国際ロボットFA 技術センターへ委託）、

先端技術セミナー （テクノポリス推進機

構）、産学官交流による技術指導 ・教官課題
紹介

ある 予定 ：（財）科学技術交流センター

○ なし

現在、計画中

○ ある 5 64 大分県人材育成センター （機械工学応用、C

A D 入門他）

○ なし 現在建設中 （大分県工業技術センター）
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名称 Q 2 0 ：経 営セミト Q 2 1 ：研 究者

プロ

グラム

実績

（92）

受講

者数 概要

企業同

士

企業－

大学

浜松地域テクノポ リス浜松市都田 ある 65 2920 テ クノポリス推進機構 （研修講演会、各種交流

開発区 会、視察会、産学官交流技術指導）

科学技術交流センター （仮） なし

鈴鹿山麓リサーチパーク なし

西神第 2 地 区工業団地 （神戸ハイ

テクパーク）

関西文化学術研究都市平城 ・相、’

地域 （奈良県域 ：ならやま研究

パーク）

海南インテリジェントパーク

コスモパーク加太 なし

大分県ソフ トパーク ある 20 369 大分 県人材育成センター （マネジメント、人 事管

理、法律他）

大分インテリジェントタウン
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の出向 ・派遣状況 Q 2 2 ：研究者の交流状況 （人材交流 Q 2 3 ：大学との交流状況

企業－ム企業－
企業－
外部の 企業伺 企業－ 企業－企業－

企業－

外部の 研究打 情報交

飲み会 その他設試 国研 研究所 士 大学 公設試 国研 研究所 合 換

たまに
ある

度々あ

る

度々あ

る

度々あ

る

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある

たまに

ある

度々あ

る

たまに

ある
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（3）インキュベータ機能Q26－Q34

タイ

プ N o 名称

Q 26 ：インキュベータ室等 Q 27 ：提供できる支援機能 （内：センター内で提供。外 ：

総

ルーム

数

入

居

数

総面積

（m －）

入居

面積

（m I）

入

居

企

業

数

入

居

人

数

研

究

去
土

事

務

去
＝ヒ．

創

業

経 技 特 金

営術 許 融

．△、
石
計

マー

ケ

ティ

法　ン

律 グ

ベン

チャー

キヤ

教 ピタ

育　 ル

ル

ジ

ツト

そ

補 の　　　 電

助 他　　　 話

助 金 秘 結 交

成 融 書 与換

イノ

ベ一一

ショ

ン

セン

ター

2 地域交流センター （

称）

5 345

3 インテリジェントコス

モス研究機構

2，200 3 50 内

5 （株）つくば研究支

センター （略称：

T．C．I）

20 19 750 700 16 50 内 内 内

外

内

外

内

外

内

外

内

外

内

外

内

外

内

外

内

外

外 外 外 外外 内

6 （株）古河ソフトウェ

アセンター

13 13 901 90 1 3 4 1 内 内

7 葛西産業拠点 （仮）

（検討中）

1（XXX）6，㈱

8 柏崎ソフトパーク 21 15 2，878 2，102 15 149 内

9 長岡リサーチコア・イ

ンキュペートセンター

10 8 885 525 8 24 内 外 外 内外外 外 外 内

10 富山県産業創造セン

ター

10 10 507 507 10 51内 内 外 外

11 （株）富山県総合情

センター

24 24 1，275 1，275 4 118 内 内

12 石川 トライアルセン

ター

2 1 84 42 1 5 内

外

内 内 外

13 （財）松本ソフト開光

センター

9 9 470 470 9 内 内 内

14 （株）名古屋ソフト

ウェアセンター

4 2 499 439 2 41 内 内 内 内

15 豊橋サイエンスコア 13 13 690 690 12 60 内 内

16 名古屋ビジネスイン

キュベータ

16 15 1，169 1，018 15 183 内

17

19

20

21

22

24

25

26

27

28

29

（株）国際デザインセ

ンター （これから検

討）

（株）大阪繊維リソー

スセンター （テクスビ

ア大阪）

尼崎リサーチ・イン

キュベーションセン

ター

神戸市産業振興セン

ター

高山サイエンスプラザ

（株）新産業創造セン

ター

テクノプラザ愛媛

（財）東予産業創造セ

ンター

久留米リサーチパーク

福岡県立飯塚研究開

センター

（株）佐伯メカトロセ

ンター

10

13

12

10

13

6

20

7

10

20

3

5

8

9

1

6

20

7

7

10

3

51X）

3，131

1，054

574

9（X）

193

947

350

663

1，4（氾

2，133

（50m

2×10

室予

1，281

730

531

67

193

947

350

493

790

2，133

9

8

9

1

6

20

16

6

10

1

33

60

53

3

17

1（X）

29

22

12

41

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

外

外

内

内

内

内

内

内

外

内

内

内

内

内

内

内

内

外

外

内

内

内

内

内

外

内

内

内

外

内

内

内

外

内

内

内

外

外

内

内

内

内

内

内

ヽ
外

外

内

内

内

内

外

内

外 内

内

内

内

内

外外 内

内

内

内
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外部紹介斡旋） Q 28 ：利用料金月額 （円／m 2） Q 29 ：

運 営 ス タッフ

Q 34・

外 部転 出
郵

便

宅

配

テレ

ファ

クス

コ

ピ

印

刷

文

書

翻

訳

レセ

プ

ショ

ン

カ

フェ

テリ

ア

レス

トラ

ン

∠ゝ
コミ
議

室

計

算

機

共

同

作

業

共

同

ラ

ボ

丁

ター

ベ

ース

図

書

館

ホ

テ

ル

旅

行

代

理

書

店

診

療

所

銀

行

文

房

具

事務

宕
＝ヒ．

研究

去
土
倉庫 その他 共益費

運営

企業

従

業

員

内訳

プロ　出

バー　向

企業

数

従業

員数

3（X沿 11帥 1 2 1 1 1 14

内 内 外 内 内 内 内 外 内 内 内 内 外 外 外 外 内 外 575 0 5395 15 12 1 3 1 2

内 内 332 3 49 8 1 4 2 2

内 内 18（X） 6（X） 1 11 10 1 5 49

内 内 内 内 181X） 0 1 2 2 3 12

内 内 内 17㈱ 0 180（氾 10 5 1 5 1 2 7

内 内 内 3（K IO 10（K） 2 13 13 0 0

外 内 内 190 5 57 14

内 内 内 内 内 内 2（X胎 5∝め 4 4 3 10

内 25 76 257 6 90 9 1 1 0 0

内 内 内 2㈱ 2（K）0 11（X） 1 2 1 1

内 外 290 0 13（X） 11㈱ 1 3 1 2 3 20

これ

から

検討

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

外

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

外

内

内

内 内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

外

内

内

外 外

内

外 外

内

内

外 32（X）

10（X）

38（沿

15（X）

15∝）

2576

3829

2㈱

1㈱

15（X）

18tX I

15（氾

2㈱

5（X） 3∝）0

1449

工作 機

械

13（X I

110 1

10（X）

10（X）

7 57

3（X）

8

1

1

1

1

な し

1

1

4

8

15

2

6

2

28

1

3

2

1

2 4

1

4

7

12

1

4

3

5

0

10

18
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タイ

プ N o 名称

Q 26 ：イ ンキュベータ室等 Q 27 ：提供できる支援機能 （内 ：センター内で提供。外 ：

給

メトム

数

入

居

数

総面積

（m 題）

入居

面積

（m －）

入

居

企

業

数

入

居

人

数

研

究

室

事

務

室

創

業

経

営

技

術

特

許

金

融

．〈ゝ．
フミ
計

法

律

マー

ケ

テイ

ン

グ

教

育

ベン

チャー

キャ

ピタ

ル

クレ

ジ

ツI

補

助

助

成

そ

の

他

金

融

秘

書

給

与

電

話

交

換

サイ

エ ン

ス

パー

ク

31 恵庭 リサーチ ・ビジネ

スパーク

20 13 1，（カ2 55 1 10 2 7 内 内 外 外 内 外 外 外 外 外 外 外 外 内 内 内 内

32 旭 川 リサーチパーク

（未定）

33 八戸ハ イテクパーク 36 14 1，584 6 16 3 5 1 内 内 内

34 2 1 世 紀 プラザ研究セ

ンター

30 20 1，777 1，170 19 73 内 内 内 内 内 内

35 秋 田テクノリサーチ

ゾーン

6 4 330 220 4 6 内 内

36 福 島県ハイテクプラザ 10 9 4（氾 360 9 2 6 内

38 宇都 宮テクノポリスセ

ンター

（計画 ・検討中）

39 太 田 リサーチパーク 10 94 0 内 内 内 内

4 1 かながわサイエ ンス

パーク

39 38 2，29 6 2，2 58 27 180 内 内 内 内 内 外 外 外

45 福 井県産業情報セン

ター （仮） （ソフ ト

パークふ くい）

7 内 内 内

46 上 田 リサーチパーク （検討中）

47 ソ フ トピアジャパ ン 内

50 豊橋 ビジネスリサーチ

パーク （仮）

13 13 690 690 12 60 内 内 内

5 1 京都 リサーチパーク 京都高度技術研究所が実施 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内

53 播磨 科学公園都市 （

1工 区）

（第 2 期 において計画中）

54 吉備 高原都市 内

56 広 島中央サイエンス

パーク

（平成7年 度開設に向けて現在検討中）

58 プ レインズパーク徳 8 320 内

59 サ イエ ンス ・ソフ ト

パーク

（検討中）

60 （株）北九州テクノセ

ンター

3 3 15 5 155 3 16 内 内 内 内

62 大 村ハイテクパーク 6 2 27 3 105 1 内 内 内 内 内 内 内

63 熊 本テクノリサーチ

パーク

5 5 225 225 5 内 内 内 内 内

64

65

（株 ）鹿児島頭脳セン

ター （上野原 テクノ

パーク内）

トロピカルテクノパー

ク

18 10 1，1（X l 555 10 26 内

内

外 外 内

内

内

外

外 内

内

外
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外部紹介斡旋） Q 28 ：利用料金月額 （円／m 2） Q 29 ：

運営スタッフ

Q 34：

外部転出
郵

便

宅
配

テレ

ファ
クス

コ
ピ

印
刷

文

書

翻
訳

レセ
プ

ショ

ン

カ

フェ
テリ

ア

レス
トラ

ン

ノゝ本
議

室

計
算

機

共

同
作

業

共

同

ラ
ボ

ア

クー

へ

ース

図
書

館

ホ

テ

ル

旅

行
代

理

書

店

診
療

所

銀

行

文
房

具

事務

宜
こ］こ．

研究

室 倉庫 その他 共益費

運営

企業

従
業

員

内訳

プロ　出
バー向
企業 従業
教　 員

内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 内 2329 2329 44（X ）0
事務所

兼住宅

907 1 4 2 2 0 0

内 内 内 内 4（X氾 研究費

に含む
1 9 3 6

内 内 内 内 内 内 内 内 内 22㈱ 3（X）0 12（X） 1 13 4 9 16

39（X）

内 内 内 2（伽 5

内 内

内 外 外 内 内 内 内 内 内 内 内 内 321X）32（X）3（沿0 2αX） 1 6 3 3 20

内 内 内 内 内 未定

検討

中

検討

中

内 内 内 内 内

内 内 内 2（XX）2∝X） 11（X） 1 2 1 1

内 内 内 内 内 内 内 内 内 内

内 内 内 内 内 内

内 内 内 内 内 16的

内 18（妊l 5（X） 1 6 2 4

内 内 内 内 内 内 27（氾 13（X） 3 16 1

内

内

内

内

内

内

内

内 内

内

内

内

内

内

内

内

内

内

1080

2（XX）

2（XX）

35（XI

3（X）0

159

1

1

1

37

11

25

3

1

12

8

－199－



4　イギリスのサイエンスパークの概要　　（”ScienceParkDirectory5thEdition”，ed．byS．

N o 名称 所 在地
設立

年
運 営機 関 パ ー トナー コ ンセ プ ト

入居

企 業

数

1 ケ ンプ リッ イ ング ラ ン ド 197 2 トリニ テ ィ大学 ケンブ リ ッジ大学 との連携 。　 ハ イテ ク 79

ジ ・サ イエ ン

スパ ー ク

ケ ンブ リッジ 産業 の発展 に寄与 する環境 づ くりを目指

す。

2 ヘ リオ ッ ト ス コッ トラン 19 72 パ ー クデ イレク ヘ リオ ッ トワ ッ ト テナ ン ト会 社 と大 学学術 ス タ ッフ間の共 3 6

ワッ ト大 学 ・ ド　 エ ジ ンバ クーが管理 。へ 大 学 同研究 用 の場所 の提 供。　 新 しい産業 開

リサ ーチパ ー

ク

ラ リオ ッ トワ ッ ト

大学 のエ ステ ー

トオ フィス。

発 の拠 点及 び成長 に最 も有利 な状 況の提

供。　 外部 企業、 ス ピンオ フ企業 と大学

の技術 移転 グル ープ及 び研 究所 テナ ン ト

のバ ランス維持。

3 マ ーセ イサ イ イ ング ラン ド 1982 マーセ イサ イ ド リバ プール大学 、 大学 、技術 学校 と産業叉 は企 業 間の技術 12

ド ・イ ノベ ー リバ プー ル イ ノベ ーシ ョン リバ プール技術 学 移転 の促進 。　 大 学、技術 学校 、外部 で

シ ョンセ ン

ター

セ ンタ一社 校 の研 究 に基 づ く新 規事業 の創造 。

4 アバ リス ト ウェー ルズ 1983 ウェールズ大 学 ウェールズ大 学、 ウェー ルズ大学 の設備 と専 門知 識への ア 12

ウイス ・サ イ アバ リス ト アバ リス トウ イ クセス及 び金融 支援の ある魅力 的 な場所

エ ンスパー ク ウ イス ス 、ウ ェールズ開

発局

に設立す る研究 開発型企 業 にすば らしい

桟 会 を提供 す る。

5 アス トン ・サ イ ング ラン ド 19 83 バ ー ミンガム ・ バ ー ミンガム市、 ハ イテク企業 の設立、 早期 成 長の ために 60

イエ ンスパ ー バ ー ミンガム テ ク ノロジ一社 アス トン大 学、 ロ 設備 を提 供 し、財産 と雇 用 を創 出す る。

ク （アス トン） （共 同出資 ） イズ銀行

6 リス ター ヒル イ ング ラン ド 19 83 不動 産サ ー ビ イ ング リッシュエ 知識塑ハ イテ ク企業 の創 出 と市 における 27

ズ ・サ イユ ン プ ラ ドフォー ス ：イング リッ ステー ト、プ ラ ド 新 しい資 源 、財 産 と雇 用の創 出。大学 の

スパ ー ク　 ブ ド シュエス テー フ ォー ド大学、 ブ 専門知識 や設備 を活用 す る企 業 と商業 ビ

ラ ドフォー ド ト、通常運 営 ： ラ ドフ ォー ド市議 ジネ スを確 立 す るた めの研 究 プ ロジェ ク

大学 大学 の イ ンダス

トリアル リエ ゾ

ンオ フィス

∠ゝ
コミ

トや アイデ アを開発す るため の学術 ス

タッフ用 の設備 の提供 。　 ス ター トア ッ

プ企業 のた めの環境の提供 。

7 西 ス コ ッ トラ ス コッ トラ ン 1983 ス コッ トラ ン ド事 ハイ テク企 業 とともに高水 準 の設備 を供 20

ン ド ・サ イエ ド　 グ ラス 業 、 グラス ゴー大 給 し、ハ イ テクプ ロジェ ク トを成功裏 に

ンスパ ー ク ゴー 学 、ス トレス クラ

イ ド大 学

開発 で きる所在 を提供 する。　 大 学の技

術 、 ビジネス、 レジ ャー設 備 や ビジネ ス

ア ドバ イザ リーサー ビスを容易 に利用で

きる環境 を提供す る。

8 レクスパ ム ・ ウェールズ 1984 ク リー ド州議 会 ク リー ド州議 会、 柔軟 でハ イテ ク設計 の設備 を提供 し、高 25

テク ノロジー ク リー ド 北東 ウ ェールズ高 品質環境 の もとで新技 術 の研 究 開発 、技

パ ー ク 等教育 機 関、ヘル

ス オー ソ リテ ィ

術移転 を促 進す る。

9 サ リー ・リ イ ング ラン ド 19 84 大学 のサ リー サ リー大学 大学 と産業 の関係 を拡 張す る共同研 究の 58

サ ーチパ ー ク ギル ドフ ォー リーサーチパ ー ため の新 しい環境作 りと開発技 術 に基づ

ド クチ ーム。 く新 ビジネ スへ の注入 。　 大 学の学術 ス

タッフのた めの コンサ ル タン ト業務 の流

れ を創 造す る。　 大学 の収入 の確 立。

10 チ ルワース ・ イ ングラ ン ド 1984 チル ワースセ ン サ ウサ ンプ トン大 大学 と産業 の関係 改善。 2 5

リサ ーチセ ン

ター

サ ウサ ンプ ト

ン

タ一社 学 、サ ウサ ンプ ト

ン経済 開発 社

11 ニュー ラン イ ングラ ン ド 1984 中央サ ー ビス イ ング リッシュエ 大学 との関連 で開発 に従事 す る企 業の促 15

ド ・サ イユ ン ハ ル 局 ：D I R E C ステー ト、ハ ル大 進。　 技術 開発成 果 を利用 す るためのス

スパ ー ク T 、大学 の新技

術 移転部 。

学 、ハ ル市議 会 ター トア ップ機 能の提供 に よる技術 移転

プ ロセ スの高速化 。
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Cooke，PublishedbyTheUKScienceParkAssociationから抜粋）

敷地面

積（ha）
機能

環境 （大学、研究機

関等）
分野

52．6 事務所、研究室、工場用の高品質で柔軟性の トリニティ大学、ケ 科学、エンジニアリング、医学研究

ある建物。　 産業に関連 した科学的研究。

ケンブリッジ大学の設備が利用可。

ンブリッジ大学

22．7 大学スタッフとテナント企業間のお互いに利 ヘ リオットワット大 エレク トロニクス、コンピュータ技術、光エレ

益 になる公開情報の自由な情報交換の探求。 学 ク トロこクス、フォ トニクス、医療機械、バ イ

最先端研究設備、柔軟な建物の提供。　 共通

サービスの利用 （銀行、図書館、コンピュー

タなど）。　 ベ ンチ ャーキャピタルとの調整

とア ドバ イス。

オテクノロジー、海洋科学、石油工学

0．8 新規事業への養成設備 と共通サービスの提

供。　 コンサルタン ト、情報サービス。　 技

術移転やジ ョブ創出のための教育訓練の調

整。　 会議室、 トレーニングルーム、設備の

提供。　 センター独 自のインダス トリアル リ

エゾンス タッフによるア ドバイス、アシスタ

ン ト。

2．4 大学キャンパスへの容易なアクセス。　 大学 ウェールズ大学 農学、生物科学、微生物学、コンピュー タサイ

の コンピュータシステムとのリンク。　 大 エンス、マイクロプロセッサー、ソフトウェア

学 ：科学技術サービス と図書館の提供。 エンジニアリング、ポリマープロセシング／流

ウェールズ開発局 ：広範囲な専門的アシスタ 体変形学、ロボティクス、熱波画像、レーザー

ン トの提供 （マネージメン ト、マーケティン 技術、高温ガス動力学、地質、地理学的研究、

グ、 ファイナンス、テクニカル分野） 海洋地質、海洋生物学

8．9 ビジネス＆イノベーシ ョンセンター ：スペー アス トン大学 化学 （バイオケミカル、材料、エネルギー）、

ス提供、支援サービス、会議、セ ミナ一間 土木工学 （構造材料、システムリモー トセンシ

催。　 事務局的バ ックアップ、郵便、フアツ ング）、 コンピュータサイエンス （ニューラ

クス、会議設備。　 ベンチャー資本基金。 ル、・数学モデル、情報工学）、電子工学 （光エ

情報インフラ ：L A N 、ビデオ＆データ通

信。　 アス トン図書館設備 と情報サービス。

レク トロこクス、表面科学）等

4．8 スペースの提供。　 リエゾンオフィスによる プラ ドフォー ド大学 エンジニアリング （化学、土木、制御、横械、

アドバイス、援助、研究開発 ・試験設備、設 生産システム、電気、エ レク・トロニクス、情報

備ローン、コンサルタント、図書館、コン システム、材料、ポリマープロセスなど）、テ

ビュータなどの提供。 クノロジー （火薬、化学、薬学、産業など）、

応用科学 （応用数学、考古学的数学、バイオメ

ディカル、環境科学など）

24．9 ケルヴィンキャンパスとトッドキャンパスを グラスゴー大学、ス 機械工学、土木工学、海洋工学、化学、電気工

提供。　 調整で きるスペースの提供 （リース トレスクライ ド大 学、光ファイバー、レーザー、エ レクトロニク

期間 ：1 年、 3 年、 6 年）。　 シュア ドサー 学、ス トレスクライ ス、 コンピュータサイエンス、バイオテクノロ

ビス （事務局、 レセプション、電話交換、会 ドビジネス学校 ジー、薬学、免疫学、医学、動物ワクチン開

議室など）。　 大学スタッフのア ドバイス。

ベ ンチャーキャピタルの提供。

発、超音波診断

20．2 病院や健康局との直接関係 による医学技術の 北東ウェールズ高等 分析化学、バイオテクノロジー、微生物、細胞

開発。　 ビジネスア ドバイザリーサービス。 教育機関、ウェール 生物学、食品化学、薬品化学、材料科学、マイ

会議施設の提供。　 ベンチャー基金による支 ズ大学、健康研究機 クロエレクトロニクス、ロボティクス等

緩。 関

28．3 技術移転 と開発に効果的で適切な設備を提供 サ リー大学 エ レクトロニクス、毒物学、環境衛生、薬学、

する。　 サリー大学内にある資源のマーケ 化学、通信技術、コンピュータ、 C A D 、ロボ

ティング。　 サ リー大学の図書館、他の大学 ティクス、バイオテクノロジー、表面分析、材

設備を提供する。　 ローカルエ リアネット

ワーク。

料工学

10．5 会議室、セミナー室。　 コー ヒーショップ、 芸術、教育、工学＆応用科学、法律、数学、薬

レジャーセンター。　 3 年リースの部屋の賃

貸。　 大学の専門家による技術サービス （教

育、工学、法律など）。

学、社会科学

1．2 ハイテク企業の要求に応 じた設備の提供。

レセプシ ョン、事務局、会議室などのサービ

ス提供。　 大学の専門知識や設備へのアクセ

ス。　 他の企業 との情報交換の機会。

ハル大学
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N o 名称 所在地
設立

年
運営機関 パー トナー コンセプ ト

入居

企業

数

12 ハ イ フィール イングランド 19 84 ノ ッチンガム市 ノッチ ンガム市議 技術革新産業へ魅力的な環境を提供。 38

ド ・サイエン ノッチ ンガム 議会 会、ノッチンガム 産業研究開発 と学術的研究機関 との共同

スパーク 大学 研究の機会を提供。　 若い企業の育成。

13 マ ンチェス イングラン ド 1984 マ ンチェスター マンチェスター市 マ ンチュスター学術研究機関の資源及び 18

ター ・サイン マンチェス サ イエンスパー 議会、 U M I S 集積 知識を利用する技術企業を設立する

エンスパーク ター ク社 T 、 マンチェス

ター大学、チバガ

イジー社他

ことで市の繁栄 を改善する。　 ハイテク

企業の成長 を促進する設備の提供。

14 ワー ウイック イングラン ド 1984 ワー ウイック大 ワーウイック大 大学 ノウハ ウ、研究の産業への技術移転 64

大 学 ・サイエ コベ ントリー 学サイエ ンス 学、コベン トリー による知識指向産業の育成促進。　 ウェ

ンスパーク パーク社 州＆市議会、ウェ

ス トミドランド事

業委員会

ス トミ ドラン ド地域の経済において重要

な役割を成す科学共同体 と熟練労働力の

融合。

15 ラフボロー ・ イングランド 19 84 レス ター州議会 レスター州議会、 最新産業用の柔軟なスター トアップの提 12

テクノロジー レスター ラフボロー技術大 供。　 ラフボロー大学 との共同研究。

センター 学、ラフボロー大

学

技術移転のためのワークスペースの提

供。

16 ニュ ーテク ・ ウェールズ 1985 クリー ド州議会、 新製品及びプロセス開発のためのアイデ 15

サ イエンス クリー ド ノースイース ト アの碓立、遺訳、企業化促進。　 技術 コ

パーク ウェールズ学会、

ウェールズ開発

エージェンシー

ンサルタン ト、研究開発の応用促進。

17 サ ウスバ ン イングラン ド 1985 サ ウスバ ンクテ 信用保険会社、サ ハイテクのイノベーシ ョンセンター。 43

ク ・テクノ ロン ドン クノパーク社 ウスバ ンク技術学 小企業が育つような環境を提供すること

パーク 校、様々な他の興

味のあるローカル

組織

でロン ドン内に新技術産業を促進するこ

と。

18 アン トリム ・ 北アイルラン 1986 北 アイルラン ド 北アイルラン ド産 新技術産業にとって魅力的な高品質で混

テクノロジー ド　 アン トリ 産業開発省。 業開発省、ウルス 雑のない産業パーク。　 物理的に魅力的

パーク ム クー大学、クイー

ンズ大学

な環境ばか りでな く、大学か らの広範囲

な支援サービス。

19 バ ー ミンガ イングラン ド 1986 バ ー ミンガム リ バー ミンガム大 商工業用 に開発 されたバーミンガム大学 17

ム ・リサーチ バーミンガム サーチパーク 学、バーミンガム のアイデアの企業化。　 研究開発型企業

パーク 社。バーミンガ

ム研究開発社 ：

技術移転。

市議会 の設立を通 した地域経済への貢献。

2 0 ス ターリング スコットラン 1986 ス ターリング大 スターアリング大 大学で行われている技術革新研究の実用 22

大学 ・イノ ド　 スターリ 学イノペーシ ョ 学、中央地域会 化の推進による地域再生支援。　 新製品

ベーシコン ング ンパーク社 （共 議、スコットラン とプロセス開発のための地域企業支援に

パーク 同出資の代表） ドエンタープライ

ズ

よる地域再生。　 地域外からの魅力的な

企業、研究所の誘致。

2 1 プル ネル ・サ イングラン ド 19 86 ブルネル大学 プルネル大学 産業 との共同研究の促進。　 大学として 2 1

イエ ンスパー アクスプリッ は、既に共同研究を行っているが、将来

ク ジ 共同研究 を行 う見通 しのあるテナントに

興味がある。

－202－



敷地面

積（ha）
機 能

環境 （大学、研究機

関等）
分野

7．3 ハ イテク用に広範囲に調整可能な建物の供

給。　 市の最新設備が利用可能。

ノッチンガム大学

6．3 学術キャンパスに隣接する高性能設備の提 マンチェスター大学 マイクロプロセッサー工学、海洋技術、化学工

学供。　 企業ニーズに関連 した技術資源におけ ＆インダス トリアル

るアシスタン ト。　 市機関、大学、銀行など リゾンオフィス、マ

とのコンタク トによる技術、法律、金融相 ンチュスタービジネ

談。　 大学の会議室、セ ミナー室の利用。 ススクール、マン

チュスター技術学校

17．0 小 企業、新規事業のためのア ドバイスサービ ワーウイック大学 先進的製造技術 とシステム、エ レク トロニ ク

ス。　 ローカルエ リアネ ットワーク。　 ス ス、コンピュータサイエンス、バイオテクノロ

ター トアップ、小企業 に対する専門的援助。 ジー、先端材料、器具操作技術、マイクロエン

コベン トリー市議会によるローンの提供。

ウェス トミ ドランド事業委員会のベ ンチャー

キャピタル基金。

ジニアリング

1．2 学術スタッフとのコンサルタントの調整。 ラフボロー大学、ラ 表面分析 エレク トロン分光学、 X 線分光学、電

科学装置 ・試験設備へのアクセス。　 教育、 フボロー技術大学 子顕微鏡、Ⅹ線分析、エネルギーアセスメン

研究での相互利用のための学術部門の連携。 ト、化学的分析、装置サービス、ロボテイク

コンピュータセンター、オーディオビジュア

ルサービスを含むサポー トサービス。　 継続

教育、卒業後教育。

ス、炭素研究

2．2 ビジネス、資金支援のアクセス。　 ハイテク ディーサイ ドインダ バ イオテクノロジー、化学、コンピュータアブ

ビジネスコンサルタン トサービスの提供。 ス トリアルパーク リケーシ ョン、ワークシ ョップ＆設計設備、食

教育プログラムの調整。大企業用のマネージ 料科学、分析、材料科学、制御工学、装置、技

メント訓練から企業設立者用の ビジネス技術

まで。　　 ビジネス提案から開発時までのア

シス ト。　 製品評価、技術評価、プロトタイ

プ設計、構築。

術科学情報

ビジネス計画、金融 アドバイス、マーケテイ

ングア ドバイス、技術サポー ト。　 共通サー

ビス （事務局、レセプション、製品展示エ リ

ア、 コピーなど）。科学技術的サポー トと試

験設備の提供。

サウスバンク技術学

校

32．0 技術ユニ ット：プロジェク ト毎に分割適用可 クイーンズ大学、ウ 情報工学、バイオテクノロジー、工学デザイ

能なスペースの提供。　 工場ユニット：二つ ルスター大学、N I ン、製造、化学分析、テス ト、医学工学、食品

のハイテク工場ユニット。　 高度 ソフトウェ テクノロジーセン 工学、マーケティングリサーチ、経済予測、

アセンター ：高度 ソフトウェアシステムの開 タ一、ウルス タービ オー トメーシ ョン、ロボティクス、海洋化学技

発、国際通信 ネットワーク、ワークステー ジネススクール、高 術、地球工学、エ レクトロニクス、 C A D

シ ョン接続用コンピュータケーブル。会議場 度 ソフ トウェアセン

ター

3．2 大 学内企業やプロジェク トのための最新設備

の提供。大学スタッフの補助。オフィスサー

ビス、ファイナンスサービス。　 大会議場 と

4、会議用 ミーティングルーム。バーミンガム

市議会の開発投資サービスによる基金のア ド

バ イス と情報の提供。

バーミンガム大学 医学、工学、科学

5．7 スペースの共用。　 共通サー ビスの提供 （電 スターリング大学 農学、分子生物科学、環境科学、 コンビュー

話交換、ワープロ、コピー、ファクシミリな タ、情報技術、言語、フイルム＆メディア研

ど）。大学の図書館、研究装置、マイコン設

備、会議室の利用。　 大学の学術研究スタッ

フとテナン ト企業 との関係の設立支援。

究、経済＆法律、 ビジネス＆マネジメン ト

2．6 大 学キ ャンパス内に設立。　 展示会、セミ プルネル大学、ヘン 情報技術、 C A M 、他 のコンピュータ手法、ポ

ナーなどの共同スペース、学術スタッフとの リーマネージメント リマーエンジニアリング、海洋技術、表面技

コンサルタント調整。　 科学的装置、試験装

置へのアクセス。　 セミナー、教育 を通 じた

学術との連携。　 インターネッ トなど外部 コ

ンピュータシステムとのリンク

大学 術、バイオエンジニアリング、教育政策
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N o 名 称 所在地
設立

年
運営機関 パー トナー コンセプ ト

入居

企業

数

22 ス ウ ォンジー ウェールズ 19 86 ウェールズ開発 先端技術の新ベンチャー企業のために計 19

大学 ・イノ スウォンジー エージェンシー、 画。　 不動産開発 の専門知識 と大学の研

ベーシ ョンセ

ンター

スウォンジー大学 究経験、技術知識 との融合。

23 ダーハムマウ イングランド 19 86 イ ングリッシュエ 地域の雇用創出支援。　 先端技術企業の 22

ン トジ ョイ ・ ダーハム ステー ト、ダーハ スター トア ップと育成 を促進する総合設

リサーチセン ム大学、ダーハム 備の提供。　 大学 との共同研究、ジ ョイ

クー 市議会、ダーハム

郡議会

ントベ ンチャーを促進するための大企業

用設備の提供。技術指向の起業家のため

の初期ベースの提供。産業用研究ラボの

収容。

24 メナ イ ・テク ウェールズ 19 87 ギネ ッド都議会、 地域における知識企業の育成、開発 を促 6

ノ ロジーエン バンゴー アーフォン町村議 進する理想的な環境の提供。　 技術開発

タープライズ 会、ノースウェー をベースとした新事業への大学の技術や

センター （M

E N T E C ）

ルズ大学 知識の移転促進 と学術的研究開発の効果

的な商用への応用の刺激。

25 カーデイフ ・ ウェールズ 19 87 プライベー ト会 南グラモーガン州 エリア内の既存ハイテク企業の開発促進 16

ビジネステク カーデイフ 社による運営。 議会、ウェールズ と援助。　 南グランモーガン州への新規

ノロジーセン 大学、カーデイフ ハイテク企業の導入、支援。　 カーデイ

ター 大学 フの 2 つの大学、高等教育研 究機関と産

業間の技術移転。

26 セ ン トジョー イングランド 1987 技術 、ビジネ セントジョーンズ 成長過程の技術型企業への環境の提供。 69

ンズ ・イノ

ベーション

パーク ・ケン

ブリッジ

ケンブリッジ ス、所有物管理

における専門知

識 を持ったチー

ム。

大学 大学、他の研究機関 との連携の提供。

27 シ ェフイール イングランド 1988 シェ フイール ド市議会、シュ 市の経済、産業の開発。　 新技術、既存 25

ド ・サイエン シェフイール サイエンスパー フィール ド大学、 技術を用いて研究 と技術 をベース とした

スパーク ド ク社 市立技術学校、イ

ングリッシュエス

テー ト

産業を振興する。

2 8 ベ ラシスホー イングランド 1988 イ ンペリアル化 インペリアル化学 新産業の創造と鉄鋼、石炭、化学のよう 61

ル ・テクノロ クリープラン 学産業 産業、イングリッ な旧産業からの労働者の移転。　 テクノ

ジーパーク ド シュエステー ト ロジーパークのような高度プロジェクト

を通 した経済再生のためのニーズ発掘。

29 アバ ディー スコットラン 1988 ス コットラン ド企 スコットランド北東部の技術革新指向の 27

ン ・サイエン

ス＆テクノロ

ジーパーク

ド　 アバ

ディーン

業、グラムピアン

地方議会、アバ

ディーン大学、ロ

バー トゴー ドン大

学、調査研究所

企業の中心 となる。

30 リーディング イングランド 1989 リーディング大学 新規事業や良好企業に環境 を提供。　 大 11

大学 ・イノ

ベーシ ョンセ

ンター

リーディング 学の知識、設備へのアクセスを通 して、

技術革新企業の新 しいアイデアの実用品

への転換。

3 1 クランフィー イングランド 1989 ク ランフィール ド商工業 とクランフィール ド工科大学 との

ル ド・テクノ

ロジーパーク

ベ ドフォー ド 工科大学 関係強化。　 研究、設計、開発、教育訓

練に興味ある企業の支援。　 魅力的で眺

望が良 く込み合っていない環境でのハ イ

テクイメージの創造。

32 ヘ アフィール イングランド 199 1 トラ ファルガー エアフィール ド病 医学の研究開発 に専念するサイエンス

ド・メデイバ

ルク （メディ

カルパーク）

ロン ドン ハウスビジネス

パーク

院、 トラファル

ガーハ ウス ビジネ

スパーク

パーク。

33 ヨーク ・サイ イングラン ド 199 1 イノベーション ヨーク大学、 P ＆ 知識指向の事業を提供することによる技 1

エ ンスパーク ヨーク センター とは別

に各占有者が運

営。

0 開発社 術移転の促進。
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敷地面

積（h a）
機能

環境 （大学、研究機

関等）
分野

電力、水、ガス、電話、コンピュータケープ スウォンジー大学、 土木工学、 コンピュータ工学、材料工学、電気

ル。　 広範囲などジネスア ドバイスサービ ヨーロッパ ビジネス 工学

ス。　 3 年 間のテナント契約。　 大学キャン マネージメントス

パス内の設備へのアクセス。　 コンサルテー

ション、共同研究を通 した学術スタッフとの

相互作用。

クール

1．1 ワープロ、コピー、電話交換等のオフィス ダーハム大学、ダー 材料、バ イオテクノロジー、工学、応用化学、

サービスの提供。　 会議室の利用及び大学の ハム大学 ビジネスス ポリマー、超音波測定技術、最新分析手法

コンピュータと連携。　 大学等からの技術、 クール、大学産業研

ビジネスサポー ト。　 図書館、セミナー室な

どの利用促進。スター トアップのためのファ

イナンス支援 （ダーハム市議会、ダーハム郡

議会）。

究ラボ

0．8 ビジネスマネージメン ト、マーケテイングサ ノースウェールズ大

学

農業、乾燥地域の製品、森林木材製品、バイオ

ポー トの提供。ハイテク技術 を備 えた設備の 化学、バイオテクノロジー、教育用ソフ トウェ

提供。大学のコンピュータとの接続。ウェー ア、電気工学、磁性材料、 ヨーロッパ金融サー

ルズ開発エージェンシー地方事務所 との コン ビス、情報システム工学、 コンピュータ技術、

タク ト。　 ビジネス情報サービスの提供。 分子エ レクトロニクス等

0．6 技術移転環境 を備えた高品質のインキュベー ウェールズ大学、

ト機能の提供。　 ディスプレイ設備、会議

室。　 事務室、電話交換、コピー、ファック

スの利用。

カーデイフ大学

8．5 シ ェア ドサービス （セキュリティー、 レセプ セン トジ ョーンズ大 物理学、生物学、医学

シ ョン、電話交換、会議室など）。　 大学の 学、ケンブ リッジ大

図書館やコンピュータへのアクセス。　 大学 学、ウェルディング

の各部署 との関係 を確立支援。　 金融、会 研究所、 M R C 研 究

計、法律、特許などのア ドバイス。 所等

2．0 共通サービス （事務局、レセプシ ョン、 コン シェフイール ド大 情報技術、新材料、エンジニアリング、医学研

ピューク、スペース、高性能会議室、情報 学、 シェフイール ド究、バイオテクノロジー

サービス）の提供。　 大学、技術学校、 ビジ

ネスア ドバイス機関か らのサポー ト。

市立技術学校

67．6 ハ イテク産業誘致への貢献。　 レス トラン、

ビジネスシ ョップ、会議設備。　 キャンパス

のような環境 と高水準の建物。

24．0 アバディーン大学 に隣接。　 建物、事務局設 アバディーン大学、

偏、学術研究機関との リンクの提供。　 フア ロバー トゴー ドン大

イナンス、マーケテイング、科学的支援。 学、バルゴウニー技

最大2帥 年の土地の リース。 術センター （、オフ

ショアテクノロジー

パーク

設備、スペースの提供。　 共同研究、キャン

パス施設の利用。　 シェア ドサービス （レセ

プション、郵便、電話、ファックス、コ

ピー、会議室）の提供。　 キャンパスの図書

館、銀行などの利用。

リーディング大学

42．9 土地の賃貸。　 キャンパス内の高品質の会議

用ホテル。　 キャンパス内の設備 （銀行、

シ ョッピングセンターなど）。　 独 自の空

港。

8．9 トラファルガーハウスビジネスパークがエア エアフィール ド病院 バイオテクノロジー、医学診断、器具製造、エ

フィール ド病院の余分な土地を購入。　 教授 レク トロニクス （コンピュータソフ トウェ

研究チームや先端のヘルスケア技術 に関連 し

た開発の可能性 をメディアパークの魅力ある

将来の特徴 とする。

ア）、ヘルスケア部門

8．9 柔軟なスペースの提供。　 大学設備の利用が ヨーク大学 化学、生物学、物理学、エ レクトロニクス、コ

可能 （図書館、スポーツ設備、電話ネ ット ンビュータサ イエンス、経済＆社会科学、音楽

ワーク、コンピュータ、会議室、ワーク

シ ョップ、語学教室など）。

技術
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N o 名称 所在地
設立

年
運営機関 パー トナー コンセプ ト

入居

企業

数

34 オ クスフォー イングランド 199 1 マ グ ダレンセン マグダレン大学、 研究 とビジネス活動のための良質な環境

ド・サイエン オクスフォー クー プルデンシャルア の探求。　 スター トアップ及び成長企業

スパーク ド シュランス社 に設備 を提供。

35 ウェス トレイ イングラン ド 19 92 ウエス トレイク ウェス トカンプリ重工業の衰退がもたらした高失業率 を解

ク ・サイエン ホワイ トへプ 不動産社 ア開発基金、ルー 決するためのビジネス開発プログラムに

ス＆テクノロ

ジーパーク

ン ラル開発委員会 よる雇用創 出と地域の安定 した経済成

長。　 高性能の設備を提供することに

よって知識産業 を指向 したウェス トカン

ブリア経済 の発展、拡大。

3 6 ウインフリ イングランド 199 3 ウイ ンフリス地 A E A テ クノロ 安全、エネルギー、環境分野におけるA

ス ・テクノロ ドーチュス 所開発、バーン ン’－．・． E A テ クノロジーの研究開発に関連する

ジーセンター クー マウス技術学校

（地所）

技術的企業の誘致、リス トラ。　 既存の

利用可能な設備 との関係強化、専門知識

からの利益 を受けることでサイエンス

パークの入居企業の成長を助長する。

37 ニ ューカッス イングランド 計画 サイエンスシ A F バ ッジ社、夕 ニューカッスルにおける新技術産業の育

ル ・テクノ

ポール　 セン

トラル ・ビジ

ネス＆テクノ

ロジーパーク

ニューカッス

ル

ティ社 イン＆ウェア開発

社

成促進。

38 ビー コンサイ

ド・テクノロ

ジーパーク

イングランド

スタッフオー

ド

計画 主としてハ イテク企業が入居。

39 ユ ニバーシ イングランド 計画 U C L ベ ン ロン ドン大学 （U ビジネスのスター ト時のリスクを低減す 5

テ ィ ・カレッ

ジ ・ロン ドン

ロンドン チャ一社 C L ）、州ナット

ウェス トベン

チャー

ることで、企業化 を促進する。

40 東 アングリア

大学 ・サイエ

ンスパーク

イングラン ド

ノーウィッチ

計画

4 1 T W I ・テク イングランド 計画 T W I テ クノロ ウェルディング研 研究、開発、プロ トタイプ製造 に関 し

ノロジーパー

ク

ノーウィッチ ジー社 究所 て、技術的に優れた企業のセ ンターを開

発する。
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敷地面

積（ha）
機 能

環境 （大学、研究機

関等）
分野

16．5 レセプション、電話交換、 コピー、事務局 マグダレン大学、

サービス、会議室等の提供。　 技術、科学に オックス フォー ド大

関連 した新製品及び製品開発用基金。　 学術

研究者 と企業との結び付 きの促進、支援。

ア ドバイザリーグループ。　 オクスフォー ド

大学 における専門的知識の利用。

学

15．4 ス ター トアップ、4、規模企業へのスペースの ジョフリーシ ョ コンピュータ技術、分子生物学、遺伝学、環

提供。　 シェアドサービス （レセプション、 フィール ド研究所 境、医学

郵便サービス）。　 ワープロ、コピー、 ファ

クシミリ、会議室。

（英国原子燃料社）

14 1．6 既存設備の利用 （医学 ・エ レクトロニクス装 バーンマウス技術学 医学、エレク トロニクス、情報工学、健康、安

置、技術情報サー ビス、 C A D サ ー ビス） 校 全 コンサルタン ト、 コンピュー タサイエ ンス

2．2 ブ リティッシュ鉄道の駅跡地。

12．1 技術分野の設備の提供。 ス タッフオー ド大学

ファイナンスへのアクセス情報を提供する。 ロンドン大学 （U C 医学装置、薬学マーケテイング

企業開発のあ らゆる段階で商業、法律 に関す

る援助を行 う。　 大学のスペース、設備の利

用 を促進 し、新ビジネスに必要な資本を低減

する。

L ）、医学学校

大学の分析装置、図書館、 コンビューティン 東アングリア大学、 エレク トロニクス、コンピュータサイエンス、

グセンター、オーディオビジュアルセンター ノーウィッチリサー 分析生物化学、生物物理、分子分光器、宇宙科

の利用。 チパーク 学、環境研究、流体、気体力学、信号 プロセス

技術

60．7 既 にウェルディング研究所独 自のリサーチセ ケンブリッジ大学、

ンターがある。　 ケンブリッジ大学へのアク ウェルディング研究

セス。 所
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5　ドイツのイノベーションセンターの概要
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No 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面

仇a）

床面積

（mの

1ベルリン・イノベルリン　 ベ 1983 イノベーションベルリン市州参事会とベルリン工科大 78 10 58，餌X）

ベーション＆企 ルリン センターベルリ の発議。経済と技術の構造変革に、新し

業設立者セン ンマネージメンいアイデアでダイナミズムを与えようと

ター　 テクノロ ト社 考え、近代的インフラを整備。新たに創

ジー＆イノ

ベーションセ

ンター・ベル

リン

（I Z B M ） 没される企業のための新しいテクノロ

ジーの基盤。経済界と学術界の間で技術

移転を積極的に行う。

2産業バーク・ バイエルン 1983 範囲を明確に親定されたターゲット・グ 2（氾 22 10．7ha

レーゲンスプル レーゲンスプ ループ用の不動産所在地として構成さ

ク ルク 計画的に設置。

3企業設立者センニーダーザク 1984 起業家のスタートチャンスと生き残りの 15 6 2503

ター・ヴイルヘセン　 ヴイル 持続的な向上。地元の労働市場の緩和に

ルムスハーフエヘルムスパー 寄与する。若い企業による新たな雇用の

ン フェン 創出と訓練場の創出。

4 テクノロジーセノルトライン 1984 イノベーション起業家にアドバイスとサービスを提供。 56 24 1．0 9．929

ンクー・アーヘヴェスト ＆技術移転アー 多くの企業は暫定的定住というコンセ

ン ファーレン ヘン社 （A G I トに従い、既にセンターを出てアーヘン

アーヘン T） のテクノロジー地域に定着している。

5 テクノロジーセニーダーザク 1984 若い企業の研究開発プロジェクトの支 18 7 5，5的

ンター・ヒルデセン　 ヒルデ 捜。先進的企業設立の効率的誘導及び

スハイム スハイム 術移転。開発製品の実用化と新たな雇用

の創出。

6 H T C テクノロノルトライン 1984 新しく将来性のあるアイデアを持った企 4 1，350

ジーセンター・ヴェスト 業が、市場で成功を収めるまで育成す

シュヴェルテ ファーレン

シュヴェルテ

る。エネルギ胃と環境分野のアイデア

を、特許の穫度まで育成し、市場に出

す。

7産業＆テクノロノルトライン 1984 センターの管理 商工会議所、土地所有会社、ボン市、 甜 80，（X沿

ジーセンター・ヴェスト 運営：ボン商工 工業会譲所、各銀行の協力により発足。

ボン 7 7 胃レン 会譲所のテクノ公的助成資金を受けずに設立したテクノ

ボン ロジー相談部。 ロジー指向の起業家、若い企業、既存の

企業の利害に均等に配慮する施設。種々

の業種、企業の混在は、危険性を低減

し、企業相互間の協力を促進する。

8 テクノロジー バーアンヴェ 1984 カ胃ルスルーエ 技術移転に良い影響を与えること。ドイ 41 14 2．1 21，∝氾

ファブリック・ルテンベルク 商工会議所、企 ツ南部で最大のテクノロジーセンター。

カールスルーエカールスルー 業・技術相談 大学、研究所への非常な近さ大きな立

エ カールスルーエ

社 （U T B ）

の利点。

9 テクノロジーセバーデンヴェ 1984 ベルペトウームーバーアンヴェルテンベルク州政府の地 19 6，㈱

ンター・ザンタルテンベルク エブナ胃社 中堅企業の技術革新促進構想。雇用維

ト・ゲオルグ サンタト・ゲ と新規の創出に役立つ。高い技術水準を

ン・シュヴアル

ツヴアルト

オルゲン 持つ新規設立企業の受け入れ。

10 ビジネスバー バ胃アンヴェ 1984 ビジネスパーク創造的で革新的雰囲気を求める将来性あ 250 50，dX〉

ク・シュツツトルテンベルク 組織社 る業種のニーズに応える。同業種の中4

ガルト シュツツトガ

ルト

企業と大企業で構成されることが発展の

要因。

11企業パーク・ ヘッセン 19g4 企業パークに関する総合計画の一部。’ 75 2 16 9，080

カッセル カッセル 邦研究技術省のモデル実験 「テクノロ

ジー指向企業設立」に採用。
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機 能 環境 （大 学、研 究機 関等） 分 野

2，∝X）がの用地 に展 示 会、製 品プ レゼ ンテ ーシ ョン、環境相談 、継 ベル リンは、大 学 （総 合大学 、専

続教育 のため のスペ ース を用 意。東 ベル リンの テク ノロジーセ ン 門単科 大学） 、研 究施 設 を擁 し潜

ター との共同作 業 による社会経 済へ の変革支援 、促 進。 イノベ ー 在 的研 究開発能 力が あ る。

シ ヨンセ ンターベ ル リン財団 に よ り、ベ ル リンの新 しい企 業 を

支援、 その業績 を発表 し、開発 製品 を市 場 に流 通 させる。 A D T

及び E B N の メ ンバ ー として 国内的 、国際的諸 活動 に積極 的に参

加す る。

多機 能 に計 画 された建物 は、賃貸 専用。 成功 を収め てい る多 くの 企業 の業種 の幅 は、

業種 と規模 の企業 が一緒 にセ ンター 内にあ って各パ ー トナ ーに恩 非常 に多 面 的で複合

恵 を もた らす。幅 広い包括 的サ ー ビスが 、新 たなチ ャ ンス を常 に 的。

提供 す る。

「市倉庫 」 、旧 「船 舶見習工 場」 の建物 。新規 に設立 され、 まだ

日の浅い企業 が入居 。独立 した ばか り、又 は、独立 しよ うとす る

活動 的商人、技 師 、技 術者、 マ イス ター等 に事業所 所在地 を提供

す る。 包括 的な ア ドバ イスや世話 を行 う。

事務所 、 ラボ、作 業用 スペ ースの柔軟 な賃借 契約。 電話交換 、 ラインヴ ェス トフ ァー レン工科 大 自動 製造技術 、 セ ラ

ファ ックス、 受付 な どのサ ー ビス に よ り、 ス ター ト時の 自己資本 学 アーヘ ン、 アーヘ ン専 門大学 、 ミッ ク、バ イオ テク

は少 な くで きる。 イノベー シ ョンク レジ ッ トやベ ンチ ャー キ ヤピ ユ ー リッヒ研 究 セ ンター、 フ ラウ ノロジー、薬 品、 マ

タルの仲介 。大 学、原子 力研 究 所等 の仲 介。 メ ッセ等 への共 同出 ンホ ーフ ァー研 究所等 イクロエ レク トロこ

展 。 クス、 新素材等

製品 デザ イ ンサー ビス ：近代 的工業 デザ イン と一体化 した機 能性 環境 、 エ レク トロこ

を重視。広 報活動 を含 めた宣伝 活動。 ヒル デスハ イム ・メ ッセ活 クス、 オー トメー

動 。卒業企 業 と他 企業 間の協力 と技 術移 転。 ン′ヨン

再 生可能エ ネ ルギーセ ン ター （環境 に優 しい技術 の 開発 ）。 エネ 再生 可能 エネル ギー

ルギー システ ム （太陽エ ネル ギー をバ ッテ リーに蓄 え、熱 、電気

に変換）。 エ ネルギー ・コンサ ル タン ト通信専 門教育 （6 カ月の

通 信教育 を終了す ると 「エネ ルギー ・コ ンサ ル タン ト」 の学位 が

与 えられる）

テ クノロジー指 向の起業 家の アイデ アの実現化 支援。若 い企業 の ボ ン大学、 ラインヴ ェス トファー

諸 問題 に的 を絞 った相談 業務 （プ ランニ ング、企 業設立 、ス ター レン工 科大学 アーヘ ン、ユ ー リッ

ト段階 の決 定 プロセス、資 金相談 、経営 経済、技 術）。研 究機 関 ヒ原子 力研究所 、 ドイ ツ航 空宇宙

との協力 、外 部 サー ビスや相 談 の仲介。 飛行研 究実験所 、数 学 ・デー タ処

理協会 等

大学、研究 機 関、企業 か らの ス ピンオフの奨励 。地域企業 向 けの カールスル ーエ工 科大 学 （現在 ド

技術 と経営 経済 に関す る包括 的サー ビス。新技術 の上級教 育 と継 イソの情報科学者 の60 ％以上 を教

続教育。地 域 のテ クノロ ジー セ ンター （技術上 のあ らゆる問題 の 育） 、 カー ルスル ーエ原 子力研 究

受付機 関）。 所、 フ ラウンホー フ ァー研 究所 、

州立環境 保護研 究所等

賃借料 は非 常 に安 い。新 規設立 企業 には、旧 ドゥアル社 の インフ フル トヴアンゲ ン専 門大 学 マイ クロエ レク トロ

ラのすべ て を有利 な条件 で提供 す る。技術 、組織 、営業 の問題 に こ クス、制御工 学、

楕通 したス タ ッフが新規 設立企 業の手助 け をす る。 「シ ンクタ ン 情報、通信 、精 密加

工ク」 に隣接 す る、十分 かつ適 当な生産用 スペ ース を提供 す る。

日常的事務 業務 を容易 にする イン フラを提 供す る。事務所 スペ ー

スの大 きさは可変 。貸借 企 業 は、研 究、発 表、会議 用 のスペ ース

を無料 で利 用可。 ファ ックス な どの通信機 器 は一 般 に利用 可。電

話 ・事務 サー ビス は、必 要 に応 じて利用 可。セ ミナーや メ ッセ を

主催。

企業の設立段 階で、包括 的な ア ドバ イス を提 供。事 業計画 の作 カ ッセル総合大学 の テク ノロジー 手 工業、製 造業 、

成、マ ーケテ イ ング問題 と販 売 問題 、資金 面で の相 談 に応 じ、連 ＆ イノベー シ ョン ・コ ンサル テ ィ サ ー ビス業 、汚水 処

邦 と州 の助 成金 に係 るア ドバ イス を与 える。パ ーク内の企業 の間 ング。 （セ ンター内 に出先 機関 を 理 、職業教 育

題 に随時補足 的ア ドバ イス を与 える。企業相互 間の取 引 を仲 介。 開設）
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N o 名 称
所 在 地 （州 、

都 市 ）

設 立

年 月
運 営 機 関 コ ン セ プ ト

入 居

企 業

数

卒 業

企 業

数

敷 地

面 積

（ha）

床 面 積

（m 2）

12 企 業 設 立 者 セ ン ノ ル トライ ン 198 5 ブ ル ケ ン郡 、特 に グ ロ ナ ウ市 の 社 会 ・経 7 1 0 ．2 1，75 0

クー ・グ ロナ ウ ヴ ェス ト

フ ァ ー レ ン

グ ロ ナ ウ

済 構 造 をセ ン ター の設 置 と運 営 に よ り

善 す る。 経 清 振 興 施 設 と して 、 革 新 的 カ

つ市 場 で の 成 功 が 有 望 な ア イ デ ア と製 品

を有 す る新 規 設 立 な い し若 い 企 業 の ス

タ ー トを補 助 す る。

13 テ ク ノ ロ ジ 一指 ニ ー ダ ー ザ ク 19 8 5 ハ メ ル ン市 の 営 ハ メ ル ン市 の施 設 と して 、 将 来 有 望 な 10 4 1，5（氾

向 企 業 設 立 者 セ セ ン　 ハ メ ル 業 的 事 業 。 規 企 業 を育 成 す る。 経 済 構 造 を将 来 有 望

ン タ ー ・ハ メ ル

ン

ン な方 向 に拡 大 す る た め の手 段 を探 す 。 4

さ く と も先 進 的 な新 し い企 業 の 定 住 促

≡．

14 テ ク ノ ロ ジ ー セ ニ ー ダ ー ザ ク 198 5 セ ン タ ー に定 住 す る 若 い企 業 に限 定 し た 35 2 2 0．9 5 ，外X ）

ン ク ー ・ハ ノ ー セ ン　 ハ ノ ー サ ー ビス だ け で は な い 。 ハ ノ ーバ ー 経 こ

ノギー ノギー・・・ 圏 の 中の テ クノ ロ ジ ー ポ テ ン シ ャ リ

テ ィ ー を育 成 す る 。

15 ミュ ンヘ ン ・テ バ イ エ ル ン 198 5 ミ ュ ン ヘ ン市 、 若 い 先 進 的 企 業 の ス タ ー トチ ャ ン ス を高 24 7 4 ，430

ク ノ ロ ジ ー セ ン ミュ ンヘ ン ミ ュ ン ヘ ン一両 バ め る 。 大 学 、研 究 機 関 、 経 済 界 の 潜 在

ク ー イエ ル ン商 工 会

議 所 、 手 工 業 会

議 所

起 業 家 に独 立 へ 踏 み 出 す 勇 気 を与 え る。

研 究 ・開発 成 果 が 経 済 的 に 実 用 化 され る

こ と に寄 与 す る。

16 エ ン ジ ニ ア リ ン ノル トラ イ ン 198 5 テ ク ノ ロ ジ ー ＆ 民 間 主 導 で 設 立 。 設 計 、 調 査 及 び 施 工 日 8 1 0．3 2 ，8（粕

グ セ ン タ ー ・ボ ヴ ェ ス ト 企 業 設 立 者 セ ン 導 を行 う 。 若 く先 進 的 な企 業 が 相 互 に調

フム フ ァ ー レ ン

ポ フ ム

ク ー 整 協 力 して 、 そ の 効 率 と実 際 に応 用 す る

技 術 を高 め る こ と。

17 テ ク ノ ロ ジ ー セ

ン タ ー ・コ ン ス

タ ン ツ

バ ー デ ンヴ ユ

ル テ ン ベ ル ク

コ ン ス タ ン ツ

198 5 公 益 団体 「テ ク

ノ ロ ジ ー セ ン

タ ー ・コ ン ス タ

ン ツ協 会 」

19 4 0．3 3 ，27 8

1 8 M A F I N E X バ ー デ ンヴ ェ 19 8 5 M A F IN E X テ ク 起 業 家 、 ス ター ト企 業 、 先 進 的 製 品 、 7 3 0．2 2 ，34 0

テ ク ノ ロ ジ ー セ ル テ ン ベ ル ク ノ ロ ジ ー セ ン 法 、 サ ー ビス を マ ンハ イ ム で 開発 。 市

ン タ ー ・マ ンハ

イ ム

マ ンハ イ ム ク ー に 出 した い とす る 既 存 企 業 の 新 規 設 立 。

門 の 育 成 。

19 テ ク ノ ロ ジ ー ハ ン ブ ル ク 19 8 5 H I T 社 （ハ ン ハ ン ブ ル ク 経 済 圏 の 技 術 革 新 力 の 強 化 。 29 5 6．2 3，75 5

パ ー ク ・ハ ン プ ハ ン ブ ル ク ブ ル ク技 術 振 興 北 ドイ ツ地 域 に 関 す る連 邦 研 究 大 臣 の モ

ル ク 協 会 ） デ ル 実 験 。 技 術 指 向 企 業 設 立 の マ ネ ー ジ

メ ン ト。

20 ザ ー ル ブ リ ュ ッ ザ ー ル ラ ン ト 198 5 イ ノベ ー シ ョ ン 地 域 経 済 振 興 を補 完 す る制 度 と し て設 32 3 1 1 1 2，（X氾

ケ ン ・イ ノ ベ ー ザ ー ル ブ ＆企 業 振 興 会 立 。 技 術 指 向 の 企 業 設 立 を奨 励 し、 技 術

シ ョ ン ＆ テ ク ノ

ロ ジ ー セ ン タ ー

リ ュ ッケ ン （G I U ） 水 準 を高 め 、競 争 力 を向 上 させ 、 雇 用 を

確 保 、 創 出す る 。 石 炭 と鉄 鋼 の依 存 経 、

か らの 脱 却 。

2 1 テ ク ノ ロ ジ ー ニ ー ダ ー ザ ク 198 5 ジ ュ ー ケ 市 の 所 技 術 革 新 を迅 速 か つ 効 果 的 に進 め る こ と 20 3 0．8 4 ，（伽

パ ー ク ・ジ ュ ー セ ン　 ジ ュ ー 有 。 に よ り、 地 域 経 済 の 強 化 と近 代 化 に 頁

ケ ケ す る 。 企 業 が 新 しい ア イ デ ア を具 体 化 す

る た め の援 助 を行 う。 ニ ー ダ ーザ クセ ン

州 の パ イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク ト。 モ ッ

トー ： 「わ れ わ れ はあ な た の ア イ デ ア に

チ ャ ンス を与 え る 」

22 テ ク ノ ロ ジ ー セ ヘ ッセ ン 198 5 技 術 的 サ ー ビス いか な る公 的 補 助 も受 け る こ とな く、 4 5 2 ．1 1 8，（X氾

ン クー ・ヴ イー

ス パ ー デ ン ＝ ユ

ルベ ンハ イ ム

ヴ イ ー ス パ ー

テ’ン

は 、 ビ ュ ロ テ ル

社 が供 給 。

活 に よっ て 設 置 。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

企業設立時のスペースの提供 と継続的世話 とバ ックアップ。企業

設立、事業を構想する際の相談。市場、競争相手の状況調査。公

共機関、銀行、コンサルタントとの仲介。資金計画の立案支援。

困難な交渉の補助。受付、会議室、待合い室、コピー機、コン

ビュータサービス。

初期段階でで きるだけで少ない固定費で活動で きるように手助け エレク トロニクス、

する。ハメルン市経済振興係官が来訪者の相談 に応 じる。 （1 過 データ処理、環境、

間に 2 回午後）提供 される利点の利用は、最大 5 年 と限定 され、 機械製造

その後センターを離れなければならない。

資金やマーケテイング問題に関する若い企業に対する世話。 「地 マイクロエ レク トロ

城技術振興、技術革新相談」 （ハノーバー経済圏内の中ノJ、企業も ニクス、環境、海

対象）。業種を越 えた技術開発 も実施。 「ユーロ ・インフォ ・セ 洋、光電子工学、画

ンクー」 （中小企業の E C 市場 統合準備 を手助けする）。 像処理

事務所、 ラボ、生産スペースの賃貸。通信を含めた事務サービ マイクロエ レク トロ

ス。企業設立相談、公的助成 と融資相談。研究施設、教育機関、 こクス、光学、半導

経済界 との仲介。生産開始と市場参入の相談。記者会見のお膳立 体技術、ソフ トウエ

アて。企業間の経験交換。出資 の仲介。各種セミナーの実施。各種

メッセへの共同参加。

ポフムの鉄鋼産業の旧管理建物、後の工業 ・専 門大学が購入、改 大学、専門大学

修。ハードとソフ トの企業が、センターのサービスの枠を拡大。

大学、自治体、各種企業 との仲介。講演会やセ ミナーの開催。

ある企業の旧管理建物。郵便、電話交換、イベ ン トスペース、カ コンスタンツ大学 （インフラの利 プロセス工学 と製造

フェテリア、作業所、倉庫、清掃、警備等のサービス提供。計 用）、コンスタンツ専門大学 （イ技術、機械製造、バ

画、企業設立、スター トアップ相談、資金、公的助成 申請、経 ンフラの利用）、シュタインバ イ イオテクノロジー、

営、企業運営、マーケテイング、組織、財務 ・会計、税務 ・保 ス財団 （インフラの利用） 計測、分析、制御

等、健、技術 に関するア ドバ イス。

募集を行い、関心を持つ企業 （人）の予備相談。公的助成 （補助

金、融資、保証金）に関する相談。シュタインバイス財団による

技術相談。企業設立の時の相談。大学、金融機関、メーカー、専

門家との伸介、経営上の諸問題に関するアドバ イス。

技術指向企業 に設立段階でア ドバイスし、大量生産の開始まで資 ハ ンブルグ工科大学、ハ ンブルグ

金面で支援す る。専門家によるア ドバイス、賃貸スペースの提 の学術機関

供。企業設立センターで成長 した企業のための用地の提供。技術

革新の立案、経済効果の予想。投資の資金調達、助成金 に関する

情報提携。

元ワイヤーロープ工場。事務所と開発用スペースの他 に生産ユ エネルギー技術、環

ニット。企業設立相談、開発 と構想実現に関す る支援、相談。助 境、マイクロユ レク

成金申請、返済相談。官庁、研究施設、商品化パー トナー との仲 トロこクス関連企業

介。職業教育。 の受け入れと育成

技術革新の質と水準の高さに対応する要求は高 く、特 にリスクの 分析センター （近代的表面技

多いアイデアも意識的に受け入れる。市との緊密な協力 により、 術）、情報 ・仲介センター、テク

起業家に対 して包括的な支援が行われる。 ノデータ計算機センター、物理技

術専門調整センター、環境／測定

技術情報センター、テクノロジー

指向企業設立管理センター

有効面積を数年内にさらに30，（朕）が拡大 し、エレク トロニクス、 エレク トロニクス、

マイクロエ レク トロニクス、 コンピュータ、ソフトウエア関係の マイクロエ レク トロ

企業を定住 させる。 ニクス、コンピュー

タ、ソフ トウェア
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N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（ha）

床 面積

（m 2）

23 テ クノロジーセ ノル トライン 1985 既 存 の中堅企業 既存の技術革新力を育成 し、雇用促進を 5 1 14 33 災），090

ン タ一 ・ドル ト ヴェス ト と先進的企業設 図る技術で、経済力を長期的に強化する

ムント ファーレン

ドル トムン ト

立者の結合体。 ための学界 と経済界の協力的な相互関係

を形成する。 ドル トムン トにおける技′‾

的インフラの改善のための基礎。先端の

情報技術 を開発、製造 に取 り込む。

24 エ ッセン ・テク ノル トライン 1985 工業 、経済、行政の技術変革 を加速 し、 46 5 2．7 12，3（沿

ノロジー＆開発 ヴェス ト 技術革新者を育成する。ルール地方の主

センター ファー レン

エ ッセン

要経済部門であった石炭 と鉄鋼分野の

道上の諸問題から、技術指向で成長力を

持つ企業をこの地域に誘致する。

2 5 テ クノロジーセ ニーダーザク 1985 市 が設置。 繊維工業の構造変化により、地域の多 く 11 2 1．4 3，6 13

ンクー＆企業設 セン　 ノル ト の労働者が失業 し、経済構造変革のため

立著パーク ・ノ

ル トホルン

ホルン に設置。新たな雇用 と訓練職場を創出。

大学や研究施設とのコンタクトを構築。

地元の技術指向の企業のアイデアの開ヲE

を支援することにより地域の内発的発

をもたらす。

26 イ ノベーシ ョン ニーダーザク 19 85 市 の経済振興部 大学や他の研究施設 とコンタクトを持 10 2 4．5 1，150

＆テ クノロジー セン　 オスナ の 1 組織 として ち、 これを維持すること。将来性ある

センター ・オス

ナプリュック

ブ リュック 運営。 種の企業の新規設立 を奨励する。

2 7 テ クノロジーセ ノル トライン 1985 可能 な限 りコス トをカバーする方式 を用 14 4 5，190

ンター ・ジーゲ

ン

ヴェス ト

ファーレン

ジーゲン

いて、地域経済を振興する企業活動の

複。

2 8 テ クノロジー バーデンヴェ 1985 地域 の大学、研究施設、企業、セ ンター 11 12 1，06 3

フ ァブリック ・ルテンベルク 内の企業の協力さらにはセンター内の鑑

ウルム ウルム 業相互の相乗効果によって技術指向の劃E

業 の設立を促進する。

29 テクノロジー バーデンヴェ 19 85 雇用創出のための科学技術ポテンシャル 14 4 1．2 6，（X 槍

パーク ・ハイデ ルテンベルク の利用、構造的に安定 した新たな雇用創

ルベルク ハイチリレベル

ク

出。技術革新の促進のために設立。

30 テ クノロジーセ ニーダーザク 19 85 自然科学又はエンジニ ア的知見 をベース 8 2 0．1 2，44 1

ンター ・クラウ セン　 クラウ に新製品又は新サービスを開発 し提供す

スタール スタール る新規企業のためのセ ンター。新規企

の独立性が強化 されることを重視。企

スター ト時に期限付きで手助けをする。

3 1 環境 ・交通新技 ラインラント 19 85 民 間企業を結合 中小企業に対 し、研究施設の持つテクノ 8 0．5 2，（船0

術 社 プフアルツ 体 として有限会 ロジーへの道を開く。既に地位を確立 し

マインツ 社形式で運営。 ている企業 と新規に設立 された企業の

み合わせ。

32 テ クノロジーセ バーデ ンヴェ 1986 ア ー レン専門大 若い先進的企業の育成、存立基盤の確 10 3 0．4 2，960

ンター ・アーレ ルテンベルク 学，シュタインバ 立。大学及び研究施設の元研究者、手

ン アーレン イス財団、商工

会議所

業マイスター、元会社月等の起業家、ま

術指向の若い企業、個別ケースで受け

れられた種々の発展段階にある既存企

グループが入居。

3 3 テ クノロジー ニーダーザク 1986 テ クノロジー 多数の大学の研究所と大学以外の研究 23 10 0．9 5，5∝l

パーク ・プラウ セン　 プラウ パーク ・プラウ 設を活用すること。研究機関出身の起

ンシュヴアイク ンシュヴァイ

ク

ンシュバイク社 家を支援する。地域経済振興手段。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

主要なテクノロジー分野におけるプロ トタイプとプレシリーズの センターが大学キャンパス内にあ ロジスティック、物

ための開発、実験場。多数のエンジニア研究、ハイテク開発、製 る大学、専門大学の工学 ・自然科 流 システム、包装技

造を空間的に結び付ける用地を提供する。 学の諸学部、その他の24の研 究所

や研究施設

術、素材技術、機械

加工工程、品質管

理、エ レクトロニク

ス、情報／C A E等

先進的又は技術指向の製品やサービスを有する企業 に良好なイン エネルギー技術、プロセス工学、 エネルギー技術、環

フラを提供する。 環境技術の分野の企業、エ ッセン

大学

境、医学工学

通常のインフラの他に、入居者と地域の他の企業が助成金を申請 トウヴェンテ工科大学、マイクロ

し、協力パー トナーや出資者などを探す際に支援する。テレハ ウ エ レクトロニクスセンター、オス

スノル トホルン社は、 ビデオ会議スタジオとメイルボックスコン ナブリュック大学／専門大学、

ビュータを備えている。コンピュータ研修 とコンピュータ展示。 ミュンスター大学／専門大学、企

業の自前の研究施設

共用インフラの提供。企業基盤の碓立段階と発展段階において積 オスナプリュック大学、オスナブ

極的支援。賃貸スペースの提供、技術指向の起業家と企業向けの リュック専門大学

用地の提供。

先進的企業、特に若い企業向けの賃貸用事業所。地域経済のため 表面技術研究共同体、ジーゲン大

学

表面技術、環境

の技術移転。企業の共同による開発計画のプロジェクトマネージ

メント。表面技術及び環境分野でのラボ開発サービス。研究及び

個別研究プロジェク ト。

サービスや施設提供 によって入居企業の負担 を小さ くし、ア ドバ ウルム大学、ウルム専門大学、 A

イザ一陣 も提供する。銀行は、企業設立 と企業成長用に技術革新 E G 研 究所は、様々な形で企業を

融資 を設けている。地域政府は、センターを出て地域に定住す る 支援する。 （例 ：大学 とのプロ

際にも手助けする。各会議所は、多様な仲介によって質の高いア ジェクトの際 に、費用の支払の面

ドバイスを提供する。 で大学関係者のように取 り扱 われ

る。）

用地の提供。企業がテクノロジーパークの方針 を遵守 しているか マックス ・ブランク研究所、ヨー 生物化学、免疫薬

を監督。連邦、州、金融機関とコンタクトを取 る際に手助け。 リ ロツパ分子生物学実験所、分子生 物、医療技術器具、

スクファンドの手助け。 物学新センター、 ドイツ癌研究セ

ンター等

バイオコンピュータ

等

各企業は固有の電話回線を持 ち、事務所設備、作業所設備、ラボ クラウスタール工科大学、タラウ プロセス工学、素

設備 も自社で調達する。設備施設 とサービスは、セ ンター外の企 スタール鉱業 ・精錬業学校 材、石油化学、応用

業 も利用できる。クラウスタール工科大学の施設 も共同利用可。 マイクロエ レク トロ

ニクス

環境、交通技術用の総合情報システムが利用可。若い企業は、研 コンサルタント開発会社、ソフト環境、交通

究施設からノウハウを得、新 しい技術、創造性 とイノベーション ウェア会社、大学、専門大学、

に貢献する。地位 を確立 している企業は、市場、業務処理、企業 マックスブランク研究所

設立問題 について援助する。

専門大学、シュタインバイス財団、商工会議所が共同で包括的に アーレン専門大学 （プランニング アー レン専門大学の

行う技術、経営面のアドバ イス。電話、郵便物、来客受付、 に協力 し、運営会社の諮問委員会 重点分野

ファックス、コピー機、共同の作業スペース、廃水処理施設を提 に代表を送っている）。シュタイ

供。 ンバイス財団 （技術相談とマネー

ジメント）

空きスペースに対する新たな起業家からの需要は常に存在 してい 112の大 学研究所、大学外の研究 データ、通信、エネ

る。パークを去った企業は、希望する場合関係 を保ち続けてい 施設 ルギー、レーザー、

る。学界、工業界、商業界、手工業界は、パーク内にパー トナー 航空、計測、制御、

を兄いだす。 検査、センサー等
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N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（ha）

床 面積

（m 2）

34 ブ レーメン ・イ ブレーメン 1986 世界 的に有名なブレーメンの研究機関と 29 10 1．0 10，4α）

ノベーシ ョン＆

テクノロジーセ

ンター

ブレーメン の協力により幅広い科学 ノウハウを持つ

者との コンタクトの道 を開 く。ブレーメ

ン州の長期的なイノベーション政策 と経

済政策が重要な立地要因。ブレーメン州

のイノベーションプログラムの中に位

づけられている。

35 テクノロジーセ ニーダーザク 1985 民間運営の大規 学界、応用技術者、手工業的製造業者の 10 3，2C沿

ンクー ・デルメ

ンホルス ト

セン　 デルメ

ンホルス ト

模テクノロジー

＆産業パークを

計画中。

結びつ きを生み出す。

36 テクノロジーセ バーデンヴェ 1986 テ クノロジーセ 学術機関、産業界、技術指向の起業家間 9 3 0．1 1，1 16

ンクー ・フライ ルテンベルク ンターフライブ の対話を組織。新規に企業を設立する

ブルク フライブルク ルク財団設立協

議会、市経済振

興局、各種会議

所、フライブル

ク大学、バーデ

ン工業企業経済

連盟、シュタイ

ンバイス財団

合に、 自力で行 うより、迅速かつ簡単

に、市場への道 を開 く。

37 テ クノロジーセ ノル トライン 19 86 有 限責任の運営 構造政策上の施策によって問題分野の 10 4 1，8的

ル ・ゲルセンキ ヴユス ト 会社 ：テクノロ 生ない し構造改革プロセスを加速する。

ルヘン ファーレン ジーセルの設置 地域経済の再活性化。若い企業、生 ま

ゲルセンキル と運営、セン たばか りの企業の開発ポテンシャルを、

ヘン ターで活躍する

若い企業家の世

話。

性化す る。

3 8 ハー ゲン ・テク ノル トライン 19 86 技術革新中心の企業設立への刺激。企 10 4 1，263

ノロジー＆企業 ヴユス ト 設立、成長のための支援を行 う。地域 に

設立者センター ファーレン

バーゲン

新たな経済分野を構築 し、既存の工業正

業 とサービス企業を近代化す る。

39 テ クノロジーセ ラインラン ト 19 86 各大学、専門大学、経済界の間の重要な 11 3 1，3（船

ンター ・カイ プフアルツ 懸け橋。既存の経済構造 に新規産業ない

ザースラウテル カイザースラ し開発部門を加 え、既存の雇用保全 と

ン ウテルン たな雇用の創出。

4 0 イノベーション バイエルン 19 86 ニ ュルンベルク 高度な技術に取 り組む先進的な若い企 18 2 0．6 4，2（拇

センター＆企業 エルランゲン 市、 フユル ト のスター トチャンスと生 き残 りを手助け

設立センター 市、エルランゲ する。長期的視野に立って、北部バ イエ

ニュルンベルク ン市、ニュルン ルン経済圏の未来指向性 と永続的な雇用

＝フユル ト＝エ ベルク商工会議 創出に貢献する。地域の中堅企業に対

ルランゲン 所、郡手工業会

議所

し、実用化段階に達 した新技術を紹介す

る。

4 1 テ クノロジーセ

ンター ・シュ

ツツトガル ト＝

プフアツフェン

ヴアル ト

バーデンヴェ

ルテンベルク

シュツツ トガ

ル ト

1986 テ クノロジーセ

ンター ・シュ

ツツトガル ト＝

プフアツフユン

ヴァル ト社

（シュツツトガ

ル トの 6 つの金

融機関が設立）

2 1 4 3，8（カ

42 テク ノロジーセ ニーダーザク 1986 技術指向かつ先進的製品ない しサービス 11 4 1，863

ン ター ・プクス セ ン　 プクス を有する起業家に、 3 年 ～ 5 年 間、ス

テフーデ テフ－デ ペース、サー ビス及びア ドバイスを提 、

し、自由市場への参入を容易にする。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

先進的企業に対 して、最先端設備を備えた研究機関と交流で きる ブレーメン総合大学、ブレーメン

環境を提供す る。技術指向の企業に、新規なアイデアを市場で通 単科大学、プレーマーハーフェン

用する程度 まで発展 させる可能性を提供する。近代的インフラの 大学、アルフレー ト＝ヴェーゲ

共用。投資 リスクの低減。専門マネージメントによるコス ト面の ナー極地海洋研究所、ブレーメン

利点。 応用鉄鋼技術研究所等

旧工場用地。安い賃借料、若い起業家に対する各種サービス。市 ヴェーザー＝ヤーデ経済振興協

か ら賃借料補助があり、経済振興局からア ドバイスも受けられ 会、ブレーメン大学、 ドイツ技術

る。銀行などとの仲介。開発課題がある場合、パー トナーの仲 者協会ブレーメン、メーカー、

介。大学のラボの器具の利用。販売網 に至るまでのコンタク トの サービス企業50社以 上が周辺に位

仲介。 置 し、職住近接。

大フライブルク圏のテクノロジーに関するあらゆる活動 とイベン フラウンホーファー研究所、マ ッエ レク トロニクス、

トの為のコミュニケーシ ョンの場。センターに定住する企業、産 クス ・ブランク研究所、キーペン マイクロエ レクトロ

業界にサービスと開発設備 ・人材一式 を提供。スイスとフランス ホイアー ・ソーラー物理研究所 ニクス、機械工学、

への輸出。市経済局、大学、財団等からのア ドバイス。 精密機械、医療機

器 ・医療器具、バイ

オテクノロジー

経済界、学界、市の共同施設。成功 した企業は、産業地域に移転 専門大学、ルール ・テクノロジー

させ る。企業育成相談、企業設立の計画支援。若い企業のリスク 相談所

を低減 し、包括的なスター ト支援を提供。専門大学 はノウハウを

提供、大学のインフラを低 コス トで利用。シュタインバイス財団

か らのア ドバイス。

科学技術面の世話 （通信教育大学、メルキシュ専門大学の教 通信教育大学ソーラーエネルギー 情報科学、エ レクト

貞）。エレク トロニクス、数学、情報科学、物理工学、エンジこ 技術研究所 （技術移転の枠内での ロニクス、通信、学

アリング、経済学、包括的な相談サービス。多機能 ビデオ会議設 施設）、メルキシュ専門大学 習科学、制御技術

備。大学の研究開発ポテンシャルに関心を持つ企業に提供。

既存企業と起業家間の協力 と経験の交換。センターを去 った後 も カイザースラウテルン大学、カイ

仲介やア ドバイスを提供する。法律、税務等情報をア ドバイザー ザースラウテルン工科大学、カイ

か ら受ける。助成金や国の援助措置を申請する場合の補助。各官 ザースラウテルン専門大学、職業

庁、研究機関、企業 との仲介。エレク トロニクスと機械分野の職 教育センター （エレクトロニクス

業教育センター。 分野、機械製造分野）

インフラの提供。一連のサービスを提供。技術的経営的教育を受 エルランゲン＝ニュルンベルク大

けた職員は、事業計画 と資金計画 を作成する際に批判的パー ト 学、ニュルンベルク専門大学、バ

ナーとなる。大学、 コンサルタント、金融機関などと仲介。公的 イエルン州立産業研究所、フラウ

助成への申請相談。メッセへの参加やパンフレットなどの共同活 ンホーファー協会の集積回路研究

動。 協会グループ、ニュルンベルク＝

フユル ト＝エルランゲン経済圏の

多数の先進的企業

法的及び経済的に独立 した企業 としての新規設立企業にスペース

を賃貸する。シュタインバイス財団か らの技術的、経済的アドバ

イスの提供。新規会社の自己資本ベースを向上 させる目的で運営

銀行は特別基金を設立。

新技術分野の起業家の受け入れ。参加企業の世話。テクノロジー ハンブルク工科大学、ハ ンブルク エレク トロニクス、

トレーニング及び資格付与 （C N C 、 C A D など）。学界 と経済 技術振興協会、ブクステフーデ大

学

機械製造、鉄鋼業、

界の共同研究プロジェク ト。情報提供イベント及びセ ミナー。 設備製造、化学、食

マーケテイング、融資、州、連邦及．び E C 資 金 による助成 に関す 晶と噂好品、苗種栽

る情報。 培、遺伝子工学
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N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面

（ha）

床 面積

（m 2）

43 企 業設立者 ＆イ ノル トライン 19 86 経済 構造 と労働市場に対する好影響。 26 10 1．0 6，140

ノベ ーションセ ヴェス ト 究機関、テクノロジーセンター及びそこ

ンター ・ケルン

とテクノロジー

パークケルン

ファーレン

ケルン

に定住する企業間の技術移転。

44 技術 センター ・シュレス 19 86 民 間経済界主導 企業設立だけに的を絞っているのではな 35 4 16，αX）

リューベ ック ヴイッヒホル

シュタイン

リューベック

の施設。 く、技術移転 と研究開発を組み合わせて

いる。技術革新、技術指向の地域経済

策の主要活動領域 を一本化 している。

45 テ クノロジー ノル トライン 19 86 市 の経済振興計画の一部であ り、主 に 16 3 3，77 6

ホー フ ・ミュン ヴェス ト 究 ・技術移転の促進のための施設であ

スター ファーレン

ミュンスター

る。先進的企業設立の奨励 と若い企業の

育成 により、未来指向の経済構造の発展

に貢献 し、それによって雇用を創出す

る。

46 イザ ローン産業 ノル トライン 19 86 イザ ローン経済 研究に積極的で未来指向の企業の定住 を 7 5α）

センター ヴェス ト 振興協会がバー 促進 し、革新的起業家 も刺激する。研如

ファーレン ゲ ンの S I H K 開発 成果を実用化する可能性 を提供す

イザローン と協力 して運営

管理。

る。一般の人々に研究開発、技術革新と

いう事柄 を広 く理解 してもらうことも任

務。 （技術 ・経済関係セ ミナー、会議、

技術関係の展示会）

47 イ ノベーシ ョン

センター ・リン

ダウ

ニーダーザク

セン　 リンダ

ウ

19 87 企業 の資金負担の軽減。 11 2，420

48 先 進 テクノロ バーアンヴェ 19 87 国や州の助成計画を補 う形で、市は 6 5 0．3 3，680

ジー企業セン ルテンベルク 19 85／10 に独 自の企業設立計画 を発表 し

ター ・プフォル プフォルツハ た。経済、技術的構造変革の進行する中

ツハイム イム でイノベーションプロセスを地方レベル

で支援する。欧州統合プロセスの枠内

で、新たな市場開拓 を強化する。

49 テ クノロジーセ ノル トライン 19 87 G T T （技 術振 市場指向の企業のスター ト段階を容易に 20 0．4 3，鋭X）

ンクー ・ドウイ ヴェス ト 興相談社） する。優れた技術インフラの利用 を技術

スプルク ファーレン

ドゥイスブル

ク

指向の企業 にも確保するため、センター

のすぐそばにテクノロジーパークが設け

られる。

50 フ レンスブル シュレス 1987 技術 指向の企業設立 と企業発展の出発 14 5 2．0 4，5（泊

ク ・テクノロ ヴイッヒホル 点。 フレンスプルク経済圏における技′

ジー＆産業セン

ター

シュタイン

フレンスプル

ク

革新を促進する。

5 1 テ クノロジーセ ノル トライン 19 87 地域経済界 と商 先進的、技術的に興味深い分野の若い劃E 12 8 1．0 1，6（沿

ンクー ・クレー ヴェス ト 工会議所が組織 業、起業家 を対象に良いスター ト条件、

ヴェ ファーレン

クレーヴェ

する振興協会 成長条件を提供する。地位 を確立 してい

る企業 も受け入れ られる。若い企業が

「ベテラン企業」から利益を被 り、ベテ

ラン企業は新 しい刺激 をうける。

52 産業 センター ・ニーダーザク 1987 企 業設立 ・テク リューネブルクの科学的と技術的ポテン 7 2 6，（XX）

ハ ーフェン、 セ ン　 リュー ノロジーサービ シャリティーの活用を強化する。起業家

リューネプルク ネプルク ス （G T S ） に企業設立の際のスター トを補助する。

地元の各種会議所や大学の技術革新ア ド

バイザーを若い企業のために最大限活用

する。

－216－



機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

約 6，（X沿肺の賃借可能なスペース。テクノロジー指向の若い企業に ケルン大学、ケルン専門大学、

場所を提供。 マックス＝ブランク研究所、ライ

ンラン ト技術管理連盟、 ドイツ宇

宙飛行センター、ユーリッヒ原子

力研究所、数学 ・データ処理協会

経済界 と学界の共同プロジェク トを世話する。経済界で新たに実 シュレスヴイッヒホルシュタイン 医学工学 （工学企業

用化するための研究開発 を、各種 プロジェク トの推進、研究開発 州内の医学大学、医学 レーザー研 39社 と大学9校 による

計画の提案、助成金、組織上の世話によって支援する。情報相談 究所、専門大学 シュレスヴイッヒ＝ホ

サービスセンター。先進的新規企業にスペースとインフラを提 ルシュタイン州医学

供。 工学研究共同体の運

営）、港湾、海洋、

表面 ・金属等

企業設立時のリスクを軽減 し、発展のための支援。一連のサービ ミュンスター大学、 ミュンスター 化学センサー技術、

スの提供、技術的インフラ、研究施設や企業との協力や交流支 専門大学、大学以外の研究施設が 生物センサー、環境

接。地元大学や各種会議所の相談受付。各種講演会。大学の技術 数個、中心的研修 ・教育施設が多

数

分析、医学工学、通

移転 ミーティング。助成措置 に関する情報イベン ト。情報経験交 信

換会。

経営的と事務管理的仕事を軽減。構想段階から導入段階、新 しい 伝統的中堅工業地域に組み込まれ

製品の生産方法や販売、商業的、組織的、技術的問題に関する支 ている。専門大学、通信教育大学

後を行う。貸借企業が、自社の技術的ノウハウや開発製品などを

紹介する機会を持つ。

マックス ・ブランク超高層大気物理学研究所が使用 しな くなって マ ックス ・ブランク超高層大気物

いた建物のスペースを先進的企業 に賃貸。コピー機、テレックス 理学研究所、ゲッチンゲン大学、

を提供。会議室の利用は無料。マ ックス ・ブランク研究所 と協定 クラウスタール＝ツェラーフェル

で、その施設を共同利用できる。 ト大学、ブラウンシュヴァイク大

学、ハノーバー大学

貸借料補助あ り。入居企業や若い企業の協力の仲介。ノル トシュ ノル トシュヴァルソヴアル ト商工

ヴアルツヴアル ト商工会議所、プフォルツハイムの経済 とデザイ 会議所、経済専門大学 （機械工

ンの各専門大学の 3 つの技術移転センターが、技術革新 ・企業設 学、電気工学／エレク トロニク

立について特別の相談サービス。 ス、経済工学の各技術系学科 を増

設する。）、デザイン専門大学

I S D N ネ ッ トワーク、 ビデオテックス、データベースアクセ テクノロジーパーク マイクロユレク トロ

ス、ビデオ会議スタジオなどの最先端の通信技術を提供。企業相 こクス

談、貯蓄金庫や銀行、他社 との仲介。大学関係者を座長 とし、経

済学、学会、市の代表者が参加する顧問会によってバックアツ

プ。

技術 と市場知識、マネージメン トの諸問題の手助け。スペースは 専門大学、ノルディック大学

安 く供給。スペースとインフラは賃貸契約。市、各種会議所、銀

行、専門大学等の相談サービス。企業の成長に応 じて様々なス

ペースを提供。センター内の他の企業 との非公式な接触、取引関

係。

各スペースは希望する供給網 （電気、水道など） と通信網 に接続 ドゥイスプルク大学、ニーメゲン

できる。良い立地条件、安いスペース、近代的通信手段、事務 大学

サービス、近代的会議室、経営上のア ドバイスを提供。

提供されるスペースは柔軟。独自の資金によって拡張で きる。継 経済関係の大学、情報科学関係の

続的な企業発展 と成功のための機会 を整える。 G T S が相談に応 大学、リューネプルク＝ヴオルフ

じサービスを提供。市の職員と 4 つの参加機関の職員 5 名 からな スプルク商工会議所、 リューネプ

るチームがある。 ルク市手工業会議所
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N o 名 称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（ha）

床 面積

（m 2）

53 テク ノロジー バーデンヴェ 19 87 中部 バーデン／ 地域経済の技術変革プロセスを支援 し、 13 1 1．4 3，556

パ ー ク ・オッ ルテンベルク オッフユンブル 技術指向の問題解決への刺激 を与える。

フユンプルク オ ッフェンブ ク ・テクノロ 技術指向の若い企業 と起業家を適正 に育

ルク ジー＆経済財団 成 し、地域の既存企業の研究 ・技術革

を支援する。

54 イ ンダス トリー バーデンヴェ 19 87 産業 誘致の行 き詰 まりから新たな経済 12 3．5 29，522

パー ク ・モス ルテンベルク 輿政策が始められた。景気低迷による雇

バ ッハ モスバ ッハ／

バーデン

用の喪失。市が、用地を整備すること

で、企業は土地建物ではなく最先端の

産設備と先進的技術に投資できる。高

な技術 を要する製品開発と製造に従事す

る新規企業の設立。

5 5 テ クノロジーセ ノル トライン 1988 技術 指向の若い企業 と起業家のス ター ト 19 0．4 3，0 60

ンクー ・ウンナ ヴェス ト

ファーレン

ウンナ

を容易にする。実際のニーズ に応 じたイ

ンフラやサービスを提供する。

56 イノベーション ノル トライン 1988 先進 的起業家へのスペース、サービスの 18 1．3 2，0 78

＆企業家セ ン

ター ・ヘルネ

ヴェス ト

ファー レン

へルネ

提供 による支援。

57 開発 ・企業設立 ノル トライン 198 8 企 業設立奨励 ：先進的な若い企業 に独甘 18 1 6，tXの

者 センター ・ ヴェス ト へのスター ト時に、魅力的なスペースを

リューデンシャ ファーレン 賃貸 し、サービス ・相談制度 を提供す

イ ト リューデン

シャイト

る。技術移転 ：テクノロジー ・セ ミ

ナー、リューデ ンシャイ ト・テクノロ

ジー展示会、生産方法の近代化と改善。

58 テ クノロジーセ ラインラン ト 198 8 企業設立の支援。既存企業雇用の確保の 5 2，770

ンター ・マイン

ツ

プフアルツ

マインツ

ために若い企業の活動を支援。

59 テ クノロジー バイエルン 198 8 顧 問 ：ローゼン テクノロジー指向の中小企業の開発チャ 13 2，280

ホー フ ・ローゼ

ンハイム

ローゼンハイ

ム

ハイムとミュン

ヘンの専門大学

の教授、各会議

所、経済界、行

政の専門家で構

成。

ンスを大 きくする手段 を整える。

60 ヘ ルテン市産業 ノル トライン 1988 必要 なインフラの整備 に努め、起業家の 1 0．7 2，2∝〉

施設 ヴェス ト

ファーレン

へルチン

スター トを容易にする。若い企業の拡

を支援 し、新 しい製品／方法の開発製、

を促進する。

6 1 C O M フ アクト ベルリン　 ベ 1988 ベ ル リン管理経 力を結集することにより、相乗効果作用 14 2，2∝I

リー　 コミュニ

ケーシ ョン＆

マーケテイング

センター

ルリン 営杜 を引 き起 こす。ベルリンのマーケテイン

グ、コマーシャル、コミュニケーシ ョン

構造を改善する。

62 イ ンダス トリー ヘ ッセン 19 88 民 間 企業家ヴイルフリー ト・ペ ックの民間運 16 0．8 5，αX）

パーク ・ペ ック ベ ッツラー 動によって設置。

63 テ クノロジー＆ バイエルン 19 88 諮問委員会 ：科 北バイエル ンの先進的かつ技術指向の 8 2 0．2 3，460

企業 設立者セン

ター ・ヴユルツ

プルク

ヴユルツプル

ク

学、経済、政策

についての 1 5

委員

業家にスター トチャンスを提供する。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

財団は、中部バーデン地域圏の経済界 と学界の代表 15名で構成 さ オッフェンプルク専門大学、シュ エ レク トロニクス、

れる後見人会の支援 を受ける。州政府はシュ トラスプール とアル タインバイス財団の技術移転セン 電気工学、機械工学

ザス地方に接する中部バーデンの国境地域を独仏のより緊密な技 クー、魅力的な工業的環境 （エ レ

術協力のモデルプロジュク トとして支援 している。 ク トロニクス、電気工学、機械工

学）

設置 されている技術移転センターの業務 ：コンタク トの仲介、科 小学校か らギムナジウム （高等学

学的 ・技術的知見 を新 しい製品や方法に応用する際のア ドバイス 校）、さらに職業アカデ ミーまで

など。 の教育施設。

建物 を補修。建物が、生産、ラボ、事務所、倉庫 にも適 してい 地位 を確立 した工業企業。 医学工学、セン

る。実際のニーズに応 じたインフラやサービスを提供する。企業 サー、スポーツ工学

の共同作業による相乗効果、情報やア ドバイスの提供。長期的 に

は、広域販売網 とP R サ ー ビスの構築。

先進的起業家に、事務所、事業スペース、包括的サービスを提 地域の大学、専門大学、研究機

供。受付、 コピー機、ファックス等 を備えた近代的事務局。資金 関、ルール ・テクノロジー相談、

相談サー ビス。小規模 な実行可能性の調査研究書の作成、一般経 ルール ・ワール ドトレー ドセン

営上の相談。外部の研究機関による技術相談 と技術移転。 タ一、ツェニー ト、 ドイツ ・テク

ノロジーセンター連合会等

元金属加工企業の建物 を改修。有効面積約6，脚 が、生産 ・事務所 ノル トラインヴェス トファーレン

用の 3 つ の建物複合体。大学所在地で しか利用で きないインフラ 中堅経済 プラスチ ック研究所、応

を用意。中堅企業のために研究 ・開発、職業教育及びそれらの持 用光技術研究所、成形技術研究

つ情報 を提供する。 所、マイクロシステム技術モ

ジュール技術研究所

既存の企業 と起業家間の協力体制 と経験交換。センターを去った ヨハネス ・グーテンベルク大学、

後 も引き続 きア ドバイスをする。法律、税務等の情報をア ドバイ 専門大学、マ ックス＝ブランク研

ザーから受ける。助成金や国の援助措置を申請する場合の補助。 究所

各官庁、研究機関、企業との仲介。各種 イベ ント実施などによる

広報活動。

開発力のある小規模企業に安いスペースを提供する。電話、 ローゼンハイム専門大学、 ミュン エレク トロニクス、

ファックス、コピー機、会議室などの事務サービス。顧問会が全 ヘン専門大学、学術機関 医学工学、通信

面的に支援する。各省庁、メーカーやサービス業、大学、税理

士、銀行などとの仲介。官民のあらゆる助成措置 と振興策の活用

に努める。

一定期限付 きでホール及び事務所スペース、通信設備を提供。

コンピューターネットワークの提供。あらゆるメディアデータ、

組織データ、経営経済データを管理。アップルネットワークによ

りコピーライター、ジャーナリス ト、グラフィックデザイナー、

組版工の間の連絡は良好。最先端の技術水準のテレコミュニケー

シヨンシステム。

典型的な鉄鋼所の建物。電話、 ファックスサービス、文書サー ビ キーゼン大学、フライブルク専門 電子製品の販売、

スを備 えた中央受付ユニット。大′ト会議室、インダス トリーパー 大学 ハー ドウェア ・ソフ

ク内企業の商談展示スペースとして貸借 されるロビー。 トウェア開発、サー

ビス業、電子ビデオ

ゲーム生産等

34 m 2以上 の可変的スペースが、生産、ラボ、事務所に利用可能。 ヴユルツブルク大学の自然科学諸 機械製造、電気工

多数のサービス提供により、起業家のスタートチャンスと生き残 学科、フラウンホーファー ・シリ学、生産工学、バイ

りを向上させる。経営 と技術のサービスを提供。商工会議所継続 コン研究所、南 ドイツプラスチ ッ オテクノロジー

教育センターと空間的に連絡 している。 クセンター、ヴユルツプルク専門

大学

－219－



N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（h a）

床面積

（m 2）

54 フ ォーカスセン ベルリン　 ベ 19 88 企業 設立センターではなく、民間資金に 35 3．4 33，1（泊

ター ・ベルリン ル リン よって運営 されるサービスセンターであ

る。通信、情報業務の分野の専門企業を

基準 としている。

65 オイ ティン産業 シュレス 19 88 東 ホルシュタイ 技術 を備えた小企業のスター ト時の援 6 0．9 5，974

セ ンター ヴイッヒホル

シュタイン

オイティン

ン開発協会 助。発展段階にある企業を育成する。

66 イ ンダス トリー ノル トライン 19 88 イノーバーハウ インダス トリーセ ンターが提供する企業 12 3，750

セ ンター ・ノイ ヴェス ト ゼ ン社 仲介サービス。センター内の企業 と地 ′

オーバーハウゼ ファーレン の経済界 （企業）、特 にイノーバーハウ

ン オーバーハウ

ゼン

ゼン社の株主企業や、それらの関連企

との取引仲介をお膳立てする。

5 7 テ クノロジーセ バーデンヴユ 1988 I T M 社 （イン ヴイリンゲン＝シュヴェニゲン地域を欧 9 1．7 37，230

ンター ・ヴイリ ルテンベルク ダス トリー＆テ 州経済周 の競争全体の中で、企業 にとっ

ンゲン ヴイリンゲン クノロジーパー

ク ・マネージメ

ント社）

て魅力ある地域 とすること。

68 企業 設立者セン バーデンヴェ 1989 エ ンツクライス郡独 自の企業設立促進言 4 0．3 2，110

ター ・ミュール ルテンベルク 画の一部。国や州の種々の財政補助を

アツカー ミュールアツ

カー

う。スター ト直後の企業の数年間を支

する もの。

69 プ レーマーバー ニーダーザク 1989 ブレーメン州政府 とプ レーマーハーフェ 8 1．0 2，219

フ ェン ・イノ セン　 プレー ン市の共同構想。プレーマーハーフェン

ベーション＆企

業家センター

マーハーフェ

ン

の新 しい研究開発のインフラの核。

70 テ クノロジーセ ラインラント 1989 先進 的テクノロジーの分野 による トーリ 4 1，550

ンクー ・トーリ プフアルツ ア圏の経済構造の補完。既存企業の雇用

ア トーリア 確保のため、起業家の最初の数年間支

する。

7 1 テク ノロジーセ バーデンヴェ 1989 技術 指向の若い企業の育成 と基盤の碓 6 0．3 2，㈱

ンクー ・ホルプ ルテンベルク

ホルプ

立。既存企業の研究開発 ポテンシャルの

開発。自社に研究能力 を持たないか、わ

ずかしか持たない中堅企業の支援。

72 テク ノロジー＆ ノル トライン 1989 イノベーション指向の若い企業の設立 を 9 40 1，180

科学 センター ・ヴェス ト 奨励す る。地元の大手化学企業 と鉱山劃三

マール ファーレン

マール

業との結び付 きを求める企業を育成す

る。

7 3 テ クノロジー ニーダーザク 19 89 情報技術分野を中心とした技術革新 と開 1 9．0 2，成）6

パ ーク ・メッペ セン　 メソペ 発促進のためのパークの設立と運営。

ン ン たな企業や工場の誘致。

74 H A M T E C ノル トライン 19 89 ノウハウとコンタク トを結集すること 13 0．6 3，360

ハ ム ・テクノロ ヴユス ト で、企業 と起業家に理想的な立地条件 を

ジー＆企業設立

センター

ファーレン

ハム

提供する。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

優れた通信構造 （I S D N ） を備える。一局集中の相乗作用効果 データ処理、ソフ ト

（各賃借企業間の連携）。高度な技術設備を備 えた会議室、ビデ ウェア、人工知能、

オ会議スタジオ、企業 レス トラン （社員食堂）。フォーカスマネ エキスパー トシステ

ジメン ト社は、各種分野 を専門とする企業 と協力 して有能な相談 ム、コンピュータ教

育相手となる。

種々の大 きさの事務所、生産スペースを供給。賃借料は、当初 2 エ レク トロニクス分野の中企業

～ 3 年 の初期段階では割 り引 き有 り。サービス （事務局、会議

室、食堂）の提供。外部 コンサルタン トとの仲介。企業 をセン

クーの周辺産業地域に移すことがで きる。

技術設備 を完備 して即時入居可能な適当なサイズの賃借スペー 情報、通信、環境、

ス。コピー棟、通信サービス、大小会議室、セミナー室、カフェ プロセス工学自動化

テ リア、秘書サービス、倉庫 ・作業所スペース。 技術

企業定住の際に独特の方法で人月 と用地を一緒に提供する。責任 地元研究施設、専門大学、大シュ

ある機関 と協力 して、成長のポテンシャルと発展への刺激を、 ビ ツツトガル ト圏近い （下請け産業

ジ ョンの段階から具体的プロジェク トへと進める。 に大 きな意味を持つ）

エンツクライス郡は、古い工場を買収 し、5～7つのユニットに分 多様 な高度の学術 ・技術設備を擁

離増改築 した。スライ ド制 （初年度65％割引～ 5 年 目10％割 引） する一大センタープフォルツハイ

ム。の賃貸料割引。会議室、通信設備等の施設を用意。経営 と技術面

での支援は、商工会議所がイノベーション相談機関の協力を得て

行 う。

技術指向の団体や機関から支援を受ける。近代的オフィス、通信 プレーマーハーフェン大学 （シス コンピュータシステ

システム、大4、会議室、キッチン他の共用設備を備 えている。電 テム分析、食品技術、プロセス工 ム、汚水処理プラン

話交換室からコス ト面で有利なコンピュータの利用。マネージメ 学、航海技術） こ ング、産業廃棄物

ン トに関する無料相談、適当なパー トナーの仲介。ホールスペー 処理 とリサイクル

ス ：540 m 2。

セ ンターを去った後も仲介やア ドバイスを提供。法律、税法、企 ラインラン トプフアルツ専門大学

業政策について専門家から情報を受ける。助成金や国の援助を申 トーリア校、 トーリア大学、技術

請する際の補助。各官庁、研究機関、企業との伸介。広報誌の発 移転センター

行、メッセへの参加、各種 イベン トなどによる積極的広報活動。

地元諸機関との緊密な協力 による業務サービス。地元諸機関と銀

行、手工業会議所の協力。シュタインバイス振興財団の協力で、

技術移転 と研究諸機関 との協力を積極的 にする。

企業設立段階における無料相談への市の支援。近代的設備 を備え ヒュルス社 （社員 14，（咲）人以

た様々な大きさのスペースを有利な条件で賃貸する。商工会議所 上）、、 B A S F 石炭 鉱山アウグ

と手工業会議所が支援。 ステ ・ヴィク トリア社 （従業員

5，8（泊人）、近隣の大学、学術施

設

元学校校舎を改修。企業は、高度技術製品を目指 しているため、

マネージメン ト、技術、資金、マーケテイングなどの問題で助言

相談ニーズを持 っている。スター ト段階での大 きな資金需要、特

にリスク資本に対するニーズ。マネージメン トと事務所サービス

施設の共用。

ドル トムント大学と専門大学の技術移転センターハムもセンター ドル トムント大学、専門大学、技

内に本部を置 き、相談サービスを行い、学界 と経済界の接触場所 術移転センターハム、テクノロ

となっている。会議室、講堂、カフェテリア、通信設備、 コピー ジーセンター ・ジェスターシュ ト

機、受付 などは共用施設設備 として利用できる。 ラーセに組み込 まれている。
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N o 名 称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（ha）

床面積

（m 2）

75 産業 テクノロ シュレス 19 89 運営全社、ライ 技術指向の若い企業のスター トチ ャンス 33 1．5 5，87 6

ジーセンター ・ヴイッヒホル ス ドルフ市、プ と生 き残 りを手助けする。長期的に地‾

ライス ドルフ シュタイン

ライス ドルフ

ローン郡 経済圏の強化 と永続的雇用の創出。

76 企業 パーク ・パ ニーダーザ ク 1989 ハ イネ市 は、制 スペースに要するコス トをなくすことで 6 8，07 8

イネ I セ ン　 ハイネ 約を受けない独

自のスペース

（管理部門、交

流、生産）を持

つ。

スター トを容易にする。パークか ら別の

場所に移転 させ、企業の成長 を促進す

る。企業の要望に応 じた自社工場用地を

企業に提供することで転業を容易にす

る。

77 テ クノロジー ノル トライン 19 89 テ クノロジー 炭坑の操業停止によって予想 される雇用 35 19，136

パ ー ク ・ヘル ヴユス ト パーク ・ヘル の減少 に対応。地域の労働者のために

ツオーゲンラー ファー レン ツオーゲンラー たな雇用創 出。労働者が将来 を展望 した

ト ヘルツオーゲ

ンラー ト

ト社 資格を得られるようにしようというも

の。

7 8 トレー ド・ ヘ ッセン　 フ 19 90 民 間会社 フランスの C I D E モデ ルに倣 った民間 3 2．8 8 12

フォーラム　 企

業設立者 ＆育成

センター

ランクフル ト 計画により成立。 ドイツ人起業家 と国′、

都市 フランクフル ト在住の外国人起業家

が、 自らの製品 とサービスを供給できる

ようにする。

7 9 テ クノロジーセ ザクセ ン　 ケ 19 90 地域経済刷新運動の一部。研究者、発明 4 1，6（沿

ンクー ・ケム

ニッツ

ムニッツ 者、エンジニア、経済人に自ら企業 を壬

立するよう刺激を与え、独立 を促進す

る。大学の若い科学者 に独立のチ ャンス

を与 える。地域を構造的に強化 してきた

人材の流出 を防止する。

80 テクノロジーセ

ンター ・ライブ

チ ッヒ

ザクセン　 ラ

イブチッヒ

1990 1，4（X I

81 メ ッシェデ ・イ ノル トライン 1990 大 学 メッシェデ 新規 に設立 された企業 に、新 しい製品、 950

ノベ ーシヨン＆ ヴェス ト 技術移転局、各 技術、方法の開発の可能性を提供する。

テクノロジーセ

ンター（M IT）

フ ァーレン

メッシェデ

会議所、 M I T

社 等がマネージ

メントに参加。

大学、研究機関、企業 との仲介。

82 テ クノロジー ・メクレンプル 19 90 会社 運営契約 に 新 しい技術 の開発 と実用化、及び先進的 10 2．0 1，5∝I

イノベーション

＆企業設立者セ

ンター ・ノイブ

ランデンブルク

クフォアボン

メルン　 ノイ

ブランデンブ

ルク

基づ き、運営会

社がマネージメ

ン トと運営を組

織する。

企業の設立に努める。

83 イノベーション ベルリン　 東 1990 展示 会センター，技術指向の先進 （革新）的中小企業及び 5 0．5 2，860

パ ーク ・ヴール ベルリン テクノロジー＆ 起業家を直接的に育成すること。実践で

ハイデ　 テクノ 企業設立者セン の職業教育 と継続教育の場を組み合わ

ロジー＆展示会

センター

ター せ、中小企業の設立 と活動を一体化 して

いる。

84 技 術振興セン バーデンヴユ 191X ）運 営会社 （商工 技術指向の若い企業 と起業家の育成、 8 0．1 1，140

クー ・ハ イデン ルテンベルク 会議所、手工業 存中4、企業の研究 ・開発計画の支援。

ハイム ハイデンハイ 会議所、銀行な 本計画 によれば、研究開発部門などか ら

ム どを結集）。 なる企業な どの分離設立 も可能。

85 i t s （イン ノル トライン 1990 先進 的外国企業、とりわけ E C 統 合市 13 2 50 1，953

ターナシ ヨナ ヴユス ト への定住を考えているE C 域外 の企業を

ル ・トランス ファー レン 狙っている。その他に ドイツ連邦共和 国

ファー＆サービ

スセンター）

ベースヴァイ

ラー

ベースヴァイ

ラー

の企業 も対象。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

施設、サービスの提供。経営、技術的教育 を受けた職員が、企業 キール専 門大学、クリスティアン

構想立案のパー トナー。公的助成申請の手助け。メッセ参加、パ ＝アルプレヒツ ・キール大学、

ンフレットなどの P R 活 動。大学と技術移転協力協定の締結交渉 キール技師専門大学、 B I T T

を進行中。技術展示会の主催。技術指向の起業家向けの情報 と相 シュレスヴイッヒホルシュタイ

談。 ン、先進的大中企業

近代的でニーズにあった柔軟なスペースを賃借する。 日割 り貸借

できる会議室以外は、サービスを行わない。

連邦とノル トラインヴェス トファーレン州の援助の元に、ヘル ラインヴェス トファーレン工科大 バ イオテクノロ

ツオーゲンラー ト市 によって、グルーベ ・ラウルヴェークの元鉱 学アーヘン、ユーリッヒ原子力研 ジー、情報、通信、

山用地に建設。各企業個別の必要性 に応 じた新 しいスペースを手 究所、フラウンホーファー生産技 医学、測定、交通、

にいれ、自社製品の開発に集中する場を提供する。 術研究所、フラウンホー ファー

レーザー技術研究所

レーザー、熔接、燃

焼 ・被膜等

フランクフルター ・ファブリークの元管理棟。事務所インフラと

事務サービス を提供する （多言語を使 う事務局な ど）。カジノ、

カフェテ リア、ソラリウム （太陽灯照射室）、サウナなども設

置。企業設立、助成計画、経営の相談に応 じる。経済と市場に関

する講演やセ ミナー。

大学の既存の建物内。事務所スペース、ラボスペース、作業所ス ケムニッツ工科大学 機械製造、自動化、

ペースを提供。研究指向の科学者又 はコンビナー トからの脱サ ラ 新素材、環境、マイ

起業家が、先進的企業との連係を容易にする。 クロエレク トロニク

ス

必要なスペースの賃貸、マーケテイング （特にハイテク製品）、 パデルボルン大学メ ッシュデ技術

マネージメン ト、組織 （販売網の構築）の分野の研修の実施 と仲 移転局

介。約650 m 2が事務所又はラボ用に使用可能。次段階として約 3叩

肺が生産スペースとして完成。

事務所スペース、作業スペース、展示スペースの提供。事務機 エルンス ト・モーリッツ ・アルン近代的テクノロジー

器、コピー機、コンピュータ技術、通信システム。秘書サービ ト大学 のあらゆる分野、環

ス、相談サービス、会計サービス。 境、エネルギー

産業地域にあった旧展示会 ・教育複合施設の敷地に設置。展示用 B I G ／ T I B

地 1，㈱ 肺。企業設立用地約5，㈱ 肺。起業家、企業、学術機関と

の連携の相談。 コンピュータ設備、データベースへのアクセス。

B I G ／ T I B との経験 ・情報交換を活用 し、情報 と協力の仲介

を加速する。

2（カがをさらに賃借用に準備予定。バーデンヴェルチンベルク州 ハイデンハイム職業アカデミー、 エンジニアサービ

で 4 番 目。バーデンヴェルテンベルク州テクノロジーセンター計 総合ギムナジウム （高校） 4 校 、 ス、ハー ドウェア ・

画は、大学所在地でない都市にも適用 された。 専門ギムナジウム 3 校 、郡の職業

学校

ソフ トウェア、環

境、電子部品開発等

作業所の賃借、 10 m 2以上のフレキシブルな事務所ユニット （19事 ラインヴェス トファーレン工科大

務所）の賃貸。大小会議室、展示室。社交スペース、カフェテリ 学アーへン （車20分） 、アーヘン

ア。事務サービスを行 う中央事務局。官庁、各種会議所、各種団 専門大学 （車20分 ）、ユーリッヒ

体、大学 との仲介、最先端の学術情報の仲介。 研究所、フラウンホーファー生産

技術研究所等
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N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面積

（ha）

床 面積

（m 2）

86 テ クノロジーセ ザクセン　 ド 19外） ドレスデン工科 大学及び研究機関の研究開発成果を生産 15 350

ンター ・ドレス レスデン 大学、 ドレスデ と工程に技術移転 し、市場に流通させる

デン ン市、テクノロ

ジーセンター ・

ドレスデン社

こと。東西 ドイツ共同事業体。将来有朗

な研究開発部門の雇用を拡大 し、相乗棄

果を起こす ことで、 ドレスデ ン地域の手

術的インフラを発展 させる。

87 テ クノロジーセ プランデンプ 19 90 高度技術分野 における先進的企業設立 を 2，（X沿

ンター ・テル ルク　 テル 促進。学術研究施設と経済界 間の技術

トー トー 転を支援。十分教育 された技術者や、

学者が地域から流出して行 くのをニーズ

にあったスペースやインフラを提供する

ことにより防止する。

88 テ クノロジー

パーク ・カイ

ザースラウテル

ン

ラインラント

プフアルツ

カイザースラ

ウテルン

19 90 5 0．4 6，3（沿

89 テ クノロジーセ テユーリンゲ 19 90 イエナテクノロ 3 年 から 5 年 の設立段階の後、イエナ 10 3．0 3，6㈱

ンクー＆イノ ン　 イエナ ジーーイノベー 域に定住 しようとする起業家向けに構想

ベーシヨンパー

ク ・イエナ

シヨンパーク経

営組合。

されている。

90 モー ルスのテク ノルトライン 19 90 発起 人 ：ニー 先進的で成長指向の強い中小企業 と未 30 22，5（泊

ノロジーパ ー ヴェス ト ダーラインの鉱 指向の分野で活躍する起業家 に、さらな

ク ・ユーロテツ ファーレン 業会社、テクノ る発展のためのベースとなるインフラを

ク ・ラインプロ

イセン

モー リス ロジーバーク ・

ユーロテ ック ・

ラインプロイセ

ン社

提供する。

9 1 産業 テクノロ ノル トライン 起業家 に、適正な価格 と十分な事業用ス 15 3，5（泊

ジーセンター ・ ヴェス ト ペースとサービスを、賃貸契約によって

エシュヴァイ

ラー

ファーレン

ユシュヴアイ

ラー

供給する。

92 イ ンダス トリー ノルトライン 199 1 州 の地域経済振興 （連邦 ＝州共通課題）

＆産業パーク ・ヴェス ト の枠組み。先進的企業はできるだけ早急

アルス ドルフ ファーレン

アルス ドルフ

にかつ永続性 を持 って、市場条件 に対応

できるようスター ト時に必要な援助をす

る。初期段階特有のリスクを可能な限 り

小 さく抑える。

93 C T　 B I O M ノル トライン 199 1 バ イオメディシン （生体臨床医学）の 0．8 2，5lX）

E D　 セ ン ヴェス ト 野の新 しいテクノロジーの育成。東ヴェ

ター ・テクノロ

ジー トランス

ファー ・バイオ

メディシン ・

バー トオインバ

ウゼン

ファーレン

バー トオイン

バウゼン

ス トファーレン地域の経済振興。

94 パイ ンスベルク ノル トライン 199 1 パ インスベルク 企業設立の促進により、ハ インスベルク 3，6㈲

郡経済振興組合 ヴェス ト 郡経済振興協会 郡の経済の構造改革 に貢献する特殊経 ’

の企業設立＆ ファーレン 振興施設。ハ インスベルク郡で唯一のセ

サービスセ ン

ター　 ヒュッケ

ルホーヴェン

ヒュッケル

ホーヴェン

ンクー。

95 フ リー ドリッ テユーリング 199 1 教育 、研究＆技術移転センターを建設 0．9

ヒ ・シラー ・イ

エナ大学教育研

究＆技術移転セ

ンター

ン　 イエナ 中。イエナにおける自然科学、技術の

進的研究推進。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

東西 ドイツと国際的な経済、科学協力 を強化 し、旧東独市場の構 ドレスデン工科大学 建築工学、環境、生

集 を支援。産業協力の道を開 き、共同事業の準備を前進 させ、場 体臨床医学、エ レク

合によっては科学的支援を行い、企業の設立 を促進する。情報 トロニクス、製造技

サービス、ア ドバイスサービス 術、加工技術、生産

工学

良好な産業環境、交通の便の良さ、高学歴 （高い資格） を持つ労 電気工学 とエ レクトロニクスの大

働力のための住宅や娯楽施設。 企業が中心。

賃借対象企業 ：研究、開発、製造 とサー ビスを行 う国内企業と外

国子会社。設計 と建築指導は建築事務所が行い、各貸借企業に全

面的に協力する。多機能的建物。市当局 と各官庁の協力によるス

ムースなスター ト。

地域ネットワークを構築。技術、商業の諸分野における職業教育 地球物理学中央研究所、微生物学

と継続教育。企業設立のためのサービスの仲介と相談。企業設立 実験治療法中央研究所、カーッ ・

運営に必要な事務資材、事務所スペース、事務機器の賃貸。諸分 ツァイス ・イエナ社、フリー ド

野に関連するサービス とその仲介。設備、コンピュータの利用。 リッヒ・シラー ・イエナ大学、植

物栽培研究所等

総面積30㌶ 。面積約22，5（沿肺の既存 の企業建物。敷地全体は公園 ドゥイスブルク大学が計画するメ 製造技術、測定、素

のように設計され、定住の用意のある企業にとって魅力的な仕事 カ トロこクス研究所 材、軽機器製造、精

環境 を提供する。 密機械工学、マイク

ロメカニ ックス、情

報科学、プロセスコ

ン トロール

様々な広さのスペースを5．（期D M ／ m Zか ら。公的助成金の相談、貯

蓄銀行の特別融資。駐車スペース （賃貸料 に込み）。郵便サー ビ

ス、顧客受付等の世話。官庁 との交渉の手助け。 コピー機、電

話、ファックス。情報提供 と教育。研修 ・講演室。講演会。業界

との交流。

植栽、緑地、池 もある。建物 はニーズの変化に対応できるよう設 ラインヴェス トファーレン大学

計。事務所やホール用スペースも賃借。成長 した企業はパーク内 アーヘン （15K m ）、 アーへ ン専

の土地を購入可。パークの企業への助成率は、企業の新規設立 ： 門大学 （17K m ）、ユーリッヒ原

投資総額 18％、企業進出 ：15％、合理化 ：12％ 子力研究所 （25K m ）

資 金調達、プロジェクト相談、企業設立支援に至るまで研究者 と ノル トラインヴェス トファーレン非侵入性診断法、分

若い企業の手助け。企業へのサービスとして病院用 ソフ トウエア 生体臨床医学磁気共鳴技術セン 子生物学、老人医

パッケージを開発する。英文校正、翻訳サービス。旧東独 との協 ターの設立 （全身断層撮影装 学、医学におけるコ

力 ：現役学生と卒業生の交換、中小企業による先駆的プロジェク 置）。東ベル リン、マグデブル ンビュータ、生体臨

トの準備。 ク、フランクフル ト・アンデア ・

オーデルの頭月削こよって、旧東独

域内のパー トナーセンターを設置

床医学におけるエキ

スパートシステム、

磁気共鳴技術

生産 と事務所スペースを有利 な賃貸条件で提供。原則として 5 年 魅力的な風光を持 った地理的条

を限度。郡経済振興協会が、企業構想、製品 ・販売計画、 コス ト 件。アーへンのテクノロジー圏内

計算、資金調達などの相談サービス。文書サービスやコミュニ の 7 つ のテクノロジー及びサービ

ケーシヨン設備、会議室、展示会スペース、カフェテリアを利用 スセンターを網羅するネットワー

可。 クに属する。

センター内で開発 された製品、方法や機器の高精度 な作成のため フリー ドリッヒ ・シラー大学、大 精密加工、 レー

の製作所。建物技術設備 （耐震基礎、室温安定機能、クリーン 学との協力 による見本製作 （セン ザ一、画像処理、バ

ルームなど）一部耐震基礎及 び室温安定機能、一部ち り等級 1，（X の クー内で開発 された製品 ・方法や イオテクノロジー素

材ない し1（治のクリーンルーム環境。 機器のための製作所）
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N o 名称
所在地 （州、

都市）

設立

年月
運営機関 コンセプ ト

入居

企業

数

卒業

企業

数

敷地

面

（ha）

床 面積

（m 2）

96 T a T　 応 用技 ノルトライン 19 9 1 相 談仲介エー 第 3 世界、 E C 統 合市場、旧東独 ・東 2．7

術 移転センター ヴェス ト ジュン トを運 の各市場での競争力の不利 を克服するた

ファーレン

ライネ

営。 め施設を提供する。地域経済開発を促推

し、第 3 世 界諸国との協力、環境 と社本

に優 しい技術の開発と実用化 を推進す

る。

97 ル ール ・ボフム ノル トライン 199 1 I N N O －T E 大 学 と経済界 間の技術移転 を促進する。 7，5（X I

大学 開発セン ヴェス ト C （有限会社＆ 製品、工程のイノベーションを容易に

クー ファーレン 資本会社）。 し、それを活性化する。技術指向の企

ポフム ルール大学関係

のノウハ ウ保有

者 （大学関係

者）が集 まって

1990年 に設立。

の設立及び成長を助成す る。

9 8 I N C A　 コー ノル トライン 199 1 自治体 ：テクノ 情報 ・通信技術、教育、研究開発、芸術 1，5（X I

ス フェル ト郡情 ヴェス ト ロジーセン と文化の諸分野で活動する起業家 と既

報 ・通信技術セ ファー レン タ一、民間 ：テ の企業 を一つ屋根の下に統合。自治体 と

ンター デルメン クノロジーパー

ク

テクノロジーセンターが、民間企業の’

督するテクノロジーパークと協力 し、ハ

イテク分野のノウハウ集中を狙 う。

99 メルゼプルク ・ザクセ ンアン 19 9 1 化学工業と褐炭産業に偏 っていたハ レ＝ 2，㈱

イノベーシ ョン バル ト　 メル メルゼプルク経済圏の構造改革を支援す

＆テクノロジー

センター

ゼブルク る。構造改革 と競争力碓保のため企業や

大学の研究教育施設の人月削減対策。

術面での弱点に対応 した、独立、事業拡

大、企業の定住 に向けた働 き。

1（X）テクノロジー ノルトライン 19 9 1 技術 振興テクノ レムシー ト市とベルク地方の経済のた 1．5 7，5（船

ファブリック ・ ヴェス ト ロジーコンサル め、広範な技術革新 と技術振興を行 うこ

レムシー ト ファーレン

レムシー ト

タント社 とを目的 とする。歴史的な古い建物 を利

用 し、多面的に利用可能な新 しい建物に

作 り変 え、既存の工業地区の再活性化 を

狙っている。

10 1 テ クノロジー バイエルン 199 1 民 間プロモー 技術指向の業種及びサービス業部門 と関 3．3 2 1，㈱

パーク ・ヴユル

ツプルク＝リン

パール

リンパール ター 連業種 を中心に、民間ポロモーターとし

て賃借企業の要望に幅広 く応 じる。技‘‾

分野、技術サービス業、関連業種の企

を一箇所 にまとめられる利点。

10 2 テ クノロジーセ ノル トライン 19 92 ユー リッヒ原子力研究所 とユーリッヒに 2．0 6，5α：I

ンター ・ユー ヴェス ト ある専門大学の緊密な協力。先進的新

リッヒ ファーレン

ユーリッヒ

企業、技術指向のサプライアーの支店や

連絡事務所、ジョイン トベンチャー、

施権被許諾者やノウハウ購入者のパー ト

ナーのためにノウハ ウを提供。
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機能 環境 （大学、研究機関等） 分野

研究開発 を仲介 し実施す る。生産スペース、組織面 も提供する。 ベルンベルク／ザーレ経済大学 環境技術、建築と住

新たな市場開拓に関する相談 と仲介。企業設立助成金や事業補助 居、栄養 と農業、コ

金の申請助言と支援。研究開発活動の仲介。メッセへの参加やイ ンビュータ利用分野

ベ ントや個別相談。 で地域的、広域的共

同研究体や地域機関

を組織する。

基礎研究、応用研究成果 を、企業利用に発展させ、地域、回内、 ルール ・ポフム大学 マイクロエ レク トロ

国際的に提供 させる。大学の成果 を、企業が利用で きるようにす こクス、C IM 、環

る。企業は、パー トナー、スペース、サービスを兄いだす。ルー 境、プロセス工学、

ル ・ポフム大学敷地内の M B 館 を改修、増築。 ソフ トウェア、 トン

ネル工事

事務所、生産スペース、共用部分を管理 ・事務サービス形式で供 ミュンスター大学、 ドル トムン ト

給する。コースフェル ト郡経済振興協会 と協力 して、あ らゆる経 大学、バーゲン大学、ビーレフェ

営上と資金上の問題について企業の相談に積極的に応 じる。継続 ル ト大学

教育

産業スペースの準備、必要な当初資金の準備、設備の完備 した化 メルゼプルク工科大学、マールテ 環境保護技術、プロ

学工業専門学校 の部分的利用に至るまでの将来体制整備。先進的 クノロジー＆化学センター セス工学、プラス

な若い企業 と技術指向の中小企業に対 し、市場経済体制への有利 チック接着剤、精製

なスター ト条件 を整える。 化学

18，∝灯がまで拡大可能。先進的工業企業とサービス企業、起業家 ヴッパータール大学、工業企業 マイクロプロセッ

が、研究機関や大学 と協力 し合う。中堅企業の協力が促進 され （メーカー） サーとマイクロチ ッ

る。研究機関による先端技術分野の知見が、各種分野で開かれ プの開発 と設計、セ

る。銀行は、金融情報 とア ドバイスを仲介する。新たなソフ トと ンサー開発、シミュ

ハードの開発相談。 レーション等

風景の美 しい環境 に調和 して公園の ように設置されている。ニー 大学、ユルウス ・マキシミリアン

ズの拡大や変化 に対応する可変的かつ柔軟なスペースを提供。公 大学、音楽大学、経済工学社会専

園の ような敷地 には、企業の ドアのす ぐ前に大 きな駐車スペース 門大学、大学付属病院

が整っている。

事務所、ラボ （60～250 rパ）、作業ホール （天井高さ4m 、負荷 ユーリッヒ研究センター （敷地に

15K N ／ が、95 ～250 m Z）、圧縮空気の供給 と処理、三相交流電 隣接）、ユーリッヒ研究センター

力、ユーリッヒ研究センターの高性能 コンピュータへの接続。 のインフラ全体 を共同利用可能。

2（カバの展示会スペースを備えた1（犯人収容の大講堂。 アーヘンのテクノロジー圏内の 7

つ のテクノロジー及びサービスセ

ンターを網羅するネットワークに

属する。
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6　中国の高新技術産業開発区のリスト

（中国高新技術産業開発区紹介－IntroductiontoChinaHighandNewTechnology

IndustryDevelopmentZones一国家科委火矩計画弁公室発行（1991年）から作成）

1沈陽南湖科技開発区
ShenyangNanhuScienceandTeclmologyDevelopmentZone

2大連市高新技術産業圏区
DalianHighandNewTechnologyIndustrialPark

3長春南湖－南峰新技術工業圏区
ChangchunNanhu－NanlingNewTechnologyIndustrialpark

4蛤爾浜高新技術産業開発区
HafbinHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

5石家庄高新技術産業開発区
ShijiazhuangHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

6済南市高技術産業開発区
JinanHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

7威海火炬高技術産業開発区
WeihaiTorchProgrammeHighTechnologyIndustryDevelopmentZone

8鄭州高技術開発区
ZhengzhouHighTechnologyDevelopmentZone

9南京浦口高新技術開発区
PukouHighandNewTechnologyDevelopmentZone，Nartjing

lO上海漕河淫新興技術開発区
ShanghaiCaoh匂ingNewly－FusingTechnologyDevelopmentZone

ll杭州高新技術産業開発区
HangZhouHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

12合肥科技工業圏
HefbiScienceandTechnologyIndustrialPark

13福川市高新技術産業開発・区
FuzhouHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

14度夏門火炬高技術産業開発区
XiamenTorchProgrammeHighTechnologyIndustryDevelopmentZone

15武漢市東湖新技術開発区
WuhanDonghuNewTechnologyDevelopmentZone

16長沙科技開発試験区
ChangshaS＆TDevelopmentExperimentZone

l7広州天河高新技術産業開発区
GuangZhouTianheHighandNewtechnologyIndustryDevelopmentZone

18深別科技工業圏
ShengzhenScienceandTechnologyIndustrialpark

19広東中山火炬高技術産業開発区
GuangdongZhongshanTorchProgrammeHighTeclm010gyIndustry

DevelopmentZone
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20桂林新技術産業開発区
GuilinNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

21海南国際科技工業圏
HainanInternationalS＆TIndustrialPark

22成都高新技術産業開発区
ChengduHighAndNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

23重慶高新技術産業開発区
ChongqlngHighandNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

24西安市新技術産業開発区
XilanNewTechnologyIndustryDevelopmentZone

25蘭州寧臥庄新技術産業開発試験区
LanzhouNingwozhuangNewTechnologyIndustryDevelopment

ExperimentZone

26北京新技術産業開発・試験区
BeijingNewTechnologyIndustryDevelopmentExperimentZone

27天津新技術産業圏区
TianjinNewTechnologyIndustrialPark
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